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条 例

　川崎市附属機関設置条例の一部を改正する条例をここ

に公布する。

　　令和元年12月16日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

川崎市条例第34号

　　　川崎市附属機関設置条例の一部を改正す

　　　る条例

　川崎市附属機関設置条例（平成27年川崎市条例第１

号）の一部を次のように改正する。

　別表第１川崎市人権施策推進協議会の項を次のように

改める。

川崎市多

文化共生

社会推進

協議会

国籍、民族又は文化の違

いを豊かさとして生か

し、全ての人が互いに認

め合う多文化共生社会

を実現するための施策

の推進に関する指針そ

の他当該施策の推進に

必要な事項に関して調

査審議すること。

５人

以内

⑴ 　学識経

験者

⑵ 　関係団

体の役職

員

２年

　別表第１川崎市多摩川プラン推進会議の項の次に次の

１項を加える。

川 崎 市

等々力緑

地再編整

備計画推

進委員会

等々力緑地の再編整備

に関する計画の策定そ

の他等々力緑地の再編

整備の推進のために必

要な事項に関して調査

審議すること。

10人

以内

⑴ 　学識経

験者

⑵ 　関係団

体の役職

員

⑶ 　市民

２年

　　　附　則

　この条例は、令和２年４月１日から施行する。ただし、

別表第１川崎市多摩川プラン推進会議の項の次に１項を

加える改正規定は、公布の日から施行する。

　　　───────────────────

　川崎市差別のない人権尊重のまちづくり条例をここに

公布する。

　　令和元年12月16日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

川崎市条例第35号

　　　川崎市差別のない人権尊重のまちづくり条例

目次

　前文

　第１章　総則（第１条・第２条）

　第２章　 不当な差別のない人権尊重のまちづくりの推

進（第３条～第10条）

　第３章　 本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解

消に向けた取組の推進（第11条～第20条）

　第４章　雑則（第21条・第22条）

　第５章　罰則（第23条・第24条）

　附則

　川崎市は、日本国憲法及び日本国が締結した人権に関

する諸条約の理念を踏まえ、あらゆる不当な差別の解消

に向けて、一人ひとりの人間の尊厳を最優先する人権施

策を、平等と多様性を尊重し、着実に実施してきた。

　しかしながら、今なお、不当な差別は依然として存在

し、本邦外出身者に対する不当な差別的言動、インター

ネットを利用した人権侵害などの人権課題も生じている。

　このような状況を踏まえ、市、市民及び事業者が協力

して、不当な差別の解消と人権課題の解決に向けて、人

権尊重の理念の普及をより一層推進していく必要がある。

　ここに、川崎市は、全ての市民が不当な差別を受ける

ことなく、個人として尊重され、生き生きと暮らすこと

ができる人権尊重のまちづくりを推進していくため、こ

の条例を制定する。

　　　第１章　総則

　（目的）

第 １条　この条例は、不当な差別のない人権尊重のまち

づくりに関し、市、市民及び事業者の責務を明らかに

するとともに、人権に関する施策の基本となる事項及
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び本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消に向

けた取組に関する事項を定めることにより、人権尊重

のまちづくりを総合的かつ計画的に推進し、もって人

権を尊重し、共に生きる社会の実現に資することを目

的とする。

　（定義）

第 ２条　この条例において、次の各号に掲げる用語の意

義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。

　⑴ 　不当な差別　人種、国籍、民族、信条、年齢、性

別、性的指向、性自認、出身、障害その他の事由を

理由とする不当な差別をいう。

　⑵ 　本邦外出身者に対する不当な差別的言動　本邦外

出身者に対する不当な差別的言動の解消に向けた取

組の推進に関する法律（平成28年法律第68号。以下

「法」という。）第２条に規定する本邦外出身者に

対する不当な差別的言動をいう。

　　　第２章 　 不当な差別のない人権尊重のまちづくり

の推進

　（市の責務）

第 ３条　市は、この条例の目的を達成するため、不当な

差別を解消するための施策その他の人権に関する施策

を総合的かつ計画的に推進しなければならない。

　（市民及び事業者の責務）

第 ４条　市民及び事業者は、市の実施する不当な差別を

解消するための施策その他の人権に関する施策に協力

するよう努めなければならない。

　（不当な差別的取扱いの禁止）

第 ５条　何人も、人種、国籍、民族、信条、年齢、性別、

性的指向、性自認、出身、障害その他の事由を理由と

する不当な差別的取扱いをしてはならない。

　（人権施策推進基本計画）

第 ６条　市長は、不当な差別を解消するための施策その

他の人権に関する施策を総合的かつ計画的に推進する

ため、川崎市人権施策推進基本計画（以下「基本計画」

という。）を策定するものとする。

２ 　基本計画には、次に掲げる事項を定めるものとする。

　⑴ 　人権に関する施策の基本理念及び基本目標

　⑵ 　人権に関する基本的施策

　⑶ 　その他人権に関する施策を推進するために必要な

事項

３ 　市長は、基本計画を策定しようとするときは、あら

かじめ、川崎市人権尊重のまちづくり推進協議会の意

見を聴かなければならない。

４ 　市長は、基本計画を策定したときは、これを公表す

るものとする。

５ 　前２項の規定は、基本計画の変更について準用する。

　（人権教育及び人権啓発）

第 ７条　市は、不当な差別を解消し、並びに人権尊重の

まちづくりに対する市民及び事業者の理解を深めるた

め、人権教育（人権教育及び人権啓発の推進に関する

法律（平成12年法律第147号）第２条に規定する人権

教育をいう。）及び人権啓発（同条に規定する人権啓

発をいう。）を推進するものとする。

　（人権侵害による被害に係る支援）

第 ８条　市は、インターネットを利用した不当な差別そ

の他の人権侵害による被害の救済を図るため、関係機

関等と連携し、相談の実施、情報の提供その他の必要

な支援を行うものとする。

　（情報の収集及び調査研究）

第 ９条　市は、不当な差別を解消するための施策その他

の人権に関する施策を効果的に実施するため、必要な

情報の収集及び調査研究を行うものとする。

　（人権尊重のまちづくり推進協議会）

第 10条　第６条第３項に定めるもののほか、不当な差別

のない人権尊重のまちづくりの推進に関する重要事項

について、市長の諮問に応じ、調査審議するため、川

崎市人権尊重のまちづくり推進協議会（以下「協議会」

という。）を置く。

２ 　協議会は、委員12人以内で組織する。

３ 　委員は、学識経験者、関係団体の役職員及び市民の

うちから市長が委嘱する。

４ 　委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員の

任期は、前任者の残任期間とする。

５ 　委員は、再任されることができる。

６ 　第３項の委員のほか、特別の事項を調査審議させる

ため必要があるときは、協議会に臨時委員を置くこと

ができる。

７ 　臨時委員は、前項の規定による調査審議が終了した

ときは、解嘱されるものとする。

８ 　委員及び臨時委員は、職務上知ることができた秘密

を漏らしてはならない。その職を退いた後も同様とす

る。

９ 　協議会は、必要に応じ部会を置くことができる。

10 　前各項に定めるもののほか、協議会の組織及び運営

に関し必要な事項は、規則で定める。

　　　第３章 　 本邦外出身者に対する不当な差別的言動

の解消に向けた取組の推進

　（この章の趣旨）

第 11条　市は、法第４条第２項の規定に基づき、市の実

情に応じた施策を講ずることにより、本邦外出身者に

対する不当な差別的言動の解消を図るものとする。

　（本邦外出身者に対する不当な差別的言動の禁止）

第 12条　何人も、市の区域内の道路、公園、広場その他

の公共の場所において、拡声機（携帯用のものを含

む。）を使用し、看板、プラカードその他これらに類

する物を掲示し、又はビラ、パンフレットその他これ
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らに類する物を配布することにより、本邦の域外にあ

る国又は地域を特定し、当該国又は地域の出身である

ことを理由として、次に掲げる本邦外出身者に対する

不当な差別的言動を行い、又は行わせてはならない。

　⑴ 　本邦外出身者（法第２条に規定する本邦外出身者

をいう。以下同じ。）をその居住する地域から退去

させることを煽
（せん）

動し、又は告知するもの

　⑵ 　本邦外出身者の生命、身体、自由、名誉又は財産

に危害を加えることを煽動し、又は告知するもの

　⑶ 　本邦外出身者を人以外のものにたとえるなど、著

しく侮辱するもの

　（勧告）

第 13条　市長は、前条の規定に違反して同条各号に掲げ

る本邦外出身者に対する不当な差別的言動を行い、又

は行わせた者が、再び当該本邦外出身者に対する不当

な差別的言動に係る国又は地域と同一の国又は地域の

出身であることを理由とする同条の規定に違反する同

条各号に掲げる本邦外出身者に対する不当な差別的言

動（以下「同一理由差別的言動」という。）を行い、

又は行わせる明らかなおそれがあると認めるに足りる

十分な理由があるときは、その者に対し、地域を定め

て、この項の規定による勧告の日から６月間、同一理

由差別的言動を行い、又は行わせてはならない旨を勧

告することができる。

２ 　市長は、前項の規定による勧告をしようとするとき

は、あらかじめ、川崎市差別防止対策等審査会の意見

を聴かなければならない。ただし、緊急を要する場合

で、あらかじめ、その意見を聴くいとまがないときは、

この限りでない。

　（命令）

第 14条　市長は、前条第１項の規定による勧告に従わな

かった者が、再び同一理由差別的言動を行い、又は行

わせる明らかなおそれがあると認めるに足りる十分な

理由があるときは、その者に対し、地域を定めて、こ

の項の規定による命令の日から６月間、同一理由差別

的言動を行い、又は行わせてはならない旨を命ずるこ

とができる。

２ 　市長は、前項の規定による命令をしようとするとき

は、あらかじめ、川崎市差別防止対策等審査会の意見

を聴かなければならない。ただし、緊急を要する場合

で、あらかじめ、その意見を聴くいとまがないときは、

この限りでない。

　（公表）

第 15条　市長は、前条第１項の規定による命令を受けた

者が、当該命令に従わなかったときは、次に掲げる事

項を公表することができる。

　⑴ 　命令を受けた者の氏名又は名称及び住所並びに法

人（法人でない団体で代表者又は管理人の定めのあ

るものを含む。）にあっては、その代表者又は管理

人の氏名

　⑵ 　命令の内容

　⑶ 　その他規則で定める事項

２ 　市長は、前項の規定による公表をしようとするとき

は、あらかじめ、川崎市差別防止対策等審査会の意見

を聴かなければならない。

３ 　市長は、前項に規定する川崎市差別防止対策等審査

会の意見を聴いて、第１項の規定による公表をしよう

とするときは、あらかじめ、当該公表される者にその

理由を通知し、その者が意見を述べ、証拠を提示する

機会を与えなければならない。

　（公の施設の利用許可等の基準）

第 16条　市長は、公の施設（市が設置するものに限る。

以下同じ。）において、本邦外出身者に対する不当な

差別的言動が行われるおそれがある場合における公の

施設の利用許可及びその取消しの基準その他必要な事

項を定めるものとする。

　（インターネット表現活動に係る拡散防止措置及び公表）

第 17条　市長は、インターネットその他の高度情報通信

ネットワークを利用する方法による表現活動（他の表

現活動の内容を記録した文書、図画、映像等を不特定

多数の者による閲覧又は視聴ができる状態に置くこと

を含む。以下「インターネット表現活動」という。）

のうち次に掲げるものが本邦外出身者に対する不当な

差別的言動に該当すると認めるときは、事案の内容に

即して、当該インターネット表現活動に係る表現の内

容の拡散を防止するために必要な措置を講ずるものと

する。

　⑴ 　市の区域内で行われたインターネット表現活動

　⑵ 　市の区域外で行われたインターネット表現活動

（市の区域内で行われたことが明らかでないものを

含む。）で次のいずれかに該当するもの

　　ア 　表現の内容が特定の市民等（市の区域内に住所

を有する者、在勤する者、在学する者その他市に

関係ある者として規則で定める者をいう。以下同

じ。）を対象としたものであると明らかに認めら

れるインターネット表現活動

　　イ 　アに掲げるインターネット表現活動以外のイン

ターネット表現活動であって、市の区域内で行わ

れた本邦外出身者に対する不当な差別的言動の内

容を市の区域内に拡散するもの

２ 　市長は、前項の措置を講じたときは、当該インター

ネット表現活動が本邦外出身者に対する不当な差別的

言動に該当する旨、当該インターネット表現活動に係

る表現の内容の概要及びその拡散を防止するために講

じた措置その他規則で定める事項を公表するものとす

る。ただし、これを公表することにより第11条の趣旨
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を阻害すると認められるときその他特別の理由がある

と認められるときは、公表しないことができる。

３ 　前２項の規定による措置及び公表は、市民等の申出

又は職権により行うものとする。

４ 　市長は、第１項及び第２項の規定による措置及び公

表をしようとするときは、あらかじめ、川崎市差別防

止対策等審査会の意見を聴かなければならない。

５ 　市長は、第２項の規定による公表をするに当たって

は、当該本邦外出身者に対する不当な差別的言動の内

容が拡散することのないよう十分に留意しなければな

らない。

　（差別防止対策等審査会）

第 18条　第13条第２項本文、第14条第２項本文、第15条

第２項及び前条第４項に定めるもののほか、不当な差

別の解消のために必要な事項について、市長の諮問に

応じ、調査審議するため、川崎市差別防止対策等審査

会（以下「審査会」という。）を置く。

２ 　審査会は、委員５人以内で組織する。

３ 　委員は、学識経験者のうちから市長が委嘱する。

４ 　第10条第４項から第10項までの規定は、審査会につ

いて準用する。

　（審査会の調査審議手続）

第 19条　審査会は、市長又は第17条第４項の規定により

調査審議の対象となっているインターネット表現活動

に係る同条第３項の規定による申出を行った市民等に

意見書又は資料の提出を求めること、適当と認める者

にその知っている事実を述べさせることその他必要な

調査を行うことができる。

２ 　審査会は、第13条第２項本文、第14条第２項本文若

しくは第15条第２項の規定により調査審議の対象とな

っている者又は前項のインターネット表現活動を行っ

たと認められる者に対し、相当の期間を定めて、書面

により意見を述べる機会を与えることができる。

３ 　審査会は、必要があると認めるときは、その指名す

る委員に第１項の規定による調査を行わせることがで

きる。

　（表現の自由等への配慮）

第 20条　この章の規定の適用に当たっては、表現の自由

その他の日本国憲法の保障する国民の自由と権利を不

当に侵害しないように留意しなければならない。

　　　第４章　雑則

　（報告及び質問）

第 21条　市長は、第13条から第15条までの規定の施行に

必要な限度において、第12条の規定に違反して同条各

号に掲げる本邦外出身者に対する不当な差別的言動を

行い、若しくは行わせたと認められる者又は第13条第

１項の規定による勧告若しくは第14条第１項の規定に

よる命令に従わなかったと認められる者に対し、必要

な報告を求め、又はその職員に、関係者に質問させる

ことができる。

２ 　前項の規定により質問を行う職員は、その身分を示

す証明書を携帯し、関係者の請求があったときは、こ

れを提示しなければならない。

３ 　第１項の規定による権限は、犯罪捜査のために認め

られたものと解釈してはならない。

　（委任）

第 22条　この条例に定めるもののほか、この条例の実施

のため必要な事項は、規則で定める。

　　　第５章　罰則

第 23条　第14条第１項の規定による市長の命令に違反し

た者は、500,000円以下の罰金に処する。

第 24条　法人（法人でない団体で代表者又は管理人の定

めのあるものを含む。以下この項において同じ。）の

代表者若しくは管理人又は法人若しくは人の代理人、

使用人その他の従業者が、その法人又は人の業務に関

し、前条の違反行為をしたときは、行為者を罰するほ

か、その法人又は人に対しても、同条の刑を科する。

２ 　法人でない団体について前項の規定の適用がある場

合には、その代表者又は管理人が、その訴訟行為につ

き法人でない団体を代表するほか、法人を被告人又は

被疑者とする場合の刑事訴訟に関する法律の規定を準

用する。

　　　附　則

　（施行期日）

１ 　この条例は、公布の日から施行する。ただし、次の

各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行す

る。

　⑴ 　第６条第３項、第10条、第11条及び第16条から第

20条までの規定　令和２年４月１日

　⑵ 　第12条から第15条まで、第21条及び第５章の規定

　令和２年７月１日

　（経過措置）

２ 　この条例の施行の際現に策定されている川崎市人権

施策推進基本計画は、第６条第１項の規定により策定

された基本計画とみなす。

　　　───────────────────

　川崎市個人市民税の控除対象となる寄附金を受け入れ

る特定非営利活動法人を定める条例の一部を改正する条

例をここに公布する。

　　令和元年12月16日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

川崎市条例第36号

　　　川崎市個人市民税の控除対象となる寄附金

　　　を受け入れる特定非営利活動法人を定める

　　　条例の一部を改正する条例

　川崎市個人市民税の控除対象となる寄附金を受け入れ
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る特定非営利活動法人を定める条例（平成24年川崎市条

例第53号）の一部を次のように改正する。

　別表に次のように加える。

８
特定非営利活動法人

かわさき創造プロジェクト

川崎市多摩区中野島６丁目

29番１号

新多摩川ハイム４号棟101

　　　附　則

　（施行期日）

１ 　この条例は、公布の日から施行する。

　（川崎市市税条例の適用）

２ 　改正後の条例別表８の項に掲げる特定非営利活動法

人に対する寄附金については、川崎市市税条例（昭和

25年川崎市条例第26号）第23条の５第２項の規定は、

平成31年１月１日から適用する。

　　　───────────────────

　川崎市無料低額宿泊所の設備及び運営の基準に関する

条例をここに公布する。
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　　　第１章　総則

　（趣旨）

第 １条　この条例は、社会福祉法（昭和26年法律第45号。

以下「法」という。）第68条の５第１項の規定に基づ

き、法第２条第３項第８号に規定する生計困難者のた

めに、無料又は低額な料金で、簡易住宅を貸し付け、

又は宿泊所その他の施設を利用させる事業を行う施設

（以下「無料低額宿泊所」という。）の設備及び運営

に関する基準を定めるものとする。

　（用語の意義及び字句の意味）

第 ２条　この条例で使用する用語の意義及び字句の意味

は、法で使用する用語の意義及び字句の意味によるも

のとする。

　（無料低額宿泊所の範囲）

第 ３条　無料低額宿泊所は、次に掲げる要件を満たすも

のとする。ただし、他の法令により必要な規制が行わ

れている等事業の主たる目的が、生計困難者のため

に、無料又は低額な料金で、簡易住宅を貸し付け、又

は宿泊所その他の施設を利用させるものでないことが

明らかである場合は、この限りでない。

　⑴ 　次に掲げる要件のいずれかを満たすものであるこ

と。

　　ア 　入居の対象者を生計困難者に限定していること

（明示的に限定していない場合であっても、生計

困難者に限定して入居を勧誘していると認められ

る場合を含む。）。

　　イ 　入居者の総数に占める生活保護法（昭和25年法

律第144号）第６条第１項に規定する被保護者（以

下「被保護者」という。）である入居者の数の割

合がおおむね50パーセント以上であり、かつ、居

室の利用に係る契約が建物の賃貸借契約以外の契

約であること。

　　ウ 　入居者の総数に占める被保護者である入居者の

数の割合がおおむね50パーセント以上であり、か

つ、利用料（居室使用料及び共益費を除く。）の

支払を受けてサービスを提供していること（サー

ビスを提供する事業者が人的関係、資本関係等に

おいて当該施設と密接な関係を有する場合を含

む。）。

　⑵ 　居室使用料が無料又は生活保護法第８条第１項に

規定する厚生労働大臣の定める基準（同法第11条第

１項第３号に規定する住宅扶助に係るものに限る。）

に基づく額以下であること。

　　　第２章　基本方針

　（基本方針）

第 ４条　無料低額宿泊所は、入居者が地域において自立

した日常生活又は社会生活を営むことができるよう、

現に住居を求めている生計困難者につき、無料又は低

額な料金で居室その他の設備を利用させるとともに、

その有する能力に応じ自立した日常生活を営むことが

できるよう、必要なサービスを適切かつ効果的に行う

ものでなければならない。

２ 　無料低額宿泊所の設置者は、入居者の意思及び人格

を尊重して、常に当該入居者の立場に立ったサービス

の提供に努めなければならない。

３ 　無料低額宿泊所の設置者は、無料低額宿泊所が基本

的に一時的な居住の場であることに鑑み、入居者の心

身の状況、その置かれている環境等に照らし、当該入

居者が独立して日常生活を営むことができるかどうか

について常に把握しなければならない。

４ 　無料低額宿泊所の設置者は、独立して日常生活を営

むことができると認められる入居者に対し、当該入居

者の希望、退居後に置かれることとなる環境等を勘案

し、当該入居者の円滑な退居のための必要な援助に努

めなければならない。

５ 　無料低額宿泊所の設置者は、地域との結び付きを重

視した運営を行い、都道府県、市町村（特別区を含む。

以下同じ。）、生計困難者の福祉を増進することを目的

とする事業を行う者その他の保健医療サービス又は福
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祉サービスを提供する者との連携の確保に努めなけれ

ばならない。

　　　第３章　設備及び運営に関する基準

　（配置、構造及び設備の一般原則）

第 ５条　無料低額宿泊所の配置、構造及び設備は、日照、

採光、換気等入居者の保健衛生に関する事項及び防災

について十分考慮されたものでなければならない。

　（設備の専用）

第 ６条　無料低額宿泊所の設備は、専ら当該無料低額宿

泊所の用に供するものでなければならない。ただし、

入居者に提供するサービスに支障がない場合は、この

限りでない。

　（職員等の資格要件）

第 ７条　無料低額宿泊所の長（以下「施設長」という。）

は、法第19条第１項各号のいずれかに該当する者若し

くは社会福祉事業等に２年以上従事した者又はこれら

と同等以上の能力を有すると認められる者でなければ

ならない。

２ 　無料低額宿泊所の設置者は、当該無料低額宿泊所の

職員（施設長を除く。）が、できる限り法第19条第１

項各号のいずれかに該当する者とするよう努めるもの

とする。

３ 　無料低額宿泊所の職員（施設長を含む。第21条を除

き、以下同じ。）その他の無料低額宿泊所の運営に携

わる者は、川崎市暴力団排除条例（平成24年川崎市条

例第５号）第２条第３号に規定する暴力団員等であっ

てはならない。

　（運営規程）

第 ８条　無料低額宿泊所の設置者は、次に掲げる施設の

運営についての重要事項に関する規程（以下「運営規

程」という。）を定めておかなければならない。

　⑴ 　施設の目的及び運営の方針

　⑵ 　職員の職種、員数及び職務の内容

　⑶ 　入居定員

　⑷ 　入居者に提供するサービスの内容及び利用料その

他の費用の額

　⑸ 　施設の利用に当たっての留意事項

　⑹ 　非常災害対策

　⑺ 　その他施設の運営に関する重要事項

２ 　無料低額宿泊所の設置者は、運営規程を定め、又は

変更したときは、市長に届け出なければならない。

　（非常災害対策）

第 ９条　無料低額宿泊所の設置者は、消火設備その他の

非常災害に際して必要な設備を設けるとともに、非常

災害に対する具体的な計画を立て、非常災害時の関係

機関への通報及び連絡体制を整備し、それらを定期的

に職員に周知しなければならない。

２ 　無料低額宿泊所の設置者は、非常災害に備えるた

め、少なくとも１年に１回以上、定期的に避難訓練、

救出訓練その他必要な訓練を行わなければならない。

　（記録の整備）

第 10条　無料低額宿泊所の設置者は、設備、職員及び会

計に関する記録を整備しておかなければならない。

２ 　無料低額宿泊所の設置者は、入居者に提供するサー

ビスの状況に関する次に掲げる記録を整備し、その完

結の日から５年間保存しなければならない。

　⑴ 　提供した具体的なサービスの内容等の記録

　⑵ 　第30条第２項の規定による苦情の内容等の記録

　⑶ 　第32条第２項の規定による事故の状況及び事故に

際して採った処置についての記録

　（規模）

第 11条　無料低額宿泊所は、５人以上の人員を入居させ

ることができる規模を有するものでなければならない。

　（設備の基準）

第 12条　無料低額宿泊所の建物は、建築基準法（昭和25

年法律第201号）の規定を遵守するものでなければな

らない。

２ 　無料低額宿泊所の建物は、消防法（昭和23年法律第

186号）の規定を遵守するものでなければならない。

３ 　前項の規定にかかわらず、無料低額宿泊所の設置者

は、消火器の設置及び自動火災報知設備等の防火に係

る設備の整備に努めなければならない。

４ 　無料低額宿泊所には、次に掲げる設備を設けなけれ

ばならない。ただし、社会福祉施設その他の施設の設

備を利用することにより、当該無料低額宿泊所の効果

的な運営を期待することができる場合であって、入居

者に提供するサービスに支障がないときは、次に掲げ

る設備の一部を設けないことができる。

　⑴ 　居室

　⑵ 　炊事設備

　⑶ 　洗面所

　⑷ 　便所

　⑸ 　浴室

　⑹ 　洗濯室又は洗濯場

５ 　無料低額宿泊所には、必要に応じ、次に掲げる設備

その他の施設の円滑な運営に資する設備を設けなけれ

ばならない。

　⑴ 　共用室

　⑵ 　相談室

　⑶ 　食堂

６ 　第４項各号に掲げる設備の基準は、それぞれ次の各

号に定めるとおりとする。

　⑴ 　居室

　　ア 　１の居室の定員は、１人とすること。ただし、

入居者がその者と生計を一にする配偶者その他の

親族と同居する等、２人以上で入居させることが
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サービスの提供上必要と認められる場合は、この

限りでない。

　　イ 　地階に設けないこと。

　　ウ 　１の居室の床面積（収納設備等を除く。）は、

7.43平方メートル以上とすること。

　　エ 　居室の扉は、堅固なものとし、居室ごとに設け

ること。

　　オ 　出入口は、屋外、廊下又は広間のいずれかに直

接面して設けること。

　　カ 　各居室の間仕切壁は、堅固なものとし、天井ま

で達していること。

　⑵ 　炊事設備　火気を使用する部分は、不燃材料を用

いること。

　⑶ 　洗面所　入居定員に適したものを設けること。

　⑷ 　便所　　入居定員に適したものを設けること。

　⑸ 　浴室

　　ア 　入居定員に適したものを設けること。

　　イ 　浴槽を設けること。

　⑹ 　洗濯室又は洗濯場　入居定員に適したものを設け

ること。

　（職員配置の基準）

第 13条　無料低額宿泊所に置くべき職員の員数は、入居

者の数及び提供するサービスの内容に応じた適当数と

し、そのうち１人は施設長としなければならない。

２ 　当該無料低額宿泊所が生活保護法第30条第１項ただ

し書に規定する日常生活支援住居施設（以下「日常生

活支援住居施設」という。）に該当する場合は、前項

の規定にかかわらず、日常生活支援住居施設としての

職員配置の要件を満たさなければならない。

　（入居申込者に対する説明、契約等）

第 14条　無料低額宿泊所の設置者は、居室の利用その他

のサービスの提供の開始に際しては、あらかじめ、入

居申込者に対し、運営規程の概要、職員の勤務の体制、

当該サービスの内容及び費用その他の入居申込者のサ

ービスの選択に資すると認められる重要事項を記した

文書を交付して説明を行い、居室の利用に係る契約及

びそれ以外のサービスの提供に係る契約をそれぞれ文

書により締結しなければならない。

２ 　無料低額宿泊所の設置者は、前項の契約又は当該契

約の更新において、契約期間（１年以内のものに限る。

ただし、居室の利用に係る契約については、建物の賃

貸借契約（借地借家法（平成３年法律第90号）第38条

の規定による期間の定めがある建物の賃貸借を除く。）

の場合は、１年とする。）及び解約に関する事項を定

めなければならない。

３ 　無料低額宿泊所の設置者は、前項の契約期間の満了

前に、あらかじめ入居者の意向を確認するとともに、

福祉に関する事務所（以下「福祉事務所」という。）

等都道府県又は市町村の関係機関と、当該入居者が継

続して無料低額宿泊所を利用する必要性について協議

しなければならない。

４ 　無料低額宿泊所の設置者は、第２項の解約に関する

事項において、入居者の権利を不当に狭めるような条

件を定めてはならない。

５ 　無料低額宿泊所の設置者は、第２項の解約に関する

事項において、入居者が解約を申し入れたときは、速

やかに当該契約を終了する旨を定めなければならない。

６ 　無料低額宿泊所の設置者は、第１項の契約又は当該

契約の更新において、入居申込者に対し、保証人を立

てさせてはならない。

７ 　無料低額宿泊所の設置者は、入居申込者からの申出

があった場合には、第１項の規定による文書の交付に

代えて、第10項で定めるところにより、当該入居申込

者の承諾を得て、当該文書に記すべき重要事項及び第

２項の事項（以下この条において「重要事項等」とい

う。）を電子情報処理組織を使用する方法その他の情

報通信の技術を利用する方法であって次に掲げるもの

（以下この条において「電磁的方法」という。）によ

り提供することができる。この場合において、当該無

料低額宿泊所の設置者は、当該文書を交付したものと

みなす。

　⑴ 　電子情報処理組織を使用する方法のうちア又はイ

に掲げるもの

　　ア 　無料低額宿泊所の設置者の使用に係る電子計算

機（入出力装置を含む。以下同じ。）と入居申込

者の使用に係る電子計算機とを接続する電気通信

回線を通じて重要事項等を送信し、受信者の使用

に係る電子計算機に備えられたファイルに記録す

る方法

　　イ 　無料低額宿泊所の設置者の使用に係る電子計算

機に備えられたファイルに記録された重要事項等

を電気通信回線を通じて入居申込者の閲覧に供

し、当該入居申込者の使用に係る電子計算機に備

えられたファイルに当該重要事項等を記録する方

法（電磁的方法による提供を受ける旨の承諾又は

受けない旨の申出をする場合にあっては、無料低

額宿泊所の設置者の使用に係る電子計算機に備え

られたファイルにその旨を記録する方法）

　⑵ 　磁気ディスク、シー・ディー・ロムその他これら

に準ずる方法により一定の事項を確実に記録してお

くことができる物をもって調製するファイルに重要

事項等を記録したものを交付する方法

８ 　前項各号に掲げる方法は、入居申込者がファイルに

記録された事項を出力することにより文書を作成する

ことができるものでなければならない。

９ 　第７項第１号の「電子情報処理組織」とは、無料低
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額宿泊所の設置者の使用に係る電子計算機と、入居申

込者の使用に係る電子計算機とを電気通信回線で接続

した電子情報処理組織をいう。

10 　無料低額宿泊所の設置者は、電磁的方法により重要

事項等を提供しようとするときは、あらかじめ、当該

入居申込者に対し、その用いる次に掲げる電磁的方法

の種類及び内容を示し、文書又は電磁的方法による承

諾を得なければならない。

　⑴ 　第７項各号に掲げる方法のうち無料低額宿泊所の

設置者が使用するもの

　⑵ 　ファイルへの記録の方式

11 　前項の規定による承諾を得た無料低額宿泊所の設置

者は、当該入居申込者から文書又は電磁的方法により

電磁的方法による提供を受けない旨の申出があったと

きは、当該入居申込者に対し、重要事項等の提供を電

磁的方法によってしてはならない。ただし、当該入居

申込者が再び前項の規定による承諾をした場合は、こ

の限りでない。

　（入退居）

第 15条　無料低額宿泊所の設置者は、入居予定者の入居

に際しては、その者の心身の状況、生活の状況等の把

握に努めなければならない。

２ 　無料低額宿泊所の設置者は、入居者の心身の状況、

入居中に提供することができるサービスの内容等に照

らし、無料低額宿泊所において日常生活を営むことが

困難となったと認められる入居者に対し、その者の希

望、その者が退居後に置かれることとなる環境等を勘

案し、その者の状態に適合するサービスに関する情報

の提供を行うとともに、適切な他のサービスを受ける

ことができるよう必要な援助に努めなければならない。

３ 　無料低額宿泊所の設置者は、入居者の退居に係る援

助に際しては、福祉事務所等都道府県又は市町村の関

係機関、相談等の支援を行う保健医療サービス又は福

祉サービスを提供する者等との密接な連携の確保に努

めなければならない。

　（利用料の受領）

第 16条　無料低額宿泊所の設置者は、入居者から利用料

として、次に掲げる費用（第７号については、当該無

料低額宿泊所が日常生活支援住居施設である場合に限

る。）の支払を受けることができる。

　⑴ 　食事の提供に要する費用

　⑵ 　居室使用料

　⑶ 　共益費

　⑷ 　光熱水費

　⑸ 　日用品費

　⑹ 　基本サービス費

　⑺ 　入居者が選定する日常生活上の支援に関するサー

ビスの提供に要する費用

２ 　前項各号に掲げる利用料の基準は、それぞれ次の各

号に定めるとおりとする。

　⑴ 　食事の提供に要する費用　食材費及び調理等に関

する費用に相当する金額とすること。

　⑵ 　居室使用料

　　ア 　当該無料低額宿泊所の整備に要した費用、修繕

費、管理事務費、地代に相当する額等を基礎とし

て合理的に算定された金額とすること。

　　イ 　アに規定する金額以外に、敷金、権利金、謝金

等の金品を受領しないこと。

　⑶ 　共益費　共用部分の清掃、備品の整備等の共用部

分の維持管理に要する費用に相当する金額とするこ

と。

　⑷ 　光熱水費　居室及び共用部分に係る光熱水費に相

当する金額とすること。

　⑸ 　日用品費　入居者が使用する日用品の購入費に相

当する金額とすること。

　⑹ 　基本サービス費　入居者の状況把握等の業務に係

る人件費、事務費等に相当する金額とすること。

　⑺ 　入居者が選定する日常生活上の支援に関するサー

ビスの提供に要する費用

　　ア 　人件費、事務費等（前号の基本サービス費に係

るものを除く。）に相当する金額とすること。

　　イ 　日常生活支援住居施設として支払を受ける委託

費を除くこと。

　（サービス提供の方針）

第 17条　無料低額宿泊所の設置者は、入居者の健康保持

に努めるほか、当該入居者が安心して生き生きと明る

く生活できるよう、その心身の状況や希望に応じたサ

ービスを提供するとともに、生きがいをもって生活で

きるようにするための機会を適切に提供しなければな

らない。

２ 　無料低額宿泊所の設置者は、入居者にとって当該無

料低額宿泊所全体が一つの住居であることに鑑み、入

居者が共用部分を円滑に使用できるよう配慮した運営

を行わなければならない。

３ 　無料低額宿泊所の設置者は、入居者のプライバシー

の確保に配慮した運営を行わなければならない。

４ 　無料低額宿泊所の職員は、入居者に対するサービス

の提供に当たっては、懇切丁寧に行うことを旨とし、

当該入居者に対し、サービスの提供を行う上で必要な

事項について、理解しやすいように説明を行わなけれ

ばならない。

　（食事）

第 18条　無料低額宿泊所の設置者は、入居者に食事を提

供する場合、量及び栄養並びに当該入居者の心身の状

況及び嗜
（し）

好を考慮した食事を、適切な時間に提供しな

ければならない。
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　（入浴）

第 19条　無料低額宿泊所の設置者は、入居者に対し１日

に１回の頻度で入浴の機会を提供しなければならな

い。ただし、やむを得ない事情があるときは、あらか

じめ、当該入居者に対し当該事情の説明を行うことに

より、１週間に３回以上の頻度とすることができる。

　（状況把握）

第 20条　無料低額宿泊所の設置者は、原則として１日に

１回以上、入居者に対し居室への訪問等の方法による

状況把握を行わなければならない。

　（施設長の責務）

第 21条　施設長は、無料低額宿泊所の職員の管理、入退

居に係る調整、業務の実施状況の把握その他の管理を

一元的に行わなければならない。

２ 　施設長は、職員にこの章の規定を遵守させるために

必要な指揮命令を行うものとする。

　（職員の責務）

第 22条　無料低額宿泊所の職員は、入居者からの相談に

応じるとともに、適切な助言及び必要な支援を行わな

ければならない。

　（勤務体制の確保等）

第 23条　無料低額宿泊所の設置者は、入居者に対し、適

切なサービスを提供できるよう、職員の勤務の体制を

整備しておかなければならない。

２ 　無料低額宿泊所の設置者は、職員に対し、その資質

の向上のための研修の機会を確保しなければならない。

３ 　無料低額宿泊所の設置者は、職員の処遇について、

労働に関する法令の規定を遵守するとともに、職員の

待遇の向上に努めなければならない。

　（定員の遵守）

第 24条　無料低額宿泊所には、入居定員及び居室の定員

を超えて入居させてはならない。ただし、災害その他

のやむを得ない事情がある場合は、この限りでない。

　（衛生管理等）

第 25条　無料低額宿泊所の設置者は、入居者の使用する

設備、食器等又は飲用に供する水について、衛生的な

管理に努め、及び衛生上必要な措置を講じなければな

らない。

２ 　無料低額宿泊所の設置者は、当該無料低額宿泊所に

おいて感染症、食中毒又は害虫が発生し、又はまん延

しないように必要な措置を講ずるよう努めなければな

らない。

　（日常生活に係る金銭管理）

第 26条　入居者の金銭の管理は、入居者本人が行うこと

を原則とする。ただし、金銭の適切な管理を行うこと

に支障がある入居者であって、無料低額宿泊所による

金銭の管理を希望するものに対し、次に掲げるところ

により無料低額宿泊所の設置者が日常生活に係る金銭

の管理を行う場合は、この限りでない。

　⑴ 　成年後見制度その他の金銭の管理に係る制度をで

きる限り活用すること。

　⑵ 　無料低額宿泊所の設置者が管理する金銭は、当該

入居者に係る金銭及びこれに準ずるもの（これらの

運用により生じた収益を含む。以下この条において

「金銭等」という。）であって、日常生活を営むた

めに必要な金額に限ること。

　⑶ 　金銭等を無料低額宿泊所が有する他の財産と区分

すること。

　⑷ 　金銭等は当該入居者の意思を尊重して管理するこ

と。

　⑸ 　第14条第１項に規定する契約とは別に、当該入居

者の日常生活に係る金銭等の管理に係る事項のみを

内容とする契約を締結すること。

　⑹ 　金銭等の出納を行う場合は、無料低額宿泊所の職

員が２人以上で確認を行う等の適切な体制を整備す

ること。

　⑺ 　入居者ごとに金銭等の収支の状況を明らかにする

帳簿を整備するとともに、収支の記録について定期

的に入居者本人に報告を行うこと。

　⑻ 　当該入居者が退居する場合には、速やかに、管理

する金銭等を当該入居者に返還すること。

　⑼ 　金銭等の詳細な管理方法、入居者に対する収支の

記録の報告方法等について管理規程を定めること。

　⑽ 　前号の管理規程を定め、又は変更したときは、市

長に届け出ること。

　⑾ 　当該入居者が被保護者である場合は、当該入居者

の金銭等の管理に係る契約の締結時又は変更時に

は、福祉事務所にその旨を報告すること。

　⑿ 　金銭等の管理の状況について、市からの求めに応

じて速やかに報告できる体制を整備しておくこと。

　（掲示及び公表）

第 27条　無料低額宿泊所の設置者は、入居者の見やすい

場所に、運営規程の概要、職員の勤務の体制その他入

居者のサービスの選択に資すると認められる事項を掲

示しなければならない。

２ 　無料低額宿泊所の設置者は、運営規程を公表すると

ともに、毎会計年度終了後３月以内に、貸借対照表、

損益計算書等の収支の状況に係る書類を公表しなけれ

ばならない。

　（秘密保持等）

第 28条　無料低額宿泊所の職員は、正当な理由がなく、

その業務上知り得た入居者の秘密を漏らしてはならな

い。

２ 　無料低額宿泊所の設置者は、職員であった者が、正

当な理由がなく、その業務上知り得た入居者の秘密を

漏らすことがないよう、必要な措置を講じなければな
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らない。

　（広告）

第 29条　無料低額宿泊所の設置者は、当該無料低額宿泊

所について広告をする場合は、その内容が虚偽のもの

又は誇大なものでないようにしなければならない。

　（苦情への対応）

第 30条　無料低額宿泊所の設置者は、その提供したサー

ビスに関する入居者の苦情に迅速かつ適切に対応する

ために、苦情を受け付けるための窓口の設置その他の

必要な措置を講じなければならない。

２ 　無料低額宿泊所の設置者は、前項の苦情を受け付け

た場合は、当該苦情の内容等を記録しなければならな

い。

３ 　無料低額宿泊所の設置者は、その提供したサービス

に関し、市から指導又は助言を受けた場合は、当該指

導又は助言に従って必要な改善を行わなければならな

い。

４ 　無料低額宿泊所の設置者は、市からの求めがあった

場合には、前項の改善の内容を市長に報告しなければ

ならない。

５ 　無料低額宿泊所の設置者は、運営適正化委員会が行

う法第85条第１項の規定による調査にできる限り協力

しなければならない。

　（地域との連携）

第 31条　無料低額宿泊所の設置者は、当該無料低額宿泊

所の運営に当たっては、地域住民等に対して事前に当

該運営の内容の説明を行うよう努めるとともに、地域

住民等との連携及び協力を行うこと等により地域との

交流を図るよう努めなければならない。

　（事故発生時の対応）

第 32条　無料低額宿泊所の設置者は、入居者に対するサ

ービスの提供により事故が発生した場合は、速やかに

当該入居者の家族、市等に連絡を行うとともに、必要

な措置を講じなければならない。

２ 　無料低額宿泊所の設置者は、前項の事故の状況及び

事故に際して採った処置について記録しなければなら

ない。

３ 　無料低額宿泊所の設置者は、入居者に対するサービ

スの提供により賠償すべき事故が発生した場合は、損

害賠償を速やかに行わなければならない。

　　　附　則

　（施行期日）

１ 　この条例は、令和２年４月１日から施行する。

　（居室に関する経過措置）

２ 　この条例の施行の際現に生活困窮者等の自立を促進

するための生活困窮者自立支援法等の一部を改正する

法律（平成30年法律第44号。以下「改正法」という。）

第５条の規定による改正前の法第69条第１項の規定に

よる届出がされている無料低額宿泊所の事業の用に供

している建物（基本的な設備が完成しているものを含

み、この条例の施行の後に増築され、又は全面的に改

築された部分を除く。）については、第12条第６項第

１号ア及びエからカまでの規定は、この条例の施行後

３年間は、適用しない。

３ 　この条例の施行の際現に改正法第５条の規定による

改正前の法第69条第１項の規定による届出がされてい

る無料低額宿泊所に係る平成28年３月31日において事

業の用に供していた建物（基本的な設備が完成してい

るものを含み、平成28年４月１日以降に増築され、又

は全面的に改築された部分を除く。）の居室のうち、

第12条第６項第１号ウに規定する基準に適合しないも

のについては、同号ウの規定にかかわらず、当分の間、

次に掲げる要件を満たす場合に限り、無料低額宿泊所

としての利用に供することができる。

　⑴ 　１の居室の床面積（収納設備等を除く。）が、3.3

平方メートル以上であること。

　⑵ 　入居予定者に対し、あらかじめ、居室の床面積が

第12条第６項第１号ウに規定する基準に適合しない

ことを記した文書を交付して説明を行い、同意を得

ること。

　⑶ 　入居者の寝具及び身の回り品を各人別に収納する

ことができる収納設備を設けること。

　⑷ 　第12条第５項の規定にかかわらず、同項第１号の

共用室を設けること。

　⑸ 　居室の床面積の改善についての計画を、市と協議

の上作成すること。

　⑹ 　前号の規定により作成した計画を市長に提出する

とともに、段階的かつ計画的に第12条第６項第１号

ウに規定する基準に適合するよう必要な改善を行う

こと。

４ 　前項の規定により無料低額宿泊所としての利用に供

する建物については、同項第６号の規定による必要な

改善が図られない限り、新たな居室の増築はできない。

　　　───────────────────

　川崎市災害弔慰金の支給等に関する条例の一部を改正

する条例をここに公布する。

　　令和元年12月16日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

川崎市条例第38号

　　　川崎市災害弔慰金の支給等に関する条例の

　　　一部を改正する条例

　川崎市災害弔慰金の支給等に関する条例（昭和49年川

崎市条例第70号）の一部を次のように改正する。

　目次中「・第17条」を「～第18条」に改める。

　第17条を第18条とし、第16条を第17条とし、第５章中

同条の前に次の１条を加える。
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　（災害弔慰金等支給審査委員会）

第 16条　法第18条の規定に基づき、川崎市災害弔慰金等

支給審査委員会（以下「委員会」という。）を置く。

２ 　委員会は、市長の諮問に応じ、災害弔慰金及び災害

障害見舞金の支給に関する事項を調査審議する。

３ 　委員会は、委員５人以内で組織する。

４ 　委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。

　⑴ 　医師

　⑵ 　法律及び社会福祉に関する専門的な知識経験を有

する者

５ 　委員の任期は、２年とし、補欠の委員の任期は、前

任者の残任期間とする。ただし、再任を妨げない。

６ 　前各項に定めるもののほか、委員会の組織及び運営

に関し必要な事項は、規則で定める。

　　　附　則

　この条例は、公布の日から施行する。

　　　───────────────────

　川崎市児童福祉施設の設備及び運営の基準に関する条

例の一部を改正する条例をここに公布する。

　　令和元年12月16日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

川崎市条例第39号

　　　川崎市児童福祉施設の設備及び運営の基準

　　　に関する条例の一部を改正する条例

　川崎市児童福祉施設の設備及び運営の基準に関する条

例（平成24年川崎市条例第56号）の一部を次のように改

正する。

　第45条第３項中「第２号から第８号までの」を「次に

掲げる」に改め、同項第１号中「建築基準法」を「耐火

建築物（建築基準法」に、「耐火建築物又は」を「耐火

建築物をいう。以下この号において同じ。）又は準耐火

建築物（」に、「（同号ロ」を「をいい、同号ロ」に改め、

「除く。）」の次に「（保育室等を３階以上に設ける建物

にあっては、耐火建築物）」を加える。

　　　附　則

　この条例は、公布の日から施行する。

　　　───────────────────

　川崎市幼保連携型認定こども園の学級の編制、職員、

設備及び運営の基準に関する条例の一部を改正する条例

をここに公布する。

　　令和元年12月16日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

川崎市条例第40号

　　　川崎市幼保連携型認定こども園の学級の編

　　　制、職員、設備及び運営の基準に関する条

　　　例の一部を改正する条例

　川崎市幼保連携型認定こども園の学級の編制、職員、

設備及び運営の基準に関する条例（平成26年川崎市条例

第34号）の一部を次のように改正する。

　第７条第３項ただし書中「において準用する」を「に

おいて読み替えて準用する」に、「第45条第３項第２号

から第８号まで」を「第45条第３項各号」に改める。

　第14条第１項の表中

「

第45条第３項

第１号

耐火建築物又は同条第９

号の３に規定する準耐火

建築物（同号ロに該当す

るものを除く。）

耐火建築物

 」

を

「

第45条第３項

第１号

耐火建築物（建築基準

法（昭和25年法律第201

号）第２条第９号の２に

規定する耐火建築物をい

う。以下この号において

同じ。）又は準耐火建築

物（同条第９号の３に規

定する準耐火建築物をい

い、同号ロに該当するも

のを除く。）（保育室等を

３階以上に設ける建物に

あっては、耐火建築物）

建 築 基 準 法

（昭和25年法

律 第201号 ）

第２条第９号

の２に規定す

る耐火建築物

 」

に改める。

　　　附　則

　この条例は、公布の日から施行する。

　　　───────────────────

　川崎市家庭的保育事業等の設備及び運営の基準等に関

する条例の一部を改正する条例をここに公布する。

　　令和元年12月16日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

川崎市条例第41号

　　　川崎市家庭的保育事業等の設備及び運営の

　　　基準等に関する条例の一部を改正する条例

　川崎市家庭的保育事業等の設備及び運営の基準等に関

する条例（平成26年川崎市条例第35号）の一部を次のよ

うに改正する。

　第７条第５項中「次条第２号」を「次条第１項第２号」

に改める。

　第８条第２項中「適用しない」の次に「こととする」

を加え、同条に次の２項を加える。

４ 　市長は、家庭的保育事業者等による第１項第３号に

掲げる事項に係る連携施設の確保が著しく困難である

と認めるときは、同号の規定を適用しないこととする

ことができる。

５ 　前項の場合において、家庭的保育事業者等は、法第

59条第１項に規定する施設のうち、次に掲げるもの

（入所定員が20人以上のものに限る。）であって、市
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長が適当と認めるものを第１項第３号に掲げる事項に

係る連携協力を行う者として適切に確保しなければな

らない。

　⑴ 　子ども・子育て支援法（平成24年法律第65号）第

59条の２第１項の規定による助成を受けている者の

設置する施設（法第６条の３第12項に規定する業務

を目的とするものに限る。）

　⑵ 　法第６条の３第12項及び第39条第１項に規定する

業務を目的とする施設であって、法第６条の３第９

項第１号に規定する保育を必要とする乳児・幼児の

保育を行うことに要する費用に係る市の補助を受け

ているもの

　第17条第２項第３号中「、乳幼児」を「、利用乳幼児」

に改め、「。附則第３項において同じ」を削る。

　第41条第２号中「（平成24年法律第65号）」を削る。

　第49条中「第８条第１号」を「第８条第１項第１号」

に改め、同条に次の１項を加える。

２ 　保育所型事業所内保育事業を行う者のうち、法第６

条の３第12項第２号に規定する事業を行うものであっ

て、市長が適当と認めるもの（附則第４項において

「特例保育所型事業所内保育事業者」という。）につ

いては、第８条第１項の規定にかかわらず、連携施設

の確保をしないことができる。

 　附則第３項中「（第25条に規定する家庭的保育事業を

行う場所において実施されるものに限る。）」を削る。

 　附則第４項中「家庭的保育事業者等」の次に「（特例

保育所型事業所内保育事業者を除く。）」を加え、「第８

条」を「第８条第１項」に、「５年」を「10年」に改める。

　　　附　則

　この条例は、公布の日から施行する。

　　　───────────────────

　川崎市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の

運営の基準に関する条例の一部を改正する条例をここに

公布する。

　　令和元年12月16日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

川崎市条例第42号

　　　川崎市特定教育・保育施設及び特定地域型

　　　保育事業の運営の基準に関する条例の一部

　　　を改正する条例

　川崎市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の

運営の基準に関する条例（平成26年川崎市条例第36号）

の一部を次のように改正する。

　第37条第１項中「小規模保育事業Ａ型をいう」及び

「小規模保育事業Ｂ型をいう」の次に「。第42条第３項

第１号において同じ」を加える。

　第42条第１項中「この項」を「以下この項から第５項

まで」に改め、同項第２号中「をいう」の次に「。以下

この条において同じ」を加え、同条中第４項を第９項と

し、同条第３項中「を行う者であって、第37条第２項の

規定により定める利用定員が20人以上のもの」を「（第

37条第２項の規定により定める利用定員が20人以上のも

のに限る。次項において「保育所型事業所内保育事業」

という。）を行う者」に改め、同項を同条第７項とし、

同項の次に次の１項を加える。

８ 　保育所型事業所内保育事業を行う者のうち、児童福

祉法第６条の３第12項第２号に規定する事業を行うも

のであって、市長が適当と認めるもの（附則第５項に

おいて「特例保育所型事業所内保育事業者」という。）

については、第１項の規定にかかわらず、連携施設の

確保をしないことができる。

　第42条第２項中「前項」を「第１項」に改め、同項を

同条第６項とし、同条第１項の次に次の４項を加える。

２ 　市長は、特定地域型保育事業者による代替保育の提

供に係る連携施設の確保が著しく困難であると認める

場合であって、次に掲げる要件の全てを満たすと認め

るときは、前項第２号の規定を適用しないこととする

ことができる。

　⑴ 　特定地域型保育事業者と前項第２号に掲げる事項

に係る連携協力を行う者との間でそれぞれの役割の

分担及び責任の所在が明確化されていること。

　⑵ 　前項第２号に掲げる事項に係る連携協力を行う者

の本来の業務の遂行に支障が生じないようにするた

めの措置が講じられていること。

３ 　前項の場合において、特定地域型保育事業者は、次

の各号に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ当該各号

に定める者を第１項第２号に掲げる事項に係る連携協

力を行う者として適切に確保しなければならない。

　⑴ 　当該特定地域型保育事業者が特定地域型保育事業

を行う場所又は事業所（次号において「事業実施場

所」という。）以外の場所又は事業所において代替

保育が提供される場合　小規模保育事業Ａ型若しく

は小規模保育事業Ｂ型又は事業所内保育事業を行う

者（次号において「小規模保育事業Ａ型事業者等」

という。）

　⑵ 　事業実施場所において代替保育が提供される場合

　　 　事業の規模等を勘案して小規模保育事業Ａ型事業

者等と同等の能力を有すると市が認める者

４ 　市長は、特定地域型保育事業者による第１項第３号

に掲げる事項に係る連携施設の確保が著しく困難であ

ると認めるときは、同号の規定を適用しないこととす

ることができる。

５ 　前項の場合において、特定地域型保育事業者は、児

童福祉法第59条第１項に規定する施設のうち、次に掲

げるもの（入所定員が20人以上のものに限る。）であ

って、市長が適当と認めるものを第１項第３号に掲げ
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る事項に係る連携協力を行う者として適切に確保しな

ければならない。

　⑴ 　法第59条の２第１項の規定による助成を受けてい

る者の設置する施設（児童福祉法第６条の３第12項

に規定する業務を目的とするものに限る。）

　⑵ 　児童福祉法第６条の３第12項に規定する業務又は

同法第39条第１項に規定する業務を目的とする施設

であって、同法第６条の３第９項第１号に規定する

保育を必要とする乳児・幼児の保育を行うことに要

する費用に係る市の補助を受けているもの

　 　附則第５項中「特定地域型保育事業者」の次に「（特

例保育所型事業所内保育事業者を除く。）」を加え、「５

年」を「10年」に改める。

　　　附　則

　この条例は、公布の日から施行する。

　　　───────────────────

　川崎市営住宅条例の一部を改正する条例をここに公布

する。

　　令和元年12月16日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

川崎市条例第43号

　　　川崎市営住宅条例の一部を改正する条例

　川崎市営住宅条例（昭和37年川崎市条例第32号）の一

部を次のように改正する。

　第３条中第５号を第６号とし、第２号から第４号まで

を１号ずつ繰り下げ、第１号の次に次の１号を加える。

　⑵ 　市営準公営住宅　川崎市特定公共賃貸住宅条例

（平成５年川崎市条例第42号）第２条第１号に規定

する特定公共賃貸住宅の用途を廃止した住宅及びそ

の附帯施設で、市営公営住宅に準じて低額所得者に

使用させるためのものをいう。

　第12条第１項第１号中「市長が別に」及び「連帯保証

人の連署する」を削り、同項第２号中「２月分」を「３

月分」に改め、同条第６項中「第１項第１号の規定によ

る請書に連帯保証人の連署を必要としないこととし、又

は同項第２号」を「第１項第２号」に改める。

　第15条（見出しを含む。）中「市営従前居住者用住宅」

を「市営準公営住宅及び市営従前居住者用住宅」に改め

る。

　第18条第１項を次のように改める。

　 　市営住宅及び共同施設の修繕に要する費用は、次条

第１項第４号に掲げるものを除き、市の負担とする。

　第18条第２項を削り、同条第３項中「第１項に掲げる」

を「前項に規定する」に改め、同項を同条第２項とし、

同条第４項中「前３項」を「前２項」に改め、同項を同

条第３項とする。

　第19条に次の１号及び２項を加える。

　⑷ 　畳の表替え、ふすまの張替え、破損ガラスの取替

えその他規則で定める修繕に要する費用

２ 　市長は、前項第４号に掲げる費用のうち、使用者に

負担させることが適当でないと認めたものについて、

その一部又は全部を使用者に負担させないことができ

る。

３ 　市が借り上げている市営住宅の修繕費用における前

項の適用については、同項中「市長」とあるのは「当

該市営住宅の所有者」とする。

　第21条の見出しを削り、同条の前に見出しとして「（使

用保管の義務等）」を付し、同条第４項ただし書中「次

条第４号」を「第22条第４号」に改め、同条の次に次の

１条を加える。

第 21条の２　使用者及び同居の親族（婚姻の届出をしな

いが事実上婚姻関係と同様の事情にある者その他婚姻

の予約者を含む。以下同じ。）（以下この条において「使

用者等」という。）は、周辺の環境を乱し、又は他の

使用者等若しくは周辺の住民に迷惑を及ぼす行為（以

下「迷惑行為」という。）をしてはならない。

２ 　市長は、使用者等が迷惑行為のうち規則で定めるも

のを行った場合において、市営住宅の管理上必要があ

ると認めるときは、使用者に対し、その行為に関し是

正、中止その他必要な措置を講ずるよう勧告すること

ができる。

　第23条第２項中「第３項」を「第19条第１項第４号」

に改める。

　第24条第１項ただし書中「若しくは」を「又は」に、

「又は損害賠償金」を「、第21条第２項又は第25条第３

項の規定による損害賠償金、第32条の２第３項に規定す

る金銭その他の市営住宅の使用に関し生じた本市に対す

る債務」に改め、同条第２項中「前項」を「前項ただし

書」に改める。

　第25条第１項中第10号を第11号とし、第９号を第10号

とし、同項第８号中「（婚姻の届出をしないが事実上婚

姻関係と同様の事情にある者その他婚姻の予約者を含

む。以下同じ。）」を削り、同号を同項第９号とし、同項

第７号の次に次の１号を加える。

　⑻ 　第21条の２第２項の規定による勧告に従わないと

き。

　第25条第４項中「第１項第９号」を「第１項第10号」

に改める。

　第30条の２第１項中「使用者（」の次に「市営準公営

住宅、」を加える。

　第32条第３項中「かかわらず、」の次に「市営準公営

住宅及び」を加える。

　　　附　則

　（施行期日）

１ 　この条例は、令和２年４月１日から施行する。

　（経過措置）
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２ 　改正後の条例第12条第１項及び第６項の規定は、こ

の条例の施行の日以後に市営住宅の使用者として決定

された者について適用し、同日前に市営住宅の使用者

として決定された者については、なお従前の例による。

　　　───────────────────

　川崎市特定公共賃貸住宅条例の一部を改正する条例を

ここに公布する。

　　令和元年12月16日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

川崎市条例第44号

　　　川崎市特定公共賃貸住宅条例の一部を改正

　　　する条例

　川崎市特定公共賃貸住宅条例（平成５年川崎市条例第

42号）の一部を次のように改正する。

　第11条第１項第１号中「連帯保証人の連署する」を削

る。

　第18条第３項を同条第４項とし、同条第２項ただし書

中「又は」を「、」に改め、「額」の次に「その他の特定

公共賃貸住宅の使用に関し生じた本市に対する債務」を

加え、同項の次に次の１項を加える。

３ 　敷金の額が前項ただし書の規定により控除する額に

足りない場合は、使用者は、直ちにその不足額を納付

しなければならない。

　第21条の見出しを削り、同条の前に見出しとして「（使

用者等の保管義務等）」を付し、同条第４項を削り、同

条第５項を同条第４項とし、同条の次に次の１条を加え

る。

第 21条の２　使用者等は、周辺の環境を乱し、又は他の

使用者等若しくは周辺の住民に迷惑を及ぼす行為（以

下「迷惑行為」という。）をしてはならない。

２ 　市長は、使用者等が迷惑行為のうち規則で定めるも

のを行った場合において、特定公共賃貸住宅の管理上

必要があると認めるときは、使用者に対し、その行為

に関し是正、中止その他必要な措置を講ずるよう勧告

することができる。

　第26条第１項中「第６号」の次に「及び第７号」を加

え、同項ただし書中「第７号」を「第８号」に改め、同

項第５号中「第21条及び第22条の規定その他」を削り、

同項中第７号を第８号とし、第６号を第７号とし、第５

号の次に次の１号を加える。

　⑹ 　第21条の２第２項の規定による勧告に従わないと

き。

　　　附　則

　（施行期日）

１ 　この条例は、令和２年４月１日から施行する。

　（経過措置）

２ 　改正後の条例第11条第１項第１号の規定は、この条

例の施行の日以後に特定公共賃貸住宅の使用予定者と

決定された者について適用し、同日前に特定公共賃貸

住宅の使用予定者と決定された者については、なお従

前の例による。

規 則

　川崎市災害弔慰金の支給等に関する条例施行規則の一

部を改正する規則をここに公布する。

　　令和元年12月16日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

川崎市規則第59号

　　　川崎市災害弔慰金の支給等に関する条例施

　　　行規則の一部を改正する規則

　川崎市災害弔慰金の支給等に関する条例施行規則（昭

和49年川崎市規則第112号）の一部を次のように改正す

る。

　目次中「・第18条」を「～第19条」に改める。

第18条を第19条とし、第17条を第18条とし、第５章中同

条の前に次の１条を加える。

（災害弔慰金等支給審査委員会）

第17条　川崎市災害弔慰金等支給審査委員会（以下この

条において「委員会」という。）に委員長及び副委員長

各１人を置き、委員の互選により定める。

２ 　委員長は、委員会を代表し、会務を総理する。

３ 　副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故がある

とき、又は委員長が欠けたときは、その職務を代理す

る。

４ 　委員会は、委員長が招集し、委員長がその会議の議

長となる。

５ 　委員会は、委員の半数以上が出席しなければ、会議

を開くことができない。

６ 　委員会の議事は、出席した委員の過半数をもって決

し、可否同数のときは、議長の決するところによる。

７ 　委員会の庶務は、健康福祉局において処理する。

８ 　前各項に定めるもののほか、委員会の運営に関し必

要な事項は、委員長が委員会に諮って定める。

　第２号様式及び第３号様式を次のように改める。
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第２号様式

災 害 援 護 資 金 借 入 申 込 書 

＊受 付 日   ＊受 付 番 号   ＊受 付 者   ＊貸 付 番 号   

被 災 日 時     年  月  日    時 災 害 名   

被 害 の 種 類 
（１） 世帯主の負傷 （２） 住居の全壊 

（３） 住居の半壊  （４） 家財の損害 
被 害 場 所

  

返 す 方 法 （１） 年 賦 （２） 半年賦 （３） 月 賦
いつまでに返せ

ますか 
    年  月（   回） 

借

入

申

込

者

に

つ

い

て 

ふ り が な   
生 年 月 日     年  月  日（   歳） 

氏 名   

ふ り が な   郵 便 番 号 電 話 番 号 

現 住 所  〒      

本 籍   勤務先の名称と

所 在 地 電話           職 業   

世
帯
の
状
況
と
収
入 

氏 名
世帯主との

続 柄
年 齢 健 否 職 業 収入（月収） 勤 務 先 ・ 学 校 名 

              

              

              

              

              

              

              

              

収 入 合 計 円 支 出 合 計 円 

資
産
の
状
況 

土 地 
（１） 住宅  ㎡ （２） 田畑  ㎡ 

（３） 山林  ㎡ 
住 居 の 状 況 

（１） 自家 （２） 借家 （３） 借間  

（４） 同居 

建 物 （１） 自宅  ㎡ （２） その他  ㎡ 生 活 保 護     年  月  日から受給（生教住医介） 

負 債 （内容） （金額）          円 

この災害の前１年以内に被災したことの有無及びその状況 （有・無） 
（状況） 

この災害により世帯主が死亡又は重度障害者となった事実の有無 （有・無） 

資

金

の

使

途

資金の使い方 総 額          円 資金の内訳 合 計          円 

に 

に 

に 

に 

に 

円 

円 

円 

円 

円 

災害援護資金で 

手持資金で 

その他（   ）で 

円 

円 

円 

  被災時の具体的状況 
負 傷 全治    月 

被

害

の

状

況 

住 居 の 被 害 （１） 全 壊 （２） 半 壊   

家

財

の

被

害 

品 名 
現 在 購 入 に

要 す る 費 用
被 害 額 品 名

現 在 購 入 に 

要 す る 費 用 
被 害 額 

た ん す   電 話     

鏡 台   畳（  畳中で  畳

が被害） 
  

  

  腰 掛 机     

本 箱 ・ 本 棚     障 子   

食 器 戸 棚     ふ す ま     

食 卓 ・ 茶 ぶ 台          

下 駄 箱     小 計     

照 明 器 具     
その他被害のあった家財 

じ ゅ う た ん     

扇 風 機 
    

品 名
現 在 購 入 に 

要 す る 費 用 
被 害 額 

石 油 ス ト ー ブ           

電 気 や ぐ ら こ た つ           

電 気 冷 蔵 庫           

電 気 ・ ガ ス 炊 飯 器           

電 気 洗 濯 機           

電 気 掃 除 機           

ミ シ ン           

電 気 ア イ ロ ン           

自 転 車           

テ レ ビ           

ラ ジ オ           

時 計     小 計     

ス テ レ オ     合 計     

資 金 の 振 込 希 望 口 座 

金融機関名  預 金 種 目 口 座 番 号 口 座 名 義 人 （ ふ り が な ） 

支 店 名  普通 ・ 当座         

 上記のとおり災害援護資金を借り入れたく申し込みます。 

 

      年  月  日 

 

借入申込者          印 

（宛先）川崎市長 
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第３号様式

                                 第     号 

                                 年  月  日 

 

          様 

 

川崎市長          印 

 

災害援護資金貸付決定通知書 

 

     年  月  日お申込みになりました災害援護資金については、次のとおり

貸し付けるものと決定いたしましたのでお知らせします。 

 

１ 貸付番号      第      号 

２ 貸付金額             円 

３ 据置期間      年  月  日から    年  月  日まで 

４ 償還期間      年  月  日から    年  月  日まで 

５ 償還方法  年賦・半年賦・月賦 

６ 利 子  無利子 

７ 資金の交付に関する事項と手続について 

（１）貸付金交付予定日      年  月  日 

（２）振込口座 

金融機関名 

支店名 

預金種目 

口座番号 

口座名義人 

（３）提出するもの 

  ア 同封の借用書 

イ 借受人の印鑑証明書１通 
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　　　附　則

　（施行期日）

１ 　この規則は、公布の日から施行する。

　（経過措置）

２ 　改正前の規則の規定により調製した帳票で現に残存

するものについては、当分の間、必要な箇所を訂正し

た上、引き続きこれを使用することができる

　　　───────────────────

　川崎市営住宅条例施行規則の一部を改正する規則をこ

こに公布する。

　　令和元年12月16日

 川崎市長　福　田　紀　彦

川崎市規則第60号

　　　川崎市営住宅条例施行規則の一部を改正す

　　　る規則

　川崎市営住宅条例施行規則（昭和37年川崎市規則第57

号）の一部を次のように改正する。

第７条及び第８条を次のように改める。

（緊急連絡人）

第 ７条　前条に規定する請書を提出するとき（第14条第

５項の規定により請書を提出するときを含む。）は、

緊急連絡人（新規・変更）届出書（第４号様式）を併

せて届け出なければならない。この場合において、使

用者は、緊急連絡人（新規・変更）届出書に緊急連絡

人（緊急時等の連絡先として使用者が指定する者をい

う。以下同じ。）の住民票の写し又はこれに代わる書

類を添付し提出しなければならない。

（緊急連絡人の変更等）

第 ８条　使用者は、緊急連絡人が死亡したとき、又は緊

急連絡人を変更しようとするときは、新たに緊急連絡

人を定めて、緊急連絡人（新規・変更）届出書に緊急

連絡人の住民票の写し又はこれに代わる書類を添付し

市長に届け出なければならない。

２ 　使用者は、緊急連絡人の住所又は氏名に変更があっ

たときは、緊急連絡人（新規・変更）届出書に変更に

係る事項を証明する書類を添付し市長に届け出なけれ

ばならない。

　第10条第２項第３号中「第７号」を「第８号」に、「第

10号」を「第11号」に改める。

　第13条の次に次の１条を加える。

（使用者が費用を負担する修繕）

第 13条の２　条例第19条第１項第４号に規定する規則で

定める修繕は、別表第１の２のとおりとする。

　第14条第３項第３号中「第７号」を「第８号」に、「第

10号」を「第11号」に改め、同条第５項後段を削る。

　第14条の２中「第20条の２」の次に「、第21条の２第

２項」を加える。

　第23条を次のように改める。

（勧告の対象となる迷惑行為）

第 23条　条例第21条の２第２項に規定する規則で定める

迷惑行為は、次に掲げる行為とする。

　⑴ 　どう喝等の粗暴な又は不当な言動を繰り返すこと

により、他の使用者等（条例第21条の２第１項に規

定する使用者等をいう。）又は周辺の住民（以下こ

れらをこの条において「近隣住民」という。）に危

害を及ぼし、又は精神的苦痛若しくは恐怖感を与え

る行為

　⑵ 　大声又は大音量を発し、壁、床等をたたく又は蹴

る等により、騒音又は振動を繰り返し発生させるこ

とで、近隣住民の日常生活に支障を生じさせ、又は

近隣住民に精神的苦痛を与える行為

　⑶ 　ごみ、私物等を放置し、保管し、又は投棄するこ

とにより、悪臭又は害虫等を発生させるなど、近隣

住民の健康又は生活環境を害する行為

　⑷ 　犬、猫、鳥等の動物を飼育し、保管する等により、

近隣住民に危害を及ぼし、又は近隣住民の健康若し

くは生活環境を害する行為

　⑸ 　前各号に定めるもののほか、近隣住民の日常生活

の維持を著しく阻害する行為

　別表第１の次に次の１表を加える。
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別表第１の２（第13条の２関係）

修繕の内容 

１ 畳及びふすまの取替え及び修繕 

２ 内壁、天井、床等の仕上材の張替え、塗替え及び修繕 

３ 建具及びその附属品（金属製玄関扉にあっては、附属品に限る。）

の取替え及び修繕 

４ 流し台、戸棚、下駄箱、集合郵便受箱、住戸の名札等の取替え及び

修繕 

５ 木製手すり及び木製面格子の取替え及び修繕 

６ 水栓の取替え及び修繕 

７ 便器、洗面器等の陶器及び衛生設備の附属品（便座、紙巻器、パッ

キン類等をいう。）の取替え及び修繕 

８ 排水設備の附属品（目皿、ストレーナー、わん等をいう。）の取替

え及び修繕 

９ 排水管の詰まりの除去 

１０ 浴室設備及びその附属品の取替え及び修繕 

１１ ヒューズ、コンセント、スイッチ、照明器具、ローゼット、チャ

イム、換気扇、電話設備等の取替え及び修繕 

１２ ごみ置場、車止め等の鍵及び南京錠の取替え及び修繕 

１３ 共用灯の電球及び照明用カバー並びに自動点滅器のスイッチの取

替え及び修繕 

１４ 樹木等のせん定及び除草 

１５ その他住宅及び共同施設の構造上重要でない部分の取替え及び修

繕 

別表第３中「第１２条、」を「第１２条（第６項を除く。）、」に改め、「

及び第９号」を削り、 

「 

第１２条第１項第１号 別に規則で 別に 

第１２条第６項 こととし、又は同項第２

号に規定する敷金を減免

し、若しくは納付の猶予

を 

ことと 

                                  」 

を 

「 

第１２条第１項第１号 規則で 別に 

                                  」 

に改める。 

　別表第３中「第12条、」を「第12条（第６項を除く。）、」

に改め、「及び第９号」を削り、

「

第12条第１項第１号 別に規則で 別に

第12条第６項 こととし、又は同項第２号

に規定する敷金を減免し、

若しくは納付の猶予を

ことと

 」

を

「

第12条第１項第１号 規則で 別に

 」

に改める。

　別表第４中

「

第７条第１項 前条の 条例第12条第

１項第１号の

規定による

第８条第１項 連帯保証人変更届（第４

号様式）に当該連帯保証

人の印鑑登録証明書を添

付し、市長

その旨を川崎

市住宅供給公

社理事長

第８条第２項 連帯保証人変更届に変更

を証明する書類を添付し、

市長

川崎市住宅供

給公社理事長

 」

を
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「

第７条 前条に規定する 条例第12条第

１項第１号の

規定による

緊急連絡人（新規・変更）

届出書（第４号様式）

緊急連絡人に

係る届出書

緊急連絡人（新規・変更）

届出書に緊急連絡人（緊

急時等の連絡先として使

用者が指定する者をいう。

以下同じ。）の住民票の写

し又はこれに代わる書類

を添付し提出し

その旨を川崎

市住宅供給公

社理事長に届

け出

第８条第１項 緊急連絡人（新規・変更）

届出書に緊急連絡人の住

民票の写し又はこれに代

わる書類を添付し市長

その旨を川崎

市住宅供給公

社理事長

第８条第２項 緊急連絡人（新規・変更）

届出書に変更に係る事項

を証明する書類を添付し

市長

その旨を川崎

市住宅供給公

社理事長

 」

に改める。

　第３号様式及び第４号様式を次のように改める。
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第３号様式第３号様式 

 

請 書 

 

年  月  日 

（宛先）川崎市長 

 

 

 使用者は、次の市営住宅の使用許可を受けるに当たり、川崎市営住宅条例及び川崎

市営住宅条例施行規則並びにこれに基づく指示を堅く守ることを誓約します。 

 

 

住 宅 所 在 地 川崎市 

住宅名及び号数          住宅 

使 用 料 川崎市営住宅条例及び川崎市営住宅条例施行規則に基づいて決定された額 

敷 金 円 (入居時使用料の３月分)

使

 

用

 

者 

 

 

 

 

 

 住 所                        

 

 

使 用 者 氏 名                  印  
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第４号様式第４号様式 

  押印欄 

 

緊 急 連 絡 人 （ 新 規 ・ 変 更 ） 届 出 書 

 

  年  月  日 

 

（宛先）川崎市長 

 

住所                  

 

          住宅      

 

氏名                印 

 

電話番号                

 

 川崎市営住宅条例施行規則第７条又は第８条の規定に基づき、次のとおり届けます。 

 

区  分 □ 新規       □ 変更 

新 

 

規 

緊急連絡人 

住所 

氏名 

使用者との関係（      ）

電話番号 

変 

 

更 

（変更前） 

住所 

氏名 電話番号 

（変更後） 

住所 

氏名 

使用者との関係（      ）

電話番号 

理 由 

（注）１ この届出書には、緊急連絡人の住民票の写し又はこれに代わる書類を添付し 

てください。 

２ 緊急連絡人の住所又は氏名に変更があったときは、変更に係る事項を証明す 

る書類を添付してください。 

３ 使用者と連絡がとれないときは、次の事項について、緊急連絡人に協力をお 

願いする場合があります。 

（１）使用者の所在が確認できない場合に、使用者の安否を確認すること。 

（２）使用者が滞納した場合に、使用者にその旨を伝えること。 

（３）その他使用者による対応が必要な場合に、使用者にその旨を伝えること。 
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　　　附　則

　この規則は、令和２年４月１日から施行する。

　　　───────────────────

　川崎市特定公共賃貸住宅条例施行規則の一部を改正す

る規則をここに公布する。

　　令和元年12月16日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

川崎市規則第61号

　　　川崎市特定公共賃貸住宅条例施行規則の一

　　　部を改正する規則

　川崎市特定公共賃貸住宅条例施行規則（平成５年川崎

市規則第108号）の一部を次のように改正する。

　第４条第３号中「第26条第１項第７号」を「第26条第

１項第８号」に改める。

　第９条及び第10条を次のように改める。

（緊急連絡人）

第 ９条　前条に規定する請書を提出するとき（第26条第

１項の規定により特定公共賃貸住宅使用権承継許可申

請書を提出するときを含む。）は、緊急連絡人（新規・

変更）届出書（第４号様式）を併せて届け出なければ

ならない。この場合において、使用者は、緊急連絡人

（新規・変更）届出書に緊急連絡人（緊急時等の連絡

先として使用者が指定する者をいう。以下同じ。）の

住民票の写し又はこれに代わる書類を添付し提出しな

ければならない。

（緊急連絡人の変更等）

第 10条　使用者は、緊急連絡人が死亡したとき、又は緊

急連絡人を変更しようとするときは、新たに緊急連絡

人を定めて、緊急連絡人（新規・変更）届出書に緊急

連絡人の住民票の写し又はこれに代わる書類を添付し

市長に届け出なければならない。

２ 　使用者は、緊急連絡人の住所又は氏名に変更があっ

たときは、緊急連絡人（新規・変更）届出書に変更に

係る事項を証明する書類を添付し市長に届け出なけれ

ばならない。

　 　第20条中「次に掲げるもの」を「別表第４のとおり」

に改め、各号を削る。

　 　第21条中「第21条第５項」を「第21条第４項」に改

め、同条の次に次の１条を加える。

（勧告の対象となる迷惑行為）

第 21条の２　条例第21条の２第２項に規定する規則で定

める迷惑行為は、次に掲げる行為とする。

　⑴ 　どう喝等の粗暴な又は不当な言動を繰り返すこと

により、他の使用者等（条例第21条の２第１項に規

定する使用者等をいう。）又は周辺の住民（以下こ

れらをこの条において「近隣住民」という。）に危

害を及ぼし、又は精神的苦痛若しくは恐怖感を与え

る行為

　⑵ 　大声又は大音量を発し、壁、床等をたたく又は蹴

る等により、騒音又は振動を繰り返し発生させるこ

とで、近隣住民の日常生活に支障を生じさせ、又は

近隣住民に精神的苦痛を与える行為

　⑶ 　ごみ、私物等を放置し、保管し、又は投棄するこ

とにより、悪臭又は害虫等を発生させるなど、近隣

住民の健康又は生活環境を害する行為

　⑷ 　犬、猫、鳥等の動物を飼育し、保管する等により、

近隣住民に危害を及ぼし、又は近隣住民の健康若し

くは生活環境を害する行為

　⑸ 　前各号に定めるもののほか、近隣住民の日常生活

の維持を著しく阻害する行為

　第28条中「第26条第１項第７号」を「第26条第１項第

８号」に改める。

　第29条中「第８条第１項」の次に「、第21条の２第２

項」を加える。

　別表に次の１表を加える。
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別表第４（第20条関係）

修繕に要する費用の内容 

１ 畳の表替え、ふすまの張替え並びにこれらの取替え及び修繕に要す

る費用 

２ 破損ガラスの取替えに要する費用 

３ 内壁、天井、床等の仕上材の張替え、塗替え及び修繕に要する費用

４ 建具及びその附属品（金属製玄関扉にあっては、附属品に限る。）

の取替え及び修繕に要する費用 

５ 流し台、戸棚、下駄箱、集合郵便受箱、住戸の名札等の取替え及び

修繕に要する費用 

６ 木製手すり及び木製面格子の取替え及び修繕に要する費用 

７ 水栓の取替え及び修繕に要する費用 

８ 便器、洗面器等の陶器及び衛生設備の附属品（便座、紙巻器、パッ

キン類等をいう。）の取替え及び修繕に要する費用 

９ 排水設備の附属品（目皿、ストレーナー、わん等をいう。）の取替

え及び修繕に要する費用 

１０ 排水管の詰まりの除去に要する費用 

１１ 浴室設備及びその附属品の取替え及び修繕に要する費用 

１２ ヒューズ、コンセント、スイッチ、照明器具、ローゼット、チャ

イム、換気扇、電話設備等の取替え及び修繕に要する費用 

１３ ごみ置場、車止め等の鍵及び南京錠の取替え及び修繕に要する費

 用 

１４ 共用灯の電球及び照明用カバー並びに自動点滅器のスイッチの取

替え及び修繕に要する費用 

１５ 樹木等のせん定及び除草に要する費用 

１６ その他特定公共賃貸住宅及び共同施設の構造上重要でない部分の

取替え及び修繕に要する費用 

 様式目次中 

「 

３ 連帯保証人変更承認申請書 第１０条第１項 

４ 連帯保証人住所・氏名変更届 第１０条第２項 

                                  」 

を 

「 

３ 削除  

４ 緊急連絡人（新規・変更）届出書 第９条、第１０条 

                                  」 

　様式目次中

「

３ 連帯保証人変更承認申請書 第10条第１項

４ 連帯保証人住所・氏名変更届 第10条第２項

 」

を

「

３ 削除

４ 緊急連絡人（新規・変更）届出書 第９条、第10条

 」

に改める。

　第２号様式から第４号様式まで及び第22号様式（裏）

を次のように改める
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第２号様式第２号様式 

 

 

請 書 

 

    年  月  日 

 

 

（宛先）川崎市長 

 

 

使用者は、次の特定公共賃貸住宅の使用許可を受けた上は、川崎市特定公共賃貸住

宅条例、川崎市特定公共賃貸住宅条例施行規則及びこれらの規定に基づく指示を堅く

守り、使用料（使用料の減額を受ける者にあっては、使用者負担額）を必ず毎月末日

までにその月分を支払い、滞納することのないように約束します。 

 

住 宅 所 在 地 川崎市    区 

住 宅 名       住宅       号 

住 宅 使 用 料 月額                円 

敷 金 円（使用料の３月分）

 

 

 

 

 

            住   所 

 

 

使用者氏名              印 
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第３号様式　削除

第４号様式第４号様式 

  押印欄 

 

緊 急 連 絡 人 （ 新 規 ・ 変 更 ） 届 出 書 

 

  年  月  日 

 

（宛先）川崎市長 

 

住所                  

 

          住宅      

 

氏名                印 

 

電話番号                

 

川崎市特定公共賃貸住宅条例施行規則第９条又は第１０条の規定に基づき、次のと

おり届けます。 

 

区  分 □ 新規       □ 変更 

新 

 

規 

緊急連絡人 

住所 

氏名 

使用者との関係（     ）

電話番号 

変 

 

更 

（変更前） 

住所 

氏名 電話番号 

（変更後） 

住所 

氏名 

使用者との関係（     ）

電話番号 

理 由 

（注）１ この届出書には、緊急連絡人の住民票の写し又はこれに代わる書類を添付し 

てください。 

２ 緊急連絡人の住所又は氏名に変更があったときは、変更に係る事項を証明す 

る書類を添付してください。 

３ 使用者と連絡がとれないときは、次の事項について、緊急連絡人に協力をお 

願いする場合があります。 

（１）使用者の所在が確認できない場合に、使用者の安否を確認すること。 

（２）使用者が滞納した場合に、使用者にその旨を伝えること。 

（３）その他使用者による対応が必要な場合に、使用者にその旨を伝えること。 
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第22号様式
第２２号様式 

（裏） 

 

請 書 

 

  年  月  日 

 

（宛先）川崎市長 

 

 

承継人は、次の特定公共賃貸住宅の使用許可を受けた上は、川崎市特定公共賃貸住

宅条例、川崎市特定公共賃貸住宅条例施行規則及びこれらの規定に基づく指示を堅く

守り、また、被承継人に属する全ての義務を同時に承継し、使用料（使用料の減額を

受ける者にあっては、使用者負担額）を必ず毎月末日までにその月分を支払い、滞納

することのないように約束します。 

 

住 宅 所 在 地 川崎市    区 

住 宅 名 住宅     号 

住 宅 使 用 料 月額            円 

敷 金 円（使用料の３月分） 

住 所                    

 

申請者（承継人）               印 
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　第23号様式（裏）第８項中第６号を第７号とし、第５

号を第６号とし、第４号の次に次の１号を加える。

　⑸ 　使用者又は同居の親族が迷惑行為に関する勧告に

従わないとき。

　第24号様式中「あて先」を「宛先」に、「及び」を「、」

に、「損害賠償金」を「損害賠償金等」に改める。

　　　附　則

　この規則は、令和２年４月１日から施行する。

　　　───────────────────

　川崎市会計年度任用職員の期末手当の支給に関する規

則をここに公布する。

　　令和元年12月27日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

川崎市規則第62号

　　　川崎市会計年度任用職員の期末手当の支給

　　　に関する規則

（趣旨）

第 １条　この規則は、川崎市会計年度任用職員の給与等

に関する条例（令和元年川崎市条例第１号。以下「条

例」という。）第14条並びに同条において準用する川

崎市職員の給与に関する条例（昭和32年川崎市条例第

29号。以下「給与条例」という。）第14条（同条第４

項を除く。）及び第14条の３の規定に基づき、会計年

度任用職員の期末手当の支給に関し必要な事項を定め

るものとする。

（用語の意義及び字句の意味）

第 ２条　この規則で使用する用語の意義及び字句の意味

は、条例で使用する用語の意義及び字句の意味による

ものとする。

（支給対象とならない者）

第 ３条　条例第14条に規定する規則で定める者は、６月

１日及び12月１日（以下これらの日を「基準日」とい

う。）にそれぞれ在職する会計年度任用職員のうち、

それぞれの基準日において、次に掲げる者とする。

　⑴ 　当該会計年度（６月に支給する期末手当にあって

は、前会計年度（12月２日から３月31日までの期間

に限る。）の期間を含む。）内において、条例若しく

は給与条例の適用を受ける職員又は川崎市公営企業

職員の給与の種類及び基準に関する条例（昭和32年

川崎市条例第32号。以下「公営企業職員給与条例」

という。）の適用を受ける職員（特別職非常勤職員

を除く。）として任用される期間（次に掲げる期間

を除く。）が通算して６箇月に満たない者

　　ア 　１週間当たりの通常の勤務時間が15時間30分に

満たない職員として任用される期間

　　イ 　基準日前１箇月以内に退職し、給与条例第14条

第１項後段の規定により期末手当の支給を受ける

場合における当該期末手当の支給に係る職員とし

て在職した期間

　　ウ 　基準日前１箇月以内に退職し、公営企業職員給

与条例第10条の規定により期末手当の支給を受け

る場合における当該期末手当の支給に係る職員と

して在職した期間

　⑵ 　１週間当たりの通常の勤務時間が15時間30分に満

たない者（前号に規定する者を除く。）

　⑶ 　川崎市職員の期末手当及び勤勉手当の支給に関す

る規則（昭和38年川崎市規則第66号。以下「期末勤

勉手当規則」という。）第２条第１項第１号から第

６号までのいずれかに該当する者

（基準日前１箇月以内に退職し、又は死亡した場合の支

給対象者）

第 ４条　条例第14条において準用する給与条例第14条第

１項後段の規定により期末手当の支給を受けるべき職

員は、次に掲げる職員以外の職員とする。

　⑴ 　退職し、又は死亡した日において、前条各号のい

ずれかに該当する職員

　⑵ 　退職した日から次の基準日までの間に新たに条例

又は公営企業職員給与条例の適用を受ける会計年度

任用職員（当該基準日において期末手当の支給の対

象となる者に限る。）となった職員

（在職期間）

第 ５条　条例第14条において準用する給与条例第14条第

２項に規定する在職期間は、基準日以前６箇月以内の

期間に条例又は公営企業職員給与条例の適用を受ける

会計年度任用職員として在職した期間（以下「期末手

当に係る在職期間」という。）とする。

２ 　期末手当に係る在職期間の算定については、１週間

当たりの通常の勤務時間が15時間30分に満たない職員

として在職した期間並びに期末勤勉手当規則第３条第

２項第１号、第４号及び第７号に掲げる期間を除算す

る。

第 ６条　次の各号に掲げる職員として在職した期間は、

期末手当に係る在職期間に通算する。この場合におい

て、当該各号に掲げる期間の算定については、前条第

２項の規定を準用する。

　⑴ 　給与条例の適用を受ける職員として在職した期間

（基準日前１箇月以内に退職し、給与条例第14条第

１項後段の規定により期末手当の支給を受ける場合

における当該期末手当の支給に係る職員として在職

した期間を除く。）

　⑵ 　公営企業職員給与条例の適用を受ける職員（非常

勤職員（公営企業職員給与条例第２条第１項に規定

する短時間勤務職員を除く。）を除く。）として在職

した期間（基準日前１箇月以内に退職し、公営企業

職員給与条例第10条の規定により期末手当の支給を

受ける場合における当該期末手当の支給に係る職員
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として在職した期間を除く。）

（一時差止処分に係る在職期間）

第 ７条　条例第14条において準用する給与条例第14条の

２及び第14条の３に規定する在職期間は、条例又は公

営企業職員給与条例の適用を受ける会計年度任用職員

として在職した期間とする。

２ 　前条各号に掲げる職員として在職した期間は、前項

の在職期間とみなす。

（期末手当基礎額）

第 ８条　パートタイム会計年度任用職員（技能業務職員

に限る。）について、条例第14条において読み替えて

準用する給与条例第14条第３項に規定する規則で定め

る給料及び地域手当の額は、次の各号に掲げる場合の

区分に応じ、当該各号に定める額とする。

　⑴ 　給料を月額で定める場合　給料及び地域手当の月

額

　⑵ 　給料を日額又は時間額で定める場合　任命権者が

定める方法により、給料及び地域手当の日額又は時

間額を１箇月当たりの額に換算した額

２ 　パートタイム会計年度任用職員（技能業務職員を除

く。）について、条例第14条において読み替えて準用

する給与条例第14条第３項に規定する規則で定める報

酬の額は、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、当該

各号に定める額とする。

　⑴ 　基本報酬を月額で定める場合　基本報酬及び地域

手当に相当する報酬の月額

　⑵ 　基本報酬を日額又は時間額で定める場合　任命権

者が定める方法により、基本報酬及び地域手当に相

当する報酬の日額又は時間額を１箇月当たりの額に

換算した額

（給与条例の適用を受ける職員の例による事項）

第 ９条　この規則に定めるもののほか、会計年度任用職

員の期末手当の支給に関する事項については、給与条

例の適用を受ける職員の例による。

（その他必要事項）

第1 0条　この規則の実施に関し必要な事項は、別に定め

る。

　　　附　則

　（施行期日）

１ 　この規則は、令和２年４月１日から施行する。

　（経過措置）

２ 　令和２年６月に支給する期末手当に関する第３条第

１号及び第６条第１号の適用については、第３条第１

号及び第６条第１号に規定する給与条例の適用を受け

る職員には、地方公務員法及び地方自治法の一部を改

正する法律の施行に伴う関係条例の整備に関する条例

（令和元年川崎市条例第３号）第８条の規定による改

正前の給与条例第18条の規定により人事委員会の承認

を得て期末手当の支給の対象となる臨時職員を含むも

のとする。

　　　───────────────────

川崎市市税条例施行規則の一部を改正する規則をここに

公布する。

　　令和元年12月27日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

川崎市規則第63号

　　　川崎市市税条例施行規則の一部を改正する

　　　規則

　川崎市市税条例施行規則（昭和25年川崎市規則第28

号）の一部を次のように改正する。

　別表第46号様式　⑴ 　（表）を次のように改める。
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第46号様式⑴ 

             年度分  
市 民 税
県 民 税

  申 告 書 

 

表 

 
整
理
番
号 

 

 
（ 宛 先 ） 
 
 川 崎 市 長 
 

年 月 日  

提出  

 現在の住所 フリガナ 
資 

料 

番 

号 

  

(

 

年1月1日の住所 

)

氏 名 

印  
生年月日） 明･大･昭･平･令    年   月   日 

 

 個人番号    年度区分 

職業 
 

電話番号 
    （   ） 

世帯主の 
氏  名 

世帯主と 
の 続 柄  

    ３ 所得から差し引かれる金額に関する事項
 

⑩    
 

社会保険 
料 控 除 

 

社 会 保 険 の 種 類 
支 払 保 険 料

支 払 っ た 保 険 料  
Ａ 円

 Ｂ 

 Ｃ 

合計額(Ａ＋Ｂ＋Ｃ)  

⑫   
  

生命保険 
料 控 除 

 
 

  Ａ 新生命保険料の計 Ｂ  旧生命保険料の計  

円 円

  Ｃ 新個人年金保険料の計 Ｄ  旧個人年金保険料の計 
円 円

  Ｅ 介護医療保険料の計 
 円 

⑬ 地震保 
険料控除 

  Ａ 地震保険料の計 Ｂ  旧長期損害保険料の計 
円 円

⑭～⑮ 

寡婦(寡夫)、

勤労学生控除 

⑭ □ 寡婦(寡夫)控除 

    □ 死別 □ 生死不明 
□ 離婚 □ 未帰還 

⑮ □ 勤労学生控除 

（学校名） 
 
 

⑯ 
 
障害者控除 

1 
フリガナ 障害の

程度
級
度氏名

個人番号      

2 
フリガナ 障害の

程度
級
度氏名

個人番号      

⑰～⑱ 
配偶者控除・ 

配偶者特別控除・

同一生計配偶者 

配
偶
者 

フリガナ  生 年 月 日 明・大・昭・平・令     ・  ・   

氏名  
配偶者の 

合計所得金額 
円

個人番号        
□同一生計配偶者（控除対

象配偶者を除く。） 

⑲ 
 

扶 
養 
控
除 

1 

フリガナ  生年 
月日 

明・大・昭 
平・令   ・ ・

同居・別居
の区分

□同居
□別居

続
柄氏名  

個人番号         控除額 円

2 

フリガナ  生年 
月日 

明・大・昭 
平・令   ・ ・

同居・別居
の区分

□同居
□別居

続
柄氏名  

個人番号         控除額 円

3 

フリガナ  生年 
月日 

明・大・昭 
平・令   ・ ・

同居・別居
の区分

□同居
□別居

続
柄氏名  

個人番号         控除額 円

4 

フリガナ  生年 
月日 

明・大・昭 
平・令   ・ ・

同居・別居
の区分

□同居
□別居

続
柄氏名  

個人番号         控除額 円

１
６
歳
未
満
の
扶
養
親
族 

（
控
除
対
象
外
） 

1 

フリガナ  生年 
月日 平・令 ・ ・

同居・別居
の区分

□同居
□別居

続
柄氏名  

個人番号         

2 

フリガナ  生年 
月日 平・令 ・ ・

同居・別居
の区分

□同居
□別居

続
柄氏名  

個人番号         

3 

フリガナ  生年 
月日 平・令 ・ ・

同居・別居
の区分

□同居
□別居

続
柄氏名  

個人番号         

 別居の同一生計配偶者・扶養親族がいる場合には、裏面 

｢１4｣に氏名、個人番号及び住所を記入してください。 

扶養控除額

の 合 計
 

○22    
  

雑損控除 
 
 

損害の原因 損害年月日 損害を受けた資産の種類 

 ・  ・  

損 害 金 額 保険金などで補填される金額 差引損失額のうち災害関連支出の金額 

円 円 円

○23     
医療費控除 

支 払 っ た 医 療 費 等  保険金などで補填される金額 
円 円

 

 

 

１ 
 

収  

入  
金  

額  

等

事
業 

営 業 等 ア
円 

農  業 イ  

不  動  産 ウ  

利    子 エ  

配    当 オ  

給    与 カ  

雑
公的年金等 キ  

そ の 他 ク  
総
合
譲
渡

短   期 ケ  

長   期 コ  

一    時 サ  

２ 
 

所  

得  

金  

額

事 

業

営 業 等 ①  

農  業 ②  

不  動  産 ③  

利    子 ④  

配    当 ⑤  

給    与 ⑥  

雑 ⑦  

総合譲渡･一時 ⑧  

合     計 ⑨   

４ 
 

所
得
か
ら
差
し
引
か
れ
る
金
額 

社会保険料控除 ⑩  
小 規 模 企 業
共 済 等 掛 金 控 除 ⑪  

生命保険料控除 ⑫  

地震保険料控除 ⑬  

寡婦(寡夫)控除 ⑭  

勤労学生、障害者控除 ⑮～
⑯  

配 偶 者 控 除 ⑰  

配偶者特別控除 ⑱  

扶 養 控 除 ⑲  

基 礎 控 除 ⑳ 330,000 
⑩から⑳までの計 ○21  

雑 損 控 除 ○22  

医 療費控 除
区

分 ○23  

合   計  
（○21 ＋○22 ＋○23 ）

○24  
 
地方税法附則第４条の４の規定の適用を選択する場合には、 

「医療費控除」欄の「区分」の□に「１」と記入してください。 
 
５ 給与・公的年金等に係る所得以外（   年４月１日 
において65歳未満の方は給与所得以外）の市民税・県民 
税の納税方法  
 

□ 給与から差引き （特別徴収） □ 自分で納付（普通徴収） 

 
 作成税理士氏名               印 
 電 話 番 号     （   ） 

本人確認 申請者 □本人 □代理人（代理権確認：□委任状等 □その他） 番号確認 □個人番号カード・通知カード □市税端末・機構確認 □その他  
受付 

専従給与  その他雑  身元確認
□１点で可の書類（個人番号カード、運転免許証等） 
□複数提示書類（保険証等） □その他  

所得税 
控除額 

生保  
本

人

該

当

未成年  勤労 
学生 

控 配  年少 扶 

養 

障 

害

特別 徴収
希望

未発
作成

 

地保  扶
養
親
族

特  老人 内同居
生活
扶助 補充

 

寡婦 
寡夫 

 障害者 

 

 
源泉徴収税額  他  内同居 その他 無収

入
 

 
                                                                         （切り取らないでください。） 

            年 度分  
市民税
県民税

   申告書受付書                  

                                                                             
                
                                                                                受 付 印 

裏

面
に
も

記
入
す

る
欄
が

あ
り
ま
す
か
ら

注
意

し

て

く
だ

さ
い

。 
 

 
 

控
除
額
は
「
市
民

税

・
県
民

税
申
告
の
手
引
」

に

よ

り
求
め
て

く
だ
さ

い

。 

（表） 
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　別表第46号様式　⑴ 　（裏）中

「

 」

を

「

 」

に、

「

 」　　　　　　　　　　　　　　　　　

を

「

 」　　　　　　　　　　　　　　　　　

に改める。

　別表第46号様式　⑶ 　中

「

 」　　　　　　　　　　　　　　　　　

を

「

 」　　　　　　　　　　　　　　　　　

に、

「

 」　　　　　　　　　　　　　

を

「

 」　　　　　　　　　　　　　

に、

「

 」　　　　　　　　　　　　　

を

「

 」　　　　　　　　　　　　　

に改める。

　別表第46号様式⑸及び第46号様式⑹を次のように改める。

 別表第４６号様式（１）（裏）中 

「 

 

」 

を 

「 

 

」 

に、 

「 

 

 

 

    」 

を 

「 

 

 

 

    」 

に改める。 

 別表第４６号様式（３）中 

「 

 

      」 

 別表第４６号様式（１）（裏）中 

「 

 

」 

を 

「 

 

」 

に、 

「 

 

 

 

    」 

を 

「 

 

 

 

    」 

に改める。 

 別表第４６号様式（３）中 

「 

 

      」 

 別表第４６号様式（１）（裏）中 

「 

 

」 

を 

「 

 

」 

に、 

「 

 

 

 

    」 

を 

「 

 

 

 

    」 

に改める。 

 別表第４６号様式（３）中 

「 

 

      」 

 別表第４６号様式（１）（裏）中 

「 

 

」 

を 

「 

 

」 

に、 

「 

 

 

 

    」 

を 

「 

 

 

 

    」 

に改める。 

 別表第４６号様式（３）中 

「 

 

      」 

 別表第４６号様式（１）（裏）中 

「 

 

」 

を 

「 

 

」 

に、 

「 

 

 

 

    」 

を 

「 

 

 

 

    」 

に改める。 

 別表第４６号様式（３）中 

「 

 

      」 

を 

「 

 

      」 

に、 

「 

 

        」 

を 

「 

 

        」 

に、 

「 

 

        」 

を 

「 

 

        」 

に改める。 

別表第４６号様式（５）及び第４６号様式（６）を次のように改める。 

 

 

 

を 

「 

 

      」 

に、 

「 

 

        」 

を 

「 

 

        」 

に、 

「 

 

        」 

を 

「 

 

        」 

に改める。 

別表第４６号様式（５）及び第４６号様式（６）を次のように改める。 

 

 

 

を 

「 

 

      」 

に、 

「 

 

        」 

を 

「 

 

        」 

に、 

「 

 

        」 

を 

「 

 

        」 

に改める。 

別表第４６号様式（５）及び第４６号様式（６）を次のように改める。 

 

 

 

を 

「 

 

      」 

に、 

「 

 

        」 

を 

「 

 

        」 

に、 

「 

 

        」 

を 

「 

 

        」 

に改める。 

別表第４６号様式（５）及び第４６号様式（６）を次のように改める。 

 

 

 

を 

「 

 

      」 

に、 

「 

 

        」 

を 

「 

 

        」 

に、 

「 

 

        」 

を 

「 

 

        」 

に改める。 

別表第４６号様式（５）及び第４６号様式（６）を次のように改める。 
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第46号様式⑸ 
 

年度分 
市民税

県民税
寄附金税額控除申告書（１） 

  

整
理
番
号 

  

  

資
料
番
号 

    

 

(宛先) 

 

 川崎市長     

 

年 月 日  

提出  

住 所 

  
フリガナ

  

氏名 印
  

個 人 番 号   

 年1月1日

現在の住所 

  
生年月日

明・大・昭 

平・令   ・  ・ 
  作成区分 

電話番号
    

   あなたが前年中に次の１から３までのいずれかに該当する寄附金を支出したときは、下の

欄に必要な事項を記載してください。 

 

１ 都道府県、市町村又は特別区に対する寄附金（特例控除対象） 

寄 附 先 寄 附 金 額 

             円

    

    

  計   

 

２ 神奈川県共同募金会若しくは日本赤十字社神奈川県支部に対する寄附金又は都道府県、

市町村若しくは特別区に対する寄附金（特例控除対象以外） 

寄 附 先 寄 附 金 額 

             円

    

    

  計   

 

３ 神奈川県又は川崎市の条例で指定された寄附金 

（注）認 定特定非営利活動法人及び特例認定特定非営利活動法人以外の特定非営利活動法人

に対する寄附金は除きます。認定特定非営利活動法人及び特例認定特定非営利活動法人

以外の特定非営利活動法人に対する寄附金は、別途「市民税・県民税寄附金税額控除申

告書（２）」を提出してください。 

寄 附 先 指定区分 寄 附 金 額 

  神奈川県 

・ 

川 崎 市 

           円

  神奈川県 

・ 

川 崎 市 

  

  神奈川県 

・ 

川 崎 市 

  

  

計 

神奈川県分
  

川 崎 市 分
  

 

(切り取らないでください。) 

年度分 
市民税 

県民税 
寄附金税額控除申告書（１）受付書 
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第46号様式⑹
 

     

年度分 
市民税

県民税
寄附金税額控除申告書（２） 

整
理
番
号 

  

 (特定非営利活動法人に対する寄附金用) 

     

資
料
番
号 

    

 

(宛先) 

 

 川崎市長     

 

年 月 日  

提出  

住 所 

  
フリガナ

  

氏名 印
  

個 人 番 号   

 年1月1日

現在の住所 

  
生年月日

明・大・昭 

平・令   ・  ・ 
  作成区分 

電話番号
    

   あなたが前年中に神奈川県又は川崎市の条例で指定された特定非営利活動法人（認定特

定非営利活動法人及び特例認定特定非営利活動法人（以下「認定特定非営利活動法人等」

という。）を除く。）に対する寄附金を支出したときは、下の欄に必要な事項を記載して

ください。 

 

（注）この申告書は、認定特定非営利活動法人等以外の特定非営利活動法人に対する寄附

金の申告書です。認定特定非営利活動法人等に対する寄附金等は、別途「市民税・県

民税申告書」又は「市民税・県民税寄附金税額控除申告書（１）」を提出してくださ

い。 

 

寄 附 先 指定区分 寄 附 金 額 

  神奈川県 

・ 

川 崎 市 

           円

  神奈川県 

・ 

川 崎 市 

  

  神奈川県 

・ 

川 崎 市 

  

  

計 

神奈川県分
  

川 崎 市 分
  

 

(切り取らないでください。) 

年度分 
市民税 

県民税 
寄附金税額控除申告書（２）受付書 

   (特定非営利活動法人に対する寄附金用) 
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　　　附　則

　（施行期日）

１ 　この規則は、令和２年１月１日から施行する。

　（経過措置）

２ 　改正後の規則の規定は、令和２年度以後の年度分の

個人の市民税について適用し、令和元年度分までの個

人の市民税については、なお従前の例による。

３ 　改正前の規則の規定により調製した帳票で現に残存

するものについては、当分の間、必要な箇所を訂正し

た上、引き続きこれを使用することができる。

　　　───────────────────

　川崎市自転車競走実施規則の一部を改正する規則をこ

こに公布する。

　　令和元年12月27日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

川崎市規則第64号

　　　川崎市自転車競走実施規則の一部を改正す

　　　る規則

　川崎市自転車競走実施規則（昭和37年川崎市規則第75

号）の一部を次のように改正する。

　第41条第１項中第３号を削り、第４号を第３号とする。

　　　附　則

　この規則は、令和２年１月１日から施行する。

　　　───────────────────

　川崎市特定公共賃貸住宅条例施行規則の一部を改正す

る規則をここに公布する。

　　令和元年12月27日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

川崎市規則第65号

　　　川崎市特定公共賃貸住宅条例施行規則の一

　　　部を改正する規則

　川崎市特定公共賃貸住宅条例施行規則（平成５年川崎

市規則第108号）の一部を次のように改正する。

　別表第１月額使用料の欄中「99,800円」を「88,400円」

に、「127,400円」を「109,000円」に、「122,000円」を

「105,000円」に、「120,000円」を「107,100円」に改める。

　別表第３中野島多摩川住宅（２号館）の項中「49,900

円」を「44,200円」に、「69,900円」を「61,900円」に、

「84,900円」を「75,200円」に改め、同表中野島多摩川

住宅（３号館）の項中「49,900円」を「44,200円」に、

「69,900円」を「61,900円」に、「84,900円」を「75,200

円」に改め、同表千年新町住宅（５号館）の項中「70,100

円」を「60,000円」に、「82,900円」を「70,900円」に、

「95,600円」を「81,800円」に、「108,300円」を「92,700

円」に、「127,400円」を「109,000円」に改め、同表千

年新町住宅（３号館）の項中「67,100円」を「57,800円」

に、「79,300円」を「68,300円」に、「91,500円」を「78,800

円」に、「103,700円」を「89,300円」に、「122,000円」

を「105,000円」に改め、同表宿河原東住宅（２号館）

の項中「66,000円」を「59,000円」に、「78,000円」を

「69,700円」に、「90,000円」を「80,400円」に、「102,000

円」を「91,100円」に、「120,000円」を「107,100円」

に改める。

　　　附　則

　（施行期日）

１ 　この規則は、令和２年１月１日から施行する。

　（経過措置）

２ 　改正後の規則別表第１及び別表第３の規定は、この

規則の施行の日以後の使用に係る使用料及び使用者負

担額について適用し、同日前の使用に係る使用料及び

使用者負担額については、なお従前の例による。

３ 　この規則の施行の際現に、中野島多摩川住宅（２号

館）、中野島多摩川住宅（３号館）、千年新町住宅（５

号館）、千年新町住宅（３号館）及び宿河原東住宅（２

号館）を使用している者のこの規則の施行前に使用者

負担額として決定された次の表の左欄に掲げる額は、

令和２年１月分から同年９月分までに限り、改正後の

規則の規定にかかわらず、それぞれ同表の右欄に掲げ

る額に決定されたものとみなす。

令和元年12月分の使用者

負担額

令和２年１月分から同年９

月分までの使用者負担額

99,800円 88,400円

110,600円 98,900円

113,000円 101,000円

120,000円 107,100円

120,500円 103,800円

120,900円 104,100円

121,900円 104,900円

122,000円 105,000円

127,400円 109,000円

告 示

川崎市告示第415号

　川崎市自転車等の放置防止に関する条例（昭和62年川

崎市条例第４号。以下「条例」という。）第10条第２項、

第11条第２項及び第３項並びに第27条第２項の規定に基

づき自転車等を撤去し、保管しましたので、条例第12条

第１項（第27条第３項において準用する場合を含む。）

の規定に基づき告示します。

　　令和元年12月17日

 川崎市長　　福　田　紀　彦
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１ 　撤去年月日、撤去場所、撤去自転車等並びに保管場

所の名称及び位置

　　別紙のとおり

２ 　保管期間

　　当該告示をした日から起算して１箇月間

３ 　引取りの方法

　⑴ 　引取りの場所

　　　別紙表記載の保管場所

　⑵ 　引取りのできる日時

　　 　火曜日から金曜日までの午前11時から午後７時ま

で並びに土曜日及び日曜日の午前11時から午後５時

まで。ただし、国民の祝日に関する法律に規定する

休日及び12月29日から１月３日までを除く。

　⑶ 　引取りに要する費用

　　　自転車　　　　　　　　2,500円

　　　原動機付自転車　　　　5,000円

　　　自動二輪車　　　　 　10,000円

　⑷ 　持参するもの

　　　自転車等の鍵

　　　印鑑

　　　住所等身分を証明するもの

４ 　その他

　 　この告示に関する撤去自転車等で上記の保管期間を

経過するまでの間に利用者又は所有者の引取りのない

ものについては、条例第14条に基づき売却その他の処

理をします。

（別紙省略）

　　　───────────────────

川崎市告示第416号

　　　道路の区域の変更に関する告示

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定

に基づき、道路の区域を次のように変更します。

　その関係図面は、建設緑政局道路管理部管理課におい

て、令和元年12月18日から令和２年１月８日まで一般の

縦覧に供します。

　　令和元年12月18日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

道路の種類　市道

旧･新

別
路 線 名 区　　　　間

敷地の

幅　員

（ｍ）

延　長

（ｍ）

備考

旧
細 山

第14号線

川崎市麻生区細山

１丁目202番10先
1.82

～

3.50

63.71
川崎市麻生区細山

１丁目203番１先

新
細 山

第14号線

川崎市麻生区細山

１丁目202番15先
4.00

～

4.90

63.71
川崎市麻生区細山

１丁目203番５先

川崎市告示第417号

　　　道路供用開始に関する告示

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定

に基づき、次の道路の供用を令和元年12月18日から開始

します。

　その関係図面は、建設緑政局道路管理部管理課におい

て、令和元年12月18日から令和２年１月８日まで一般の

縦覧に供します。

　　令和元年12月18日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

道路の種類　市道

路 線 名 供　用　開　始　の　区　間 備考

細 山 川崎市麻生区細山１丁目202番15先

第 1 4 号 線 川崎市麻生区細山１丁目203番５先

　　　───────────────────

川崎市告示第418号

　　　道路の区域の変更に関する告示

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定

に基づき、道路の区域を次のように変更します。

　その関係図面は、建設緑政局道路管理部管理課におい

て、令和元年12月18日から令和２年１月８日まで一般の

縦覧に供します。

　　令和元年12月18日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

道路の種類　市道

旧･新

別
路 線 名 区　　　　間

敷地の

幅　員

（ｍ）

延　長

（ｍ）

備考

旧
長 沢

第71号線

川崎市多摩区長沢

３丁目8813番１先
2.73 44.28

川崎市多摩区長沢

３丁目8813番１先

新
長 沢

第71号線

川崎市多摩区長沢

３丁目8813番１先
3.81

～

4.48

44.28
川崎市多摩区長沢

３丁目8813番１先

旧
長 沢

第72号線

川崎市多摩区長沢

３丁目8813番１先
2.73 23.69

川崎市多摩区長沢

３丁目8813番１先

新
長 沢

第72号線

川崎市多摩区長沢

３丁目8813番１先
3.81 23.69

川崎市多摩区長沢

３丁目8813番１先

　　　───────────────────
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川崎市告示第419号

　　　道路の区域の変更に関する告示

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定

に基づき、道路の区域を次のように変更します。

　その関係図面は、建設緑政局道路管理部管理課におい

て、令和元年12月19日から令和２年１月９日まで一般の

縦覧に供します。

　　令和元年12月19日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

道路の種類　市道

旧･新

別
路 線 名 区　　　　間

敷地の

幅　員

（ｍ）

延　長

（ｍ）

備考

旧

市 ノ 坪
川崎市中原区中丸子

251番３先
3.64 35.46

第35号線
川崎市中原区中丸子

251番３先

新

市 ノ 坪
川崎市中原区中丸子

251番１先
3.82 35.46

第35号線
川崎市中原区中丸子

251番１先

　　　───────────────────

川崎市告示第420号

　　　道路供用開始に関する告示

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定

に基づき、次の道路の供用を令和元年12月19日から開始

します。

　その関係図面は、建設緑政局道路管理部管理課におい

て、令和元年12月19日から令和２年１月９日まで一般の

縦覧に供します。

令和元年12月19日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

道路の種類　市道

路 線 名 供　用　開　始　の　区　間 備考

市 ノ 坪 川崎市中原区中丸子251番１先

第 3 5 号 線 川崎市中原区中丸子251番１先

　　　───────────────────

川崎市告示第421号

　　　市道路線認定に関する告示

　道路法（昭和27年法律第180号）第８条の規定に基づ

き、市道の路線を次のように認定します。

　その関係図面は、建設緑政局道路管理部管理課におい

て、一般の縦覧に供します。

　　令和元年12月19日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

整理

番号
路 線 名

起　　　　点 重要な

経過地終　　　　点

60
下小田中

第229号線

中原区下小田中６丁目840番１先

中原区下小田中６丁目840番11先

61
宮 内

第217号線

中原区宮内３丁目381番６先

中原区宮内３丁目416番11先

62
登 戸

第358号線

多摩区登戸733番１先

多摩区登戸721番19先

63
登 戸

第359号線

多摩区登戸721番22先

多摩区登戸721番30先

64
東 生 田

第107号線

多摩区東生田３丁目9340番１先

多摩区東生田３丁目9467番先

65
細 山 麻生区細山１丁目202番15先

第294号線 麻生区細山１丁目202番３先

　　　───────────────────

川崎市告示第422号

　　　道路区域決定に関する告示

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定

に基づき、道路の区域を次のとおり決定します。

　その関係図面は、建設緑政局道路管理部管理課におい

て、令和元年12月19日から令和２年１月９日まで一般の

縦覧に供します。

　　令和元年12月19日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

道路の種類　市道

整理

番号
路 線 名

起　　　　点 敷地の

幅　員

（ｍ）

延　長

（ｍ）

備考
終　　　　点

60
下小田中

第229号線

中原区下小田中６丁目

840番１先
4.50 30.53

中原区下小田中６丁目

840番11先

61
宮 内

第217号線

中原区宮内３丁目381

番６先
4.50 33.25

中原区宮内３丁目416

番11先

62
登 戸

第358号線

多摩区登戸733番１先
6.00 60.14

多摩区登戸721番19先

63
登 戸

第359号線

多摩区登戸721番22先
6.00 35.17

多摩区登戸721番30先

64
東 生 田

第107号線

多摩区東生田３丁目

9340番１先
1.82 33.13

多摩区東生田３丁目

9467番　先

65
細 山

第294号線

麻生区細山１丁目202

番15先
4.50 20.14

麻生区細山１丁目202

番３先
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川崎市告示第423号

　　　道路供用開始に関する告示

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定

に基づき、次のとおり道路の供用を令和元年12月19日か

ら開始します。

　その関係図面は、建設緑政局道路管理部管理課におい

て、令和元年12月19日から令和２年１月９日まで一般の

縦覧に供します。

　　令和元年12月19日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

道路の種類　市道

整理

番号
路 線 名

起　　　　点 重要な

経過地終　　　　点

60
下小田中

第229号線

中原区下小田中６丁目840番１先

中原区下小田中６丁目840番11先

61
宮 内

第217号線

中原区宮内３丁目381番６先

中原区宮内３丁目416番11先

62
登 戸

第358号線

多摩区登戸733番１先

多摩区登戸721番19先

63
登 戸

第359号線

多摩区登戸721番22先

多摩区登戸721番30先

64
東 生 田

第107号線

多摩区東生田３丁目9340番１先

多摩区東生田３丁目9467番先

65
細 山

第294号線

麻生区細山１丁目202番15先

麻生区細山１丁目202番３先

　　　───────────────────

川崎市告示第424号

　　　市道路線廃止に関する告示

　道路法（昭和27年法律第180号）第10条第１項の規定

に基づき、次の市道の路線を廃止します。

　その関係図面は、建設緑政局道路管理部管理課におい

て、一般の縦覧に供します。

　　令和元年12月19日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

整理

番号
路 線 名

起　　　　点 重要な

経過地終　　　　点

66
東 生 田

第48号線

多摩区東生田３丁目9399番先

多摩区東生田３丁目9340番１先

67
菅稲田堤

第39号線

多摩区菅稲田堤２丁目3128番先

多摩区菅稲田堤２丁目3128番先

68
千代ケ丘

第100号線

麻生区千代ケ丘５丁目１番43先

麻生区千代ケ丘５丁目１番１先

69
岡 上

第８号線

麻生区岡上27番３先

麻生区岡上37番先

　　　───────────────────

川崎市告示第425号

　地方自治法（昭和22年法律第67号）第244条の２第３

項の規定に基づいて、川崎市緑化センターの指定管理者

を次のとおり指定しましたので、川崎市緑化センター条

例（昭和54年川崎市条例第22号）第４条第３項の規定に

より告示します。

　　令和元年12月20日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

管理を行わせる施設

の名称及び所在地

川崎市緑化センター

川崎市多摩区宿河原６丁目14番１号

指定管理者

（所 在 地） 東京都世田谷区玉川

　　　　　　２丁目２番１号

（名　　称） 株式会社石勝エクステリア

（代表者名） 代表取締役社長

　　　　　　細井　俊宏

指定期間
令和２年４月１日から

令和７年３月31日まで

　　　───────────────────

川崎市告示第426号

　地方自治法（昭和22年法律第67号）第244条の２第３

項の規定に基づいて、（施設名）の指定管理者を次のと

おり指定しましたので、都市公園条例（昭和32年川崎市

条例第６号）第18条の２第３項の規定により告示します。

　　令和元年12月20日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

管理を行わせる施設

の名称及び所在地

富士見公園南側（川崎富士見球技場他）

川崎市川崎区富士見２丁目地内

指定管理者

（所 在 地）川崎市高津区末長四丁目

　　　　　　８番52号

（名　　称）川崎フロンターレ・東急

　　　　　　コミュニティー共同事業体

（代表者名）株式会社川崎フロンターレ

　　　　　　代表取締役社長

　　　　　　藁科　義弘

指定期間
令和２年４月１日から

令和７年３月31日まで

　　　───────────────────
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川崎市告示第427号

　生活保護法（昭和25年法律第144号）第49条の規定に

より医療機関の指定並びに中国残留邦人等の円滑な帰国

の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶

者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第30号）第

14条第４項において生活保護法の規定の例によるとされ

ている医療支援給付の医療機関の指定を行いましたの

で、同法第55条の３第１号の規定に基づき告示します。

（別表省略）

　　令和元年12月20日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

　　　───────────────────

川崎市告示第428号

　生活保護法（昭和25年法律第144号）第55条第１項の

規定により施術機関の指定並びに中国残留邦人等の円滑

な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特

定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第30

号）第14条第４項において生活保護法の規定の例による

とされている医療支援給付の施術機関の指定を行いまし

たので、同法第55条の３第１号の規定に基づき告示しま

す。（別表省略）

　　令和元年12月20日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

　　　───────────────────

川崎市告示第429号

　生活保護法（昭和25年法律第144号）第50条の２の規

定により指定医療機関の廃止並びに中国残留邦人等の円

滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び

特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第

30号）第14条第４項において生活保護法の規定の例によ

るとされている医療支援給付の指定医療機関の廃止を行

いましたので、同法第55条の３第２号の規定に基づき告

示します。（別表省略）

　　令和元年12月20日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

　　　───────────────────

川崎市告示第430号

　生活保護法（昭和25年法律第144号）第55条第２項に

おいて準用する同法第50条の２の規定により指定施術機

関の変更並びに中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並び

に永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の

支援に関する法律（平成６年法律第30号）第14条第４項

において生活保護法の規定の例によるとされている医療

支援給付の指定施術機関の変更を行いましたので、同法

第55条の３第２号の規定に基づき告示します。（別表省略）

　　令和元年12月20日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　　

　　　───────────────────

川崎市告示第431号

　地方自治法（昭和22年法律第67号）第244条の２第３

項の規定に基づいて、川崎市営霊園（緑ケ丘霊園、緑ケ

丘霊堂、早野聖地公園）の指定管理者を次のとおり指定

しましたので、川崎市墓地条例（昭和31年川崎市条例第

５号）第１条の２第３項及び川崎市霊堂条例（昭和40年

川崎市条例第15号）第１条の２第３項の規定により告示

します。

　　令和元年12月23日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

管理を行わせる施設

の名称及び所在地

（名　称）川崎市営霊園

　　　　　 （ 緑ケ丘霊園、緑ケ丘霊堂、

早野聖地公園）

（所在地）川崎市高津区下作延1241番地

　　　　　（緑ケ丘霊園）

　　　　　川崎市麻生区早野732番地

　　　　　（早野聖地公園）

指定管理者

（所 在 地）東京都豊島区南池袋

　　　　　　一丁目16番15号

（名　　称）川崎市営霊園パートナーズ

（代表者名）西武造園株式会社

　　　　　　取締役社長　大嶋　聡

指定期間
令和２年４月１日から

令和７年３月31日まで

　　　───────────────────

川崎市告示第432号

　川崎市自転車等の放置防止に関する条例（昭和62年川

崎市条例第４号。以下「条例」という。）第10条第２項、

第11条第２項及び第３項並びに第27条第２項の規定に基

づき自転車等を撤去し、保管しましたので、条例第12条

第１項（第27条第３項において準用する場合を含む。）

の規定に基づき告示します。

　　令和元年12月24日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

１ 　撤去年月日、撤去場所、撤去自転車等並びに保管場

所の名称及び位置

　　別紙のとおり

２ 　保管期間

　　当該告示をした日から起算して１箇月間

３ 　引取りの方法

　⑴ 　引取りの場所

　　　別紙表記載の保管場所

　⑵ 　引取りのできる日時

　　 　火曜日から金曜日までの午前11時から午後７時ま

で並びに土曜日及び日曜日の午前11時から午後５時

まで。ただし、国民の祝日に関する法律に規定する

休日及び12月29日から１月３日までを除く。

　⑶ 　引取りに要する費用

　　　自転車　　　　　　　2,500円

　　　原動機付自転車　　　5,000円
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　　　自動二輪車　　　 　10,000円

　⑷ 　持参するもの

　　　自転車等の鍵

　　　印鑑

　　　住所等身分を証明するもの

４ 　その他

　 　この告示に関する撤去自転車等で上記の保管期間を

経過するまでの間に利用者又は所有者の引取りのない

ものについては、条例第14条に基づき売却その他の処

理をします。

（別紙省略）

　　　───────────────────

川崎市告示第433号

　生活保護法（昭和25年法律第144号）第54条の２第１

項の規定により介護機関の指定及び中国残留邦人等の円

滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び

特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第

30号）第14条第４項において生活保護法の規定の例によ

るとされている介護支援給付の介護機関の指定を行いま

したので、同法第55条の３第１号の規定に基づき別表の

とおり告示します。（別表省略）

　　令和元年12月24日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

　　　───────────────────

川崎市告示第434号

　生活保護法（昭和25年法律第144号）第54条の２第４

項において準用する同法第50条の２の規定により指定介

護機関の変更及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並

びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立

の支援に関する法律（平成６年法律第30号）第14条第４

項において生活保護法の規定の例によるとされている介

護支援給付の指定介護機関の変更を行いましたので、同

法第55条の３第２号の規定に基づき別表のとおり告示し

ます。（別表省略）

　　令和元年12月24日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

　　　───────────────────

川崎市告示第435号

　生活保護法（昭和25年法律第144号）第54条の２第４

項において準用する同法

第50条の２の規定により指定介護機関の廃止及び中国残

留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残

留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平

成６年法律第30号）第14条第４項において生活保護法の

規定の例によるとされている介護支援給付の指定介護機

関の廃止を行いましたので、同法第55条の３第２号の規

定に基づき別表のとおり告示します。（別表省略）

　　令和元年12月24日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

　　　───────────────────

川崎市告示第436号

　地方自治法（昭和22年法律第67号）第244条の２第３

項の規定に基づいて、川崎市とどろきアリーナの指定管

理者を次のとおり指定しましたので、川崎市とどろきア

リーナ条例（平成７年川崎市条例第16号）第４条第３項

の規定により告示します。

　　令和元年12月24日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

管理を行わせる施設

の名称及び所在地

川崎市とどろきアリーナ

川崎市中原区等々力１番３号

指定管理者

（所 在 地）東京都品川区東品川

　　　　　　４丁目10番１号

（名　　称）とどろきスポーツ文化

　　　　　　パートナーズ

（代表者名）コナミスポーツ株式会社

　　　　　　代表取締役社長

　　　　　　落合　昭

指定期間
令和２年４月１日から

令和４年３月31日まで

　　　───────────────────

川崎市告示第437号

　住居表示に関する法律（昭和37年法律第119号。以下

「法」という。）に基づき住居表示を実施するため、地

方自治法（昭和22年法律第67号）第260条第１項の規定

による町区域の設定案を法第５条の２第１項の規定によ

り別図のとおり告示します。

　なお、この案に係る町又は字の区域内に住所を有する

者で本市の議会の議員及び長の選挙権を有する者は、こ

の案に異議があるときは、住居表示に関する法律施行令

（昭和42年政令第246号）第１条の定めるところにより、

告示の日から30日を経過する日までに、その50人以上の

連署をもって、理由を附して、この案に対する変更の請

求をすることができます。

　　令和元年12月25日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　
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別図 （町区域の設定図）
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町区域の設定調書

町区域の設定

　　　───────────────────

川崎市告示第438号

　地方自治法（昭和22年法律第67号）第244条の２第３

項の規定に基づいて、川崎市民プラザの指定管理者を次

のとおり指定しましたので、川崎市民プラザ条例（平成

23年川崎市条例第18号）第４条第３項の規定により告示

します。

　　令和元年12月25日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

管理を行わせる施設

の名称及び所在地

川崎市民プラザ

川崎市高津区新作１丁目19番１号

指定管理者

（所 在 地）東京都千代田区麹町

　　　　　　五丁目１番地

（名　　称）川崎みらい創造グループ

（代表者名）株式会社コングレ

　　　　　　代表取締役社長

　　　　　　武内　紀子

指定期間
令和２年４月１日から

令和７年３月31日まで

　　　───────────────────

川崎市告示第439号

　川崎市個人情報保護条例（昭和60年川崎市条例第26

号）第８条第１項の規定による個人情報ファイルの届出

について、同条第７項の規定に基づき公表します。

　　令和元年12月26日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

１ 　届出の状況

　⑴ 　個人情報ファイル（廃止）

　　ア 　市　　長 １件　　　　

２ 　届出書

　　別紙のとおり（省略）

　　　───────────────────

川崎市告示第440号

　川崎市個人情報保護条例（昭和60年川崎市条例第26

号）第11条第３項の規定による保有個人情報の目的外利

用等の届出について、同条第５項の規定に基づき公表し

ます。

　　令和元年12月26日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

１ 　届出の状況

　⑴ 　目的外利用

　　ア 　市　　長 ８件　　　　

　　イ 　上下水道事業管理者 ２件　　　　

　　ウ 　消　防　長 １件　　　　

　　エ 　教育委員会 ２件　　　　

　⑵ 　外部提供

　　ア 　市　　長 17件　　　　

　　イ 　上下水道事業管理者 ４件　　　　

　　ウ 　病院事業管理者 １件　　　　

　　エ 　消　防　長 ４件　　　　

　　オ 　教育委員会 ４件　　　　

２ 　届出書

　　別紙のとおり（省略）

　　　───────────────────

川崎市告示第441号

　川崎市長が予防接種法（昭和23年法律第68号）第５条、

第６条の規定により行う予防接種については、次表に掲

げる医師が同表に掲げる場所等で当該業務を行うので、

予防接種法施行令（昭和23年政令第197号）第４条第１

項の規定に基づき告示します。

　　令和元年12月27日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

医　師　名
予防接種を行う主たる場所

病院・医院名 所在地

北條裕美子 ゆみメディカルクリニック
川崎市幸区中幸町

１－18－５－２Ｆ

　　　───────────────────

川崎市告示第442号

　川崎市長が予防接種法（昭和23年法律第68号）第５条、

第６条の規定により行う予防接種については、次表のと

おり予防接種個別協力医療機関医師に関する事項の変更

が承諾されましたので、予防接種法施行令（昭和23年政

令第197号）第４条第２項の規定に基づき告示します。

　　令和元年12月27日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

医　師　名
予防接種を行う主たる場所

病院・医院名 所在地

変更前 山岡　佳太
田園二子

クリニック

川崎市高津区溝口

２－16－５

アイピー溝の口ビル２階変更後 高崎　啓孝

変更前

木村　謙介
きむら内科

クリニック

川崎市麻生区片平

５－24－15

変更後
川崎市麻生区五力田

２－14－６

町区域の設定調書

 町区域の設定

新町名 左に含まれる現在の区域

野川
　　　のがわだいいっちょうめ

台１丁目 野川字西耕地の一部

野川
　　　　のがわだいにちょうめ

台２丁目 野川字西耕地の一部

野川
　　　　のがわだいさんちょうめ

台３丁目 野川字西耕地の一部

南
　　　みなみのがわいっちょうめ

野川１丁目 野川字西耕地の一部

南
　　　みなみのがわにちょうめ

野川２丁目 野川字南耕地の一部

南
　　　みなみのがわさんちょうめ

野川３丁目 野川字中耕地

野川字南耕地の一部
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川崎市告示第443号

　川崎市港湾施設条例（昭和22年川崎市条例第33号）第

２条第２項の規定により、港湾施設の名称、位置、規模

等（昭和40年川崎市告示第35号）の一部を次のように改

正し、令和２年１月６日から適用する。

　　令和元年12月27日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

　別表13荷さばき地の表中

「

名称 利用区分 位置 面積

川崎

コンテナ

１級荷

さばき地

一般利用
川崎区東扇島

92番地

平方

メートル

20,897

専用利用 〃 46,697

２級荷

さばき地
専用利用 〃 23,944

 」

を

「

名称 利用区分 位置 面積

川崎

コンテナ

１級荷

さばき地

一般利用
川崎区東扇島

92番地

平方

メートル

20,897

専用利用 〃 48,264

２級荷

さばき地
専用利用 〃 23,944

 」

に改める。

　別表24軌道走行式荷役機械第２号中

「

名称 位置 形式 定格荷重 基数

トランス

ファー

クレーン

１号機

川崎区

東扇島

92番地

電動式、軌道走

行式、クラブト

ロリー式橋型コ

ンテナクレーン

コンテナ

40.6トン

重量物

55.1トン

１

トランス

ファー

クレーン

２号機

〃 〃

コンテナ

40.6トン

重量物

55.1トン

１

トランス

ファー

クレーン

３号機

〃 〃

コンテナ

40.6トン

重量物

55.1トン

１

川崎コ

ンテナ

トランス

ファーク

レーン

４号機

〃 〃

コンテナ

40.6トン

重量物

55.1トン

１

トランス

ファーク

レーン

５号機

〃 〃

コンテナ

40.6トン

重量物

55.1トン

１

トランス

ファーク

レーン

６号機

〃 〃

コンテナ

40.6トン

重量物

55.1トン

１

川崎コ

ンテナ

トランス

ファーク

レーン

７号機

〃 〃

コンテナ

40.6トン

重量物

55.1トン

１

トランス

ファーク

レーン

８号機

〃 〃

コンテナ

40.6トン

重量物

55.1トン

１

 」

を

「

名称 位置 形式 定格荷重 基数

トランス

ファーク

レーン

１号機

川崎区

東扇島

92番地

電動式、軌道走

行式、クラブト

ロリー式橋型コ

ンテナクレーン

コンテナ

40.6ト ン

重量物

55.1トン

１

トランス

ファーク

レーン

２号機

〃 〃

コンテナ

40.6ト ン

重量物

55.1トン

１

川崎コ

ンテナ

トランス

ファーク

レーン

３号機

〃 〃

コンテナ

40.6トン

重量物

55.1トン

１

トランス

ファーク

レーン

４号機

〃 〃

コンテナ

40.6トン

重量物

55.1トン

１

トランス

ファーク

レーン

５号機

〃 〃

コンテナ

40.6トン

重量物

55.1トン

１

トランス

ファーク

レーン

６号機

〃 〃

コンテナ

40.6ト ン

重量物

55.1トン

１

 」

に改める。
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　別表25電気施設第１号中

「

名称 位置 設備容量 基数

川崎

コンテナ

第１レーン

冷凍用コンセント

川崎市

東扇島

92番地

三相式、

440ボルト、

32アンペア

69

第２レーン

冷凍用コンセント
〃 〃 69

第３レーン

冷凍用コンセント
〃 〃 69

第４レーン

冷凍用コンセント
〃 〃 78

 」

を

「

名称 位置 設備容量 基数

川崎

コンテナ

第１レーン

冷凍用コンセント

川崎区

東扇島

92番地

三 相 式、

440ボルト、

32アンペア

69

第２レーン

冷凍用コンセント
〃 〃 69

第３レーン

冷凍用コンセント
〃 〃 69

第４レーン

冷凍用コンセント
〃 〃 78

第５レーン

冷凍用コンセント
〃 〃 24

第６レーン

冷凍用コンセント
〃 〃 24

第７レーン

冷凍用コンセント
〃 〃 24

 」

に改める。

公 告

川崎市公告第466号

　一般競争入札について次のとおり公告します。

　　令和元年12月16日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　
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（案件１）

競争入札に

付する事項

件　　 名 多摩川河川敷（中瀬地区ほか）台風19号災害復旧工事

履行場所 川崎市川崎区中瀬１丁目地内ほか

履行期限 契約の日から令和２年５月29日まで

参 加 資 格

⑴ 　川崎市契約規則第２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

⑵ 　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による指名停止期間中でないこと。

⑶ 　建設業退職金共済制度に加入していること。

⑷ 　平成31・32年度川崎市工事請負有資格業者名簿に地域区分「市内」で登録されていること。

⑸ 　平成31・32年度川崎市工事請負有資格業者名簿に業種「土木」種目「運動場整備」ランク「Ｂ」

で登録されていること。

⑹ 　平成31・32年度の業者登録情報における主観評価項目の合計点が20点以上であること。

⑺ 　平成31・32年度の業者登録情報において、主観評価項目制度実施要綱第２条⑴イ「災害時にお

ける本市との協力体制（災害協定）」又はウ「災害時における本市との協力体制（防災協力事業所）」

に登録があること。

⑻ 　「官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律」第２条第１項第１号による中小企

業者であること。

⑼ 　有効期間内の経営事項審査の総合評定値通知書を有していること。

⑽ 　土木工事業に係る建設業の許可を受けていること。

⑾ 　主任技術者（業種「土木」）を専任で配置できること。

　 　ただし、本案件の請負金額が3,500万円（建築一式工事の場合は7,000万円）未満となった場合

は専任を要しません。

契約条項を

示す場所等

川崎市財政局資産管理部契約課土木契約係（〒210－8577　川崎市川崎区宮本町１番地）

電話番号　044－200－2099

入札日時等 令和２年１月14日13時30分（財政局資産管理部契約課土木契約係）

入札保証金 　免

契約書作成 　要

入札の無効 川崎市競争入札参加者心得で無効と定める入札は、これを無効とします。

そ　の　他
契約課ホームページ「入札情報　かわさき」アドレス

http://www.city.kawasaki.jp/233300/index.html

（案件２）

競争入札に

付する事項

件　　 名 多摩川河川敷（小向仲野町地区ほか）台風19号災害復旧工事

履行場所 川崎市幸区小向地内ほか

履行期限 契約の日から令和２年５月29日まで

参 加 資 格

⑴ 　川崎市契約規則第２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

⑵ 　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による指名停止期間中でないこと。

⑶ 　建設業退職金共済制度に加入していること。

⑷ 　平成31・32年度川崎市工事請負有資格業者名簿に地域区分「市内」で登録されていること。

⑸ 　平成31・32年度川崎市工事請負有資格業者名簿に業種「土木」種目「運動場整備」ランク「Ｂ」

で登録されていること。

⑹ 　平成31・32年度の業者登録情報において、主観評価項目制度実施要綱第２条⑴イ「災害時にお

ける本市との協力体制（災害協定）」又はウ「災害時における本市との協力体制（防災協力事業所）」

に登録があること。

⑺ 　「官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律」第２条第１項第１号による中小企

業者であること。
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⑻ 　有効期間内の経営事項審査の総合評定値通知書を有していること。

⑼ 　土木工事業に係る建設業の許可を受けていること。

⑽ 　主任技術者（業種「土木」）を配置できること。

契約条項を

示す場所等

川崎市財政局資産管理部契約課土木契約係（〒210－8577　川崎市川崎区宮本町１番地）

電話番号　044－200－2099

入札日時等 令和２年１月14日13時30分

入札保証金 　免

契約書作成 　要

入札の無効 川崎市競争入札参加者心得で無効と定める入札は、これを無効とします。

そ　の　他
契約課ホームページ「入札情報　かわさき」アドレス

http://www.city.kawasaki.jp/233300/index.html

（案件３）

競争入札に

付する事項

件　　 名 多摩川河川敷（宇奈根地区ほか）台風19号災害復旧工事

履行場所 川崎市高津区宇奈根地内ほか

履行期限 契約の日から令和２年５月29日まで

参 加 資 格

⑴ 　川崎市契約規則第２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

⑵ 　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による指名停止期間中でないこと。

⑶ 　建設業退職金共済制度に加入していること。

⑷ 　平成31・32年度川崎市工事請負有資格業者名簿に地域区分「市内」で登録されていること。

⑸ 　平成31・32年度川崎市工事請負有資格業者名簿に業種「土木」種目「運動場整備」ランク「Ｂ」

で登録されていること。

⑹ 　平成31・32年度の業者登録情報において、主観評価項目制度実施要綱第２条⑴イ「災害時にお

ける本市との協力体制（災害協定）」又はウ「災害時における本市との協力体制（防災協力事業所）」

に登録があること。

⑺ 　「官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律」第２条第１項第１号による中小企

業者であること。

⑻ 　有効期間内の経営事項審査の総合評定値通知書を有していること。

⑼ 　土木工事業に係る建設業の許可を受けていること。

⑽ 　主任技術者（業種「土木」）を専任で配置できること。

　 　ただし、本案件の請負金額が3,500万円（建築一式工事の場合は7,000万円）未満となった場合

は専任を要しません。

契約条項を

示す場所等

川崎市財政局資産管理部契約課土木契約係（〒210－8577　川崎市川崎区宮本町１番地）

電話番号　044－200－2099

入札日時等 令和２年１月15日13時30分（財政局資産管理部契約課土木契約係）

入札保証金 　免

契約書作成 　要

入札の無効 　川崎市競争入札参加者心得で無効と定める入札は、これを無効とします。

そ　の　他
契約課ホームページ「入札情報　かわさき」アドレス

http://www.city.kawasaki.jp/233300/index.html
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（案件４）

競争入札に

付する事項

件　　 名 多摩川河川敷（二子地区ほか）台風19号災害復旧工事

履行場所 川崎市高津区二子１丁目地内ほか

履行期限 契約の日から令和２年５月29日まで

参 加 資 格

⑴ 　川崎市契約規則第２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

⑵ 　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による指名停止期間中でないこと。

⑶ 　建設業退職金共済制度に加入していること。

⑷ 　平成31・32年度川崎市工事請負有資格業者名簿に地域区分「市内」で登録されていること。

⑸ 　平成31・32年度川崎市工事請負有資格業者名簿に業種「土木」種目「運動場整備」ランク「Ｂ」

で登録されていること。

⑹ 　平成31・32年度の業者登録情報における主観評価項目の合計点が20点以上であること。

⑺ 　平成31・32年度の業者登録情報において、主観評価項目制度実施要綱第２条⑴イ「災害時にお

ける本市との協力体制（災害協定）」又はウ「災害時における本市との協力体制（防災協力事業所）」

に登録があること

⑻ 　「官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律」第２条第１項第１号による中小企

業者であること。

⑼ 　有効期間内の経営事項審査の総合評定値通知書を有していること。

⑽ 　土木工事業に係る特定建設業の許可を受けていること。ただし、受注後の下請契約の請負代金

の額の合計が4,000万円（建築一式工事の場合は6,000万円）を下回り、「下請契約に関する誓約書」

を提出した場合は、一般建設業の許可でも可とします。また、本案件の請負金額が4,000万円（建

築一式工事の場合は6,000万円）未満となった場合は特定建設業の許可を要しません。

⑾ 　監理技術者資格者証（業種「土木」）の交付を受けた技術者を専任で配置できること。ただし、

受注後の下請契約の請負代金の額の合計が4,000万円（建築一式工事の場合は6,000万円）を下回

り、「下請契約に関する誓約書」を提出した場合は、主任技術者でも可とします。なお、本案件の

請負金額が4,000万円（建築一式工事の場合は6,000万円）未満となった場合は監理技術者を要し

ません。また、本案件の請負金額が3,500万円（建築一式工事の場合は7,000万円）未満となった

場合は専任を要しません。

契約条項を

示す場所等

川崎市財政局資産管理部契約課土木契約係（〒210－8577　川崎市川崎区宮本町１番地）

電話番号　044－200－2099

入札日時等 令和２年１月15日13時30分（財政局資産管理部契約課土木契約係）

入札保証金 　免

契約書作成 　要

入札の無効 川崎市競争入札参加者心得で無効と定める入札は、これを無効とします。

そ　の　他
契約課ホームページ「入札情報　かわさき」アドレス

http://www.city.kawasaki.jp/233300/index.html

（案件５）

競争入札に

付する事項

件　　 名 多摩川河川敷（古市場地区）台風19号災害復旧工事

履行場所 川崎市幸区古市場地内

履行期限 契約の日から令和２年10月30日まで

参 加 資 格

⑴ 　川崎市契約規則第２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

⑵ 　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による指名停止期間中でないこと。

⑶ 　建設業退職金共済制度に加入していること。

⑷ 　平成31・32年度川崎市工事請負有資格業者名簿に地域区分「市内」で登録されていること。

⑸ 　平成31・32年度川崎市工事請負有資格業者名簿に業種「土木」種目「運動場整備」ランク「Ａ」

で登録されていること。
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⑹ 　平成31・32年度の業者登録情報において、主観評価項目制度実施要綱第２条⑴イ「災害時にお

ける本市との協力体制（災害協定）」又はウ「災害時における本市との協力体制（防災協力事業所）」

に登録があること。

⑺ 　「官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律」第２条第１項第１号による中小企

業者であること。

⑻ 　有効期間内の経営事項審査の総合評定値通知書を有していること。

⑼ 　土木工事業に係る特定建設業の許可を受けていること。ただし、受注後の下請契約の請負代金

の額の合計が4,000万円（建築一式工事の場合は6,000万円）を下回り、「下請契約に関する誓約書」

を提出した場合は、一般建設業の許可でも可とします。また、本案件の請負金額が4,000万円（建

築一式工事の場合は6,000万円）未満となった場合は特定建設業の許可を要しません。

⑽ 　監理技術者資格者証（業種「土木」）の交付を受けた技術者を専任で配置できること。ただし、

受注後の下請契約の請負代金の額の合計が4,000万円（建築一式工事の場合は6,000万円）を下回

り、「下請契約に関する誓約書」を提出した場合は、主任技術者でも可とします。なお、本案件の

請負金額が4,000万円（建築一式工事の場合は6,000万円）未満となった場合は監理技術者を要し

ません。また、本案件の請負金額が3,500万円（建築一式工事の場合は7,000万円）未満となった

場合は専任を要しません。

契約条項を

示す場所等

川崎市財政局資産管理部契約課土木契約係（〒210－8577　川崎市川崎区宮本町１番地）

電話番号　044－200－2099

入札日時等 令和２年１月17日13時30分（財政局資産管理部契約課土木契約係）

入札保証金 　免

契約書作成 　要

入札の無効 川崎市競争入札参加者心得で無効と定める入札は、これを無効とします。

そ　の　他
契約課ホームページ「入札情報　かわさき」アドレス

http://www.city.kawasaki.jp/233300/index.html

（案件６）

競争入札に

付する事項

件　　 名 多摩川河川敷（上平間地区ほか）台風19号災害復旧工事

履行場所 川崎市中原区上平間地内ほか

履行期限 契約の日から令和２年10月30日まで

参 加 資 格

⑴ 　川崎市契約規則第２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

⑵ 　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による指名停止期間中でないこと。

⑶ 　建設業退職金共済制度に加入していること。

⑷ 　平成31・32年度川崎市工事請負有資格業者名簿に地域区分「市内」で登録されていること。

⑸ 　平成31・32年度川崎市工事請負有資格業者名簿に業種「土木」種目「運動場整備」ランク「Ａ」

で登録されていること。

⑹ 　平成31・32年度の業者登録情報において、主観評価項目制度実施要綱第２条⑴イ「災害時にお

ける本市との協力体制（災害協定）」又はウ「災害時における本市との協力体制（防災協力事業所）」

に登録があること。

⑺ 　「官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律」第２条第１項第１号による中小企

業者であること。

⑻ 　有効期間内の経営事項審査の総合評定値通知書を有していること。

⑼ 　土木工事業に係る特定建設業の許可を受けていること。ただし、受注後の下請契約の請負代金

の額の合計が4,000万円（建築一式工事の場合は6,000万円）を下回り、「下請契約に関する誓約書」

を提出した場合は、一般建設業の許可でも可とします。また、本案件の請負金額が4,000万円（建

築一式工事の場合は6,000万円）未満となった場合は特定建設業の許可を要しません。
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⑽ 　監理技術者資格者証（業種「土木」）の交付を受けた技術者を専任で配置できること。ただし、

受注後の下請契約の請負代金の額の合計が4,000万円（建築一式工事の場合は6,000万円）を下回

り、「下請契約に関する誓約書」を提出した場合は、主任技術者でも可とします。なお、本案件の

請負金額が4,000万円（建築一式工事の場合は6,000万円）未満となった場合は監理技術者を要し

ません。また、本案件の請負金額が3,500万円（建築一式工事の場合は7,000万円）未満となった

場合は専任を要しません。

契約条項を

示す場所等

川崎市財政局資産管理部契約課土木契約係（〒210－8577　川崎市川崎区宮本町１番地）

電話番号　044－200－2099

入札日時等 令和２年１月20日13時30分（財政局資産管理部契約課土木契約係）

入札保証金 　免

契約書作成 　要

入札の無効 川崎市競争入札参加者心得で無効と定める入札は、これを無効とします。

そ　の　他
契約課ホームページ「入札情報　かわさき」アドレス

http://www.city.kawasaki.jp/233300/index.html

（案件７）

競争入札に

付する事項

件　　 名 多摩川河川敷（丸子橋地区ほか）台風19号災害復旧工事

履行場所 川崎市中原区上丸子八幡町地内ほか

履行期限 契約の日から令和２年10月30日まで

参 加 資 格

⑴ 　川崎市契約規則第２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

⑵ 　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による指名停止期間中でないこと。

⑶ 　建設業退職金共済制度に加入していること。

⑷ 　平成31・32年度川崎市工事請負有資格業者名簿に地域区分「市内」で登録されていること。

⑸ 　平成31・32年度川崎市工事請負有資格業者名簿に業種「土木」種目「運動場整備」ランク「Ａ」

で登録されていること。

⑹ 　平成31・32年度の業者登録情報における主観評価項目の合計点が30点以上であること。

⑺ 　平成31・32年度の業者登録情報において、主観評価項目制度実施要綱第２条⑴イ「災害時にお

ける本市との協力体制（災害協定）」又はウ「災害時における本市との協力体制（防災協力事業所）」

に登録があること。

⑻ 　「官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律」第２条第１項第１号による中小企

業者であること。

⑼ 　有効期間内の経営事項審査の総合評定値通知書を有していること。

⑽ 　土木工事業に係る特定建設業の許可を受けていること。ただし、受注後の下請契約の請負代金

の額の合計が4,000万円（建築一式工事の場合は6,000万円）を下回り、「下請契約に関する誓約書」

を提出した場合は、一般建設業の許可でも可とします。また、本案件の請負金額が4,000万円（建

築一式工事の場合は6,000万円）未満となった場合は特定建設業の許可を要しません。

⑾ 　監理技術者資格者証（業種「土木」）の交付を受けた技術者を専任で配置できること。ただし、

受注後の下請契約の請負代金の額の合計が4,000万円（建築一式工事の場合は6,000万円）を下回

り、「下請契約に関する誓約書」を提出した場合は、主任技術者でも可とします。なお、本案件の

請負金額が4,000万円（建築一式工事の場合は6,000万円）未満となった場合は監理技術者を要し

ません。また、本案件の請負金額が3,500万円（建築一式工事の場合は7,000万円）未満となった

場合は専任を要しません。

契約条項を

示す場所等

川崎市財政局資産管理部契約課土木契約係（〒210－8577　川崎市川崎区宮本町１番地）

電話番号　044－200－2099

入札日時等 令和２年１月17日13時30分（財政局資産管理部契約課土木契約係）
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入札保証金 　免

契約書作成 　要

入札の無効 川崎市競争入札参加者心得で無効と定める入札は、これを無効とします。

そ　の　他
契約課ホームページ「入札情報　かわさき」アドレス

http://www.city.kawasaki.jp/233300/index.html

（案件８）

競争入札に

付する事項

件　　 名 多摩川河川敷（諏訪地区ほか）台風19号災害復旧工事

履行場所 川崎市高津区諏訪２丁目地内ほか

履行期限 契約の日から令和２年10月30日まで

参 加 資 格

⑴ 　川崎市契約規則第２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

⑵ 　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による指名停止期間中でないこと。

⑶ 　建設業退職金共済制度に加入していること。

⑷ 　平成31・32年度川崎市工事請負有資格業者名簿に地域区分「市内」で登録されていること。

⑸ 　平成31・32年度川崎市工事請負有資格業者名簿に業種「土木」種目「運動場整備」ランク「Ａ」

で登録されていること。

⑹ 　平成31・32年度の業者登録情報における主観評価項目の合計点が30点以上であること。

⑺ 　平成31・32年度の業者登録情報において、主観評価項目制度実施要綱第２条⑴イ「災害時にお

ける本市との協力体制（災害協定）」又はウ「災害時における本市との協力体制（防災協力事業所）」

に登録があること。

⑻ 　「官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律」第２条第１項第１号による中小企

業者であること。

⑼ 　有効期間内の経営事項審査の総合評定値通知書を有していること。

⑽ 　土木工事業に係る特定建設業の許可を受けていること。ただし、受注後の下請契約の請負代金

の額の合計が4,000万円（建築一式工事の場合は6,000万円）を下回り、「下請契約に関する誓約書」

を提出した場合は、一般建設業の許可でも可とします。また、本案件の請負金額が4,000万円（建

築一式工事の場合は6,000万円）未満となった場合は特定建設業の許可を要しません。

⑾ 　監理技術者資格者証（業種「土木」）の交付を受けた技術者を専任で配置できること。ただし、

受注後の下請契約の請負代金の額の合計が4,000万円（建築一式工事の場合は6,000万円）を下回

り、「下請契約に関する誓約書」を提出した場合は、主任技術者でも可とします。なお、本案件の

請負金額が4,000万円（建築一式工事の場合は6,000万円）未満となった場合は監理技術者を要し

ません。また、本案件の請負金額が3,500万円（建築一式工事の場合は7,000万円）未満となった

場合は専任を要しません。

契約条項を

示す場所等

川崎市財政局資産管理部契約課土木契約係（〒210－8577　川崎市川崎区宮本町１番地）

電話番号　044－200－2099

入札日時等 令和２年１月20日13時30分（財政局資産管理部契約課土木契約係）

入札保証金 　免

契約書作成 　要

入札の無効 川崎市競争入札参加者心得で無効と定める入札は、これを無効とします。

そ　の　他
契約課ホームページ「入札情報　かわさき」アドレス

http://www.city.kawasaki.jp/233300/index.html
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（案件９）

競争入札に

付する事項

件　　 名 宮前区内市道尻手黒川線道路修繕（舗装）工事

履行場所 川崎市宮前区土橋１丁目４番地先

履行期限 契約の日から令和２年３月31日まで

参 加 資 格

⑴ 　川崎市契約規則第２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

⑵ 　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による指名停止期間中でないこと。

⑶ 　建設業退職金共済制度に加入していること。

⑷ 　平成31・32年度川崎市工事請負有資格業者名簿に地域区分「市内」で登録されていること。

⑸ 　平成31・32年度川崎市工事請負有資格業者名簿に業種「舗装」ランク「Ａ」で登録されている

こと。

⑹ 　平成31・32年度の業者登録情報における主観評価項目の合計点が20点以上であること。

⑺ 　「官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律」第２条第１項第１号による中小企

業者であること。

⑻ 　有効期間内の経営事項審査の総合評定値通知書を有していること。

⑼ 　舗装工事業に係る特定建設業の許可を受けていること。ただし、受注後の下請契約の請負代金

の額の合計が4,000万円（建築一式工事の場合は6,000万円）を下回り、「下請契約に関する誓約書」

を提出した場合は、一般建設業の許可でも可とします。また、本案件の請負金額が4,000万円（建

築一式工事の場合は6,000万円）未満となった場合は特定建設業の許可を要しません。

⑽ 　監理技術者資格者証（業種「舗装」）の交付を受けた技術者を専任で配置できること。ただし、

受注後の下請契約の請負代金の額の合計が4,000万円（建築一式工事の場合は6,000万円）を下回

り、「下請契約に関する誓約書」を提出した場合は、主任技術者でも可とします。なお、本案件の

請負金額が4,000万円（建築一式工事の場合は6,000万円）未満となった場合は監理技術者を要し

ません。また、本案件の請負金額が3,500万円（建築一式工事の場合は7,000万円）未満となった

場合は専任を要しません。

契約条項を

示す場所等

川崎市財政局資産管理部契約課土木契約係（〒210－8577　川崎市川崎区宮本町１番地）

電話番号　044－200－2099

入札日時等 令和２年１月17日13時30分（財政局資産管理部契約課土木契約係）

入札保証金 　免

契約書作成 　要

入札の無効 川崎市競争入札参加者心得で無効と定める入札は、これを無効とします。

そ　の　他
契約課ホームページ「入札情報　かわさき」アドレス

http://www.city.kawasaki.jp/233300/index.html

（案件10）

競争入札に

付する事項

件　　 名 市道多摩第３号線舗装道補修（切削その２）工事

履行場所 川崎市多摩区布田31番地先他２箇所

履行期限 契約の日から令和２年３月13日まで

参 加 資 格

⑴ 　川崎市契約規則第２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

⑵ 　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による指名停止期間中でないこと。

⑶ 　建設業退職金共済制度に加入していること。

⑷ 　平成31・32年度川崎市工事請負有資格業者名簿に地域区分「市内」で登録されていること。

⑸ 　平成31・32年度川崎市工事請負有資格業者名簿に業種「舗装」ランク「Ｂ」で登録されている

こと。

⑹ 　平成31・32年度の業者登録情報における主観評価項目の合計点が20点以上であること。
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参 加 資 格

⑺ 　「官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律」第２条第１項第１号による中小企

業者であること。

⑻ 　有効期間内の経営事項審査の総合評定値通知書を有していること。

⑼ 　舗装工事業に係る建設業の許可を受けていること。

⑽ 　主任技術者（業種「舗装」）を配置できること。

契約条項を

示す場所等

川崎市財政局資産管理部契約課土木契約係（〒210－8577　川崎市川崎区宮本町１番地）

電話番号　044－200－2099

入札日時等 令和２年１月15日13時30分（財政局資産管理部契約課土木契約係）

入札保証金 　免

契約書作成 　要

入札の無効 川崎市競争入札参加者心得で無効と定める入札は、これを無効とします。

そ　の　他
契約課ホームページ「入札情報　かわさき」アドレス

http://www.city.kawasaki.jp/233300/index.html

　　　　　　　　　　────────────────────────────────

（案件１）

競争入札に

付する事項

件　　 名 東小倉小学校校舎増築昇降機設備工事

履行場所 川崎市幸区東小倉１番１号

履行期限 契約の日から令和３年３月15日まで

参 加 資 格

⑴ 　川崎市契約規則第２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

⑵ 　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による指名停止期間中でないこと。

⑶ 　建設業退職金共済制度に加入していること。

⑷ 　平成31・32年度川崎市工事請負有資格業者名簿に業種「機械」種目「昇降機設置」で登録され

ていること。

⑸ 　有効期間内の経営事項審査の総合評定値通知書を有していること。

⑹ 　機械器具設置工事業に係る建設業の許可を受けていること。

⑺ 　主任技術者（業種「機械器具設置」）を配置できること。

⑻ 　川崎市発注の昇降機設置工事の完工実績（元請に限る。）を平成16年４月１日以降に有すること。

ただし、共同企業体により施工した工事については、出資割合が20％以上であること。

契約条項を

示す場所等

川崎市財政局資産管理部契約課建築契約係（〒210－8577　川崎市川崎区宮本町１番地）

電話番号　044－200－2100

入札日時等 令和２年１月17日14時30分（財政局資産管理部契約課建築契約係）

入札保証金 　免

契約書作成 　要

入札の無効 川崎市競争入札参加者心得で無効と定める入札は、これを無効とします。

そ　の　他 詳細は、川崎市ホームページ「入札情報かわさき」を御覧ください。

　　　　　　　　　　────────────────────────────────

川崎市公告第467号

　一般競争入札について次のとおり公告します。

　　令和元年12月18日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　
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川崎市公告第468号

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第36条第３項の

規定により開発行為に関する工事の完了を次のとおり公

告します。

　　令和元年12月18日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

１ 　工事を完了した開発区域の名称及び面積

　　川崎市宮前区菅生六丁目973番２

 ほか２筆の一部　　

 1,694平方メートル

２ 　開発許可を受けた者の住所及び氏名

　　川崎市宮前区土橋二丁目６番地17

　　株式会社　成建

　　代表取締役　浅川　聡

３ 　予定建築物の用途

　　一戸建ての住宅

 計画戸数：14戸

４ 　開発許可年月日及び許可番号

　　平成31年４月17日

　　川崎市指令　ま宅審（イ）第８号

　　令和１年10月29日

　　川崎市指令　ま宅審（イ）第78号（変更）

　　　───────────────────

川崎市公告第469号

　　　入　　札　　公　　告

　業務委託契約に関する一般競争入札について次のとお

り公告します。

　　令和元年12月19日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

１ 　競争入札に付する事項

　⑴ 　件名

　　　 令和２～４年度川崎市立東柿生小学校給食調理等

業務委託

　⑵ 　履行場所

　　　川崎市立東柿生小学校

　⑶ 　履行期間

　　　令和２年４月１日から令和５年３月24日まで

　⑷ 　調達概要

　　 　給食調理、配缶、各教室前までの運搬、食器等の

洗浄保管、使用設備・備品の清掃及び点検等の一連

の給食業務を委託する。

２ 　競争入札参加資格に関する事項

　 　この入札に参加を希望する者は、次の条件を満たさ

なければなりません。

　⑴ 　川崎市契約規則（昭和39年川崎市規則第28号）第

２条の規定に該当しないこと。

　⑵ 　入札期日において平成31・32年度川崎市の業務委

託有資格業者名簿に業種「給食調理業務」・種目「給

食サービス」で登載されていること。

　⑶ 　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による

指名停止期間中でないこと。

　⑷ 　神奈川県又は東京都内に本社、支社又は営業所が

あること。

　⑸ 　資本金もしくは出資金が1,000万円以上であるこ

と。

　⑹ 　次のうち、いずれかの条件を満たすこと。また、

これと同等のものも含む。

　　ア 　令和元年11月末日現在、本市の小学校、特別支

援学校又は自校調理場方式による中学校の給食調

理業務を受託しており、令和元年11月末日現在に

おいて不履行のないこと。

　　イ 　平成28、29、30年度のいずれにおいても自校調

理場方式による公立小学校、公立中学校又は公立

特別支援学校の給食調理業務を受託した実績があ

って不履行がなく、かつ、令和元年度の受託実績

が３校以上あって令和元年11月末日現在において

不履行のないこと。

　⑺ 　神奈川県又は東京都内の小学校、特別支援学校又

は中学校の営業担当部署において、平成29年４月１

日以降に食中毒等の事故等により、保健所等の公立

機関から営業停止等の処分を受けていないこと。

３ 　競争参加申込書の配布、提出及び問い合わせ先

　 　この入札に参加を希望する者は、次により競争参加

の申込みをしなければなりません。競争入札参加申込

書等は、３⑴の場所で配布しています。また、川崎市

教育委員会ホームページの「令和２～４年度川崎市立

小学校、中学校及び特別支援学校給食調理等業務委

託受託事業者募集について」（アドレスhttp://www.

city.kawasaki.jp/880/page/0000112253.html） に お

いて、本件の「入札公表情報詳細」のページからダウ

ンロードすることができます。ただし、競争参加申込

書の提出は持参によるものとし、郵送は認めません。

　⑴ 　配布、提出場所及び問い合わせ先

　　　〒210－0004　川崎市川崎区宮本町６番地

　　　明治安田生命ビル４階

　　　川崎市教育委員会事務局健康給食推進室

　　　桧垣、井上、小林担当

　　　電　話：044－200－3299・3894（直通）

　　　ファックス：044－200－2853

　　　電子メール：88kyusyoku@city.kawasaki.jp

　⑵ 　配布、提出期間

　　 　令和元年12月19日（木）から令和元年12月25日

（水）までの午前８時30分から正午まで及び午後１

時から午後５時までとします。ただし、土曜日、日

曜日、祝日等の本市閉庁日を除きます。

４ 　資料の縦覧
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　　３⑴の場所、３⑵の期間で縦覧に供します。

５ 　競争参加資格確認通知書及び入札説明書の交付

　 　３により競争参加申込書を提出した者に、令和２年

１月７日（火）午後５時までに競争参加資格確認通知

書を交付します。

　 　また、競争参加資格があると認めた者には、入札説

明書及び仕様書も併せて交付します。

　　交付方法については次のとおりとします。

　⑴ 　平成31・32年度「業務委託有資格業者名簿」に電

子メールアドレスを登録している場合は、電子メー

ルにて送付。

　⑵ 　電子メールアドレスを登録していない場合は、Ｆ

ＡＸにより送付。

６ 　仕様に関する問い合わせ先

　⑴ 　問い合わせ先

　　 　３の⑴と同じです。問い合わせ内容は、入札説明

書に添付している「質問書」の様式を使用し、必要

事項を記載の上メール又はＦＡＸしてください。ま

た、メール及びＦＡＸ後に必ず担当者あて電話連絡

をしてください。

　⑵ 　受付期間

　　　令和２年１月７日（火）～令和２年１月10日（金）

　　（ 毎日午前８時30分から正午まで及び午後１時から

午後５時まで。ただし、土曜日、日曜日、祝日等

の本市閉庁日を除きます。）

　⑶ 　回答予定日

　　 　令和２年１月17日（金）午後５時までに電子メー

ル又はＦＡＸにて回答

　⑷ 　その他

　　ア 　原則として、受付期間を過ぎた問い合わせには

回答いたしません。

　　イ 　出された全ての質問について、当該競争入札参

加資格を有する全ての者に回答いたします。

７ 　競争入札参加資格の喪失

　 　競争参加資格があると認められた者が次のいずれか

に該当するときは、この入札に参加することができま

せん。

　⑴ 　この公告に定める資格条件を満たさなくなったと

き。

　⑵ 　競争参加申込書に虚偽の記載をしたとき。

８ 　入札の手続等

　⑴ 　入札の方法

　　ア 　入札会場に入場しようとするときは、競争参加

資格確認通知書の提示を求めるので必ず持参する

こと。

　　イ 　入札及び開札に立ち会う者は、入札者又はその

代理人とする。ただし、代理人が入札及び開札に

立ち会う場合は、入札に関する権限及び開札の立

ち会いに関する権限の委譲を受けたことを証する

委任状を入札前に提出すること。

　　ウ 　入札は所定の入札書をもって行い、入札書は入

札件名が記載された封筒に入れ持参すること。郵

送は認めない。

　　エ 　入札金額は、契約金額の総額（消費税等を含ま

ない複数年（契約の全期間　３年間））の金額を

記載すること。

　　オ 　落札者が無い場合は、直ちに再度入札を行う。

ただし、その前回の入札が川崎市競争入札参加者

心得第７条の規定により無効とされた者及び開札

に立ち会わない者は除く。

　⑵ 　入札、開札の日時及び場所

　　ア 　日時　令和２年１月24日（金）午後３時30分

　　イ 　場所　川崎区宮本町３番地３

　　　　　　　川崎市役所第４庁舎　４階

　　　　　　　第４、第５会議室

　⑶ 　入札保証金

　　　免除とします。

　⑷ 　落札者の決定方法

　　 　川崎市契約規則第14条の規定に基づいて作成した

予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって有効

な入札を行った入札者を落札とします。ただし、著

しく低価格の場合は、調査を行うことがあります。

　⑸ 　入札の無効

　　 　入札に参加する資格のない者が行った入札及び

「川崎市競争入札参加者心得」第７条に該当する入

札は、無効とします。

９ 　契約の手続等

　⑴ 　契約保証金は、次のとおりとします。

　　ア 　川崎市契約規則第33条各号に該当する場合は、

免除します。

　　イ 　ア以外の場合は、契約金額の10パーセントを納

付しなければなりません。

　⑵ 　契約書作成の要否

　　　必要とします。

　⑶ 　契約条項等の閲覧

　　 　川崎市契約条例、川崎市契約規則及び川崎市競争

入札参加者心得等は、３の⑴の場所及び川崎市の

ホームページ「入札情報かわさき」（http://www.

city.kawasaki.jp/233300/index.html）の「契約関

係規定」において閲覧することができます。

　⑷ 　特定業務委託契約（公契約）

　　 　本案件の落札者と締結する契約は、川崎市契約条

例第７条第１項第２号に規定する特定業務委託契約

（公契約）に該当します。

　　 　特定業務委託契約においては、川崎市契約条例第

８条各号に掲げる事項を定めます。下請も含め、市
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の定める基準（作業報酬下限額）を下回らない賃金

を労働者に支払っていただくことが契約条項に加わ

ります。

　　 　また、本案件は、履行期間が複数年度にわたる特

定業務委託契約のため、年度ごとに定める最新の作

業報酬下限額を適用することとなります。

　　 　下請も含めて契約に違反した場合には受注者の責

任となり、場合によっては契約解除となる可能性も

ありますので、入札に臨まれる際には十分に御注意

ください。

　　 　詳しくは、川崎市のホームページ「入札情報かわ

さき」の川崎市契約条例、川崎市契約規則及び「特

定工事請負契約及び特定業務委託契約に関する手引

き」を御確認ください。

10　その他

　⑴ 　契約手続において使用する言語及び通貨は、日本

語及び日本国通貨に限ります。

　⑵ 　詳細は、入札説明書によります。

　⑶ 　公告に定めるものの他は、川崎市契約条例、川崎

市契約規則及び川崎市競争入札参加者心得の定める

ところによります。

　⑷ 　問い合わせ窓口は３の⑴に同じです。

　⑸ 　当該落札決定の効果は、令和２年第１回川崎市議

会定例会における、本調達に係る予算の議決を要し

ます。

　⑹ 　本案件の落札者と締結する契約は、川崎市契約条

例第６条の規定に該当する３年間の長期継続契約で

す。本市は翌年度以降における所要の予算の該当金

額について減額又は削除があった場合は、この契約

を変更又は解除することができます。

　　　───────────────────

川崎市公告第470号

　　　入　　札　　公　　告

　業務委託契約に関する一般競争入札について次のとお

り公告します。

　　令和元年12月19日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

１ 　競争入札に付する事項

　⑴ 　件名

　　　令和２～４年度川崎市立聾学校給食調理等業務委託

　⑵ 　履行場所

　　　川崎市立聾学校

　⑶ 　履行期間

　　　令和２年４月１日から令和５年３月24日まで

　⑷ 　調達概要

　　 　給食調理、配缶、各教室前までの運搬、食器等の

洗浄保管、使用設備・備品の清掃及び点検等の一連

の給食業務を委託する。

２ 　競争入札参加資格に関する事項

　 　この入札に参加を希望する者は、次の条件を満たさ

なければなりません。

　⑴ 　川崎市契約規則（昭和39年川崎市規則第28号）第

２条の規定に該当しないこと。

　⑵ 　入札期日において平成31・32年度川崎市の業務委

託有資格業者名簿に業種「給食調理業務」・種目「給

食サービス」で登載されていること。

　⑶ 　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による

指名停止期間中でないこと。

　⑷ 　神奈川県又は東京都内に本社、支社又は営業所が

あること。

　⑸ 　資本金もしくは出資金が1,000万円以上であるこ

と。

　⑹ 　次のうち、いずれかの条件を満たすこと。また、

これと同等のものも含む。

　　ア 　令和元年11月末日現在、本市の小学校、特別支

援学校又は自校調理場方式による中学校の給食調

理業務を受託しており、令和元年11月末日現在に

おいて不履行のないこと。

　　イ 　平成28、29、30年度のいずれにおいても自校調

理場方式による公立小学校、公立中学校又は公立

特別支援学校の給食調理業務を受託した実績があ

って不履行がなく、かつ、令和元年度の受託実績

が３校以上あって令和元年11月末日現在において

不履行のないこと。

　⑺ 　神奈川県又は東京都内の小学校、特別支援学校又

は中学校の営業担当部署において、平成29年４月１

日以降に食中毒等の事故等により、保健所等の公立

機関から営業停止等の処分を受けていないこと。

３ 　競争参加申込書の配布、提出及び問い合わせ先

　 　この入札に参加を希望する者は、次により競争参加

の申込みをしなければなりません。競争入札参加申込

書等は、３⑴の場所で配布しています。また、川崎市

教育委員会ホームページの「令和２～４年度川崎市立

小学校、中学校及び特別支援学校給食調理等業務委

託受託事業者募集について」（アドレスhttp://www.

city.kawasaki.jp/880/page/0000112253.html） に お

いて、本件の「入札公表情報詳細」のページからダウ

ンロードすることができます。ただし、競争参加申込

書の提出は持参によるものとし、郵送は認めません。

　⑴ 　配布、提出場所及び問い合わせ先

　　　〒210－0004　川崎市川崎区宮本町６番地

　　　明治安田生命ビル４階

　　　川崎市教育委員会事務局健康給食推進室

　　　桧垣、井上、小林担当

　　　電　話：044－200－3299・3894（直通）

　　　ファックス：044－200－2853
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　　　電子メール：88kyusyoku@city.kawasaki.jp

　⑵ 　配布、提出期間

　　 　令和元年12月19日（木）から令和元年12月25日

（水）までの午前８時30分から正午まで及び午後１

時から午後５時までとします。ただし、土曜日、日

曜日、祝日等の本市閉庁日を除きます。

４ 　資料の縦覧

　　３⑴の場所、３⑵の期間で縦覧に供します。

５ 　競争参加資格確認通知書及び入札説明書の交付

　 　３により競争参加申込書を提出した者に、令和２年

１月７日（火）午後５時までに競争参加資格確認通知

書を交付します。

　 　また、競争参加資格があると認めた者には、入札説

明書及び仕様書も併せて交付します。

　　交付方法については次のとおりとします。

　⑴ 　平成31・32年度「業務委託有資格業者名簿」に電

子メールアドレスを登録している場合は、電子メー

ルにて送付。

　⑵ 　電子メールアドレスを登録していない場合は、Ｆ

ＡＸにより送付。

６ 　仕様に関する問い合わせ先

　⑴ 　問い合わせ先

　　 　３の⑴と同じです。問い合わせ内容は、入札説明

書に添付している「質問書」の様式を使用し、必要

事項を記載の上メール又はＦＡＸしてください。ま

た、メール及びＦＡＸ後に必ず担当者あて電話連絡

をしてください。

　⑵ 　受付期間

　　　令和２年１月７日（火）～令和２年１月10日（金）

　　（ 毎日午前８時30分から正午まで及び午後１時から

午後５時まで。ただし、土曜日、日曜日、祝日等

の本市閉庁日を除きます。）

　⑶ 　回答予定日

　　 　令和２年１月17日（金）午後５時までに電子メー

ル又はＦＡＸにて回答

　⑷ 　その他

　　ア 　原則として、受付期間を過ぎた問い合わせには

回答いたしません。

　　イ 　出された全ての質問について、当該競争入札参

加資格を有する全ての者に回答いたします。

７ 　競争入札参加資格の喪失

　 　競争参加資格があると認められた者が次のいずれか

に該当するときは、この入札に参加することができま

せん。

　⑴ 　この公告に定める資格条件を満たさなくなったと

き。

　⑵ 　競争参加申込書に虚偽の記載をしたとき。

８ 　入札の手続等

　⑴ 　入札の方法

　　ア 　入札会場に入場しようとするときは、競争参加

資格確認通知書の提示を求めるので必ず持参する

こと。

　　イ 　入札及び開札に立ち会う者は、入札者又はその

代理人とする。ただし、代理人が入札及び開札に

立ち会う場合は、入札に関する権限及び開札の立

ち会いに関する権限の委譲を受けたことを証する

委任状を入札前に提出すること。

　　ウ 　入札は所定の入札書をもって行い、入札書は入

札件名が記載された封筒に入れ持参すること。郵

送は認めない。

　　エ 　入札金額は、契約金額の総額（消費税等を含ま

ない複数年（契約の全期間　３年間））の金額を

記載すること。

　　オ 　落札者が無い場合は、直ちに再度入札を行う。

ただし、その前回の入札が川崎市競争入札参加者

心得第７条の規定により無効とされた者及び開札

に立ち会わない者は除く。

　⑵ 　入札、開札の日時及び場所

　　ア 　日時　令和２年１月24日（金）　午後４時00分

　　イ 　場所　川崎区宮本町３番地３

　　　　　　　川崎市役所第４庁舎　４階

　　　　　　　第４、第５会議室

　⑶ 　入札保証金

　　　免除とします。

　⑷ 　落札者の決定方法

　　 　川崎市契約規則第14条の規定に基づいて作成した

予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって有効

な入札を行った入札者を落札とします。ただし、著

しく低価格の場合は、調査を行うことがあります。

　⑸ 　入札の無効

　　 　入札に参加する資格のない者が行った入札及び

「川崎市競争入札参加者心得」第７条に該当する入

札は、無効とします。

９ 　契約の手続等

　⑴ 　契約保証金は、次のとおりとします。

　　ア 　川崎市契約規則第33条各号に該当する場合は、

免除します。

　　イ 　ア以外の場合は、契約金額の10パーセントを納

付しなければなりません。

　⑵ 　契約書作成の要否

　　　必要とします。

　⑶ 　契約条項等の閲覧

　　 　川崎市契約条例、川崎市契約規則及び川崎市競争

入札参加者心得等は、３の⑴の場所及び川崎市の

ホームページ「入札情報かわさき」（http://www.

city.kawasaki.jp/233300/index.html）の「契約関
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係規定」において閲覧することができます。

　⑷ 　特定業務委託契約（公契約）

　　 　本案件の落札者と締結する契約は、川崎市契約条

例第７条第１項第２号に規定する特定業務委託契約

（公契約）に該当します。

　　 　特定業務委託契約においては、川崎市契約条例第

８条各号に掲げる事項を定めます。下請も含め、市

の定める基準（作業報酬下限額）を下回らない賃金

を労働者に支払っていただくことが契約条項に加わ

ります。

　　 　また、本案件は、履行期間が複数年度にわたる特

定業務委託契約のため、年度ごとに定める最新の作

業報酬下限額を適用することとなります。

　　 　下請も含めて契約に違反した場合には受注者の責

任となり、場合によっては契約解除となる可能性も

ありますので、入札に臨まれる際には十分に御注意

ください。

　　 　詳しくは、川崎市のホームページ「入札情報かわ

さき」の川崎市契約条例、川崎市契約規則及び「特

定工事請負契約及び特定業務委託契約に関する手引

き」を御確認ください。

10　その他

　⑴ 　契約手続において使用する言語及び通貨は、日本

語及び日本国通貨に限ります。

　⑵ 　詳細は、入札説明書によります。

　⑶ 　公告に定めるものの他は、川崎市契約条例、川崎

市契約規則及び川崎市競争入札参加者心得の定める

ところによります。

　⑷ 　問い合わせ窓口は３の⑴に同じです。

　⑸ 　当該落札決定の効果は、令和２年第１回川崎市議

会定例会における、本調達に係る予算の議決を要し

ます。

　⑹ 　本案件の落札者と締結する契約は、川崎市契約条

例第６条の規定に該当する３年間の長期継続契約で

す。本市は翌年度以降における所要の予算の該当金

額について減額又は削除があった場合は、この契約

を変更又は解除することができます。

　　　───────────────────

川崎市公告第471号

　次の市有財産について、一般競争入札による貸付けを

実施します。

　　令和元年12月19日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

１ 　入札物件（一時貸付物件）

　 　一般競争入札に付す一時貸付物件、予定価格（最低

貸付料）等は、別表のとおりです。

２ 　貸付期間

　　物件番号１、２

　　令和２年４月１日から令和７年３月31日まで

　　（５年間）

３ 　入札参加資格

　 　次の条件を全て満たす方でなければ、入札に参加す

ることはできません。

　⑴ 　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167

条の４第１項の規定に該当しないこと。

　⑵ 　川崎市契約規則（昭和39年川崎市規則第28号）第

２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

　⑶ 　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による

指名停止期間中でないこと。

　⑷ 　国税又は市税の未納がないこと。

　⑸ 　入札案内書に定める条件及び法令等を遵守し、市

有財産の余裕部分を活用して歳入の確保等を図るこ

とを目的として、自動販売機及び飲料容器等の回収

容器等（以下「自動販売機等」という。）を設置し

て運営する事業（以下「自動販売機設置事業」とい

う。）を行う資力、能力等を有すること。

　⑹ 　平成29年度及び平成30年度において、自動販売機

設置事業又はこれに類する事業の実績を有している

こと。

　⑺ 　川崎市暴力団排除条例（平成24年川崎市条例第５

号）第２条第１号に規定する暴力団、同条第３号に

規定する暴力団員等、同条第５号に規定する暴力団

経営支配法人等又は同条例第７条に規定する暴力団

員等と密接な関係を有すると認められる者でないこ

と。

　⑻ 　神奈川県暴力団排除条例（平成22年神奈川県条例

第75号）第23条第１項又は第２項の規定に違反して

いる事実がないこと。

　⑼ 　委託契約その他の契約を締結するに当たり、相手

方が前２号のいずれかに該当することを知りなが

ら、当該者と契約を締結していないこと。

４ 　契約上の主な条件等

　⑴ 　貸付契約の内容

　　 　本件一時貸付けは、地方自治法（昭和22年法律第

67号）第238条の４第２項第４号及び同法第238条の

５第１項の規定に基づく土地又は建物の賃貸借契約

です。借地借家法（平成３年法律第90号）の適用は

ありません。

　⑵ 　用途の指定等

　　 　一時貸付物件は、自動販売機設置事業の用途（以

下「指定用途」という。）に供さなければなりませ

ん。また、自動販売機設置事業に必要な工事費、維

持管理費、光熱水費等の費用は全て借受人の負担と

なります。

　⑶ 　禁止事項

　　 　一時貸付物件について、次の行為をすることはで
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きません。

　　ア 　一時貸付物件を指定用途以外の用途に使用する

こと。

　　イ 　一時貸付物件に建物を建築し、又は工作物を設

置すること（財産管理者が、電源等の確保のため

必要があると認める場合を除く。）。

　　ウ 　土壌の汚染、土地の形質の変更その他原状回復

が困難となるような使用をすること。

　　エ 　一時貸付物件を第三者に転貸し、又はそれに類

似する行為をすること。

　　オ 　本件賃借権を第三者に譲渡し、又は他の権利を

設定すること。

　　カ 　一時貸付物件において、公序良俗に反する行為

をすること。

　⑷ 　自動販売機等の設置等

　　 　自動販売機等は、別表に定められた条件に従うほ

か、次の事項を遵守して設置、運営しなければなり

ません。

　　ア 　貸付期間を通じて常に使用可能な状態で設置さ

れていること。

　　イ 　自動販売機等の維持管理にあたっては、転倒防

止、漏電防止、容器等の散乱防止など、利用者、

近隣住民の安全、周辺環境の保全に十分に配慮す

ること。

　　ウ 　販売品の在庫等の管理、補充、交換は、借受人

の責任において、財産管理及び近隣住民の生活に

配慮した方法、頻度、時間帯等により行うこと。

　　エ 　自動販売機の付近に飲料容器等の回収容器等を

原則として１個以上設置し、空き缶等の使用済み

容器が周囲に散乱しない頻度により回収して、適

正に処分すること。

　　オ 　飲料用の自動販売機は、ノンフロン冷媒又は低

ＧＷＰ冷媒で、かつ、ヒートポンプ対応等エネル

ギー消費効率の優れた機種（年間消費電力量（カ

タログ値）1,131kWh ／年未満のものに限る。）と

すること。なお、適宜消灯・減光等を行い、節電

対策に努めること。

　⑸ 　販売品

　　ア 　販売品は、別表に定められたものとすること

（財産管理者が認めた場合を除く。）。

　　　 　なお、酒税法第２条（昭和28年法律第６号）に

よる酒類又はその類似品を販売することはできま

せん。

　　イ 　販売品の売価は、借受人により任意に設定する

ことができます。なお、生田の天然水恵水は、販

売目的が災害時における飲料水の備蓄啓発等であ

ることを踏まえ、その売価は、他のミネラルウォ

ーターの売価と同程度の価格を参考価格とします。

　⑹ 　資料の提出等

　　ア 　借受人は、毎年１回、一時貸付物件に設置した

自動販売機の売上実績（売上数量、売上金額）を

報告しなければなりません。川崎市は、当該売上

実績について、市有財産の有効活用を推進するた

め必要とするときは、借受人の承諾なしに公開で

きるものとします。

　　イ 　川崎市は、借受人が上記の禁止事項に違反して

いる疑いがあるとき、債権の保全上必要があると

認めるときは、借受人に対してその参考となるべ

き資料の提出又は報告を求めることができるもの

とします。

　⑺ 　違約金

　　 　川崎市は、借受人が上記の禁止事項、資料の提出

等の条件に違反した場合には、違約金を請求する場

合があります。

５ 　入札案内書（入札参加申込書を含む。）の配布

　 　本件入札に参加を希望する者には、次により入札案

内書（入札参加申込書等）を配布します。

　⑴ 　配布場所　川崎市川崎区宮本町６番地

　　　　　　　　（明治安田生命川崎ビル13階）

　　　　　　　　川崎市財政局資産管理部資産運用課

　　　　　　　　電話　044－200－2086

　⑵ 　配布期間　令和元年12月19日（木）から

　　　　　　　　令和２年１月17日（金）まで

６ 　入札参加申込みに必要な書類

　　入札参加申込みに必要な書類は、次のとおりです。

　⑴ 　申込者が法人の場合

　　ア 　入札参加申込書

　　イ 　自動販売機設置事業申告書

　　ウ 　川崎市暴力団排除条例に係る誓約書

　　エ 　商業登記簿（履歴事項全部証明書）

　　オ 　代表者の印鑑証明書（法務局に届け出たもの）

　　カ 　国税の納税証明書（その３の３「法人税」及び

「消費税及び地方消費税」について未納税額のな

い証明用）

　　キ 　市税の納税証明書（川崎市内に事務所又は事業

所を有している場合のみ）

　　（ア）法人市民税

　　　　 　申込み時点において終了している事業年度の

うち直近２事業年度分の納税証明書（未納がな

いもの）をそれぞれ１部提出してください。

　　（イ ）固定資産税・都市計画税（川崎市内に固定資

産（償却資産を含む。）を有している場合のみ）

　　　　 　平成29年度及び平成30年度の納税証明書（未

納がないもの）をそれぞれ１部提出してくださ

い。

　　ク　財務諸表の写し
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　　　 　申込み時点において終了している事業年度のう

ち、直近２事業年度分の貸借対照表、損益計算書、

株主資本等変動計算書を提出してください。

　　※ 　エ～キの書類は、発行後３か月以内に取得した

もの（原本）を提出してください。

　⑵ 　申込者が個人の場合

　　ア 　入札参加申込書

　　イ 　自動販売機設置事業申告書

　　ウ 　川崎市暴力団排除条例にかかる誓約書

　　エ 　印鑑登録証明書

　　オ 　身分証明書

　　　 　破産者等でないことの証明書（本籍地の市区町

村長発行）を提出してください。

　　カ　登記されていないことの証明書

　　　 　成年被後見人又は被保佐人とする記録がないこ

との証明書を提出してください。

　　キ 　国税の納税証明書（その３の２「申告所得税及

び復興特別所得税」及び「消費税及び地方消費税」

の未納税額のない証明用）

　　ク 　市税の納税証明書（川崎市内に住所等を有する

方のみ）

　　（ア）市民税・県民税

　　　　 　平成29年度及び平成30年度の納税証明書（未

納がないもの）をそれぞれ１部提出してくださ

い。

　　（イ ）固定資産税・都市計画税（川崎市内に固定資

産（償却資産を含む。）を有している場合のみ）

　　　　 　平成29年度及び平成30年度の納税証明書（未

納がないもの）をそれぞれ１部提出してくださ

い。

　　ケ　確定申告の提出書類の写し（直前決算２年間分）

　　　※ 　エ～クの書類は、発行後３か月以内に取得し

たもの（原本）を提出してください。

７ 　入札参加申込書等の提出

　 　本件入札に参加を希望する者は、上記６に記載され

た書類を次により提出しなければなりません。

　⑴ 　提出場所　上記５　⑴ 　に同じ

　⑵ 　提出期間　令和２年１月14日（火）から

　　　　　　　　令和２年１月17日（金）まで

　　　　　　　　 午前９時～午後４時（正午～午後１時

を除く。）

　⑶ 　提出方法　持参

８ 　入札の手続等

　　次により入札を執行します。

　⑴ 　入札の方法

　　 　入札は単価で行いますので、入札金額は月額貸付

料（消費税及び地方消費税の額を含まないもの）を

記入してください。入札書の提出は持参によるもの

とします。

　　ア 　入札書の提出日時

　　　　令和２年１月29日（水）午後２時

　　イ 　入札書の提出場所

　　　　明治安田生命川崎ビル10階会議室

　　　　川崎市川崎区宮本町６番地

　⑵ 　入札保証金　免除

　⑶ 　開札の日時　上記⑴アに同じ

　⑷ 　開札の場所　上記⑴イに同じ

　⑸ 　落札者の決定等

　　 　川崎市契約規則第14条の規定に基づいて作成した

予定価格（最低貸付料）以上で最高の価格をもって

有効な入札を行った者について、最終的な一般競争

入札参加資格の審査を実施し、資格の有無を審査し

た上、落札者を決定します。資格審査の結果、その

者に資格がないと認めたときは、当該入札を無効と

し、順次、価格の高い入札者について同様の審査を

実施します。

　⑹ 　入札の無効

　　 　入札案内書及び川崎市競争入札参加者心得で無効

と定める入札は、これを無効とします。

９ 　契約の手続等

　⑴ 　契約条項　　　　　　 入札案内書に記載してあり

ます。

　⑵ 　契約書等作成の要否　要

　⑶ 　契約保証金　　　　　 入札案内書に記載してあり

ます。

　⑷ 　契約の締結期限　　　令和２年２月27日（木）

　⑸ 　契約の締結　　　　　 本件契約を締結しない場

合、落札者の決定が取消し

となります。

　⑹ 　貸付料の支払い　　　 入札案内書に記載してあり

ます。

10　その他

　⑴ 　事情により予告なく入札を変更し、又は取り止め

る場合等があります。

　⑵ 　詳細は入札案内書によります。

　⑶ 　この公告に関する問い合わせ先は、以下のとおり

です。

　　　上記５⑴に同じ
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　別表別表 

一時貸付物件一覧表・個別条件仕様書 
 物件番号 １ 

 

場所 

番号 

財産名称・場所 

（財産管理者・連絡先） 
所在地 貸付面積 消費税 設置・運営 販売品 

平成 30 年

度の売上

数量（本）

最低貸付料 

（円／月） 

（税抜） 

633 

久末表Ｂ市営住宅 

（まちづくり局住宅政

策部市営住宅管理課 

044-200-2951） 

高津区久末

1938-1 
2.00 ㎡ 非課税

・電気工事等(新規)

（別記１） 

飲料(缶・

ペ ッ ト ボ

トル) 

新規 3,000 

8,000 

634 

中野島多摩川市営住宅 

（まちづくり局住宅政

策部市営住宅管理課 

044-200-2951） 

多摩区中野

島 5丁目

1823-1 

（住居表示

：多摩区中野

島 5丁目 2） 

2.00 ㎡ 非課税 ・電気料（別記２）

飲料(缶・

ペ ッ ト ボ

トル) 

新規 5,000 

 

［別記１］ 

当該設置場所は電源設備がないため、近隣の電柱等から電気を引き込む等、電力会社と独自に契約を

行い、借受人の負担により、電力供給に必要な設備（支柱等）の調達及び工事を行うこと。設置した電

気設備については、貸付人が認めた場合を除き、貸付期間の終了時までに撤去し、原状に回復すること。 
 
［別記２］ 

 当該設置場所は、次の条件に従って、集会所の電源コンセントを使用すること。①電気料金の支払い

方法（借受人の負担による子メーター設置又は入札案内書２ページの電気料表の使用等）について自治

会と協議の上、協定書を取り交わすこと。支払い方法によっては、子メーターを設置すること。②電気

料の支払い方法にあたっては、自治会の負担が極力発生しないようにすること。 

［別記１］

　 　当該設置場所は電源設備がないため、近隣の電柱等から電気を引き込む等、電力会社と独自に契約を行い、借受

人の負担により、電力供給に必要な設備（支柱等）の調達及び工事を行うこと。設置した電気設備については、貸

付人が認めた場合を除き、貸付期間の終了時までに撤去し、原状に回復すること。

［別記２］

　 　当該設置場所は、次の条件に従って、集会所の電源コンセントを使用すること。①電気料金の支払い方法（借受

人の負担による子メーター設置又は入札案内書２ページの電気料表の使用等）について自治会と協議の上、協定書

を取り交わすこと。支払い方法によっては、子メーターを設置すること。②電気料の支払い方法にあたっては、自

治会の負担が極力発生しないようにすること。

［別記１］

　 　川崎市上下水道局において製造する生田の天然水恵水を１区画以上設置すること。販売目的が災害時における飲

料水の備蓄啓発等であることを踏まえ、その売価は、他のミネラルウォーターの売価と同程度の価格とすること。

なお、販売事業者に販売するとき（川崎市上下水道局と販売契約を締結していただきます）の価格は、87円となり

ます。

 

 物件番号 ２ 

 

場所 

番号 

財産名称・場所 

（財産管理者・連絡先） 
所在地 貸付面積 消費税 設置・運営 販売品 

平成 30 年

度の売上

数量（本） 

最低貸付料 

（円／月） 

（税抜） 

635 

麻生区役所柿生分庁舎１

階 

（麻生区役所まちづくり

推進部総務課 

044-965-5108） 

麻生区上

麻生6丁目

433-6 

（住居表

示：麻生区

上麻生6丁

目 29-18） 

1.5 ㎡ 課税 
・生田の天然水恵水

（別記１） 

飲料(缶・

ペ ッ ト ボ

トル) 

新規 8,000 

22,000 636 

麻生市民館岡上分館１階 

（麻生区役所まちづくり

推進部生涯学習支援課岡

上地区担当 

044-988-0268） 

麻生区岡

上 286-1 
1.5 ㎡ 課税  

飲料(缶・

ペ ッ ト ボ

トル) 

新規 10,000 

637 

多摩消防署宿河原出張所

１階 

（消防局総務部施設装備

課 044-223-2550） 

多摩区宿

河原3丁目

524-2（住

居表示：多

摩区宿河

原 3丁目

12-1） 

1.5 ㎡ 課税  
飲料(缶・

ペ ッ ト ボ

トル) 

新規 4,000 

 

［別記１］ 

川崎市上下水道局において製造する生田の天然水恵水を１区画以上設置すること。販売目的が災害時

における飲料水の備蓄啓発等であることを踏まえ、その売価は、他のミネラルウォーターの売価と同程

度の価格とすること。なお、販売事業者に販売するとき（川崎市上下水道局と販売契約を締結していた

だきます）の価格は、８７円となります。 
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川崎市公告第472号

　　　川崎市立柿生小学校校舎増築事業に係る条

　　　例環境影響評価審査書について

　川崎市環境影響評価に関する条例（平成11年川崎市条

例第48号）第25条第１項の規定に基づき、標記指定開発

行為に係る条例環境影響評価審査書を次のとおり公告し

ます。

　　令和元年12月20日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

川崎市立柿生小学校校舎増築事業

に係る条例環境影響評価審査書

令和元年12月

川　崎　市

目　　　　次

はじめに

１ 　指定開発行為の概要

２ 　審査結果及び内容

　⑴ 　全般的事項

　⑵ 　個別事項

　　ア 　大気質

　　イ 　緑（緑の質、緑の量）

　　ウ 　騒音・振動

　　エ 　廃棄物等（建設発生土）

　　オ 　景観

　　カ　日照阻害

　　キ　テレビ受信障害

　　ク　地域交通（交通混雑、交通安全）

　⑶ 　環境配慮項目に関する事項

３ 　川崎市環境影響評価に関する条例に基づく手続経過

　　　はじめに

　川崎市立柿生小学校校舎増築事業は、川崎市（以下

「指定開発行為者」という。）が、麻生区片平３丁目３

番１号の約1.4haの区域において、地上３階建ての小学

校校舎を増築するものである。

　指定開発行為者は、川崎市環境影響評価に関する条例

に基づき、令和元年９月６日に指定開発行為実施届及び

条例環境影響評価準備書（以下「条例準備書」という。）

を提出した。

　市は、この提出を受けて条例準備書を公告、縦覧した

が、市民等からの意見書の提出はなかった。

　本条例環境影響評価審査書（以下「条例審査書」とい

う。）は、これらの結果を踏まえ、条例準備書の内容を

総合的に審査し、作成したものである。

１ 　指定開発行為の概要

　⑴ 　指定開発行為者

　　　名　称：川崎市

　　　代表者：川崎市長　福田　紀彦

　　　住　所：川崎市川崎区宮本町１番地

　⑵ 　指定開発行為の名称及び種類

　　　名　称：川崎市立柿生小学校校舎増築事業

　　　種　類： 都市計画法第４条第12項に規定する開発

行為（第３種行為

　　　　　　　 （川崎市環境影響評価に関する条例施行

規則別表第１の１の項に該当）

　⑶ 　指定開発行為を実施する区域

　　　位　　置：麻生区片平３丁目３番１号

　　　区域面積：約13,827㎡

　　　用途地域：第一種低層住居専用地域、準住居地域

　⑷ 　計画の概要

　　ア 　目的

　　　　小学校校舎の増築

　　イ 　土地利用計画

土地利用区分 面積（㎡） 構成比（％）

建築物 約5,000 36

増　築 約1,160 ８

既　存 約3,840 28

緑化地 約1,998 14

新　設 約682 ５

既　存 約1,316 10

その他 約6,828 49

合　　　　計 約13,827 100

注）四捨五入の関係により、合計が合わないことがある。
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　　ウ 　建築計画等

区　　分 内　　容

計画建築物（増築校舎・渡り廊下） 既存校舎

構　　造
増築校舎：鉄筋コンクリート造

渡り廊下：鉄骨造

既存校舎：鉄筋コンクリート造

　　　　：鉄骨造

階　　数
増築校舎：３階

渡り廊下：１階
既存校舎：４階

高　　さ
増築校舎：約12ｍ※１

渡り廊下：約４ｍ 既存校舎：約15ｍ

建築面積 約1,170㎡ 約3,850㎡

延べ面積 約2,950㎡ 約8,300㎡

容積率算定床面積※2 約11,240㎡

敷地面積 約13,827㎡

建ぺい率 約37％

容積率 約82％

緑被率 約15.0％

注１） 構造、階数、高さについては代表的な建築物を示

し、倉庫や飼育小屋などの小規模な建築物は含め

ていない。

　２） 計画建築物の増築校舎の高さ（※１）は、高さ制

限緩和の許可を前提としている。

　３） 容積率算定床面積（※２）は、延べ面積からエレ

ベータ（１～３階）分の面積を除いた面積である。

　４） 四捨五入の関係により、合計が合わないことがあ

る。

２ 　審査結果及び内容

　⑴ 　全般的事項

　　 　本指定開発行為は、小学校校舎の増築であり、工

事中や供用時における環境上の配慮が求められるこ

とから、条例準備書に記載した環境保全のための措

置を実施するとともに、本審査結果の内容を確実に

遵守すること。

　　 　また、既存教育施設を使用しながらの工事である

ことから、児童等の安全を最優先するとともに、工

事着手前に周辺住民等に対する工事説明等を行い、

環境影響に係る低減策、問合せ窓口等について周知

を図ること。

　⑵ 　個別事項

　　ア 　大気質

　　　 　計画地及び工事用車両ルートが住宅等に近接し

ていること、建設機械のピーク稼働時における二

酸化窒素の短期将来濃度（１時間値の最大値：

0.194ppm）が短期曝露の指針値の上限（0.2ppm以

下）に近いと予測していること、計画地内に教育

施設が存在していることから、窒素酸化物の排出

量を低減するため、条例準備書に記載した環境保

全のための措置を徹底すること。

　　イ 　緑（緑の質、緑の量）

　　（ア）緑の質

　　　　 　樹木の植栽に当たっては、その時期、養生等

について十分配慮するとともに、植栽基盤の整

備に当たっては、樹木の育成を支える十分な土

壌厚の確保について、市関係部署と協議するこ

と。

　　（イ）緑の量

　　　　 　計画地内の樹木等の適正な管理及び育成に努

めること。

　　ウ 　騒音・振動

　　　 　計画地及び工事用車両ルートが住宅等に近接し

ていること、計画地内に教育施設が存在している

ことから、条例準備書に記載した環境保全のため

の措置を徹底するとともに、工事工程、作業時間、

工事用車両の運行時間等について、工事着手前に

周辺住民等への周知を図ること。

　　エ 　廃棄物等（建設発生土）

　　　 　処理する建設発生土については、再利用等を含

めた処理方法について、その実施内容を市に報告

すること。

　　オ 　景観

　　　 　建物の形状、外壁の色彩等については、景観形

成方針を踏まえ、市関係部署と協議すること。

　　カ　日照阻害

　　　 　日影の影響を比較的大きく受ける建物について

は、その影響の程度について住民等に説明するこ

と。

　　キ　テレビ受信障害

　　　 　工事中を含め障害が発生したときの問合せ窓口

を関係住民に明らかにし、その対策については確

実に実施すること。

　　ク　地域交通（交通混雑、交通安全）

　　　 　工事用車両ルートの一部車線が現況において混

雑度1.0を上回ること、計画地及び工事用車両ル
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ートが住宅等に近接していること、工事用車両ル

ートの一部が指定通学路と重複していることか

ら、条例準備書に記載した環境保全のための措置

を徹底すること。工事の実施に当たっては交通安

全を最優先するとともに、事前に周辺住民等に対

し工事説明等を行い、交通安全対策や工事中の問

合せ窓口等について周知を徹底すること。

　⑶ 　環境配慮項目に関する事項

　　 　条例準備書に記載した「ヒートアイランド現象」、

「地震時等の災害」、「地球温暖化」、「資源」及び「エ

ネルギー」の各項目における環境配慮の措置につい

ては、その積極的な取組を図るとともに、具体的な

実施の内容について市に報告すること。

３ 　川崎市環境影響評価に関する条例に基づく手続経過

　　令和元年９月６日　 指定開発行為実施届の受理及び

条例準備書の受領

　　　　　　９月13日　条例準備書公告、縦覧開始

　　　　　　10月28日　 条例準備書縦覧終了、意見書の

締切り

　　　　　　　　　　　意見書の提出　なし

　　　　　　12月20日　 条例審査書公告、指定開発行為

者宛て送付

　　　───────────────────

川崎市公告第473号

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第36条第３項の

規定により開発行為に関する工事の完了を次のとおり公

告します。

　　令和元年12月20日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

１ 　工事を完了した開発区域の名称及び面積

　　川崎市高津区坂戸二丁目252番２

 ほか６筆の一部　　

 652平方メートル

２ 　開発許可を受けた者の住所及び氏名

　　川崎市中原区木月伊勢町２－３－411

　　荻島　康雄

３ 　予定建築物の用途

　　共同住宅

 計画戸数：10戸

４ 　開発許可年月日及び許可番号

　　令和１年10月７日

　　川崎市指令　ま宅審（イ）第69号

　　　───────────────────

川崎市公告第474号

　一般競争入札について次のとおり公告します。

　　令和元年12月20日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

競争入札に

付する事項

件　　 名 テレビ調達（小学校・中学校）

履行場所 仕様書のとおり

履行期限 令和２年３月31日

参 加 資 格

⑴ 　川崎市契約規則第２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

⑵ 　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による指名停止期間中でないこと。

⑶ 　平成31・32年度川崎市製造の請負・物件の供給等有資格業者名簿の業種「家電・通信機器」種

目「家電製品」に登載されており、かつ、Ａ又はＢ等級に格付けされていること。

⑷ 　川崎市内に本社又は事業所を有すること。

⑸ 　平成21年４月１日以降に、この購入（製造）物品についての類似の契約実績があること。

　　なお、契約実績については、１契約につき1,000,000円以上とします。

　　また、川崎市以外の他官公庁、民間企業との契約実績でもかまいません。

⑹ 　この購入（製造）物品及び数量について、仕様書の内容を遵守し確実に納入できること。

契約条項を

示す場所等

川崎市財政局資産管理部契約課物品契約係

（〒210－8577　川崎市川崎区宮本町１番地　明治安田生命ビル13階）電話番号　044－200－2092

入札日時等 令和２年１月30日11時00分（砂子平沼ビル７階入札室）

入札保証金 　要

契約書作成 　要

入札の無効 川崎市競争入札参加者心得で無効と定める入札は、これを無効とします。

そ　の　他 詳細は、契約課ホームページ「入札情報　かわさき」をご覧ください。

　　　　　　　　　　────────────────────────────────
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川崎市公告第475号

　公募型プロポーザル方式の実施について、次のとおり

公告します。

　　令和元年12月23日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

１ 　件名

　　川崎市放置自転車等総合対策（北部）業務委託

２ 　目的

　 　本業務は、公共の場所における自転車等の放置によ

る危険防止及び障害を除去することにより歩行者等の

通行の安全と災害時における緊急活動の場を確保する

ため、放置禁止区域内等に放置された自転車等の撤去

指導、撤去・運搬、保管、啓発業務等を行うものであ

り、それらの業務を一括して行うことにより業務の効

率化と良好な生活環境の向上を図ることを目的とし

て、民間事業者から「放置自転車を減少させ、よりよ

い自転車利用環境を作る」ための提案を受けるもので

あります。

３ 　委託内容

　⑴ 　放置自転車等の撤去指導・撤去・運搬等に関する

業務

　⑵ 　自転車等保管所の管理・運営・自転車の保管・返

還に関する業務

　⑶ 　返還されない自転車等の取り扱いに関する業務

　⑷ 　放置防止対策に関する業務

　⑸ 　自転車等放置対策の事務に関する業務

　⑹ 　その他付随する業務

４ 　履行期間

　　令和２年４月１日から令和３年３月31日まで

５ 　契約方法及び契約上限額

　⑴ 　契約方法

　　　公募型プロポーザル方式（随意契約）

　⑵ 　契約上限額

　　　97,368,700円（消費税及び地方消費税を含む）

６ 　プロポーザル参加資格

　　次に掲げる条件をすべて満たしたもの。

　⑴ 　川崎市契約規則（昭和39年川崎市規則第28号）第

２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

　⑵ 　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による

指名停止期間中でないこと。

　⑶ 　川崎市業務委託有資格者名簿において、業種・種

目「その他業務　その他」に登録されている者

　⑷ 　会社更生法（平成14年法律第154号）に基づく更

生手続開始の申立がなされていない者又は民事再生

法（平成11年法律第225号）に基づく再生手続開始

の申立がなされていない者

　⑸ 　団体又はその代表者が市民税、法人税、消費税及

び地方消費税を滞納していない者

　⑹ 　川崎市暴力団排除条例（平成24年川崎市条例第５

号）第７条に規定する暴力団員等、暴力団経営支配

法人等又は暴力団員等と密接な関係を有することの

ない者

７ 　応募手続き

　⑴ 　参加意向申出書の受付期間提出

　　 　令和元年12月23日（月）から令和２年１月10日

（金）まで

　　 　午前８時30分から午後５時までの閉庁日（土曜

日、日曜日、祝日、12月28日から１月５日までの年

末年始休暇）及び昼休み（正午から午後１時まで）

を除く

　　ア 　プロポーザル参加意向申出書

　　　　（第１号様式） １部

　　イ 　誓約書（第３号様式） １部

　　ウ 　法人等の概要（第４－１号様式） １部

　　エ 　財務状況（第４－２号様式） １部

　　オ 　類似・関連業務の実績一覧表

　　　　（第４－３号様式） １部

　　カ　履歴事項全部証明書

　　　　（発行後３ヶ月以内の原本） １部

　　キ　 法人税、法人事業税、消費税及び地方消費税に

滞納がないことの証明書 １部

　　ク　市町村税に滞納がないことの証明書 １部

　⑵ 　質問書の受付及び回答

　　 　令和元年12月23日（月）から令和２年１月10日

（金）午後５時まで

　　 　質問書（第６号様式）を用いて電子メールにて提

出してください。

　　 　なお、質問に対する回答は、参加意向申出書を提

出した全事業者に、電子メールにて送信します。た

だし、質問又は回答内容が質問者の具体的な提案事

項に密接にかかわるものについては、質問者のみに

回答します。

　⑶ 　企画提案書の受付

　　 　令和２年１月14日（火）から令和２年１月21日

（火）まで

　　 　午前８時30分から午後５時まで（閉庁日及び昼休

みを除く）

　　　建設緑政局自転車利活用推進室に持参又は郵送

　　（必着）

　　ア 　企画提案書（第７号様式） 正１部

　　イ 　企画提案書類（任意様式） 正１部　副９部

　　ウ　費用見積書（第８号様式） 正１部　副９部

８ 　プロポーザル評価選考委員会（プレゼンテーショ

ン、ヒアリング）の開催

　 　企画提案について、プロポーザル評価選考委員会

（以下「選考委員会」という。）において、募集要領
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に基づき提案内容の審査及び評価を行い、最も評価が

高い者を受託予定者として選定します。

　⑴ 　企画提案書類

　　 　企画提案書類については、指定の様式はありませ

んので、任意の様式で作成してください。なお、作

成にあたっては、原則として文字の大きさは10.5ポ

イント以上、用紙はＡ４サイズのものとし、募集要

領を参考に作成してください。

　⑵ 　評価選考委員会

　　　日時　令和２年１月23日（木）時間未定

　　　注意事項

　　ア 　選考委員会の詳細（集合場所、時間等）は、別

途連絡します。

　　イ 　各提案者30分程度とします。（プレゼンテーシ

ョン20分、質疑応答10分）

　　ウ 　プレゼンテーションの出席者は、４名以内とし

ます。

　　エ 　選考委員会当日に新たに資料等を追加配布する

ことはできません。

　　オ 　プロジェクター及びスクリーンは事務局で用意

いたしますので、その他必要なものは提案者でご

用意ください。

　　　 　なお、やむを得ずパソコンの用意ができず、本

市のパソコンの使用を希望する場合は、令和２年

１月17日（金）までに連絡のうえ、企画提案書提

出期限までにプレゼンテーション用資料のデータ

を収めたＣＤ－Ｒを提出してください。

　⑶ 　評価方法

　　ア 　募集要領に基づき、企業概要、財務状況、実績、

企画提案書、見積書及びプレゼンテーションを基

に評価します。

　　イ 　基準点を評価点合計の６割に設定し、基準点を

超えた者について適正と判断します。

　　ウ 　評価委員が採点した各評価項目の評価点の合計

点で、最高得点を得たものを受託予定者として選

定します。

　　エ 　合計点が同点の場合は、企画提案書の評価点が

高い者を上位とします。

９ 　選考結果の通知

　 　選考結果については、すべての提案者に書面（第９

号様式）により、審査（ヒアリング）の結果通知日で

ある令和２年１月31日（金）以降に通知します。

10　契約締結

　 　選考結果の通知後、受託予定者に対して、当該業務

委託に係る契約締結に向けた協議を行い、令和２年第

１回川崎市議会定例会における本調達に係る予算の議

決を経て、契約を締結します。なお、受託予定者は契

約書を作成する必要があります。

　 　また、契約保証金については、契約金額の10％とし

ます。ただし、川崎市契約規則第33条各号に該当する

場合は免除とします。

11　その他

　⑴ 　失格事由

　　 　次の事由に該当する場合は、提案者を失格とします。

　　ア 　企画提案書が提出期限内に提出されなかった場合

　　イ 　企画提案の内容に虚偽の記載がある場合

　　ウ 　プロポーザル評価選考委員会に欠席した場合

　　エ 　「６　プロポーザル参加資格」に定める要件を

満たさなくなった場合

　　オ 　その他、本業務プロポーザル方式募集要項に定

める手続き、方法等を遵守しない場合

　⑵ 　応募書類

　　　応募書類は理由の如何を問わず返却しません。

　⑶ 　その他

　　ア 　参加を取り下げる場合は、令和２年１月20日

（月）までに参加辞退届（第５号様式）を提出し

てください。

　　イ 　川崎市が必要と認める場合には、追加資料の提

出を求めることがあります。

　　ウ 　応募者が１者の場合でも審査を行い、受託予定

者としての適否を判断します。

　　エ 　企画提案書等の作成に伴う費用については、提

案者の負担とします。

　　オ 　手続きにおいて使用する言語及び通貨は、日本

語及び日本国通貨に限ります。

12　各種書類提出先・問い合わせ先

　　担当部署　川崎市　建設緑政局

　　　　　　　自転車利活用推進室　業務管理担当

　　住　所　　〒210－0007

　　　　　　　川崎市川崎区駅前本町12－１

　　　　　　　川崎駅前タワーリバークビル20階

　　電　話　　044－200－2303

　　ＦＡＸ　　044－200－3979

　　メール　　53ziten@city.kawasaki.jp

　　　───────────────────

川崎市公告第476号

　農業経営基盤強化促進法（昭和55年法律第65号）第18

条第１項の規定により、次のように農用地利用集積計画

を定めましたので、同法第19条の規定により公告します。

　　令和元年12月23日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　
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２ 　共通事項

　 　この農用地利用集積計画の定めるところにより設定

される利用権は、１の各筆明細に定めるもののほか、

次に定めるところによる。

　⑴ 　借賃の支払猶予

　　 　利用権を設定する者（以下「甲」という。）は、

利用権の設定を受ける者（以下「乙」という。）が

災害その他やむを得ない事由のため、借賃の支払期

限までに借賃の支払をすることができない場合に

は、相当と認められる期日までにその支払を猶予す

る。

　⑵ 　借賃の減額

　　 　利用権の目的物（以下「目的物」という。）が農

地である場合で、１の各筆明細に定められた借賃の

額が、災害その他の不可抗力により借賃より少ない

収益となったときは、民法第609条（明治29年法律

第89号）によりその収益の額に至るまで、乙は甲に

対し借賃の減額を請求することができる。減額され

るべき額は、甲及び乙が協議して定めるものとし、

その協議が調わないときは、川崎市農業委員会が認

定した額とする。

　⑶ 　解約に当たっての相手方の同意

　　 　甲及び乙は、１の各筆明細に定める利用権の存続

期間の中途において解約しようとする場合は、相手

方の同意を得るものとする。

　⑷ 　転貸又は譲渡

　　 　乙はあらかじめ市に協議した上、甲の承諾を得な

ければ目的物を転貸し、又は利用権を譲渡してはな

らない。

　⑸ 　修繕及び改良

　　ア 　甲は、乙の責に帰すべき事由によらないで生じ

た目的物の損耗について、自らの費用と責任にお

いて修繕する。ただし、緊急を要するときその他

甲において修繕することができない場合で甲の同

意があったときは、乙が修繕することができる。

この場合において乙が修繕の費用を支出したとき

は、甲に対してその償還を請求することができる。

　　イ 　乙は、甲の同意を得て目的物の改良を行うこと

ができる。ただし、その改良が軽微である場合に

は甲の同意を要しない。

　⑹ 　租税公課の負担

　　ア 　甲は、目的物に対する固定資産税その他の租税

を負担する。

　　イ 　乙は、目的物に係る農業災害補償法（昭和22年

法律第185号）に基づく共済掛金及び賦課金を負

担する。

　　ウ 　目的物に係る土地改良区の賦課金については、

甲及び乙が別途協議するところにより負担する。

　⑺ 　目的物の返還

　　ア 　利用権の存続期間が満了したときは、乙は、そ

の満了の日から30日以内に、甲に対して目的物を

原状に回復して返還する。ただし、災害その他の

不可抗力、修繕又は改良行為による形質の変更又

は目的物の通常の利用によって生ずる形質の変更

については、乙は、原状回復の義務を負わない。

　　イ 　乙は、目的物の改良のために支出した有益費に

ついては、その返還時に増価額が現存している場

合に限り、甲の選択に従い、その支出した額又は

増価額（土地改良法（昭和24年法律第195号）に

基づく土地改良事業により支出した有益費につい

ては、増価額）の償還を請求することができる。

　　ウ 　イにより有益費の償還請求があった場合におい

て甲及び乙の間で有益費の額について協議が調わ

ないときは、甲及び乙双方の申出に基づき市が認

定した額を、その費やした金額又は増価額とする。

　　エ 　乙は、イによる場合その他法令による権利の行

使である場合を除き、目的物の返還に際し、名目

のいかんを問わず返還の代償を請求してはならな

い。

　⑻ 　利用権に関する事項の変更の禁止

　　 　甲及び乙は、この農用地利用集積計画に定めると

ころにより設定される利用権に関する事項は変更し

ないものとする。ただし、甲、乙、川崎市農業委員

会及び市が協議のうえ、真にやむを得ないと認めら

れる場合は、この限りでない。

　⑼ 　利用権取得者の責務

　　 　乙は、この農用地利用集積計画の定めるところに

従い、目的物を効率的かつ適正に利用しなければな

らない。

　⑽ 　その他

　　 　この農用地利用集積計画の定めのない事項及び農

用地利用集積計画に関し疑義が生じたときは、甲、

乙、川崎市農業委員会及び市が協議して定める。

２－２ 　特記事項

　⑴ 　解除条件

　　 　利用権の設定等を受ける者が利用権の設定等を受

けた後において行う耕作又は養畜の事業に必要な農

作業に常時従事（平成12年６月１日付け農林水産事

務次官通知（12構改Ｂ第404号）、農地法関係事務に

係る処理基準第３の５の⑵に規定する年間150日以

上）と認められない者になった場合に、農用地を適

正に利用していないと認められるときは賃貸借又は

使用貸借を解除する。

　　 　上記により解除するときは、農業経営基盤の強化

の促進に関する基本的な構想（平成26年９月、川崎

市）第５―３―⑶農用地利用集積計画の取消し等に
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よるものとする。

　⑵ 　農用地の利用状況についての報告義務

　　 　利用権の設定等を受ける者が利用権の設定等を受

けた後において行う耕作又は養畜の事業に必要な農

作業に常時従事と認められない者になった場合に、

農業経営基盤強化促進法第18条第２項第７号及び同

法施行規則第16条の２に規定する農用地の利用状況

についての報告を市長にしなければならない。

　　　───────────────────

川崎市公告第477号

　　　一般競争入札について次のとおり公告します。

　　令和元年12月24日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

１ 　競争入札に付する事項

　⑴ 　件　　名　　 溝口駅南口広場総合案内板への広告

掲載事業の実施に係る広告事業者募集

　⑵ 　対象物件　　溝口駅南口広場総合案内板

　　　　　　　　　（川崎市高津区溝口１丁目１）

　⑶ 　事業の概要　 「溝口駅南口広場総合案内板への広

告掲載事業仕様書」のとおり

　⑷ 　最低入札金額 （消費税及び地方消費税の額を含み

ません）

　　　　　　　　　300,000円（年額）

　⑸ 　契約期間　　 令和２年３月１日から令和７年２月

28日（５年間）

２ 　競争入札参加資格

　 　入札に参加を希望する者は、次の条件を満たしてい

なければなりません。　

　⑴ 　川崎市広告掲載要綱（平成17年11月21日付17川財

財第298号）及び川崎市広告掲載基準（平成17年11

月21日付17川財財第298号）に規定する規制業種・

事業者でないこと。

　⑵ 　地方自治法施行令第167条の４第２項の各号のい

ずれかに該当し、２年を経過しないもの及びその者

を代理人、支配人その他の使用人又は入札代理人と

して使用する者でないこと。

　⑶ 　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱に基づ

く指名停止措置を受けていない者。

　⑷ 　川崎市暴力団排除条例（平成24年川崎市条例第５

号）第２条に規定する暴力団、暴力団員等、暴力団

経営支配法人等又は同条例第７条に規定する暴力団

員等と密接な関係を有すると認められる者ではない

こと。

３ 　契約条項を示す場所等

　　〒213－8570　川崎市高津区下作延２丁目８番１号

　　川崎市高津区役所まちづくり推進部企画課

　　電話番号　044－861－3135

４ 　競争入札参加資格の喪失

　 　次のいずれかに該当するときは、この競争入札参加

資格を喪失します。

　⑴ 　開札前に上記２の各号のいずれかの条件を欠いた

とき。

　⑵ 　提出書類等に虚偽の記載をしたとき。

５ 　入札手続等

　⑴ 　入札は「川崎市競争入札参加者心得」に基づいて

行うものとします。

　⑵ 　入札・開札の日時　令和２年１月24日（金）

　　　　　　　　　　　　午前10時00分

　⑶ 　入札・開札の場所　〒213－8570

　　　　　　　　　　　　 川崎市高津区下作延２丁目８

番１号

　　　　　　　　　　　　高津区役所５階第５会議室

　⑷ 　入札書の提出方法　 持参（持参以外は無効とす

る。）

　⑸ 　入札保証金　　　　免除

　⑹ 　落札者の決定方法

　　 　最低入札金額以上で最も高額の広告掲載料を提示

した者を広告事業者（候補）と選定します。なお、

最高額の広告掲載料を提示した者が複数あるとき

は、くじ引きにより選定します。広告事業者（候補）

について市が審査した後、正式に市と「広告掲載契

約」を締結していただきます。

　⑺ 　落札価格及び契約金額の決定

　　 　入札書に記載された価格（年額の広告掲載料）を

もって落札額とします。落札額に契約年数（５年）

を乗じた金額に、当該金額の100分の10に相当する

額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があ

るときは、その端数金額を切り捨てた金額）をもっ

て契約金額（広告掲載料）とします。

　⑻ 　入札の無効

　　 　川崎市競争入札参加者心得で無効と定める入札

は、これを無効とします。

６ 　契約手続等

　⑴ 　契約保証金　　　　免除

　⑵ 　契約書の作成　　　要

　⑶ 　契約規則等の閲覧　川崎市契約規則及び川崎市競

争入札参加者心得等は、入札情報かわさきの「契約

関係規定」から閲覧できます。

　　（http://www.city.kawasaki.jp/233300/index.html）

７ 　その他

　⑴ 　公告に定めるもののほか、川崎市契約条例、川崎

市契約規則及び川崎市競争入札参加者心得等の定め

るところによります。

　⑵ 　公告に関する問い合わせ先は、上記３に同じです。

　　　───────────────────
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川崎市公告第478号

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第36条第３項の

規定により開発行為に関する工事の完了を次のとおり公

告します。

　　令和元年12月24日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

１ 　工事を完了した開発区域の名称及び面積

　　川崎市宮前区馬絹４丁目1257番１

 ほか２筆の一部　　

 898平方メートル

２ 　開発許可を受けた者の住所及び氏名

　　川崎市宮前区土橋二丁目６番地17

　　株式会社　成建

　　代表取締役　浅川　聡

３ 　予定建築物の用途

　　一戸建ての住宅

 計画戸数：６戸

４ 　開発許可年月日及び許可番号

　　令和１年７月26日

　　川崎市指令　ま宅審（イ）第43号

　　　───────────────────

川崎市公告第479号

　一般競争入札について次のとおり公告します。

　　令和元年12月25日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

１ 　競争入札に付する事項

　⑴ 　件名

　　　入江崎クリーンセンター貯留槽劣化診断業務委託

　⑵ 　履行場所

　　　川崎市川崎区塩浜３丁目14番１号

　⑶ 　履行期間

　　　契約締結日から令和２年３月27日まで

　⑷ 　業務概要

　　 　入江崎クリーンセンター貯留槽の劣化診断を実施

するために必要な業務委託を行うものである。

２ 　一般競争入札参加資格

　 　この入札に参加を希望するものは、次の条件をすべ

て満たさなければなりません。

　⑴ 　川崎市契約規則第２条の規定に基づく資格停止期

間中でないこと。

　⑵ 　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による

指名停止期間中でないこと。

　⑶ 　平成31年度・32年度川崎市業務委託有資格業者名

簿に地域区分「市内」で登録されている者。

　⑷ 　平成31年度・32年度川崎市業務委託有資格業者名

簿に業種「建築設計」種目「構造設計」で登録され

ているもの。

　⑸ 　過去５年間に類似業務（耐震診断、劣化診断等）

の契約実績があること。

　⑹ 　建築士法第２条第２項に規定する一級建築士の資

格を有し、かつ、一級建築士として過去５年間に類

似業務経験（耐震診断、劣化診断等）がある者を配

置すること。また、当該一級建築士との雇用関係を

証明できる書類を提出すること。

　⑺ 　業務の全部又は大部分を一括して第三者に委託し

ないこと。また、競争入札参加申込書にて、一部再

委託を申請する場合は、再委託確認書を提出するこ

と。

３ 　競争入札参加申込書、再委託確認書及び委託仕様書

等の閲覧・配布・提出について

　 　この入札に参加を希望するものは、次により競争入

札参加申込書、上記２⑸の契約実績を確認できる書

類、資格証の写し及び雇用関係を証明できる書類を提

出すること。また、業務の一部を再委託する場合は再

委託確認書を提出すること。

　 　なお、競争入札参加申込書等の提出は持参としま

す。（持参以外は無効となります。）

　⑴ 　競争入札参加申込書の配布・提出

　　ア 　配布場所： 川崎市ホームページ「入札情報かわ

さき」よりダウンロード

　　イ 　配布・提出期間： 令和元年12月25日から令和元

年12月27日

　　　　　　　　　　　　 午前９時から午後４時（正午

から午後１時までを除く）

　⑵ 　仕様書等の閲覧・配布・競争入札参加申込書等必

要書類の提出

　　ア 　閲覧・配布・提出場所：〒210－0005

　　　　　　　　　　　　　　　 川崎市川崎区東田町５

番地４

　　　　　　　　　　　　　　　川崎市役所第３庁舎16階

　　　　　　　　　　　　　　　 環境局施設部施設整備

課

　　イ 　閲覧・配布・提出期間： 令和元年12月25日から

令和元年12月27日

　　　　　　　　　　　　　　　午前９時から午後４時

　　　　　　　　　　　　　　　 （正午から午後１時ま

でを除く）

　　ウ 　問い合わせ先：環境局施設部施設整備課

　　　　　　　　　　　施設整備・計画担当　水野

　　　　　　　　　　　電　話　044－200－2572（直通）

　　　　　　　　　　　ＦＡＸ　044－200－3923

　　　　　　　　　　　 E-mail：30sisetu@city.kawasaki.jp

　　　 　なお、仕様書及び内訳書については、競争入札

参加申込書及び類似業務契約実績等の提出書類が

確認できた場合に配布致します。

　⑶ 　提出方法
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　　　持参とします。（持参以外は無効となります。）

　⑷ 　提出書類

　　ア 　上記２⑸の契約内容を確認できる契約書類等の

写し

　　イ 　上記２⑹の資格証の写し及び雇用関係を証明で

きる書類

　　ウ 　上記２⑺の再委託確認書（一部再委託を申請す

る場合）

４ 　一般競争入札参加資格確認通知書の交付

　 　３により、競争入札参加申込書を提出した者には、

次により一般競争入札参加資格確認通知書を交付しま

す。川崎市業務委託有資格業者名簿へ登録した際に電

子メールのアドレスを登録している場合は、自動的に

電子メールで配信されます。電子メールのアドレスを

登録していない場合は、直接受け取りに来るようお願

いします。

　⑴ 　交付日

　　　令和２年１月10日

　　 　直接受け取りに来られる場合は午前９時から午後

４時（正午から午後１時までを除く）

　⑵ 　場　所

　　　３⑵アに同じ

５ 　質問書の配布・提出・回答方法

　⑴ 　配布場所

　　 　川崎市ホームページ「入札情報かわさき」よりダ

ウンロード

　⑵ 　配布期間

　　　令和元年12月25日から令和元年12月27日

　⑶ 　質問受付日

　　　令和２年１月14日　午前９時から午後４時まで

　　　（正午から午後１時までを除く）

　⑷ 　質問書の様式

　　 　上記⑴でダウンロードした様式により提出して下

さい。

　⑸ 　提出方法

　　 　３⑵アに記す場所に、持参とします。（持参以外

は無効とします。）

　⑹ 　回答方法

　　 　令和２年１月17日　全社に文書（電子メールまた

はＦＡＸ）にて送付します。

６ 　競争入札参加資格の喪失

　 　次の各号のいずれかに該当するときは、一般競争入

札参加資格を喪失します。

　⑴ 　開札前に２の各号のいずれかの条件を欠いたとき。

　⑵ 　競争入札参加申込書及び提出書類等に虚偽の記載

をしたとき。

７ 　入札の手続等

　⑴ 　入札は「川崎市競争入札参加者心得」に基づいて

行うものとします。

　⑵ 　入札・開札の日時及び場所

　　ア 　入札日時　令和２年１月22日　13時15分

　　イ 　入札場所　川崎市役所第３庁舎15階第１会議室

　⑶ 　入札書の提出方法

　　　持参とします。（持参以外は無効となります。）

　⑷ 　入札保証金

　　　免除とします。

　⑸ 　落札者の決定方法

　　 　川崎市契約規則第14条の規定に基づいて作成した

予定価格の制限の範囲内で、最低制限価格以上の価

格をもって有効な入札を行った者のうち、最低の価

格をもって入札を行った者を落札者とします。

　⑹ 　入札の無効

　　 　入札に参加する資格のない者が行った入札及び

「川崎市競争入札参加者心得」第７条に該当する入

札は無効とします。

８ 　契約の手続等

　⑴ 　契約保証金は、次のとおりとします。

　　　免除とします。

　⑵ 　契約書作成の要否

　　　必要とします。

　⑶ 　契約条項等の閲覧

　　 　川崎市契約規則は入札情報かわさき（http://

www.city.kawasaki.jp/233300/index.html）にて閲

覧できます。

９ 　その他

　⑴ 　契約手続において使用する言語及び通貨は、日本

語及び日本国通貨に限ります。

　⑵ 　関連情報を入手するための窓口　３⑵ウに同じ。

　⑶ 　本入札に関しては、事情により入札を取りやめる

場合があります。

　　　───────────────────

川崎市公告第480号

　　　入　　札　　公　　告

　幸区内道路側溝等汚泥処分業務委託に関する一般競争

入札について、次のとおり公告します。

　　令和元年12月25日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

１ 　競争入札に付する事項

　⑴ 　件名

　　　幸区内道路側溝等汚泥処分業務委託

　⑵ 　履行場所

　　　川崎市幸区役所道路公園センター管内

　⑶ 　履行期限

　　　令和２年４月１日から令和３年３月31日まで

　⑷ 　業務概要

　　　仕様書による



（第1,786号）令和２年(2020年)１月10日 川 崎 市 公 報

－72－

２ 　競争入札参加資格に関する事項

　 　この入札に参加を希望する者は、次の条件を全て満

たさなければなりません。

　⑴ 　川崎市契約規則（昭和39年川崎市規則第28号）第

２条の規定に該当しないこと。

　⑵ 　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による

指名停止期間中でないこと。

　⑶ 　入札期日において、川崎市の令和元年度業務委託

有資格業者名簿の業種「廃棄物関連産廃処分」に登

載されていること。

　⑷ 　平成31・32年度川崎市業務委託有資格業者名簿に

地域区分「市内」「準市内」「市外」で登録されてい

る者。

　⑸ 　処分受入先が川崎市幸区役所道路公園センターか

ら直線距離で40ｋｍ程度以内であること。

　⑹ 　過去５年以内に国又は地方自治体において類似実

績があること。

３ 　競争参加申込書の配布及び提出

　 　一般競争入札に参加を希望する者は、次により競争

参加の申込みをしなければなりません。

　⑴ 　配布・提出場所

　　　〒212－0053

　　　川崎市幸区下平間357番地３

　　　川崎市幸区役所道路公園センター管理課

　　　電話：044－544－5500　

　　　ＦＡＸ：044－556－1650

　　　E-Mail：63doukan@city.kawasaki.jp

　　※ 　一般競争入札参加申込書は川崎市のホームペー

ジからダウンロードできます。（「入札情報かわさ

き」－「入札情報」－「入札情報（入札公表・落

札結果）」－「入札情報」－「委託」－「入札公表」

－「財政局」）

　　　（http://www.city.kawasaki.jp/233300/index.html）

　⑵ 　配布・提出期間

　　 　令和元年12月25日（水）から令和２年１月７日

（火）までの下記の時間

　　　午前９時から正午までと午後１時から午後５時まで

　　　ただし、土曜日、日曜日及び休日を除きます。

　⑶ 　提出物

　　ア 　一般競争入札参加申込書

　　イ 　産業廃棄物処分業の許可証の写し

　　ウ 　処分受入先から川崎市幸区役所道路公園センタ

ーまでの距離がわかる地図の提出

　　エ 　類似契約の契約書の写し（契約書の件名と契約

者の代表印が確認できるページのみで可）

　⑷ 　提出方法

　　　持参

４ 　一般競争入札参加資格確認通知書の交付及び入札説

明書の交付

　 　一般競争入札参加申込書を提出した者には、次によ

り競争参加資格確認通知書及び入札説明書を交付しま

す。

　⑴ 　交付場所

　　　３⑴と同じ

　　 　ただし、川崎市業務委託有資格者業者名簿に登録

した際に電子メールアドレスを登録している場合

は、電子メールで配信します。

　⑵ 　交付日時

　　 　令和２年１月９日（木）午前９時から正午までと

午後１時から午後５時まで。ただし、電子メールで

配信する場合は令和２年１月９日（木）午前９時か

ら令和２年１月10日（金）午前11時までに配信しま

す。

５ 　仕様に関する問合せ

　⑴ 　質問受付方法

　　　電子メールまたはＦＡＸによります。

　　　電子メール　63doukan@city.kawasaki.jp

　　　ＦＡＸ：044－556－1650

　⑵ 　質問受付期間

　　 　令和２年１月９日（木）午前９時から令和２年１

月16日（木）正午までとします。

　⑶ 　質問書の様式

　　 　入札説明書に添付の「質問書」により提出してく

ださい。

　　 　ＦＡＸ・電子メールで「質問書」を送信した場合、

その旨を３⑴の所管課まで電話連絡願います。

　⑷ 　回答方法

　　 　質問に対する回答は、令和２年１月17日（金）に、

全参加者宛てにＦＡＸ又は電子メールにて送付しま

す。

６ 　入札参加資格の喪失

　 　一般競争入札参加資格があると認められた者が、次

のいずれかに該当するときは、この入札に参加するこ

とができません。

　⑴ 　この公告に定める資格条件を満たさなくなったと

き。

　⑵ 　一般競争入札参加申込書及び提出書類について虚

偽の記載をしたとき。

７ 　入札手続等

　⑴ 　入札方法等

　　ア 　持参による入札

　　（ア）入札日時

　　　　　令和２年１月20日（月）　午後15時

　　（イ）入札場所

　　　　　川崎市幸区戸手本町１丁目11番地１

　　　　　川崎市幸区役所４階　第１会議室
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　⑵ 　入札保証金

　　　免除とします。

　⑶ 　開札の日時

　　　７⑴ア（ア）と同じ

　⑷ 　開札の場所

　　　７⑴ア（イ）と同じ

　⑸ 　落札者の決定方法

　　 　川崎市契約規則第14条の規定に基づいて作成した

予定価格の制限の範囲内で、最低の価格をもって有

効な入札を行った者を落札者とします。

　　 　ただし、著しく低価格の場合は、調査を行うこと

があります。

　⑹ 　入札の無効

　　 　入札に参加する資格の無い者が行った入札及び川

崎市競争入札参加者心得で無効と定める入札は、こ

れを無効とします。

８ 　契約の手続等

　⑴ 　契約保証金

　　　免除とします。

　⑵ 　契約書作成の要否

　　　要

　⑶ 　前払金

　　　無

　⑷ 　議決の要否

　　 　当該落札決定の効果は、令和２年第１回川崎市議

会定例会における、本調達に係る予算の議決を要し

ます。

　⑸ 　契約条項等の閲覧

　　 　川崎市契約規則及び川崎市競争入札参加者心得等

は、３⑴の場所及び川崎市のホームページの「入

札情報　かわさき」（http://www.city.kawasaki.

jp/233300/index.html）の「ダウンロードコーナー」

－「契約関係規定」で閲覧することができます。

９ 　その他

　⑴ 　契約手続において使用する言語及び通貨は、日本

語及び日本国通貨に限ります。

　⑵ 　詳細は、入札説明書によります。

　⑶ 　関連情報を入手するための照会窓口は、３⑴と同

じです。

　⑷ 　公告に定めるもののほかは、川崎市契約条例、川

崎市契約規則及び川崎市競争入札参加者心得の定め

るところによります。

　　　───────────────────

川崎市公告第481号

　　　入　　札　　公　　告

　幸区内道路清掃汚泥処分業務委託に関する一般競争入

札について、次のとおり公告します。

　　令和元年12月25日

 川崎市長　福　田　紀　彦

１ 　競争入札に付する事項

　⑴ 　件名

　　　幸区内道路清掃汚泥処分業務委託

　⑵ 　履行場所

　　　川崎市幸区役所道路公園センター管内

　⑶ 　履行期限

　　　令和２年４月１日から令和３年３月31日まで

　⑷ 　業務概要

　　　仕様書による

２ 　競争入札参加資格に関する事項

　 　この入札に参加を希望する者は、次の条件を全て満

たさなければなりません。

　⑴ 　川崎市契約規則（昭和39年川崎市規則第28号）第

２条の規定に該当しないこと。

　⑵ 　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による

指名停止期間中でないこと。

　⑶ 　入札期日において、川崎市の令和元年度業務委託

有資格業者名簿の業種「廃棄物関連産廃処分」に登

載されていること。

　⑷ 　平成31・32年度川崎市業務委託有資格業者名簿に

地域区分「市内」「準市内」「市外」で登録されてい

る者。

　⑸ 　処分受入先が川崎市幸区役所道路公園センターか

ら直線距離で40ｋｍ程度以内であること。

　⑹ 　過去５年以内に国又は地方自治体において類似実

績があること。

３ 　競争参加申込書の配布及び提出

　 　一般競争入札に参加を希望する者は、次により競争

参加の申込みをしなければなりません。

　⑴ 　配布・提出場所

　　　〒212－0053

　　　川崎市幸区下平間357番地３

　　　川崎市幸区役所道路公園センター管理課

　　　電話：044－544－5500

　　　ＦＡＸ：044－556－1650

　　　E-Mail：63doukan@city.kawasaki.jp

　　※ 　一般競争入札参加申込書は川崎市のホームペー

ジからダウンロードできます。（「入札情報かわさ

き」－「入札情報」－「入札情報（入札公表・落

札結果）」－「入札情報」－「委託」－「入札公表」

－「財政局」）

　　　（http://www.city.kawasaki.jp/233300/index.html）

　⑵ 　配布・提出期間

　　 　令和元年12月25日（水）から令和２年１月７日

（火）までの下記の時間

　　　午前９時から正午までと午後１時から午後５時まで

　　　ただし、土曜日、日曜日及び休日を除きます。
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　⑶ 　提出物

　　ア 　一般競争入札参加申込書

　　イ 　産業廃棄物処分業の許可証の写し

　　ウ 　処分受入先から川崎市幸区役所道路公園センタ

ーまでの距離がわかる地図の提出

　　エ 　類似契約の契約書の写し（契約書の件名と契約

者の代表印が確認できるページのみで可）

　⑷ 　提出方法

　　　持参

４ 　一般競争入札参加資格確認通知書の交付及び入札説

明書の交付

　 　一般競争入札参加申込書を提出した者には、次によ

り競争参加資格確認通知書及び入札説明書を交付しま

す。

　⑴ 　交付場所

　　　３⑴と同じ

　　 　ただし、川崎市業務委託有資格者業者名簿に登録

した際に電子メールアドレスを登録している場合

は、電子メールで配信します。

　⑵ 　交付日時

　　 　令和２年１月９日（木）午前９時から正午までと

午後１時から午後５時まで。ただし、電子メールで

配信する場合は令和２年１月９日（木）午前９時か

ら令和２年１月10日（金）午前11時までに配信しま

す。

５ 　仕様に関する問合せ

　⑴ 　質問受付方法

　　　電子メールまたはＦＡＸによります。

　　　電子メール　63doukan@city.kawasaki.jp

　　　ＦＡＸ：044－556－1650

　⑵ 　質問受付期間

　　 　令和２年１月９日（木）午前９時から令和２年１

月16日（木）正午までとします。

　⑶ 　質問書の様式

　　 　入札説明書に添付の「質問書」により提出してく

ださい。

　　 　ＦＡＸ・電子メールで「質問書」を送信した場合、

その旨を３⑴の所管課まで電話連絡願います。

　⑷ 　回答方法

　　 　質問に対する回答は、令和２年１月17日（金）に、

全参加者宛てにＦＡＸ又は電子メールにて送付しま

す。

６ 　入札参加資格の喪失

　 　一般競争入札参加資格があると認められた者が、次

のいずれかに該当するときは、この入札に参加するこ

とができません。

　⑴ 　この公告に定める資格条件を満たさなくなったと

き。

　⑵ 　一般競争入札参加申込書及び提出書類について虚

偽の記載をしたとき。

７ 　入札手続等

　⑴ 　入札方法等

　　ア 　持参による入札

　　（ア）入札日時

　　　　　令和２年１月20日（月）　午後14時

　　（イ）入札場所

　　　　　川崎市幸区戸手本町１丁目11番地１

　　　　　川崎市幸区役所４階　第１会議室

　⑵ 　入札保証金

　　　免除とします。

　⑶ 　開札の日時

　　　７⑴ア（ア）と同じ

　⑷ 　開札の場所

　　　７⑴ア（イ）と同じ

　⑸ 　落札者の決定方法

　　 　川崎市契約規則第14条の規定に基づいて作成した

予定価格の制限の範囲内で、最低の価格をもって有

効な入札を行った者を落札者とします。

　　 　ただし、著しく低価格の場合は、調査を行うこと

があります。

　⑹ 　入札の無効

　　 　入札に参加する資格の無い者が行った入札及び川

崎市競争入札参加者心得で無効と定める入札は、こ

れを無効とします。

８ 　契約の手続等

　⑴ 　契約保証金

　　　免除とします。

　⑵ 　契約書作成の要否

　　　要

　⑶ 　前払金

　　　無

　⑷ 　議決の要否

　　 　当該落札決定の効果は、令和２年第１回川崎市議

会定例会における、本調達に係る予算の議決を要し

ます。

　⑸ 　契約条項等の閲覧

　　 　川崎市契約規則及び川崎市競争入札参加者心得等

は、３⑴の場所及び川崎市のホームページの「入

札情報　かわさき」（http://www.city.kawasaki.

jp/233300/index.html）の「ダウンロードコーナー」

－「契約関係規定」で閲覧することができます。

９ 　その他

　⑴ 　契約手続において使用する言語及び通貨は、日本

語及び日本国通貨に限ります。

　⑵ 　詳細は、入札説明書によります。

　⑶ 　関連情報を入手するための照会窓口は、３⑴と同
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じです。

　⑷ 　公告に定めるもののほかは、川崎市契約条例、川

崎市契約規則及び川崎市競争入札参加者心得の定め

るところによります。

　　　───────────────────

川崎市公告第482号

　　　入　　札　　公　　告

　業務委託契約に関する一般競争入札について次のとお

り公告します。

　　令和元年12月25日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

１ 　競争入札に付する事項

　⑴ 　件名

　　 　 令和２～４年度川崎市立犬蔵中学校・中野島中学

校給食調理等業務委託

　⑵ 　履行場所

　　　川崎市立犬蔵中学校・中野島中学校

　⑶ 　履行期間

　　　令和２年４月１日から令和５年３月24日まで

　⑷ 　調達概要

　　 　給食調理、配缶、学校指定場所までの運搬、食器

等の洗浄保管、使用設備・備品の清掃及び点検等の

一連の給食業務を委託する。

２ 　競争入札参加資格に関する事項

　 　この入札に参加を希望する者は、次の条件を満たさ

なければなりません。

　⑴ 　川崎市契約規則（昭和39年川崎市規則第28号）第

２条の規定に該当しないこと。

　⑵ 　入札期日において平成31・32年度川崎市の業務委

託有資格業者名簿に業種「給食調理業務」・種目「給

食サービス」で登載されていること。

　⑶ 　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による

指名停止期間中でないこと。

　⑷ 　神奈川県又は東京都内に本社、支社又は営業所が

あること。

　⑸ 　資本金もしくは出資金が1,000万円以上であるこ

と。

　⑹ 　次のうち、いずれかの条件を満たすこと。また、

これと同等のものも含む。

　　ア 　令和元年11月末日現在、本市の小学校、特別支

援学校又は自校調理場方式による中学校の給食調

理業務を受託しており、令和元年11月末日現在に

おいて不履行のないこと。

　　イ 　平成28、29、30年度のいずれにおいても自校調

理場方式による公立小学校、公立中学校又は公立

特別支援学校の給食調理業務を受託した実績があ

って不履行がなく、かつ、令和元年度の受託実績

が３校以上あって令和元年11月末日現在において

不履行のないこと。

　⑺ 　神奈川県又は東京都内の小学校、特別支援学校又

は中学校の営業担当部署において、平成29年４月１

日以降に食中毒等の事故等により、保健所等の公立

機関から営業停止等の処分を受けていないこと。

３ 　競争参加申込書の配布、提出及び問い合わせ先

　 　この入札に参加を希望する者は、次により競争参加

の申込みをしなければなりません。競争入札参加申込

書等は、３⑴の場所で配布しています。また、川崎市

教育委員会ホームページの「令和２～４年度川崎市立

小学校、中学校及び特別支援学校給食調理等業務委

託受託事業者募集について」（アドレスhttp://www.

city.kawasaki.jp/880/page/0000112253.html） に お

いて、本件の「入札公表情報詳細」のページからダウ

ンロードすることができます。ただし、競争参加申込

書の提出は持参によるものとし、郵送は認めません。

　⑴ 　配布、提出場所及び問い合わせ先

　　　〒210－0004　川崎市川崎区宮本町６番地

　　　明治安田生命川崎ビル４階

　　　川崎市教育委員会事務局健康給食推進室

　　　二ノ宮担当

　　　電　話：044－200－2538（直通）

　　　ファックス：044－200－2853

　　　電子メール：88kyusyoku@city.kawasaki.jp

　⑵ 　配布、提出期間

　　 　令和元年12月25日（水）から令和２年１月７日

（火）までの午前８時30分から正午まで及び午後１

時から午後５時までとします。ただし、土曜日、日

曜日、祝日等の本市閉庁日を除きます。

４ 　資料の縦覧

　　３⑴の場所、３⑵の期間で縦覧に供します。

５ 　競争参加資格確認通知書及び入札説明書の交付

　 　３により競争参加申込書を提出した者に、令和２年

１月８日（水）午後５時までに競争参加資格確認通知

書を交付します。

　 　また、競争参加資格があると認めた者には、入札説

明書及び仕様書も併せて交付します。

　　交付方法については次のとおりとします。

　⑴ 　平成31・32年度「業務委託有資格業者名簿」に電

子メールアドレスを登録している場合は、電子メー

ルにて送付。

　⑵ 　電子メールアドレスを登録していない場合は、Ｆ

ＡＸにより送付。

６ 　仕様に関する問い合わせ先

　⑴ 　問い合わせ先

　　 　３の⑴と同じです。問い合わせ内容は、入札説明

書に添付している「質問書」の様式を使用し、必要

事項を記載の上メール又はＦＡＸしてください。ま
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た、メール及びＦＡＸ後に必ず担当者あて電話連絡

をしてください。

　⑵ 　受付期間

　　　令和２年１月９日（木）～令和２年１月10日（金）

　　 　（毎日午前８時30分から正午まで及び午後１時か

ら午後５時まで。ただし、土曜日、日曜日、祝日等

の本市閉庁日を除きます。）

　⑶ 　回答予定日

　　 　令和２年１月16日（木）午後５時までに電子メー

ル又はＦＡＸにて回答

　⑷ 　その他

　　ア 　原則として、受付期間を過ぎた問い合わせには

回答いたしません。

　　イ 　出された全ての質問について、当該競争入札参

加資格を有する全ての者に回答いたします。

７ 　競争入札参加資格の喪失

　 　競争参加資格があると認められた者が次のいずれか

に該当するときは、この入札に参加することができま

せん。

　⑴ 　この公告に定める資格条件を満たさなくなったと

き。

　⑵ 　競争参加申込書に虚偽の記載をしたとき。

８ 　入札の手続等

　⑴ 　入札の方法

　　ア 　入札会場に入場しようとするときは、競争参加

資格確認通知書の提示を求めるので必ず持参する

こと。

　　イ 　入札及び開札に立ち会う者は、入札者又はその

代理人とする。ただし、代理人が入札及び開札に

立ち会う場合は、入札に関する権限及び開札の立

ち会いに関する権限の委譲を受けたことを証する

委任状を入札前に提出すること。

　　ウ 　入札は所定の入札書をもって行い、入札書は入

札件名が記載された封筒に入れ持参すること。郵

送は認めない。

　　エ 　入札金額は、契約金額の総額（消費税等を含ま

ない複数年（契約の全期間　３年間））の金額を

記載すること。

　　オ 　落札者が無い場合は、直ちに再度入札を行う。

ただし、その前回の入札が川崎市競争入札参加者

心得第７条の規定により無効とされた者及び開札

に立ち会わない者は除く。

　⑵ 　入札、開札の日時及び場所

　　ア 　日時　令和２年１月24日（金）　午後２時00分

　　イ 　場所　川崎区宮本町３番地３

　　　　　　　川崎市役所第４庁舎　４階

　　　　　　　第４、第５会議室

　⑶ 　入札保証金

　　　免除とします。

　⑷ 　落札者の決定方法

　　 　川崎市契約規則第14条の規定に基づいて作成した

予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって有効

な入札を行った入札者を落札とします。ただし、著

しく低価格の場合は、調査を行うことがあります。

　⑸ 　入札の無効

　　 　入札に参加する資格のない者が行った入札及び

「川崎市競争入札参加者心得」第７条に該当する入

札は、無効とします。

９ 　契約の手続等

　⑴ 　契約保証金は、次のとおりとします。

　　ア 　川崎市契約規則第33条各号に該当する場合は、

免除します。

　　イ 　ア以外の場合は、契約金額の10パーセントを納

付しなければなりません。

　⑵ 　契約書作成の要否

　　　必要とします。

　⑶ 　契約条項等の閲覧

　　 　川崎市契約条例、川崎市契約規則及び川崎市競争

入札参加者心得等は、３の⑴の場所及び川崎市の

ホームページ「入札情報かわさき」（http://www.

city.kawasaki.jp/233300/index.html）の「契約関

係規定」において閲覧することができます。

　⑷ 　特定業務委託契約（公契約）

　　 　本案件の落札者と締結する契約は、川崎市契約条

例第７条第１項第２号に規定する特定業務委託契約

（公契約）に該当します。

　　 　特定業務委託契約においては、川崎市契約条例第

８条各号に掲げる事項を定めます。下請も含め、市

の定める基準（作業報酬下限額）を下回らない賃金

を労働者に支払っていただくことが契約条項に加わ

ります。

　　 　また、本案件は、履行期間が複数年度にわたる特

定業務委託契約のため、年度ごとに定める最新の作

業報酬下限額を適用することとなります。

　　 　下請も含めて契約に違反した場合には受注者の責

任となり、場合によっては契約解除となる可能性も

ありますので、入札に臨まれる際には十分に御注意

ください。

　　 　詳しくは、川崎市のホームページ「入札情報かわ

さき」の川崎市契約条例、川崎市契約規則及び「特

定工事請負契約及び特定業務委託契約に関する手引

き」を御確認ください。

10　その他

　⑴ 　契約手続において使用する言語及び通貨は、日本

語及び日本国通貨に限ります。

　⑵ 　詳細は、入札説明書によります。
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　⑶ 　公告に定めるものの他は、川崎市契約条例、川崎

市契約規則及び川崎市競争入札参加者心得の定める

ところによります。

　⑷ 　問い合わせ窓口は３の⑴に同じです。

　⑸ 　当該落札決定の効果は、令和２年第１回川崎市議

会定例会における、本調達に係る予算の議決を要し

ます。

　⑹ 　本案件の落札者と締結する契約は、川崎市契約条

例第６条の規定に該当する３年間の長期継続契約で

す。本市は翌年度以降における所要の予算の該当金

額について減額又は削除があった場合は、この契約

を変更又は解除することができます。

　　　───────────────────

川崎市公告第483号

　一般競争入札について次のとおり公告します。

　　令和元年12月25日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

１ 　競争入札に付する事項

　⑴ 　件　　名　 浮島処理センター空調設備点検整備業

務委託

　⑵ 　履行場所　川崎市川崎区浮島町509番地１

　⑶ 　履行期間　 契約日から令和２年　３月27日（金）

まで

　⑷ 　業務概要 　本業務は、浮島処理センターに設置さ

れている空調設備の機能を正常に維持す

るために必要な点検整備を実施するもの

である。

　　　　　　　 　また、「フロン類の使用の合理化及び

管理の適正化に関する法律」（略称、フ

ロン排出抑制法）及び「第一種特定製品

の管理者の判断の基準となるべき事項

（平成26年経済産業省・環境省告示第13

号）」に基づき、第一種特定製品の定期

点検を実施するものである。

２ 　競争入札参加資格

　 　この入札に参加を希望する者は、次の条件をすべて

満たさなければなりません。

　⑴ 　川崎市契約規則（昭和39年川崎市規則第28号）第

２条の規定に該当しないこと。

　⑵ 　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による

指名停止期間中でないこと。

　⑶ 　平成31・32年度川崎市業務委託有資格業者名簿の

業種「施設維持管理」種目「空調・衛生設備保守点

検」に登載されていること。

　⑷ 　平成31・32年度川崎市業務委託有資格業者名簿に

地域区分「市内」で登録されている者。

　⑸ 　過去２年間に本市、他官公庁又は民間において、

同種の空調設備点検整備業務の契約実績を有するこ

と。ただし民間実績については、同等の契約実績を

有すること。

　⑹ 　空調設備点検整備に必要な資格及び技術者を有し

ている人員を配置できること。

　　 　なお、主に必要な資格及び技術者は次のとおりと

する。

　　　第一種又は第二種冷媒フロン類取扱技術者

　⑺ 　業務の全部を一括又は主要な部分を第三者に委託

しないこと。また、競争入札参加申込書にて、一部

再委託を申請する場合は、再委託確認書を提出する

こと。

３ 　競争入札参加申込書の配布、提出、仕様書閲覧及び

問い合わせ先

　 　この入札に参加を希望する者は、次により競争入札

参加申込書及び上記２の⑸、⑹、⑺の書類を提出して

ください。

　⑴ 　配布・提出・仕様書閲覧場所及び問い合わせ先

　　　川崎市川崎区東田町５番地４

　　　川崎市役所第３庁舎16階

　　　環境局施設部処理計画課　鈴木、小林

　　　電話　044－200－2587（直通）

　　※ 　競争入札参加申込書については、川崎市ホーム

ページ「入札情報かわさき」よりダウンロードで

きます。

　⑵ 　配布・提出・仕様書閲覧期間

　　 　令和元年12月25日（水）から令和２年１月９日

（木）９時から17時まで

　　　（土、日曜及び12時から13時の間は除く。）

　⑶ 　提出方法　持参（持参以外は無効とします。）

　⑷ 　提出書類

　　ア 　競争入札参加申込書

　　イ 　上記２⑸の契約内容を確認できる契約書等の写

し

　　ウ 　上記２⑹の資格証の写し

　　エ 　上記２⑺の再委託確認書（一部再委託を申請す

る場合）

４ 　競争入札参加資格確認通知書、質問書及び仕様書の

交付

　 　競争入札参加申込書を提出し、競争入札参加資格が

あると認めた者には、競争入札参加資格確認通知書等

を交付します。

　 　なお、川崎市業務委託有資格業者名簿へ登録した際

に電子メールアドレスを登録している場合は、電子メ

ールで令和２年１月15日（水）に配信します。電子メ

ールアドレスを登録していない場合は、次のとおり受

け取りに来てください。

　⑴ 　交付場所　上記３⑴に同じ

　⑵ 　交付日時　 令和２年１月15日（水）９時から17時
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まで（12時から13時の間は除く。）

５ 　質問書の受付・回答

　⑴ 　質問受付日

　　 　令和２年１月15日（水）から令和２年１月17日

（金）９時から17時まで（12時から13時の間は除く。）

　⑵ 　質問書の様式　配布する「質問書」の様式により

提出してください。

　⑶ 　質問受付方法

　　ア 　電子メール　30syori@city.kawasaki.jp

　　イ 　ＦＡＸ　　　044－200－3923

　　ウ 　持参　　　　上記３⑴に同じ

　⑷ 　回答方法

　　　令和２年１月21日（火）

　　 　全社へ文書（電子メールまたはＦＡＸ）にて送付

します。

６ 　競争入札参加資格の喪失

　 　次のいずれかに該当するときは、この競争入札参加

資格を喪失します。

　⑴ 　開札前に上記２の各号のいずれかの条件を欠いた

とき。

　⑵ 　競争入札参加申込書及び提出書類等に虚偽の記載

をしたとき。

７ 　入札手続等

　⑴ 　入札は「川崎市競争入札参加者心得」に基づいて

行うものとします。

　⑵ 　入札・開札の日時　令和２年１月24日（金）

　　　　　　　　　　　　９時45分

　⑶ 　入札・開札の場所　川崎市川崎区東田町５番地４

　　　　　　　　　　　　川崎市役所第３庁舎16階

　　　　　　　　　　　　環境局会議室

　⑷ 　入札書の提出方法　 持参（持参以外は無効としま

す。）

　⑸ 　入札保証金　　　　免除

　⑹ 　落札者の決定方法　 川崎市契約規則第14条の規定

に基づいて作成した予定価格

の範囲内で、最低の価格をも

って有効な入札を行った者を

落札者とします。

　⑺ 　入札の無効　　　　 川崎市競争入札参加者心得で

無効と定める入札は、これを

無効とします。

８ 　契約手続等

　⑴ 　契約保証金　　　　免除

　⑵ 　契約書の作成　　　要

　⑶ 　契約規則等の閲覧　 川崎市契約規則及び川崎市競

争入札参加者心得等は、入札

情報かわさき（http://www.

city.kawasaki.jp/233300/

index.html）の「契約関係規

定」から閲覧できます。

９ 　その他

　⑴ 　公告に定めるもののほか、川崎市契約条例、川崎

市契約規則及び川崎市競争入札参加者心得等の定め

るところによります。

　⑵ 　公告に関する問い合わせ先は、上記３⑴に同じで

す。

　⑶ 　詳細は入札説明書によります。

　　　───────────────────

川崎市公告第484号

　一般競争入札について次のとおり公告します。

　　令和元年12月25日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

１ 　競争入札に付する事項

　⑴ 　件　　名　 浮島処理センター減速機点検整備業務

委託

　⑵ 　履行場所　川崎市川崎区浮島町509番地１

　⑶ 　履行期間　契約日から令和２年３月13日（金）まで

　⑷ 　業務概要 　本業務は、浮島処理センターに設置さ

れている減速機の機能を正常に維持する

ために必要な点検整備を実施するもので

ある。

２ 　競争入札参加資格

　 　この入札に参加を希望する者は、次の条件をすべて

満たさなければなりません。

　⑴ 　川崎市契約規則（昭和39年川崎市規則第28号）第

２条の規定に該当しないこと。

　⑵ 　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による

指名停止期間中でないこと。

　⑶ 　入札期日において、平成31・32年度川崎市業務委

託有資格業者名簿の業種「施設維持管理」種目「電

気・機械設備保守点検」に登載されていること。

　⑷ 　平成31・32年度川崎市業務委託有資格業者名簿に

地域区分「市内」で登録されている者。

　⑸ 　過去２年間に本市、他官公庁又は民間において、

同種の減速機点検整備業務の契約実績を有するこ

と。ただし民間実績については、同等の契約実績を

有すること。

　⑹ 　業務の全部を一括又は主要な部分を第三者に委託

しないこと。また、競争入札参加申込書にて、一部

再委託を申請する場合は、再委託確認書を提出する

こと。

３ 　競争入札参加申込書の配布、提出、仕様書閲覧及び

問い合わせ先

　 　この入札に参加を希望する者は、次により競争入札

参加申込書及び上記２の⑸、⑹の書類を提出してくだ

さい。



川 崎 市 公 報 （第1,786号）令和２年(2020年)１月10日

－79－

　⑴ 　配布・提出・仕様書閲覧場所及び問い合わせ先

　　　川崎市川崎区東田町５番地４

　　　川崎市役所第３庁舎16階

　　　環境局施設部処理計画課　鈴木、小林

　　　電話　044－200－2587（直通）

　　※ 　競争入札参加申込書については、川崎市ホーム

ページ「入札情報かわさき」よりダウンロードで

きます。

　⑵ 　配布・提出・仕様書閲覧期間

　　 　令和元年12月25日（水）から令和２年１月９日

（木）９時から17時まで

　　 （令和元年12月28日（土）から令和２年１月５日

（日）及び12時から13時の間は除く。）

　⑶ 　提出方法　持参（持参以外は無効とします。）

　⑷ 　提出書類

　　ア 　競争入札参加申込書

　　イ 　上記２⑸の契約内容を確認できる契約書等の写し

　　ウ 　上記２⑹の再委託確認書（一部再委託を申請す

る場合）

４ 　競争入札参加資格確認通知書、質問書及び仕様書の

交付

　 　競争入札参加申込書を提出し、競争入札参加資格が

あると認めた者には、競争入札参加資格確認通知書等

を交付します。

　 　なお、川崎市業務委託有資格業者名簿へ登録した際

に電子メールアドレスを登録している場合は、電子メ

ールで令和２年１月15日（水）に配信します。電子メ

ールアドレスを登録していない場合は、次のとおり受

け取りに来てください。

　⑴ 　交付場所　上記３⑴に同じ

　⑵ 　交付日時　 令和２年１月15日（水）９時から17時

まで（12時から13時の間は除く。）

５ 　質問書の受付・回答

　⑴ 　質問受付日

　　 　令和２年１月15日（水）から令和２年１月17日

（金）

　　　９時から17時まで（12時から13時の間は除く。）

　⑵ 　質問書の様式　配布する「質問書」の様式により

提出してください。

　⑶ 　質問受付方法

　　ア 　電子メール　30syori@city.kawasaki.jp

　　イ 　ＦＡＸ　　　044－200－3923

　　ウ 　持参　　　　上記３⑴に同じ

　⑷ 　回答方法

　　　令和２年１月21日（火）

　　 　全社へ文書（電子メールまたはＦＡＸ）にて送付

します。

６ 　競争入札参加資格の喪失

　 　次のいずれかに該当するときは、この競争入札参加

資格を喪失します。

　⑴ 　開札前に上記２の各号のいずれかの条件を欠いた

とき。

　⑵ 　競争入札参加申込書及び提出書類等に虚偽の記載

をしたとき。

７ 　入札手続等

　⑴ 　入札は「川崎市競争入札参加者心得」に基づいて

行うものとします。

　⑵ 　入札・開札の日時　 令和２年１月24日（金）10時

15分

　⑶ 　入札・開札の場所　川崎市川崎区東田町５番地４

　　　　　　　　　　　　川崎市役所第３庁舎16階

　　　　　　　　　　　　環境局会議室

　⑷ 　入札書の提出方法　 持参（持参以外は無効としま

す。）

　⑸ 　入札保証金　　　　免除

　⑹ 　落札者の決定方法 　川崎市契約規則第14条の規定

に基づいて作成した予定価格の

範囲内で、最低の価格をもって

有効な入札を行った者を落札者

とします。

　⑺ 　入札の無効　　　 　川崎市競争入札参加者心得で

無効と定める入札は、これを無

効とします。

８ 　契約手続等

　⑴ 　契約保証金　　　　免除

　⑵ 　契約書の作成　　　要

　⑶ 　契約規則等の閲覧 　川崎市契約規則及び川崎市競

争入札参加者心得等は、入札情

報かわさき（http://www.city.

kawasaki.jp/233300/index.

html）の「契約関係規定」から

閲覧できます。

９ 　その他

　⑴ 　公告に定めるもののほか、川崎市契約条例、川崎

市契約規則及び川崎市競争入札参加者心得等の定め

るところによります。

　⑵ 　公告に関する問い合わせ先は、上記３⑴に同じで

す。

　⑶ 　詳細は入札説明書によります。

　　　───────────────────

川崎市公告第485号

　一般競争入札について次のとおり公告します。

　　令和元年12月25日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

１ 　競争入札に付する事項

　⑴ 　件　　名　 浮島処理センターポンプ類点検整備業
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務委託

　⑵ 　履行場所　川崎市川崎区浮島町509番地１

　⑶ 　履行期間　 契約日から令和２年３月27日（金）まで

　⑷ 　業務概要 　浮島処理センターに設置されているポ

ンプ類の機能を正常に維持するために必

要な点検整備業務

２ 　競争入札参加資格

　 　この入札に参加を希望する者は、次の条件をすべて

満たさなければなりません。

　⑴ 　川崎市契約規則（昭和39年川崎市規則第28号）第

２条の規定に該当しないこと。

　⑵ 　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による

指名停止期間中でないこと。

　⑶ 　平成31・32年度川崎市業務委託有資格業者名簿の

業種「施設維持管理」種目「電気・機械設備保守点

検」に登載されていること。

　⑷ 　平成31・32年度川崎市業務委託有資格者名簿に地

域区分「市内」もしくは「準市内」で登録されてい

る者。

　⑸ 　過去２年間に本市、他官公庁又は民間において、

同種のポンプ類点検整備業務の契約実績を有するこ

と。ただし民間実績については、同等の契約実績を

有すること。

　⑹ 　業務の全部を一括又は主要な部分を第三者に委託

しないこと。また、競争入札参加申込書にて、一部

再委託を申請する場合は、再委託確認書を提出する

こと。

３ 　競争入札参加申込書の配布、提出、仕様書閲覧及び

問い合わせ先

　 　この入札に参加を希望する者は、次により競争入札

参加申込書及び上記２の⑸、⑹の書類を提出してくだ

さい。

　⑴ 　配布・提出・仕様書閲覧場所及び問い合わせ先

　　　川崎市川崎区東田町５番地４

　　　川崎市役所第３庁舎16階

　　　環境局施設部処理計画課　鈴木、小林

　　　電話　044－200－2587（直通）

　　※ 　競争入札参加申込書については、川崎市ホーム

ページ「入札情報かわさき」よりダウンロードで

きます。

　⑵ 　配布・提出・仕様書閲覧期間

　　 　令和元年12月25日（水）から令和２年１月９日

（木）９時から17時まで（令和元年12月28日（土）

から令和２年１月５日（日）及び12時から13時の間

は除く。）

　⑶ 　提出方法　持参（持参以外は無効とします。）

　⑷ 　提出書類

　　ア 　競争入札参加申込書

　　イ 　上記２⑸の契約内容を確認できる契約書等の写し

　　ウ 　上記２⑹の再委託確認書（一部再委託を申請す

る場合）

４ 　競争入札参加資格確認通知書、質問書及び仕様書の

交付

　 　競争入札参加申込書を提出し、競争入札参加資格が

あると認めた者には、競争入札参加資格確認通知書等

を交付します。

　 　なお、川崎市業務委託有資格業者名簿へ登録した際

に電子メールアドレスを登録している場合は、電子メ

ールで令和２年１月15日（水）に配信します。電子メ

ールアドレスを登録していない場合は、次のとおり受

け取りに来てください。

　⑴ 　交付場所　上記３⑴に同じ

　⑵ 　交付日時　 令和２年１月15日（水）９時から17時

まで（12時から13時の間は除く。）

５ 　質問書の受付・回答

　⑴ 　質問受付日

　　 　令和２年１月15日（水）から令和２年１月17日

（金）９時から17時まで（12時から13時の間は除く。）

　⑵ 　質問書の様式　配布する「質問書」の様式により

提出してください。

　⑶ 　質問受付方法

　　ア 　電子メール　30syori@city.kawasaki.jp

　　イ 　ＦＡＸ　　　044－200－3923

　　ウ 　持参　　　　上記３⑴に同じ

　⑷ 　回答方法

　　　令和２年１月21日（火）

　　 　全社へ文書（電子メールまたはＦＡＸ）にて送付

します。

６ 　競争入札参加資格の喪失

　 　次のいずれかに該当するときは、この競争入札参加

資格を喪失します。

　⑴ 　開札前に上記２の各号のいずれかの条件を欠いた

とき。

　⑵ 　競争入札参加申込書及び提出書類等に虚偽の記載

をしたとき。

７ 　入札手続等

　⑴ 　入札は「川崎市競争入札参加者心得」に基づいて

行うものとします。

　⑵ 　入札・開札の日時　令和２年１月24日（金）

　　　　　　　　　　　　10時45分

　⑶ 　入札・開札の場所　川崎市川崎区東田町５番地４

　　　　　　　　　　　　川崎市役所第３庁舎16階

　　　　　　　　　　　　環境局会議室

　⑷ 　入札書の提出方法　 持参（持参以外は無効としま

す。）

　⑸ 　入札保証金　　　　免除
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　⑹ 　落札者の決定方法 　川崎市契約規則第14条の規定

に基づいて作成した予定価格の

範囲内で、最低の価格をもって

有効な入札を行った者を落札者

とします。

　⑺ 　入札の無効　　　 　川崎市競争入札参加者心得で

無効と定める入札は、これを無

効とします。

８ 　契約手続等

　⑴ 　契約保証金　　　　免除

　⑵ 　契約書の作成　　　要

　⑶ 　契約規則等の閲覧　川崎市契約規則及び川崎市競

争入札参加者心得等は、入札情報かわさき（http://

www.city.kawasaki.jp/233300/index.html）の「契

約関係規定」から閲覧できます。

９ 　その他

　⑴ 　公告に定めるもののほか、川崎市契約条例、川崎

市契約規則及び川崎市競争入札参加者心得等の定め

るところによります。

　⑵ 　公告に関する問い合わせ先は、上記３⑴に同じで

す。

　⑶ 　詳細は入札説明書によります。

　　　───────────────────

川崎市公告第486号

　一般競争入札について次のとおり公告します。

　　令和元年12月25日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

１ 　競争入札に付する事項

　⑴ 　件　　名　 金属くず（廃プラスチック類含む）収

集運搬及び処分業務委託（その１）

　⑵ 　履行場所　川崎市川崎区浮島町509番地１

　⑶ 　履行期間　 契約締結日から令和２年３月31日

（火）まで

　⑷ 　業務概要 　本仕様書は、浮島処理センターで発生

した金属くず（廃プラスチック類含む）

の収集運搬及び処分業務の内容を示すも

のである。

２ 　競争入札参加資格

　 　この入札に参加を希望する者は、次の条件をすべて

満たさなければなりません。

　⑴ 　川崎市契約規則（昭和39年川崎市規則第28号）第

２条の規定に該当しないこと。

　⑵ 　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による

指名停止期間中でないこと。

　⑶ 　平成31・32年度川崎市業務委託有資格業者名簿に

業種「廃棄物関連業務」で登録されている者。

　⑷ 　平成31・32年度川崎市業務委託有資格業者名簿に

地域区分「市内」で登録されている者。

　⑸ 　「金属くず」及び「廃プラスチック類」の産業廃

棄物収集運搬業及び処分業の許可を取得しているこ

と。

　⑹ 　原則、業務を第三者に委託しないこと。

３ 　競争入札参加申込書及び再委託確認書の配布、提

出、仕様書閲覧及び問い合わせ先

　 　この入札に参加を希望する者は、次により競争入札

参加申込書及び上記２⑸の許可証を確認できる書類を

提出してください。

　⑴ 　配布・提出・仕様書閲覧場所及び問い合わせ先

　　　川崎市川崎区東田町５番地４

　　　川崎市役所第３庁舎16階

　　　環境局施設部処理計画課　松本、小林

　　　電話　044－200－2588（直通）

　　※ 　競争入札参加申込書については、川崎市ホーム

ページ「入札情報かわさき」よりダウンロードで

きます。

　⑵ 　配布・提出・仕様書閲覧期間

　　 　令和元年12月25日（水）から令和２年１月８日

（水）９時から17時まで

　　　（土、日、祝日及び12時から13時は除く）

　⑶ 　提出方法　持参（持参以外は無効とします）

　⑷ 　提出書類

　　 　上記２⑸を確認できる書類等の写し（許可証の写

し等）

４ 　競争入札参加資格確認通知書及び仕様書の交付

　 　競争入札参加申込書を提出し、競争入札参加資格が

あると認めた者には、競争入札参加資格確認通知書及

び仕様書を令和２年１月14日（火）に交付します。

　 　なお、川崎市業務委託有資格業者名簿へ登録した際

に電子メールアドレスを登録している場合は、電子メ

ールで配信します。電子メールアドレスを登録してい

ない場合は、次のとおり受け取りに来てください。

　⑴ 　交付場所　上記３⑴に同じ

　⑵ 　交付日時　 令和２年１月14日（火）９時から17時

まで（12時から13時の間は除く。）

５ 　質問書の受付・回答

　⑴ 　質問受付日

　　 　令和２年１月14日（火）から令和２年１月17日

（金）９時から17時まで（12時から13時は除く）

　⑵ 　質問書の様式　 「質問書」の様式は、仕様書と併

せて交付いたします。

　⑶ 　質問受付方法

　　　持参または電子メール、ＦＡＸによります。

　　ア 　電子メール　30syori@city.kawasaki.jp

　　イ 　ＦＡＸ　　　044－200－3923

　　ウ 　持参　　　　上記３⑴に同じ

　⑷ 　回答方法
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　　 　令和２年１月21日（火）に文書（電子メールまた

はＦＡＸ）にて送付します。

６ 　競争入札参加資格の喪失

　 　次のいずれかに該当するときは、競争入札参加資格

を喪失します。

　⑴ 　開札前に上記２の各号のいずれかの条件を欠いた

とき。

　⑵ 　競争入札参加申込書及び提出書類等に虚偽の記載

をしたとき。

７ 　現場説明

　 　現場説明希望調査書を令和２年１月８日（水）まで

に提出し、競争参加資格を有すると認められた業者に

ついては、次により現場説明を実施します。

　 　なお、日時については本市が指定し、１社ごとに説

明を行います。

　⑴ 　日時

　　 　令和２年１月15日（水）から令和２年１月16日

（木）までの期間で、本市が指定する日時

　⑵ 　集合場所

　　　浮島処理センター：川崎市川崎区浮島町509番地１

　⑶ 　所要時間

　　 　現場説明に要する時間は、各社１時間程度を予定

しています。詳細については、後日入札参加業者と

協議し決定します。

８ 　入札手続等

　⑴ 　入札は「川崎市競争入札参加者心得」に基づいて

行うものとします。

　⑵ 　入札・開札の日時　令和２年１月22日（水）10時

10分

　⑶ 　入札・開札の場所　川崎市川崎区東田町５番地４

　　　　　　　　　　　　川崎市役所第３庁舎16階

　　　　　　　　　　　　環境局会議室

　⑷ 　入札書の提出方法　 持参（持参以外は無効としま

す。）

　⑸ 　入札保証金　　　　免除

　⑹ 　落札者の決定方法 　川崎市契約規則第14条の規定

に基づいて作成した予定価格の

範囲内で、最低の価格をもって

有効な入札を行った者を落札者

とします。

　⑺ 　再入札の実施　　 　落札者がいない場合は、直ち

に再入札を行います。（開札に

立ち会わない者は、再入札に参

加の意思がないものとみなしま

す。）

　⑻ 　入札の無効　　　 　川崎市競争入札参加者心得で

無効と定める入札は、これを無

効とします。

９ 　契約手続等

　⑴ 　契約保証金　　　　免除

　⑵ 　契約書の作成　　　要

　⑶ 　契約規則等の閲覧 　川崎市契約規則及び川崎市競

争入札参加者心得等は、入札情

報かわさきの「契約関係規定」

から閲覧できます。（http://

www.city.kawasaki.jp/233300/

index.html）

10　その他

　⑴ 　公告に定めるもののほか、川崎市契約条例、川崎

市契約規則及び川崎市競争入札参加者心得等の定め

るところによります。

　⑵ 　公告に関する問い合わせ先は、上記３⑴に同じで

す。

　⑶ 　詳細は入札説明書によります。

　　　───────────────────

川崎市公告第487号

　一般競争入札について次のとおり公告します。

　　令和元年12月25日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

１ 　競争入札に付する事項

　⑴ 　件　　名　 金属くず（廃プラスチック類含む）収

集運搬及び処分業務委託（その２）

　⑵ 　履行場所　川崎市川崎区浮島町509番地１

　⑶ 　履行期間　 契約締結日から令和２年３月31日

（火）まで

　⑷ 　業務概要 　本仕様書は、浮島処理センターで発生

した金属くず（廃プラスチック類含む）

の収集運搬及び処分業務の内容を示すも

のである。

２ 　競争入札参加資格

　 　この入札に参加を希望する者は、次の条件をすべて

満たさなければなりません。

　⑴ 　川崎市契約規則（昭和39年川崎市規則第28号）第

２条の規定に該当しないこと。

　⑵ 　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による

指名停止期間中でないこと。

　⑶ 　平成31・32年度川崎市業務委託有資格業者名簿に

業種「廃棄物関連業務」で登録されている者。

　⑷ 　平成31・32年度川崎市業務委託有資格業者名簿に

地域区分「市内」で登録されている者。

　⑸ 　「金属くず」及び「廃プラスチック類」の産業廃

棄物収集運搬業及び処分業の許可を取得しているこ

と。

　⑹ 　原則、業務を第三者に委託しないこと。

３ 　競争入札参加申込書及び再委託確認書の配布、提

出、仕様書閲覧及び問い合わせ先
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　 　この入札に参加を希望する者は、次により競争入札

参加申込書及び上記２⑸の許可証を確認できる書類を

提出してください。

　⑴ 　配布・提出・仕様書閲覧場所及び問い合わせ先

　　　川崎市川崎区東田町５番地４

　　　川崎市役所第３庁舎16階

　　　環境局施設部処理計画課　松本、小林

　　　電話　044－200－2588（直通）

　　※ 　競争入札参加申込書については、川崎市ホーム

ページ「入札情報かわさき」よりダウンロードで

きます。

　⑵ 　配布・提出・仕様書閲覧期間

　　 　令和元年12月25日（水）から令和２年１月８日

（水）９時から17時まで（土、日、祝日及び12時か

ら13時は除く）

　⑶ 　提出方法　持参（持参以外は無効とします）

　⑷ 　提出書類

　　 　上記２⑸を確認できる書類等の写し（許可証の写

し等）

４ 　競争入札参加資格確認通知書及び仕様書の交付

　 　競争入札参加申込書を提出し、競争入札参加資格が

あると認めた者には、競争入札参加資格確認通知書及

び仕様書を令和２年１月14日（火）に交付します。

　 　なお、川崎市業務委託有資格業者名簿へ登録した際

に電子メールアドレスを登録している場合は、電子メ

ールで配信します。電子メールアドレスを登録してい

ない場合は、次のとおり受け取りに来てください。

　⑴ 　交付場所　上記３⑴に同じ

　⑵ 　交付日時 　令和２年１月14日（火）９時から17時

まで（12時から13時の間は除く。）

５ 　質問書の受付・回答

　⑴ 　質問受付日

　　 　令和２年１月14日（火）から令和２年１月17日

（金）９時から17時まで（12時から13時は除く）

　⑵ 　質問書の様式　 「質問書」の様式は、仕様書と併

せて交付いたします。

　⑶ 　質問受付方法

　　　持参または電子メール、ＦＡＸによります。

　　ア 　電子メール　30syori@city.kawasaki.jp

　　イ 　ＦＡＸ　　　044－200－3923

　　ウ 　持　参　　　上記３⑴に同じ

　⑷ 　回答方法

　　 　令和２年１月21日（火）に文書（電子メールまた

はＦＡＸ）にて送付します。

６ 　競争入札参加資格の喪失

　 　次のいずれかに該当するときは、競争入札参加資格

を喪失します。

　⑴ 　開札前に上記２の各号のいずれかの条件を欠いた

とき。

　⑵ 　競争入札参加申込書及び提出書類等に虚偽の記載

をしたとき。

７ 　現場説明

　 　現場説明希望調査書を令和２年１月８日（水）まで

に提出し、競争参加資格を有すると認められた業者に

ついては、次により現場説明を実施します。

　 　なお、日時については本市が指定し、１社ごとに説

明を行います。

　⑴ 　日時

　　 　令和２年１月15日（水）から令和２年１月16日

（木）までの期間で、本市が指定する日時

　⑵ 　集合場所

　　　浮島処理センター：川崎市川崎区浮島町509番地１

　⑶ 　所要時間

　　 　現場説明に要する時間は、各社１時間程度を予定

しています。詳細については、後日入札参加業者と

協議し決定します。

８ 　入札手続等

　⑴ 　入札は「川崎市競争入札参加者心得」に基づいて

行うものとします。

　⑵ 　入札・開札の日時　令和２年１月22日（水）

　　　　　　　　　　　　10時20分

　⑶ 　入札・開札の場所　川崎市川崎区東田町５番地４

　　　　　　　　　　　　川崎市役所第３庁舎16階

　　　　　　　　　　　　環境局会議室

　⑷ 　入札書の提出方法　 持参（持参以外は無効としま

す。）

　⑸ 　入札保証金　　　　免除

　⑹ 　落札者の決定方法 　川崎市契約規則第14条の規定

に基づいて作成した予定価格の

範囲内で、最低の価格をもって

有効な入札を行った者を落札者

とします。

　⑺ 　再入札の実施　　 　落札者がいない場合は、直ち

に再入札を行います。（開札に

立ち会わない者は、再入札に参

加の意思がないものとみなしま

す。）

　⑻ 　入札の無効　　　 　川崎市競争入札参加者心得で

無効と定める入札は、これを無

効とします。

９ 　契約手続等

　⑴ 　契約保証金　　　　免除

　⑵ 　契約書の作成　　　要

　⑶ 　契約規則等の閲覧 　川崎市契約規則及び川崎市競

争入札参加者心得等は、入札情

報かわさきの「契約関係規定」



（第1,786号）令和２年(2020年)１月10日 川 崎 市 公 報

－84－

から閲覧できます。（http://

www.city.kawasaki.jp/233300/

index.html）

10　その他

　⑴ 　公告に定めるもののほか、川崎市契約条例、川崎

市契約規則及び川崎市競争入札参加者心得等の定め

るところによります。

　⑵ 　公告に関する問い合わせ先は、上記３⑴に同じで

す。

　⑶ 　詳細は入札説明書によります。

　　　───────────────────

川崎市公告第488号

　一般競争入札について次のとおり公告します。

　　令和元年12月25日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

１ 　競争入札に付する事項

　⑴ 　件　　名　 金属くず（廃プラスチック類含む）収

集運搬及び処分業務委託（その３）

　⑵ 　履行場所　川崎市川崎区浮島町509番地１

　⑶ 　履行期間　 契約締結日から令和２年３月31日

（火）まで

　⑷ 　業務概要 　本仕様書は、浮島処理センターで発生

した金属くず（廃プラスチック類含む）

の収集運搬及び処分業務の内容を示すも

のである。

２ 　競争入札参加資格

　 　この入札に参加を希望する者は、次の条件をすべて

満たさなければなりません。

　⑴ 　川崎市契約規則（昭和39年川崎市規則第28号）第

２条の規定に該当しないこと。

　⑵ 　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による

指名停止期間中でないこと。

　⑶ 　平成31・32年度川崎市業務委託有資格業者名簿に

業種「廃棄物関連業務」で登録されている者。

　⑷ 　平成31・32年度川崎市業務委託有資格業者名簿に

地域区分「市内」で登録されている者。

　⑸ 　「金属くず」及び「廃プラスチック類」の産業廃

棄物収集運搬業及び処分業の許可を取得しているこ

と。

　⑹ 　原則、業務を第三者に委託しないこと。

３ 　競争入札参加申込書及び再委託確認書の配布、提

出、仕様書閲覧及び問い合わせ先

　 　この入札に参加を希望する者は、次により競争入札

参加申込書及び上記２⑸の許可証を確認できる書類を

提出してください。

　⑴ 　配布・提出・仕様書閲覧場所及び問い合わせ先

　　　川崎市川崎区東田町５番地４

　　　川崎市役所第３庁舎16階

　　　環境局施設部処理計画課　松本、小林

　　　電話　044－200－2588（直通）

　　※ 　競争入札参加申込書については、川崎市ホーム

ページ「入札情報かわさき」よりダウンロードで

きます。

　⑵ 　配布・提出・仕様書閲覧期間

　　 　令和元年12月25日（水）から令和２年１月８日

（水）９時から17時まで

　　　（土、日、祝日及び12時から13時は除く）

　⑶ 　提出方法　持参（持参以外は無効とします）

　⑷ 　提出書類

　　 　上記２⑸を確認できる書類等の写し（許可証の写

し等）

４ 　競争入札参加資格確認通知書及び仕様書の交付

　 　競争入札参加申込書を提出し、競争入札参加資格が

あると認めた者には、競争入札参加資格確認通知書及

び仕様書を令和２年１月14日（火）に交付します。

　 　なお、川崎市業務委託有資格業者名簿へ登録した際

に電子メールアドレスを登録している場合は、電子メ

ールで配信します。電子メールアドレスを登録してい

ない場合は、次のとおり受け取りに来てください。

　⑴ 　交付場所　上記３⑴に同じ

　⑵ 　交付日時 　令和２年１月14日（火）９時から17時

まで（12時から13時の間は除く。）

５ 　質問書の受付・回答

　⑴ 　質問受付日

　　 　令和２年１月14日（火）から令和２年１月17日

（金）９時から17時まで（12時から13時は除く）

　⑵ 　質問書の様式　 「質問書」の様式は、仕様書と併

せて交付いたします。

　⑶ 　質問受付方法

　　　持参または電子メール、ＦＡＸによります。

　　ア 　電子メール　30syori@city.kawasaki.jp

　　イ 　ＦＡＸ　　　044－200－3923

　　ウ 　持参　　　　上記３⑴に同じ

　⑷ 　回答方法

　　 　令和２年１月21日（火）に文書（電子メールまた

はＦＡＸ）にて送付します。

６ 　競争入札参加資格の喪失

　 　次のいずれかに該当するときは、競争入札参加資格

を喪失します。

　⑴ 　開札前に上記２の各号のいずれかの条件を欠いた

とき。

　⑵ 　競争入札参加申込書及び提出書類等に虚偽の記載

をしたとき。

７ 　現場説明

　 　現場説明希望調査書を令和２年１月８日（水）まで

に提出し、競争参加資格を有すると認められた業者に
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ついては、次により現場説明を実施します。

　 　なお、日時については本市が指定し、１社ごとに説

明を行います。

　⑴ 　日時

　　 　令和２年１月15日（水）から令和２年１月16日

（木）までの期間で、本市が指定する日時

　⑵ 　集合場所

　　　浮島処理センター：川崎市川崎区浮島町509番地１

　⑶ 　所要時間

　　 　現場説明に要する時間は、各社１時間程度を予定

しています。詳細については、後日入札参加業者と

協議し決定します。

８ 　入札手続等

　⑴ 　入札は「川崎市競争入札参加者心得」に基づいて

行うものとします。

　⑵ 　入札・開札の日時　 令和２年１月22日（水）10時

30分

　⑶ 　入札・開札の場所　川崎市川崎区東田町５番地４

　　　　　　　　　　　　川崎市役所第３庁舎16階

　　　　　　　　　　　　環境局会議室

　⑷ 　入札書の提出方法　 持参（持参以外は無効としま

す。）

　⑸ 　入札保証金　　　　免除

　⑹ 　落札者の決定方法 　川崎市契約規則第14条の規定

に基づいて作成した予定価格の

範囲内で、最低の価格をもって

有効な入札を行った者を落札者

とします。

　⑺ 　再入札の実施　　 　落札者がいない場合は、直ち

に再入札を行います。（開札に

立ち会わない者は、再入札に参

加の意思がないものとみなしま

す。）

　⑻ 　入札の無効　　　 　川崎市競争入札参加者心得で

無効と定める入札は、これを無

効とします。

９ 　契約手続等

　⑴ 　契約保証金　　　　免除

　⑵ 　契約書の作成　　　要

　⑶ 　契約規則等の閲覧 　川崎市契約規則及び川崎市競

争入札参加者心得等は、入札情

報かわさきの「契約関係規定」

から閲覧できます。（http://

www.city.kawasaki.jp/233300/

index.html）

10　その他

　⑴ 　公告に定めるもののほか、川崎市契約条例、川崎

市契約規則及び川崎市競争入札参加者心得等の定め

るところによります。

　⑵ 　公告に関する問い合わせ先は、上記３⑴に同じで

す。

　⑶ 　詳細は入札説明書によります。

　　　───────────────────

川崎市公告第489号

　一般競争入札について次のとおり公告します。

　　令和元年12月25日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

１ 　競争入札に付する事項

　⑴ 　件　　名　 金属くず（廃プラスチック類含む）収

集運搬及び処分業務委託（その４）

　⑵ 　履行場所　川崎市川崎区浮島町509番地１

　⑶ 　履行期間　 契約締結日から令和２年３月31日

（火）まで

　⑷ 　業務概要 　本仕様書は、浮島処理センターで発生

した金属くず（廃プラスチック類含む）

の収集運搬及び処分業務の内容を示すも

のである。

２ 　競争入札参加資格

　 　この入札に参加を希望する者は、次の条件をすべて

満たさなければなりません。

　⑴ 　川崎市契約規則（昭和39年川崎市規則第28号）第

２条の規定に該当しないこと。

　⑵ 　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による

指名停止期間中でないこと。

　⑶ 　平成31・32年度川崎市業務委託有資格業者名簿に

業種「廃棄物関連業務」で登録されている者。

　⑷ 　平成31・32年度川崎市業務委託有資格業者名簿に

地域区分「市内」で登録されている者。

　⑸ 　「金属くず」及び「廃プラスチック類」の産業廃

棄物収集運搬業及び処分業の許可を取得しているこ

と。

　⑹ 　原則、業務を第三者に委託しないこと。

３ 　競争入札参加申込書及び再委託確認書の配布、提

出、仕様書閲覧及び問い合わせ先

　 　この入札に参加を希望する者は、次により競争入札

参加申込書及び上記２⑸の許可証を確認できる書類を

提出してください。

　⑴ 　配布・提出・仕様書閲覧場所及び問い合わせ先

　　　川崎市川崎区東田町５番地４

　　　川崎市役所第３庁舎16階

　　　環境局施設部処理計画課　松本、小林

　　　電話　044－200－2588（直通）

　　※ 　競争入札参加申込書については、川崎市ホーム

ページ「入札情報かわさき」よりダウンロードで

きます。

　⑵ 　配布・提出・仕様書閲覧期間
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　　 　令和元年12月25日（水）から令和２年１月８日

（水）９時から17時まで（土、日、祝日及び12時か

ら13時は除く）

　⑶ 　提出方法　持参（持参以外は無効とします）

　⑷ 　提出書類

　　 　上記２⑸を確認できる書類等の写し（許可証の写

し等）

４ 　競争入札参加資格確認通知書及び仕様書の交付

　 　競争入札参加申込書を提出し、競争入札参加資格が

あると認めた者には、競争入札参加資格確認通知書及

び仕様書を令和２年１月14日（火）に交付します。

　 　なお、川崎市業務委託有資格業者名簿へ登録した際

に電子メールアドレスを登録している場合は、電子メ

ールで配信します。電子メールアドレスを登録してい

ない場合は、次のとおり受け取りに来てください。

　⑴ 　交付場所　上記３⑴に同じ

　⑵ 　交付日時　 令和２年１月14日（火）９時から17時

まで（12時から13時の間は除く。）

５ 　質問書の受付・回答

　⑴ 　質問受付日

　　 　令和２年１月14日（火）から令和２年１月17日

（金）９時から17時まで（12時から13時は除く）

　⑵ 　質問書の様式　 「質問書」の様式は、仕様書と併

せて交付いたします。

　⑶ 　質問受付方法

　　　持参または電子メール、ＦＡＸによります。

　　ア 　電子メール　30syori@city.kawasaki.jp

　　イ 　ＦＡＸ　　　044－200－3923

　　ウ 　持参　　　　上記３⑴に同じ

　⑷ 　回答方法

　　 　令和２年１月21日（火）に文書（電子メールまた

はＦＡＸ）にて送付します。

６ 　競争入札参加資格の喪失

　 　次のいずれかに該当するときは、競争入札参加資格

を喪失します。

　⑴ 　開札前に上記２の各号のいずれかの条件を欠いた

とき。

　⑵ 　競争入札参加申込書及び提出書類等に虚偽の記載

をしたとき。

７ 　現場説明

　 　現場説明希望調査書を令和２年１月８日（水）まで

に提出し、競争参加資格を有すると認められた業者に

ついては、次により現場説明を実施します。

　 　なお、日時については本市が指定し、１社ごとに説

明を行います。

　⑴ 　日時

　　 　令和２年１月15日（水）から令和２年１月16日

（木）までの期間で、本市が指定する日時

　⑵ 　集合場所

　　 　浮島処理センター：川崎市川崎区浮島町509番地１

　⑶ 　所要時間

　　 　現場説明に要する時間は、各社１時間程度を予定

しています。詳細については、後日入札参加業者と

協議し決定します。

８ 　入札手続等

　⑴ 　入札は「川崎市競争入札参加者心得」に基づいて

行うものとします。

　⑵ 　入札・開札の日時　 令和２年１月22日（水）10時

40分

　⑶ 　入札・開札の場所　川崎市川崎区東田町５番地４

　　　　　　　　　　　　川崎市役所第３庁舎16階

　　　　　　　　　　　　環境局会議室

　⑷ 　入札書の提出方法　 持参（持参以外は無効としま

す。）

　⑸ 　入札保証金　　　　免除

　⑹ 　落札者の決定方法 　川崎市契約規則第14条の規定

に基づいて作成した予定価格の

範囲内で、最低の価格をもって

有効な入札を行った者を落札者

とします。

　⑺ 　再入札の実施　　 　落札者がいない場合は、直ち

に再入札を行います。（開札に

立ち会わない者は、再入札に参

加の意思がないものとみなしま

す。）

　⑻ 　入札の無効　　　 　川崎市競争入札参加者心得で

無効と定める入札は、これを無

効とします。

９ 　契約手続等

　⑴ 　契約保証金　　　　免除

　⑵ 　契約書の作成　　　要

　⑶ 　契約規則等の閲覧 　川崎市契約規則及び川崎市競

争入札参加者心得等は、入札情

報かわさきの「契約関係規定」

から閲覧できます。（http://

www.city.kawasaki.jp/233300/

index.html）

10　その他

　⑴ 　公告に定めるもののほか、川崎市契約条例、川崎

市契約規則及び川崎市競争入札参加者心得等の定め

るところによります。

　⑵ 　公告に関する問い合わせ先は、上記３⑴に同じで

す。

　⑶ 　詳細は入札説明書によります。

　　　───────────────────
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川崎市公告第490号

　一般競争入札について次のとおり公告します。

　　令和元年12月25日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

１ 　競争入札に付する事項

　⑴ 　件　　名　金属くず（廃プラスチック類含む）収

集運搬及び処分業務委託（その５）

　⑵ 　履行場所　川崎市川崎区浮島町509番地１

　⑶ 　履行期間 　契約締結日から令和２年３月31日

（火）まで

　⑷ 　業務概要 　本仕様書は、浮島処理センターで発生

した金属くず（廃プラスチック類含む）

の収集運搬及び処分業務の内容を示すも

のである。

２ 　競争入札参加資格

　 　この入札に参加を希望する者は、次の条件をすべて

満たさなければなりません。

　⑴ 　川崎市契約規則（昭和39年川崎市規則第28号）第

２条の規定に該当しないこと。

　⑵ 　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による

指名停止期間中でないこと。

　⑶ 　平成31・32年度川崎市業務委託有資格業者名簿に

業種「廃棄物関連業務」で登録されている者。

　⑷ 　平成31・32年度川崎市業務委託有資格業者名簿に

地域区分「市内」で登録されている者。

　⑸ 　「金属くず」及び「廃プラスチック類」の産業廃

棄物収集運搬業及び処分業の許可を取得しているこ

と。

　⑹ 　原則、業務を第三者に委託しないこと。

３ 　競争入札参加申込書及び再委託確認書の配布、提

出、仕様書閲覧及び問い合わせ先

　 　この入札に参加を希望する者は、次により競争入札

参加申込書及び上記２⑸の許可証を確認できる書類を

提出してください。

　⑴ 　配布・提出・仕様書閲覧場所及び問い合わせ先

　　　川崎市川崎区東田町５番地４

　　　川崎市役所第３庁舎16階

　　　環境局施設部処理計画課　松本、小林

　　　電話　044－200－2588（直通）

　　※ 　競争入札参加申込書については、川崎市ホーム

ページ「入札情報かわさき」よりダウンロードで

きます。

　⑵ 　配布・提出・仕様書閲覧期間

　　 　令和元年12月25日（水）から令和２年１月８日

（水）９時から17時まで（土、日、祝日及び12時か

ら13時は除く）

　⑶ 　提出方法　持参（持参以外は無効とします）

　⑷ 　提出書類

　　 　上記２⑸を確認できる書類等の写し（許可証の写

し等）

４ 　競争入札参加資格確認通知書及び仕様書の交付

　 　競争入札参加申込書を提出し、競争入札参加資格が

あると認めた者には、競争入札参加資格確認通知書及

び仕様書を令和２年１月14日（火）に交付します。

　 　なお、川崎市業務委託有資格業者名簿へ登録した際

に電子メールアドレスを登録している場合は、電子メ

ールで配信します。電子メールアドレスを登録してい

ない場合は、次のとおり受け取りに来てください。

　⑴ 　交付場所　上記３⑴に同じ

　⑵ 　交付日時　 令和２年１月14日（火）９時から17時

まで（12時から13時の間は除く。）

５ 　質問書の受付・回答

　⑴ 　質問受付日　 　令和２年１月14日（火）から令和

２年１月17日（金）９時から17時ま

で（12時から13時は除く）

　⑵ 　質問書の様式　 「質問書」の様式は、仕様書と併

せて交付いたします。

　⑶ 　質問受付方法

　　　持参または電子メール、ＦＡＸによります。

　　ア 　電子メール　30syori@city.kawasaki.jp

　　イ 　ＦＡＸ　　　044－200－3923

　　ウ 　持参　　　　上記３⑴に同じ

　⑷ 　回答方法

　　 　令和２年１月21日（火）に文書（電子メールまた

はＦＡＸ）にて送付します。

６ 　競争入札参加資格の喪失

　 　次のいずれかに該当するときは、競争入札参加資格

を喪失します。

　⑴ 　開札前に上記２の各号のいずれかの条件を欠いた

とき。

　⑵ 　競争入札参加申込書及び提出書類等に虚偽の記載

をしたとき。

７ 　現場説明

　 　現場説明希望調査書を令和２年１月８日（水）まで

に提出し、競争参加資格を有すると認められた業者に

ついては、次により現場説明を実施します。

　 　なお、日時については本市が指定し、１社ごとに説

明を行います。

　⑴ 　日時

　　 　令和２年１月15日（水）から令和２年１月16日

（木）までの期間で、本市が指定する日時

　⑵ 　集合場所

　　　浮島処理センター：川崎市川崎区浮島町509番地１

　⑶ 　所要時間

　　 　現場説明に要する時間は、各社１時間程度を予定

しています。詳細については、後日入札参加業者と
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協議し決定します。

８ 　入札手続等

　⑴ 　入札は「川崎市競争入札参加者心得」に基づいて

行うものとします。

　⑵ 　入札・開札の日時　令和２年１月22日（水）

　　　　　　　　　　　　10時50分

　⑶ 　入札・開札の場所　川崎市川崎区東田町５番地４

　　　　　　　　　　　　川崎市役所第３庁舎16階

　　　　　　　　　　　　環境局会議室

　⑷ 　入札書の提出方法　 持参（持参以外は無効としま

す。）

　⑸ 　入札保証金　　　　免除

　⑹ 　落札者の決定方法 　川崎市契約規則第14条の規定

に基づいて作成した予定価格の

範囲内で、最低の価格をもって

有効な入札を行った者を落札者

とします。

　⑺ 　再入札の実施　　 　落札者がいない場合は、直ち

に再入札を行います。（開札に

立ち会わない者は、再入札に参

加の意思がないものとみなしま

す。）

　⑻ 　入札の無効　　　 　川崎市競争入札参加者心得で

無効と定める入札は、これを無

効とします。

９ 　契約手続等

　⑴ 　契約保証金　　　　免除

　⑵ 　契約書の作成　　　要

　⑶ 　契約規則等の閲覧 　川崎市契約規則及び川崎市競

争入札参加者心得等は、入札情

報かわさきの「契約関係規定」

から閲覧できます。（http://

www.city.kawasaki.jp/233300/

index.html）

10　その他

　⑴ 　公告に定めるもののほか、川崎市契約条例、川崎

市契約規則及び川崎市競争入札参加者心得等の定め

るところによります。

　⑵ 　公告に関する問い合わせ先は、上記３⑴に同じで

す。

　⑶ 　詳細は入札説明書によります。

　　　───────────────────

川崎市公告第491号

　一般競争入札について次のとおり公告します。

　　令和元年12月25日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

１ 　競争入札に付する事項

　⑴ 　件　　名　 南部リサイクルセンター排水処理設備

点検整備業務委託

　⑵ 　履行場所　川崎市川崎区夜光３丁目１－３

　⑶ 　履行期間　 契約日から令和２年３月19日（木）まで

　⑷ 　業務概要 　南部リサイクルセンターに設置されて

いる排水処理設備の機能を正常に維持す

るために必要な点検整備を実施するもの

である。

２ 　競争入札参加資格

　 　この入札に参加を希望する者は、次の条件をすべて

満たさなければなりません。

　⑴ 　川崎市契約規則（昭和39年川崎市規則第28号）第

２条の規定に該当しないこと。

　⑵ 　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による

指名停止期間中でないこと。

　⑶ 　入札期日において、平成31・32年度川崎市業務委

託有資格業者名簿の業種「施設維持管理」種目「電

気・機械設備保守点検」に登載されていること。

　⑷ 　過去２年間に本市、他官公庁又は民間において、

同種業務の契約実績を有すること。ただし、民間実

績については、同等の契約実績を有すること。

　⑸ 　業務の全部を一括又は主要な部分を第三者に委託

しないこと。また、競争入札参加申込書にて、一部

再委託を申請する場合は、再委託確認書を提出する

こと。

３ 　競争入札参加申込書の配布、提出、仕様書閲覧及び

問い合わせ先

　 　この入札に参加を希望する者は、次により競争入札

参加申込書及び上記２の⑷の書類を提出してください。

　⑴ 　配布・提出・仕様書閲覧場所及び問い合わせ先

　　　〒210－8577

　　　川崎市川崎区東田町５番地４

　　　川崎市役所第３庁舎16階

　　　環境局施設部処理計画課　小林、小澤

　　　電話　044－200－2587（直通）

　⑵ 　配布・提出・仕様書閲覧期間

　　 　令和元年12月25日（水）から令和２年１月10日

（金）９時から17時まで（土曜、日曜、祝日及び12

時から13時の間は除く。）

　⑶ 　提出方法　持参（持参以外は無効とします。）

　⑷ 　提出書類

　　ア 　上記２⑷の契約内容を確認できる契約書等の写し

　　イ 　上記２⑸の再委託確認書（一部再委託を申請す

る場合）

４ 　競争入札参加資格確認通知書、質問書及び仕様書の

交付

　 　競争入札参加申込書を提出し、競争入札参加資格が

あると認めた者には、競争入札参加資格確認通知書等

を交付します。



川 崎 市 公 報 （第1,786号）令和２年(2020年)１月10日

－89－

　 　なお、川崎市業務委託有資格業者名簿へ登録した際

に電子メールアドレスを登録している場合は、電子メ

ールで令和２年１月16日（木）に配信します。電子メ

ールアドレスを登録していない場合は、次のとおり受

け取りに来てください。

　⑴ 　交付場所　上記３⑴に同じ

　⑵ 　交付日時 　令和２年１月16日（木）９時から17時

まで（12時から13時の間は除く。）

５ 　質問書の受付・回答

　⑴ 　質問受付日

　　 　令和２年１月16日（木）から令和２年１月20日

（月）９時から17時まで（土曜、日曜及び12時から

13時の間は除く。）

　⑵ 　質問書の様式

　　 　配布する「質問書」の様式により提出してくださ

い。

　⑶ 　質問受付方法

　　　電子メール、ＦＡＸまたは持参によります。

　　ア 　電子メール　30syori@city.kawasaki.jp

　　イ 　ＦＡＸ　　　044－200－3923

　　ウ 　持参　　　　上記３⑴に同じ

　⑷ 　回答方法

　　　令和２年　１月22日（水）

　　 　全社へ文書（電子メールまたはＦＡＸ）にて送付

します。

６ 　競争入札参加資格の喪失

　 　次のいずれかに該当するときは、この競争入札参加

資格を喪失します。

　⑴ 　開札前に上記２の各号のいずれかの条件を欠いた

とき。

　⑵ 　競争入札参加申込書及び提出書類等に虚偽の記載

をしたとき。

７ 　入札手続等

　⑴ 　入札は「川崎市競争入札参加者心得」に基づいて

行うものとします。

　⑵ 　入札・開札の日時　令和２年１月28日（火）

　　　　　　　　　　　　10時45分

　⑶ 　入札・開札の場所　川崎市役所第３庁舎16階

　　　　　　　　　　　　環境局会議室

　⑷ 　入札書の提出方法　 持参（持参以外は無効としま

す。）

　⑸ 　入札保証金　　　　免除

　⑹ 　落札者の決定方法 　川崎市契約規則第14条の規定

に基づいて作成した予定価格の

制限の範囲内で、最低の価格を

もって入札を行った者を落札者

とします。

　⑺ 　再入札の実施　　 　落札者がいない場合は、直ち

に再入札を行います。（開札に

立ち会わない者は、再入札に参

加の意思がないものとみなしま

す。）

　⑻ 　入札の無効　　　 　競争入札参加者心得で無効と

定める入札は、これを無効とし

ま８ 　契約手続等

　⑴ 　契約保証金　　　　免除

　⑵ 　契約書の作成　　　要

　⑶ 　契約規則等の閲覧 　川崎市契約規則及び川崎市競

争入札参加者心得等は、入札情

報かわさき（http://www.city.

kawasaki.jp/233300/index.

html）の「契約関係規定」から

閲覧できます。

９ 　その他

　⑴ 　公告に定めるもののほか、川崎市契約条例、川崎

市契約規則及び川崎市競争入札参加者心得等の定め

るところによります。

　⑵ 　公告に関する問い合わせ先は、上記３⑴に同じで

す。

　⑶ 　詳細は入札説明書によります。

　　　───────────────────

川崎市公告第492号

　一般競争入札について次のとおり公告します。

　　令和元年12月25日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

（案件１）

競争入札に

付する事項

件　　 名 二ヶ領本川上河原線樋門補修工事

履行場所 川崎市多摩区菅稲田堤３丁目21番地先

履行期限 契約の日から令和２年３月31日まで

参 加 資 格

⑴ 　川崎市契約規則第２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

⑵ 　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による指名停止期間中でないこと。

⑶ 　建設業退職金共済制度に加入していること。

⑷ 　平成31・32年度川崎市工事請負有資格業者名簿に業種「鋼構造物」種目「水門等の門扉設置」

で登録されていること。
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参 加 資 格

⑸ 　有効期間内の経営事項審査の総合評定値通知書を有していること。

⑹ 　鋼構造物工事業に係る建設業の許可を受けていること。

⑺ 　主任技術者（業種「鋼構造物」）を配置できること。

契約条項を

示す場所等

川崎市財政局資産管理部契約課建築契約係（〒210－8577　川崎市川崎区宮本町１番地）

電話番号　044－200－2100

入札日時等 令和２年１月20日　14時30分（財政局資産管理部契約課建築契約係）

入札保証金 　免

契約書作成 　要

入札の無効 川崎市競争入札参加者心得で無効と定める入札は、これを無効とします。

そ　の　他 詳細は、川崎市ホームページ「入札情報かわさき」を御覧ください。

　　　　　　　　　　────────────────────────────────

川崎市公告第493号

　　　道路位置の指定について

　建築基準法（昭和25年法律第201号）第42条第１項第

５号の規定により道路の位置を次のとおり指定します。

　なお、関係図書は、川崎市まちづくり局指導部建築審

査課に備えて縦覧に供します。

　　令和元年12月26日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

築 造 主

住所・氏名 　

道路位置の

地名・地番

川崎市中原区宮内三丁目239番24の一部

 別図省略

幅 　 　 員

4.50メートル

延　長

30.30メートル

以下余白 以下余白

川崎市指令ま建指　第220号
指　定

年月日

令和元年

12月26日

　　　───────────────────

川崎市公告第494号

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第36条第３項の

規定により開発行為に関する工事の完了を次のとおり公

告します。

　　令和元12月26日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

１ 　工事を完了した開発区域の名称及び面積

　　川崎市麻生区古沢字都古87番４

 ほか２筆の一部　　

 2,243平方メートル

２ 　開発許可を受けた者の住所及び氏名

　　東京都町田市鶴間８丁目17番１号

　　株式会社　ケーユーホールディングス

　　代表取締役　井上　恵博

３ 　予定建築物の用途

　　自動車販売店舗・自動車修理工場・駐車場

 計画戸数：１戸

４ 　開発許可年月日及び許可番号

　　令和１年７月２日

　　川崎市指令　ま宅審（イ）第33号

　　令和１年11月26日

　　川崎市指令　ま宅審（イ）第87号（変更）

　　　───────────────────

川崎市公告第495号

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第36条第３項の

規定により開発行為に関する工事の完了を次のとおり公

告します。

　　令和元年12月27日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

１ 　工事を完了した開発区域の名称及び面積

　　川崎市宮前区東有馬二丁目2788番１

 の一部　ほか６筆の一部　　

 2,943平方メートル

２ 　開発許可を受けた者の住所及び氏名

　　横浜市旭区二俣川二丁目21番地１

　　津久見建設株式会社

　　代表取締役　鷲原　浩

３ 　予定建築物の用途

　　一戸建ての住宅

 計画戸数：17戸

４ 　開発許可年月日及び許可番号

　　平成30年８月１日

　　川崎市指令　ま宅審（イ）第70号

　　平成31年１月17日

　　川崎市指令　ま宅審（イ）第141号（変更）

　　　───────────────────

川崎市公告第496号

　一般競争入札について次のとおり公告します。

　　令和元年12月27日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　
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１ 　競争入札に付する事項

　⑴ 　件　　名

　　　川崎シンフォニーホール電話交換機等更新業務

　⑵ 　履行場所

　　　川崎シンフォニーホール

　⑶ 　履行期間

　　　契約日から令和２年３月31日

　⑷ 　業務概要

　　 　本業務は、川崎シンフォニーホールに設置されて

いる電話交換機等について、経年劣化等により使用

に支障を来すおそれがあることから、当該機器の更

新、設置・調整に係る業務を行う。

２ 　一般競争入札参加資格

　 　この入札に参加を希望するものは、次の条件を全て

満たさなければなりません。

　⑴ 　川崎市契約規則（昭和39年川崎市規則第28号）第

２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

　⑵ 　平成31・32年度業務委託有資格業者名簿の業種

「施設維持管理」種目「その他の施設維持管理」に

登載されていること。

　⑶ 　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による

指名停止期間中でないこと。

　⑷ 　過去５年間で、本市又は他官公庁において、同種

の電話交換機の更新業務の契約を締結していること。

３ 　一般競争入札参加資格確認申請書の配布、提出及び

問合せ先

　 　この入札に参加を希望する者は、次のとおり、一般

競争入札参加資格確認申請書、類似の契約実績を証す

る書類（契約書の写し等業務内容がわかるもの）を提

出してください。

　⑴ 　配布・提出場所及び問合せ先

　　　〒210－0007　川崎市川崎区駅前本町11－２

　　　川崎フロンティアビル９階

　　　市民文化局市民文化振興室　音楽のまち推進担当

　　　電　話　044－200－2030（直通）

　　　ＦＡＸ　　044－200－3248

　　　E-mail　25bunka@city.kawasaki.jp

　⑵ 　配布・提出期間

　　 　令和元年12月10日（火）から12月17日（火）まで

の午前９時から正午まで及び午後１時から午後５時

までとします。ただし、土曜日、日曜日、祝日等の

本市閉庁日を除きます。

　⑶ 　提出方法

　　　持参

４ 　入札説明会及び入札説明書

　⑴ 　入札説明会

　　　実施しません。

　⑵ 　入札説明書の交付

　　 　業務の詳細、一般競争入札参加資格確認申請書及

び質問書の様式が添付されている入札説明書は、３

⑴配布・提出場所及び問合せ先の場所において、

３⑵配布・提出期間で縦覧に供するとともに、希

望者には印刷物を配布します。また、川崎市のホ

ームページの「入札情報」（http://keiyaku.city.

kawasaki.jp/epc/index.htm）において、本件の公

表情報詳細のページからダウンロードできます。

５ 　一般競争入札参加資格確認通知書、仕様書及び質問

書の交付

　 　一般競争入札参加資格確認申請書を提出した者に

は、次により一般競争入札参加資格確認通知書等を交

付します。

　⑴ 　日時

　　 　令和元年12月20日（金）　午後１時から午後５時

まで

　　 　ただし、業務委託有資格業者名簿へ登録した際に

電子メールのアドレスを登録している場合は、電子

メールで配信されます。

　⑵ 　場所

　　　３⑴配布・提出場所及び問合せ先に同じ。

６ 　仕様等に関する質問

　⑴ 　受付期間

　　 　令和元年12月10日（火）から12月25日（水）まで

の午前９時から正午まで及び午後１時から午後５時

までとします。ただし、土曜日、日曜日、祝日等の

本市閉庁日を除きます。

　⑵ 　質問書の様式

　　 　入札説明書に添付の「質問書」の様式により提出

してください。

　⑶ 　受付方法

　　　電子メール又はＦＡＸによります。

　　ア 　電子メール　25bunka@city.kawasaki.jp

　　イ 　ＦＡＸ　　　044－200－3248

　⑷ 　回答方法

　　 　令和２年１月６日（月）午後５時までに、一般競

争入札参加資格確認通知書の交付を受けた者へ電子

メール又はＦＡＸにて回答書を送付します。なお、

この入札の参加資格を満たしていない者からの質問

に対しては回答しません。

７ 　競争入札参加資格の喪失

　 　次の各号のいずれかに該当するときは、一般競争入

札参加資格を喪失します。

　⑴ 　開札前に上記「２　一般競争入札参加資格」の各

号のいずれかの条件を欠いたとき。

　⑵ 　一般競争入札参加資格確認申請書、提出書類等に

ついて、虚偽の記載をしたとき。

８ 　入札の手続等
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　⑴ 　入札方法

　　ア 　入札は、総価で行います。入札者は見積った契

約金額の110分の100に相当する金額を入札書に記

載してください。

　　イ 　入札は所定の入札書をもって行います。入札書

を入札件名が記載された封筒に封印して持参して

ください。

　　ウ 　落札決定に当たっては、入札書に記載された金

額に、消費税及び地方消費税に相当する額（入札

書に記載した金額の10％）を加算した金額をもっ

て契約金額とします。

　⑵ 　入札・開札の日時及び場所

　　ア 　入札日時

　　　　令和２年１月９日（木）　午前11時00分

　　イ 　入札場所

　　　　〒210－0007　川崎市川崎区駅前本町11－２

　　　　川崎フロンティアビル９階　市民文化局会議室

　⑶ 　入札書の提出方法

　　　持参とします。

　⑷ 　入札保証金

　　　免除とします。

　⑸ 　落札者の決定方法

　　 　川崎市契約規則第14条の規定に基づいて作成した

予定価格の範囲内で最低の価格をもって有効な入札

を行った者を落札者とします。ただし、著しく低価

格の場合は、調査を行うことがあります。

　⑹ 　入札の無効

　　 　入札に参加する資格のない者が行った入札及び

「川崎市競争入札参加者心得」第７条に該当する入

札は無効とします。

10　契約の手続等

　⑴ 　契約保証金は、次のとおりとします。

　　ア 　川崎市契約規則第33条各号に該当する場合は免

除します。

　　イ 　ア以外の場合は、契約金額の10％を納入しなけ

ればなりません。

　⑵ 　契約書作成の要否

　　　必要とします。

　⑶ 　契約条項等の閲覧

　　 　川崎市契約条例、川崎市契約規則、川崎市競争入

札参加者心得等は、川崎市のホームページ「入札情

報かわさき」（http://keiyaku.city.kawasaki.jp/

epc/index.htm）及び３⑴配布・提出場所及び問合

せ先の場所で閲覧することができます。

11　その他

　⑴ 　契約手続において使用する言語及び通貨は、日本

語及び日本国通貨に限ります。

　⑵ 　関連情報を入手するための窓口は、「３⑴配布・

提出場所及び問合せ先」と同じです。

　⑶ 　業務の詳細、一般競争入札参加資格確認申請書、

質問書の様式が添付されている入札説明書は、川崎

市のホームページの「入札情報かわさき」（http://

keiyaku.city.kawasaki.jp/epc/index.htm）におい

て、本件の公表情報詳細のページからダウンロード

できます。

公 告（ 調 達 ）

川崎市公告（調達）第１号

　　　入　　札　　公　　告

　一般競争入札について、次のとおり公表します。

　　令和２年１月10日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

１ 　競争入札に付する事項

　⑴ 　件名

　　　川崎市北部児童相談所電気需給契約

　⑵ 　納入場所

　　　川崎市北部児童相談所

　　　（川崎市多摩区生田７－16－２）

　⑶ 　納入期間

　　　令和２年４月１日から令和３年３月31日まで

　⑷ 　調達概要

　　　上記期間内における単価納入契約の締結

　　ア 　従量電灯調達見込数量 22,186キロワット時

　　イ 　低圧電力調達見込数量 16,814キロワット時

２ 　一般競争入札参加資格

　 　この入札に参加を希望するものは、次の条件をすべ

て満たしていなければなりません。

　⑴ 　１⑵の場所を含む区域における電気の供給につい

て、電気事業法（昭和39年７月11日法律第170号）

第３条第１項の規定に基づき一般電気事業者として

許可を得ている者、又は同法第16条の２第１項の規

定に基づき特定規模電気事業者として届出を行って

いる者であること。

　⑵ 　川崎市契約規則（昭和39年川崎市規則第28号）第

２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

　⑶ 　平成31・32年度川崎市製造の請負・物件の供給等

有資格業者名簿の業種「その他物品販売」、種目「電

気供給」に登載されていること。

　⑷ 　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による

指名停止期間中でないこと。

　⑸ 　調達される電気の品質及び数量について、仕様書

の内容を遵守し確実に納入するとともに、アフター

サービスを本市の求めに応じて、速やかに提供でき

ること。
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　⑹ 　川崎市環境配慮電力入札実施要綱（平成20年10月

１日制定）第４条第２項に基づき、Ａランク又はＢ

ランクに格付けされているものであること。

３ 　一般競争入札参加申込書の配布、提出及び問い合わ

せ先

　 　この入札に参加を希望する者は、次のとおり、一般

競争入札参加申込書を持参により提出してください。

　⑴ 　配布・提出場所及び問い合わせ先

　　　〒214－0038　川崎市多摩区生田７－16－２

　　　川崎市北部児童相談所　管理担当

　　　電　話　044－931－4300

　　　ＦＡＸ　044－931－4505

　　　E-mail　45hokuzi@city.kawasaki.jp

　⑵ 　配布・提出期間

　　 　令和２年１月10日（金）から令和２年１月16日

（木）までの午前８時30分から午後５時00分までと

します。ただし、閉庁日（土曜日、日曜日及び休日）

及び開庁日の正午から午後１時00分までを除きます。

　⑶ 　提出物

　　ア 　一般競争入札参加申込書

　　イ 　電気事業法に基づき一般電気事業者又は特定規

模電気事業者であることを確認できる許可証等の

写し

　　ウ 　川崎市環境配慮電力入札実施要綱に基づく通知

書（電気事業者用）の写し

　　 　上記イ、ウの書類については提出者において作成

し、係る費用は提出者の負担とします。なお、提出

した書類に関して説明を求められた場合には、これ

に応じなければなりません。また、提出された書類

は返却しません。

　⑷ 　その他

　　 　一般競争入札参加申込書を提出した者に入札説明

書及び仕様書を電子メールで送信します。また、入

札説明書及び仕様書は上記３⑴の場所において上記

３⑵の期間中縦覧に供します。

４ 　一般競争入札参加資格確認通知書の交付

　 　一般競争入札参加申込書を提出した者には、次によ

り一般競争入札参加資格確認通知書を交付します。

　⑴ 　日時

　　 　令和２年１月22日（水）午前８時30分から正午ま

で及び午後１時00分から午後５時00分まで。ただ

し、川崎市製造の請負・物件の供給等有資格業者名

簿へ登録した際に電子メールのアドレスを登録して

いる場合は、同日までに電子メールで配信されます。

　⑵ 　場所

　　　「３⑴配布・提出場所及び問い合わせ先」に同じ。

５ 　仕様に関する問い合わせ

　⑴ 　問い合わせ先

　　　「３⑴配布・提出場所及び問い合わせ先」に同じ。

　⑵ 　質問受付期間

　　 　令和２年１月22日（水）午前８時30分から令和２

年１月29日（水）正午までとします。ただし、持参

の場合は、閉庁日及び開庁日の正午から午後１時00

分までを除きます。

　⑶ 　質問書の様式・方法

　　 　入札説明書に添付の「質問書」の様式によりＦＡ

Ｘまたはメールアドレス宛に送付してください。

　　 　質問書を送付した場合は、送付した旨を「３⑴配

布・提出場所及び問い合わせ先」の問い合わせ先に

電話にて御連絡ください。

　　ア 　電子メール　上記３⑴に同じ

　　イ 　ＦＡＸ　　　上記３⑴に同じ

　　ウ 　持参　　　　上記３⑴に同じ

　⑷ 　回答方法

　　 　令和２年２月４日（火）午後５時15分までに、入

札参加資格を有する全社へ電子メール又はＦＡＸに

て回答書を送付します。なお、この入札の参加資格

を満たしていない者からの質問に関しては回答しま

せん。

６ 　競争入札参加資格の喪失

　 　次の各号のいずれかに該当するときは、一般競争入

札参加資格を喪失します。

　⑴ 　この公告に定める資格条件を満たさなくなったと

き。

　⑵ 　一般競争入札参加資格確認申請書、提出書類等に

ついて、虚偽の記載をしたとき。

７ 　入札の手続等

　⑴ 　入札方法

　　 　入札金額は予定使用電力量に対する総価（消費税

及び地方消費税を含まない。）で行います。また、

金額の算定にあたっては、次の項目を考慮した上で

算出してください。

　　ア 　契約電力の基本料金単価及び電力量料金単価を

基に総価を算出してください。なお、基にした単

価により契約を締結するものとします。

　　イ 　入札金額の積算に力率の要素を加味する場合、

指定のある場合を除き、その力率は100パーセン

トとします。

　　ウ 　燃料費調整額及び再生可能エネルギー発電促進

賦課金は考慮しないものとします。

　⑵ 　入札書の提出

　　　持参とします。

　　ア 　提出日時　令和２年２月７日（金）午前10時00分

　　イ 　提出場所　川崎市多摩区生田７丁目16－２

　　　　　　　　　川崎市北部児童相談所　会議室

　⑶ 　開札の日時及び場所　
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　　ア 　開札日時　「７⑵ア　提出日時」に同じ。

　　イ 　開札場所　「７⑵イ　提出場所」に同じ。

　⑷ 　入札保証金

　　　免除とします。

　⑸ 　落札者の決定方法

　　 　川崎市契約規則第14条の規定に基づいて作成した

予定価格の範囲内で最低の価格をもって有効な入札

を行った者を落札者とします。ただし、著しく低価

格の場合は、調査を行うことがあります。

　⑹ 　入札の無効

　　 　入札に参加する資格のない者が行った入札及び

「川崎市競争入札参加者心得」第７条に該当する入

札は無効とします。

８ 　契約の手続き等

　⑴ 　契約保証金

　　 　契約金額の10％とします。ただし、川崎市契約規

則第33条各号に該当する場合は免除とします。

　⑵ 　契約書作成の要否

　　　必要とします。

　⑶ 　契約条項等の閲覧

　　 　川崎市契約条例、川崎市契約規則、川崎市競争入

札参加者心得等は、川崎市のホームページ「入札情

報かわさき」の「契約関係規定」で閲覧することが

できます。

９ 　その他

　⑴ 　公告に定めるもののほかは、川崎市契約条例、川

崎市契約規則及び川崎市競争入札参加者心得の定め

るところによります。

　⑵ 　この調達の契約手続において使用する言語及び通

貨は、日本語及び日本国通貨に限ります。

　⑶ 　詳細は、入札説明書によります。

　⑷ 　入札説明会は開催しません。

　⑸ 　当該落札決定の効果は、令和２年第１回川崎市議

会定例会における、本調達に係る予算の議決を要し

ます。

　　　───────────────────

川崎市公告（調達）第２号

　特定調達契約に関する一般競争入札について次のとお

り公告します。

　　令和２年１月10日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

１ 　一般競争入札に付する事項

　⑴ 　件　　名　 令和２年度自動体外式除細動器（ＡＥ

Ｄ）賃貸借契約

　⑵ 　履行場所　川崎市内248箇所

　⑶ 　履行期間　 令和２年４月１日から令和７年３月31

日まで

　⑷ 　調達概要　仕様書によります。

２ 　一般競争入札参加資格

　 　入札に参加を希望する者は、次の条件を満たしてい

なければなりません。

　⑴ 　川崎市契約規則（昭和39年川崎市規則第28号）第

２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

　⑵ 　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による

指名停止期間中でないこと。

　⑶ 　入札期日において、平成31・32年度川崎市業務委

託有資格業者名簿に業種「リース」種目「その他」

で登録されていること。

　　 　なお、有資格業者名簿に登載のない者（入札参加

業種（種目）に登載のない者も含む。）は財政局資

産管理部契約課に所定の様式により資格審査申請を

令和２年１月24日までに行ってください。

　⑷ 　高度管理医療機器等賃貸業の許可を有すること。

３ 　一般競争入札参加申込書の配付及び提出

　 　一般競争入札に参加を希望する者は、次により入札

参加の申込みをしなければなりません。

　⑴ 　配付・提出場所

　　　〒212－0013　川崎市幸区堀川町580番地

　　　ソリッドスクエアビル西館12階

　　　川崎市健康福祉局保健医療政策室　担当：佐伯

　　　電話：044－200－3742

　　　ＦＡＸ：044－200－3934

　　　MAIL：40iryose@city.kawasaki.jp

　⑵ 　配付・提出期間

　　 　令和２年１月10日（金）から令和２年１月24日

（金）まで（ただし土曜日、日曜日及び国民の祝日

を除く）

　　 　午前８時30分から正午まで及び午後１時から午後

５時15分まで

　⑶ 　提出書類

　　ア 　一般競争入札参加申込書

　　イ 　高度管理医療機器等貸与業許可証（入札日にお

いて有効期間内のもの）の写し

　　ウ 　納入予定機器のカタログ

　⑷ 　提出方法

　　　持参とします。

　　 　申込書及び入札説明書は、インターネットからダ

ウンロードすることができます。（「入札情報かわさ

き 」http://www.city.kawasaki.jp/233300/index.

html→「入札情報」→「入札情報（入札公表・落札

結果）」→物品欄の「入札公表」の中にあります。）

　　 　ダウンロードができない場合には、上記３⑵の期

間に、３⑴の場所で配布します。

４ 　入札説明書の交付

　 　上記３により一般競争入札参加資格確認申請書を提

出した者には、入札説明書を無償交付します。
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　 　また、入札説明書は３⑴の場所において令和２年１

月10日（金）から令和２年１月24日（金）まで縦覧に

供します。ただし土曜日、日曜日及び国民の祝日を除

く、各日午前８時30分から正午まで及び午後１時から

午後５時15分までとします。

５ 　一般競争入札参加資格確認通知書の交付

　 　一般競争参加申込書を提出した者には、平成31・32

年度川崎市競争入札参加資格審査申請書の委任先メー

ルアドレスに、令和２年２月４日（火）までに送付し

ます。なお、当該委任先メールアドレスを登録してい

ない者にはＦＡＸで送付します。

６ 　仕様書・入札に関する問合せ

　⑴ 　問合せ場所

　　　上記３⑴と同じ

　⑵ 　問合せ期間

　　 　令和２年１月10日（金）から令和２年２月５日

（水）までの下記の時間。

　　 　午前８時30分から正午まで及び午後１時から午後

５時15分まで。

　⑶ 　問合せ方法

　　 　入札説明書に添付の「質問書」の様式に必要事項

を記入し、上記３⑴のＦＡＸまたは電子メールアド

レスあて送付してください。なお、質問書を送付し

たときは、その旨を担当まで電話で御連絡ください。

　⑷ 　回答方法

　　 　質問に対する回答は令和２年２月12日（水）午後

５時15分までに、参加者全員あてに入札参加申込書

記載の電子メールアドレスまたはＦＡＸにて回答し

ます。なお、回答後の再質問は受け付けません。

７ 　一般競争入札参加資格の喪失

　 　次のいずれかに該当するときは、一般競争入札参加

資格を喪失します。

　⑴ 　開札前に上記２の各号のいずれかの条件を欠いた

とき。

　⑵ 　一般競争入札参加申込書及び提出書類について虚

偽の記載をしたとき。

８ 　入札手続等

　⑴ 　入札方法

　　 　入札金額は、消費税及び地方消費税抜きの総額で

行います。月額の賃貸借料（消費税及び地方消費税

に相当する金額を除き、１円未満の端数を切り捨て

た額）を、履行期間の月数（60 ヶ月）で乗じる方

法で見積もりしてください。

　⑵ 　入札書の提出方法

　　ア 　持参による入札の場合

　　（ア）入札書の提出日時

　　　　　令和２年２月20日（木）午後１時30分

　　（イ）入札書の提出場所

　　　　　川崎市幸区堀川町580番地

　　　　　ソリッドスクエアビル西館12階　12Ｄ会議室

　　イ 　郵送による入札の場合

　　（ア）入札書の提出日時

　　　　　令和２年２月19日（水）午後５時　必着

　　（イ）入札書の提出先

　　　　　３⑴に同じ

　　　　 　郵送による入札を行う場合は、封筒に所定の

入札書を入れて封印し、当該封筒に１⑴の件名

及び「入札書在中」と明記し、必ず書留郵便に

より送付してください。また、当該送付を行っ

たら速やかに、３⑴の場所に必ず電話をしてく

ださい。

　⑶ 　入札保証金

　　 　川崎市契約規則第９条各号に該当する場合は、免

除とします。

　⑷ 　開札の日時・場所

　　　上記８⑵アに同じ。

　⑸ 　落札者の決定方法

　　 　川崎市契約規則第14条の規定に基づいて作成した

予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって有効

な入札を行った入札者を落札者とします。ただし、

著しく低価格の場合は、調査を行うことがあります。

　⑹ 　入札の無効

　　 　入札に参加する資格のない者が行った入札及び川

崎市競争入札参加者心得で無効と定める入札は、こ

れを無効とします。

９ 　契約手続等

　⑴ 　契約保証金

　　 　契約金額の10％とします。ただし、川崎市契約規

則第33条各号に該当する場合は、免除とします。

　⑵ 　契約書作成の要否

　　　必要とします。

　⑶ 　契約条項等の閲覧

　　 　川崎市契約規則及び川崎市競争入札参加者心得

等は、川崎市のホームページの「入札情報かわさ

き」（http://www.city.kawasaki.jp/233300/index.

html）の「契約関係規定」で閲覧することができま

す。

10 　その他

　⑴ 　この契約において使用する言語及び通貨は、日本

語及び日本国通貨に限ります。

　⑵ 　公告に定めるもののほか、川崎市契約条例、川崎

市契約規則及び川崎市競争入札参加者心得等の定め

るところによります。

　⑶ 　当該落札決定の効果は、令和２年第１回川崎市議

会定例会における、本調達に係る予算の議決を要し

ます。
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　⑷ 　当該契約は、翌年度以降における所要の予算金額

について減額又は削除があった場合は、この契約を

変更又は解除することができるものとします。ま

た、上記解除に伴い損失が生じた場合は、その損失

の補償を川崎市に対して請求することができるもの

とし、補償額は協議して定めるものとします。

11　Summary

　⑴ 　 The Nature and quantity of the services to 

be required :

　　　 Lease contract for automated External 

Defibrillator (AED)

　⑵ 　 Time-limit for tender:1:30 P.M. 

,February,20,2020

　⑶ 　Contact point for the notice:

　　　 KAWASAKI CITY OFFICE Contract Section Health 

Policy Office Health and Welfare Bureau 

　　　 1, Miyamoto-cho, Kawasaki-ku Kawasaki, 

Kanagawa 210-8577, Japan 

　　　TEL : 044-200-3742

　　　───────────────────

川崎市公告（調達）第３号

　特定調達契約に関する一般競争入札について次のとお

り公告します。

　　令和２年１月10日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

１ 　一般競争入札に付する事項

　⑴ 　購入物品及び納入予定数量

　　　重金属安定剤 約227トン　　

　⑵ 　購入物品の特質等

　　　仕様書によります。

　⑶ 　納入場所

　　　仕様書によります。

　⑷ 　納入期間

　　　令和２年４月１日から令和３年３月31日まで

　⑸ 　本案件は、紙入札方式により行います（電子入札

はできません）。

２ 　一般競争入札参加資格に関する事項

　 　この入札に参加を希望する者は、次の条件をすべて

満たさなければなりません。

　⑴ 　川崎市契約規則第２条の規定に該当する資格停止

期間中でないこと。

　⑵ 　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による

指名停止期間中でないこと。

　⑶ 　入札期日において平成31・32年度川崎市製造の請

負・物件の買入れ等有資格業者名簿の業種「薬品」

種目「化学工業薬品」に登載されており、Ａ又はＢ

の等級に格付けされていること。

　　 　なお、有資格業者名簿に登載のない者（入札参加

業種・種目に登載のない者も含む。）は、財政局資

産管理部契約課に所定の様式により、資格審査申請

を令和２年１月24日までに行ってください。

　⑷ 　この購入物品及び数量について、仕様書の内容を

遵守し確実に納入することができること。

　⑸ 　この購入物品の納入後、アフターサービスを本市

の求めに応じて、速やかに提供できること。

３ 　仕様書等の閲覧

　　次により仕様書等を閲覧することができます。

　⑴ 　窓口での閲覧の場合

　　ア 　閲覧場所　川崎市役所財政局資産管理部契約課

　　　　　　　　　担当　城田

　　　　　　　　　〒210－8577

　　　　　　　　　川崎市川崎区宮本町１番地

　　　　　　　　　明治安田生命ビル13階

　　　　　　　　　電話　044－200－2093

　　イ 　閲覧期間　令和２年１月10日～令和２年１月24日

　　　　　　　　　 （土曜日、日曜日及び国民の祝日を

除く。）

　　　　　　　　　 午前８時30分～正午、午後１時～午

後５時

　⑵ 　インターネットでの閲覧の場合

　　ア 　閲覧場所　 川崎市ホームページ「入札情報かわ

さき」の「入札情報」の物品の欄の

「入札公表」

　　イ 　閲覧期間　令和２年１月10日～令和２年１月24日

　　　　　　　　　午前８時～午後８時

４ 　一般競争入札参加申込書の配布、提出及び問い合わ

せ先

　 　この入札に参加を希望する者は、次により一般競争

入札参加申込書を提出しなければなりません。ただ

し、一般競争入札参加申込書の郵送による提出は認め

ません。

　⑴ 　配布、提出及び問い合わせ先

　　　上記３⑴アに同じ。

　　 　なお、上記３⑵のとおり、インターネットからも

一般競争入札参加申込書をダウンロードすることが

できます。

　⑵ 　配布・提出期間

　　　上記３⑴イに同じ。

５ 　入札説明書の交付

　 　上記４により一般競争入札参加申込書を提出した者

に無償で入札説明書を交付します。

　 　また、入札説明書は上記３のとおり縦覧に供します。

６ 　一般競争入札参加者に求められる義務

　⑴ 　この入札の参加者は、次により仕様についての説

明を受けなければなりません。

　　ア 　日時　令和２年１月29日又は30日
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　　　　　　　 時間については、別途入札参加者にお知

らせします。

　　イ 　場所　川崎市川崎区浮島町509番地１

　　　　　　　川崎市浮島処理センター　４階会議室

　⑵ 　この入札の参加者は、仕様書に定められた条件を

満たす購入物品を納入できることを証するため、次

のとおり書類を提出しなければなりません。

　　 　また、提出された書類等に関し説明を求められた

ときは、これに応じなければなりません。提出され

た書類等を審査した結果、当該物品を納入すること

ができると認められた者に限り、入札に参加するこ

とができます。

　　ア 　提出書類

　　（ア ）上記１⑴の購入物品の性状等に関する証明書

類（仕様書によります。） 

　　（イ ）上記１⑴の購入物品を安定して供給できるこ

とを証明する書類（代理店証明書等）

　　イ 　提出場所　上記３⑴アに同じ。

　　ウ 　提出期間　令和２年１月31日～令和２年２月28日

　　　　　　　　　 （土曜日、日曜日及び国民の祝日を

除く。）

　　　　　　　　　 午前８時30分～正午、午後１時～午

後５時

７ 　仕様書作成担当部署及び担当者　

　　環境局施設部処理計画課　担当　島田

　　電話　044－200－2589

８ 　仕様書に関する質問・回答

　⑴ 　質問

　　 　次により、仕様書の内容に関して質問することが

できます。

　　 　なお、仕様書の内容以外についての質問は受け付

けません。

　　 　質問することができる方は、入札参加申込を済ま

せた方に限ります。

　　 　また、入札参加者以外へは回答しませんので御注

意ください。

　　ア 　質問書の取得方法

　　　　質問書の配布は、上記３⑴の場所で行います。

　　　 　また、質問書は、川崎市ホームページ（「入札

情報かわさき」の「共通ダウンロードコーナー」

の「入札参加手続関係」）に掲載している「質問

書（一般競争入札用）」からもダウンロードでき

ます。

　　イ 　提出場所、期間及び方法

　　　 　次の期間に上記３⑴の場所に質問書を提出して

ください。

　　　　配布・提出期間　 令和２年１月10日～令和２年

２月28日

　　　　　　　　　　　　 （土曜日、日曜日及び国民の

祝日を除く。）

　　　　　　　　　　　　 午前８時30分～正午、午後１

時～午後５時

　　　 　また、質問書を提出する場合には、紙の質問書

と併せて、電子媒体（ＣＤ－Ｒ）にＷｏｒｄ形式

のまま保存した質問書を提出してください。（ど

ちらか一方の場合には、質問を受け付けません。）

　⑵ 　回答

　　ア 　回答予定日　令和２年３月12日　午後５時まで

　　イ 　回答方法

　　　 　入札参加者から質問があった場合、すべての質

問及び回答を一覧表にした質問回答書を電子ファ

イルにし、入札参加申込者に対して、回答予定日

までに９の入札参加資格確認通知書等に添付して

交付します。

　　　 　なお、回答後に再質問は受け付けません。

９ 　一般競争入札参加資格確認通知書の交付

　 　一般競争入札参加申込書を提出した者には、平成

31・32年度川崎市競争入札参加資格審査申請書の「物

品」の委任先メールアドレスに令和２年３月12日まで

に一般競争入札参加資格確認通知書等を送付します。

　 　また、当該委任先のメールアドレスを登録していな

い者には、令和２年３月12日の午前９時～正午、午後

１時～午後５時に上記３⑴アの場所において一般競争

入札参加資格確認通知書等を交付します。

10　一般競争入札参加資格の喪失

　 　一般競争入札参加資格があると認められた者が、次

のいずれかに該当するときは、この入札に参加するこ

とができません。

　⑴ 　この公告に定める資格条件を満たさなくなったと

き。

　⑵ 　一般競争入札参加申込書及び提出書類について虚

偽の記載をしたとき。

11　入札の手続等

　⑴ 　入札方法

　　　薬品１トンあたりの単価で行います。

　⑵ 　入札・開札の日時及び場所

　　ア 　日時　令和２年３月19日

　　　　　　　午前11時00分

　　イ 　場所　砂子平沼ビル７階入札室

　　　　　　　（川崎市川崎区砂子１－７－４）

　⑶ 　郵送による場合の入札書の受領期限及びあて先

　　ア 　期　限　令和２年３月17日　必着

　　イ 　あて先　上記３⑴アに同じ

　⑷ 　入札保証金

　　 　川崎市契約規則第９条各号に該当する場合は、免

除します。



（第1,786号）令和２年(2020年)１月10日 川 崎 市 公 報

－98－

　　 　ただし、過去３年間に執行した本市の同種の入札

等において、落札したにもかかわらず契約を締結し

なかった者、または、本市と契約を締結したにもか

かわらず契約を履行しなかった者は、川崎市契約規

則第９条第２号の「その者が契約を締結しないこと

となるおそれがない」と認められません。

　　 　上記の免除規定に該当しない場合は、入札案件ご

とにそれぞれ入札単価に予定数量を乗じて得た額の

２パーセントを入札書提出前に納付しなければなり

ません。なお、郵便をもって入札する場合は、入札

書と同時に納付することができます。

　⑸ 　落札者の決定方法

　　 　川崎市契約規則第14条の規定に基づいて作成した

予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって有効

な入札を行った者を落札者とします。ただし、著し

く低価格の場合は、調査を行うことがあります。

　⑹ 　入札の無効

　　 　川崎市競争入札参加者心得で無効と定める入札

は、これを無効とします。

12　契約の手続等

　 　次により契約を締結します。ただし、令和２年第１

回川崎市議会定例会における、本調達に係る予算の議

決を条件とします。

　⑴ 　契約保証金

　　 　川崎市契約規則第33条各号に該当する場合は、免

除します。

　　 　ただし、過去３年間に執行した本市の同種の入札

等において、落札したにもかかわらず契約を締結し

なかった者、または、本市と契約を締結したにもか

かわらず契約を履行しなかった者は、川崎市契約規

則第33条第５号の「契約者が契約を履行しないこと

となるおそれがない」と認められません。

　　 　上記の免除規定に該当しない場合は、契約単価に

予定数量を乗じて得た額の10パーセントを納付しな

ければなりません。

　⑵ 　契約書作成の要否

　　　必要とします。

　⑶ 　契約条項等の閲覧

　　 　川崎市契約条例、川崎市契約規則及び川崎市競争

入札参加者心得等は、３⑴の場所において閲覧でき

ます。

13　その他

　⑴ 　契約手続において使用する言語及び通貨は、日本

語及び日本国通貨に限ります。

　⑵ 　詳細は、入札説明書によります。

　⑶ 　公告に定めるもののほか、川崎市契約条例、川崎

市契約規則及び川崎市競争入札参加者心得等の定め

るところによります。

　⑷ 　落札者の決定後、苦情申立てが行われた場合、委

員会申立ての検討期間中、契約締結等の手続を一時

停止することがあります。

14　Summary

　⑴ 　 Nature and quantity of the products to be 

purchased: 

　　　Heavy metal stabilizer, approximately 227t

　⑵ 　 Time-limit for tender : 

　　　11:00 AM,19 March 2020

　⑶ 　Contact point for the notice :

　　　　　　　　KAWASAKI CITY OFFICE 

　　　　　　　　Contract Section 

　　　　　　　　Property Administration Department 

　　　　　　　　Finance Bureau 

　　　　　　　　1,Miyamoto-cho,Kawasaki-ku

　　　　　　　　Kawasaki,Kanagawa 210-8577,Japan 

　　　　　　　　TEL : 044-200-2093

　⑷ 　Language: 

　　　 Japanese is the only language used in all 

the contract procedures

　　　───────────────────

川崎市公告（調達）第４号

　特定調達契約に関する一般競争入札について次のとお

り公告します。

　　令和２年１月10日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

１ 　競争入札に付する事項

　⑴ 　件名

　　　川崎市区役所事務サービスシステム再構築業務委託

　⑵ 　履行場所

　　　 川崎市市民文化局市民生活部戸籍住民サービス課

他

　⑶ 　履行期間

　　　契約締結日から令和４年３月31日まで

　⑷ 　委託概要

　　　区役所事務サービスシステム再構築業務

　　　詳細は調達仕様書に依ります。

　⑸ 　入札方法

　　 　価格及び価格以外の要素を総合的に評価して落札

者を決定する総合評価一般競争入札（地方自治法施

行令（昭和22年政令第16号）第167条の10の２第１

項の規定により落札者を決定する入札をいう。以下

同じ。）により行います。

２ 　競争参加資格者に関する事項

　 　この入札に参加を希望する者は、次の条件をすべて

満たさなければなりません。

　⑴ 　地方自治法施行令第167条の４第１項の規定に該

当しない者であること。
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　⑵ 　本公告の日から入札及び開札の日時までに川崎市

契約規則（昭和39年川崎市規則第28号。以下「規則」

という。）第２条の規定に基づく資格停止を受けて

いないこと。

　⑶ 　本公告の日から入札及び開札の日時までに川崎市

競争入札参加資格者指名停止等要綱による指名停止

を受けていないこと。

　⑷ 　入札期日において、平成31・32年度川崎市業務委

託有資格業者名簿の業種「電算関連業務」種目「シ

ステム・ソフト開発」に登載されていること。なお、

有資格業者名簿に登載のない者（入札参加業種・種

目に登載のない者も含む。）は、財政局資産管理部

契約課に所定の様式により、資格審査申請を令和２

年１月24日（金）までに行うこと。

　⑸ 　会社更生法（平成14年法律第154号）に基づき更

生手続開始の申立てがなされている者（同法に基づ

く更生手続開始の決定後、⑷に掲げる本市競争入札

参加資格の認定を受けている者を除く。）でないこ

と。

　⑹ 　民事再生法（平成11年法律第225号）に基づき再

生手続開始の申立てがなされている者（同法に基づ

く再生手続開始の決定後、⑷に掲げる本市競争入札

参加資格の認定を受けている者を除く。）でないこ

と。

　⑺ 　中小企業等協同組合法（昭和24年法律第181号）、

中小企業団体の組織に関する法律（昭和32年法律第

185号）又は商店街振興組合法（昭和37年法律第141

号）によって設立された事業協同組合等において

は、当該組合の組合員が本公告に関する入札に参加

しようとしない者等であること。

　⑻ 　政令指定都市において、住民基本台帳法に係る住

民情報管理業務の行政情報処理システムを開発し、

現に稼動している複数の実績があることを証明した

者であること。

　⑼ 　日本国内に検査設備及び要員等を確保でき、本市

が指定した検査員（以下「検査員」という。）の指

示に従い、検査員の指定する場所での検査の立会

い、必要な資料の提出及び説明その他本市が必要と

する検査に応じられることを証明した者であること。

　⑽ 　この委託業務について確実に履行することができ

ること。

３ 　入札参加申込書の配布、提出及び問合せ先

　 　この入札に参加を希望する者は、次により入札参加

の申込みをしなければなりません。

　⑴ 　配布・提出場所及び問合せ先

　　　〒210－0007

　　　川崎市川崎区駅前本町11番地２

　　　川崎フロンティアビル９階

　　　市民文化局市民生活部戸籍住民サービス課

　　　システム開発・事務改善担当

　　　電　話：044－200－0166

　　　ＦＡＸ：044－200－3912

　　　E-mail：25koseki@city.kawasaki.jp

　　 　（ただし、本メールアドレスによる問い合わせ等

を行う場合は、件名に「【住基管理】」という標記を

含めるとともに、メールの着信の確認を電話にて行

ってください。）

　⑵ 　配布・提出期間

　　 　令和２年１月10日（金）から令和２年１月24日

（金）まで（土、日及び祝日を除く午前９時から正

午まで及び午後１時から午後４時まで）。

　　 　ただし、必ず来庁前に３⑴へ電話連絡し、本市に

日時の指定を受けなければなりません。

　　 　なお、入札参加申込書及び申込みに必要な添付書

類の様式は、次のホームページからダウンロードす

ることができます。

　　　 http://www.city.kawasaki.jp/250/

page/0000112983.html

　⑶ 　提出物

　　ア 　入札参加申込書

　　イ 　契約実績証明書

　　ウ 　２⑻の契約実績を証する書類（契約書の写し等）

　⑷ 　提出方法

　　 　持参又は郵送（一般書留又は簡易書留に限る）と

します。ただし、郵送とする場合、提出期限は３⑵

によらず、令和２年１月24日（金）必着とします。

　⑸ 　その他

　　ア 　提出された入札参加申込書等は返却しません。

　　イ 　提出された入札参加申込書等の差し替え又は再

提出は認めません。

　　ウ 　入札参加申込書等に関する問合せ先は、３⑴の

場所とします。

４ 　再委託及び再々委託について

　 　委託業務のうち一部業務について、再委託予定があ

る場合は、「再委託に関する書類」を持参により提出

してください。複数の再委託先がある場合は漏れなく

記載してください。ただし、今回の入札に参加した業

者に再委託することは認めません。また、再々委託に

ついては一切認めませんので注意してください。

　⑴ 　提出場所

　　　３⑴に同じ

　⑵ 　提出期間

　　 　令和２年１月10日（金）から令和２年１月24日

（金）まで（土、日及び祝日を除く午前９時から正

午まで及び午後１時から午後４時まで）

　　 　ただし、必ず来庁前に３⑴へ電話連絡し、本市に
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日時の指定を受けなければなりません。事前連絡が

無い場合は提出できないことがあるので注意してく

ださい。

５ 　入札参加希望者に求められる義務

　 　この入札に参加を希望する者は、提出された書類等

に関し説明を求められたとき又は資料の追加を求めら

れたときはこれに応じなければなりません。

６ 　入札説明書等の閲覧及び交付

　 　入札参加申込書を提出した者は、本市による提出

物・資格等の簡易審査を受けた上で、入札説明書及び

落札者決定基準等の情報を含むＣＤ－ＲＯＭ（以下

「入札説明書等」という。）について、３⑴の場所に

おいて３⑵の期間に無償で交付を受けることができま

す。また、入札説明書は３⑴の場所において３⑵の期

間縦覧に供します。

　 　なお、入札説明書等は、「誓約書」と引き換えに交

付します。この入札以外の目的で使用してはなりませ

ん。また、交付した入札説明書等は後日回収します。

７ 　入札参加資格確認通知書の交付

　 　入札参加申込書を提出した者には、本市による一般

競争入札参加資格の審査の上、令和２年２月７日（金）

午後１時から午後４時までに３⑴の場所で入札参加資

格確認通知書を交付します。ただし、川崎市業務委託

有資格業者名簿へ登録した際に電子メールアドレスを

登録している場合は、そのアドレスあてに令和２年２

月７日（金）までに入札参加資格確認通知書を電子メ

ールで送付します。

８ 　申込後の辞退

　 　入札参加申込書を提出した後に入札を辞退する場合

は、開札までに入札辞退届により入札の辞退を届け出

ることとします。なお、開札後の辞退は認めません。

９ 　入札参加資格の喪失

　 　次の各号のいずれかに該当するときは、入札参加資

格を喪失します。

　⑴ 　開札前に２の各号のいずれかの条件を欠いたとき。

　⑵ 　入札参加申込書その他の提出書類に虚偽の記載を

したとき。

　⑶ 　技術提案書の各評価項目において無関係の記載な

ど不適切な内容を記載したとき。

　　 　本市が一般競争入札資格の喪失を確認した場合

は、一般競争入札参加資格喪失通知書を交付しま

す。ただし、川崎市業務委託有資格業者名簿へ登載

した際に電子メールのアドレスを登載している場合

は、そのアドレスあてに一般競争入札参加資格喪失

通知書を電子メールで送付します。

10　本公告、入札説明書及び調達仕様書等に関する質問

　 　競争参加申込書を提出した者が、調達仕様書等に質

問がある場合は、次により質問を行うことができま

す。なお、評価基準に関する質問は受け付けられませ

ん。

　⑴ 　問い合わせ先

　　　３⑴に同じ

　⑵ 　問い合わせ期間

　　　 質問締切（１回目） 　令和２年１月17日（金）から

令和２年１月24日（金）午後

４時まで

　　　 質問締切（２回目） 　令和２年２月17日（月）から

令和２年２月21日（金）午後

４時まで

　⑶ 　問い合わせ方法

　　 　入札説明書と同時に交付するＣＤ－ＲＯＭ内の質

問書の様式を使用し、３⑴のメールアドレスあてに

電子メールにて質問書を送付してください。

　　 　なお、電子メールの件名は「【住基管理】入札に

関する質問書」としてください。

　⑷ 　回答方法

　　 　一般競争入札参加資格確認通知書で入札参加資格

があると認められた者から提出された問い合わせに

ついてのみ回答します。

　　 　回答は、一般競争入札参加資格確認通知書で入札

参加資格があると認められたすべての者に対し、次

の日付までに電子メールにて送付します。

　　　質問回答（１回目）　令和２年２月10日（月）

　　　質問回答（２回目）　令和２年２月28日（金）

11　資料の閲覧

　⑴ 　閲覧資料

　　 　競争参加申込書を提出した者は、次の資料を閲覧

することができます。

　　ア　次期システム関連資料

　　（ア）次期業務プロセスモデリング

　　イ 　現行システム関連資料（※）

　　（ア）現行テーブル一覧・テーブルレイアウト

　　（イ ）現行インターフェース一覧・インターフェー

スレイアウト

　　（ウ）現行システム参照画面

　　（エ）住基ＧＷサーバインターフェースレイアウト

　　ウ 　その他資料

　　（ア）川崎市情報セキュリティ実施要領

　　（イ ）川崎市情報システム導入ガイドブック（開発

編）

　　（ウ ）川崎市情報システム導入ガイドブック（運

用・評価編）

　　　※ メンテナンス等の都合上、最新の状態で無い場

合があります。

　⑵ 　閲覧場所

　　　３⑴に同じ
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　⑶ 　閲覧期間

　　 　令和２年１月10日（金）から令和２年３月２日

（月）まで（土、日及び祝日を除く午前９時から正

午まで及び午後１時から午後４時まで）

　　 　ただし、必ず来庁前に３⑴へ電話連絡し、本市に

日時の指定を受けなければなりません。事前連絡が

無い場合は閲覧できないことがあるので注意してく

ださい。

12　入札に関する苦情等

　 　入札に関する苦情等については、川崎市政府調達苦

情検討委員会（以下「委員会」という。）へ申し立て

ることができます。

13　調達手続の停止等

　⑴ 　入札前において、天災地変その他やむを得ない事

情が生じたときは、入札の執行を延期又は中止する

ことがあります。

　⑵ 　委員会に苦情申し立てが行われた場合、申し立て

の検討期間中、調達手続きを一時停止することがあ

ります。

14　入札の手続等

　⑴ 　提出書類

　　 　次の書類を提出してください。なお、詳細は入札

説明書に依ります。

　　ア 　評価項目算定資料

　　（ア）本入札に関する評価項目算定資料書

　　（イ）本入札に関する提案項目（技術提案書）

　　（ウ）技術提案書の概要版（技術提案書概要版）

　　（エ）本入札に関連する見積（参考見積書）

　　（オ）上記を補足する付属資料（付属資料）

　　（カ）（ア）～（オ）の電子媒体

　　イ 　入札書等

　　（ア）入札書

　　（イ）入札金額見積内訳書

　　（ウ）委任状

　⑵ 　提出書類の提出方法

　　 　提出に際しては、14⑴アの評価項目算定資料と14

⑴イの入札書等を必ず同時に提出してください。

　　ア 　持参による場合

　　（ア）提出場所

　　　　　３⑴に同じ

　　（イ）提出期間

　　　　 　令和２年２月10日（月）から令和２年３月４

日（水）まで（土、日及び祝日を除く午前９時

から正午まで及び午後１時から午後４時まで）

　　　　 　ただし、必ず来庁前に３⑴へ電話連絡し、本

市に日時の指定を受けなければなりません。事

前連絡が無い場合は提出できないことがあるの

で注意してください。

　　イ 　郵送による場合

　　（ア）提出場所

　　　　　３⑴に同じ

　　（イ）提出期限

　　　　　令和２年３月４日（水）必着

　　（ウ）その他

　　　　 　提出書類一式を封筒に入れて封印し、書留郵

便等の配達した記録が残る方法で送付してくだ

さい。また、送付を行ったら速やかに、３⑴の

場所に必ず電話により連絡してください。

　⑶ 　入札金額

　　 　入札金額は、消費税に係る課税事業者であるか免

税事業者であるかを問わず、見積もった契約希望金

額の110分の100に相当する金額を入札書に記載して

ください。

　⑷ 　入札保証金

　　　免除とします。

　⑸ 　入札の無効

　　ア 　本説明書に示した入札参加資格を有しない者の

入札、入札参加申込書等に虚偽の記載をした者の

入札、技術提案書の提出のない者の入札、入札の

条件に違反した入札及び「川崎市競争入札参加者

心得」第７条に該当する入札は、無効とします。

　　イ 　７に基づき確認通知を受けた者であっても、入

札時点において２の競争入札参加資格を有しない

者は、入札参加資格を有しない者に該当します。

15　開札の日時及び場所

　⑴ 　日時

　　　令和２年３月26日（木）　午後１時30分

　⑵ 　場所

　　　川崎市役所

　⑶ 　開札の立会

　　　開札への立会いは不要です。

　⑷ 　再度入札の実施

　　 　開札の結果、予定価格（税抜き）の制限の範囲内

の入札書を提出した者がいない場合は、翌開庁日の

午後１時30分に再度入札を行います。ただし、「川

崎市競争入札参加者心得」第７条の規定により無効

とされた者は除きます。

　　 　なお、再度入札の実施にあたっては、電話により

連絡します。

16　総合評価の方法及び落札者の決定方法

　⑴ 　落札者の要件

　　 　落札者は、その入札価格が、規則第13条の規定に

より作成された予定価格の範囲内であり、その評価

項目算定資料の内容が調達仕様書を満たしている者

とします。

　⑵ 　総合評価審査委員会の設置
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　　ア 　構成

　　　 　総合評価審査委員会は、本市職員８名で構成し

ます。

　　　 　なお、総合評価審査委員会とは別に、地方自治

法施行令第167条の10の２第４項に基づく学識経

験者２名が総合評価審査員となります。

　　イ 　事務局

　　　　市民文化局市民生活部戸籍住民サービス課

　　ウ 　審査の方法

　　　 　総合評価審査委員会において、あらかじめ設定

した落札者決定基準に基づいて落札予定者の決定

を行います。

　　エ 　総合評価審査委員会委員及び総合評価審査員へ

の接触の禁止

　　　 　この入札に関して、入札参加者が総合評価審査

委員会委員及び総合評価審査員と不当に接触する

ことを禁止します。

　⑶ 　プレゼンテーションの実施

　　 　提案者に提案内容を確認する目的でプレゼンテー

ションを実施します。提出済みの技術提案書概要版

に基づき説明してください。別途追加資料の提出は

認められません。プレゼンテーションの実施日時及

び実施要領は後日連絡します。

　⑷ 　落札者の決定方法

　　 　本件は、総合評価一般競争入札によるものとし、

落札者決定基準に基づいて、提案内容の評価に関わ

る点数と入札価格の評価による点数を合計し、合計

点の最も高い者を落札者と決定します。ただし、合

計点が最も高い者であっても、予定価格（税抜き）

を超える入札をした者は落札者となりませんので注

意してください。

　　 　なお、落札とすべき合計点の最も高い者が２者以

上あるときは、くじ引きによって落札者を定めま

す。この場合において、該当する入札参加者は、く

じを引くことを辞退することができません。くじ引

きの実施については、電話により連絡します。

　　 　さらに、落札者となるべき者の入札価格が極めて

低い場合には、当該入札者に照会することがありま

す。照会の結果、その者により当該契約の内容に適

合した履行がされないおそれがあると認められると

き、又はその者と契約を締結することが公正な取引

の秩序を乱すこととなるおそれがあって著しく不適

当であると認められるときは、その者を落札者とせ

ず、予定価格（税抜き）の制限の範囲内の価格をも

って入札した他の者のうち合計点の最も高い者を落

札者とすることがあります。

　⑸ 　審査結果の公表等

　　 　落札結果については、川崎市物品等又は特定役務

の調達手続の特例を定める規則（平成７年規則第92

号）第11条により川崎市公報において公告します。

また、落札者その他入札参加者に対し、その結果を

通知します。

　　 　審査結果については、川崎市ホームページ上で公

表します。

　⑹ 　審査結果に関する疑義照会

　　 　自らの評価について疑義がある場合は、市民文化

局市民生活部戸籍住民サービス課所定の様式によ

り、疑義照会を行うことができます。

　　ア 　場所

　　　　３⑴に同じ

　　イ 　期限

　　　 　落札者等の決定に関する通知を受けた日から起

算して２営業日以内

　　ウ 　照会方法

　　　　持参とします。

　⑺ 　その他

　　 　入札参加者は、入札公告、入札説明書、調達仕様

書、落札者決定基準等並びに提出した評価項目算定

資料書、技術提案書、技術提案書概要版、参考見積

書、付属資料及び電子媒体の内容について、不明、

錯誤等を理由に異議を申し立てることはできません。

17　契約の手続き等

　⑴ 　重要事項等

　　ア 　履行期間

　　　　１⑶のとおりとします。

　　イ 　検査期間

　　　 　今回の調達物件は、日常の業務運用に合致し

て、初めて完成するものであることから、細部の

検査期間を令和４年３月31日までとし、この期間

中に検査を行うこととします。

　　ウ 　契約金の支払

　　　 　契約金の支払は令和２年度分、令和３年度分の

２回に分けて支払います。それぞれの年度の支払

額及び支払時期は本市が別途定めます。

　　エ 　停止条件

　　　 　当該落札結果の効果は、令和２年第１回川崎市

議会定例会における本調達に係る予算の議決を要

します。

　⑵ 　契約保証金

　　 　契約を締結する者は、規則第32条の規定による契

約保証金として契約金額の10％を納入しなければな

りません。ただし、規則第33条に該当するときは、

契約保証金の全部又は一部を免除します。

　⑶ 　契約書作成

　　ア 　契約書は、２通作成し、本市と契約の相手方が

各１通を保管します。
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　　イ 　契約書の作成に要する費用は、全て落札者の負

担とします。

　　ウ 　契約事務受任者が契約の相手方とともに契約書

に記名しかつ押印しなければ、本契約は確定しな

いものとします。

　⑷ 　契約条項等の閲覧

　　 　規則及び川崎市競争入札参加者心得等は、川崎市

のホームページの「入札情報かわさき」の「契約関

係規定」で閲覧することができます。

　⑸ 　評価項目算定資料の位置づけ

　　 　契約書の仕様書は調達仕様書を基に作成します

が、評価項目算定資料に記載された本市に有益な提

案事項を加味して仕様書として扱うものとします。

また、本業務の目的達成のために修正が必要な事項

がある場合には、本市と落札者との協議により契約

締結段階において項目の追加、変更又は削除を行う

ことがあります。ただし、落札をもって、評価項目

算定資料の全内容を承認するものではありません。

　　 　落札者は、その評価項目算定資料においていかな

る誤り、欠落等があった場合についても、調達仕様

書に記載の本業務に求められる必要な委託範囲にお

いて業務を遂行し、契約の成果物を納めなければな

りません。

18　その他

　⑴ 　本資料に定めるもののほか、川崎市契約条例、規

則及び川崎市競争入札参加者心得等の定めるところ

に依ります。

　⑵ 　詳細は入札説明書に依ります。

　⑶ 　競争入札参加申込書、評価項目算定資料等の作成

及び提出、プレゼンテーション等の本調達への参加

に要する費用は、提案者の負担とします。

　⑷ 　入札参加申込書等に虚偽の記載をした場合におい

ては、競争入札参加資格者指名停止等要綱・運用指

針に基づく指名停止を行うことがあります。

　⑸ 　この特定調達契約において使用する言語及び通貨

は、日本語及び日本国通貨に限ります。

　⑹ 　その他問合せ窓口は上記３⑴に同じです。

19　Summary

　⑴ 　Services to be Issued:

　　　 Restructuring of the Residsent Registration 

System. Tasks shall include Design, 

Development, Operational Testing, Data 

Transfer, Configuration Setup, etc.

　　　 Task details are described in the 

procurement specification.

　⑵ 　Date and time of tender:

　　ａ　Direct Delivery

　　　　16:00 March 4, 2020

　　ｂ　Postal Delivery

　　　　March 4, 2020

　　ｃ　 The language and currency used for the 

contract application is limited to the 

Japanese language and the Japanese 

currency.

　⑶ 　For Further Inquiry, Please Contact:

　　　KAWASAKI CITY OFFICE

　　　 Family Registry and Residence Service 

Section

　　　Citizens' and Cultural Affairs Bureau

　　　11-2,Ekimaehon-cho,Kawasaki-ku

　　　Kawasaki, Kanagawa 210-0007 Japan

　　　TEL: 044-200-0166 FAX: 044-200-3912

　　　E-mail: 25koseki@city.kawasaki.jp

　　　───────────────────

川崎市公告（調達）第５号

　　　入　　札　　公　　告

　一般競争入札について、次のとおり公告します。

　　令和２年１月10日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

１ 　一般競争入札に付する事項

　⑴ 　契約名

　　　就学援助費申請書等作成及び封入封緘業務委託契約

　⑵ 　履行期間

　　　契約締結日から令和２年３月31日まで

　⑶ 　履行場所

　　ア 　就学援助システム保守委託業者との調整等

　　　 　川崎市川崎区宮本町６　明治安田生命ビル３階

　教育委員会事務局総務部学事課

　　イ 　就学援助費申請書（以下「申請書」という。）

及び同封する書類、封筒等の作成並びに封入封緘

　　　受託者の事業所等

　⑷ 　委託業務の概要

　　 　「就学援助費申請書等作成及び封入封緘業務委託

契約　仕様書」（以下「仕様書」という。）及び「就

学援助費申請書等作成及び封入封緘業務委託契約　

入札説明書」（以下「入札説明書」という。）により

ます。

２ 　入札参加資格

　 　本件入札に参加を希望する者は、次の条件を全て満

たしている必要があります。

　⑴ 　川崎市契約規則（昭和39年川崎市規則第28号）第

２条の規定に該当しないこと。

　⑵ 　平成31・32年度川崎市委託有資格業者名簿の業種

「電算関連業務」種目「データ入力」に登載されて

いること。

　⑶ 　会社更生法（平成14年法律第154号）に基づく更
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生手続開始の申立て又は民事再生法（平成11年法律

第225号）に基づく再生手続開始の申立てがなされ

ていない者であること。

　⑷ 　川崎市競争入札参加資格指名停止等要綱による指

名停止の措置を受けていないこと。

３ 　入札参加資格確認申請書等の配布・提出場所及び問

合せ先

　 　本件入札に参加を希望する者は、次により「入札参

加資格確認申請書（様式１）」を提出してください。

　⑴ 　配布・提出場所及び問合せ先

　　　〒210－0004　川崎市川崎区宮本町６

　　　明治安田生命ビル３階

　　　川崎市教育委員会事務局総務部学事課

　　　担当：上南、米岡

　　　電話　044－200－3736（直通）

　　　電子メール：88gakuzi@city.kawasaki.jp

　⑵ 　配布・提出期間

　　 　令和２年１月10日（金）から令和２年１月16日

（木）まで

　　 　休庁日を除く毎日９時から12時まで及び13時から

17時まで

　⑶ 　提出物

　　　入札参加資格確認申請書

　⑷ 　入札参加資格確認申請書の提出方法

　　　持参とします。

　⑸ 　仕様書等の縦覧

　　 　本件入札に係る仕様書は、３⑴の場所において、

入札参加資格確認申請書の配布・提出期間中、縦覧

に供します。

４ 　入札の手続

　⑴ 　日程の概要

　　　入札手続の日程概要は次のとおりです。

　　ア 　入札参加資格確認結果通知書の送付及び仕様書

等の配布

　　　　令和２年１月17日（金）

　　イ 　仕様等に関する質問の提出期限

　　　　令和２年１月24日（金）

　　ウ 　仕様等に関する質問への回答

　　　　令和２年１月28日（火）

　　エ 　入札及び開札

　　　　令和２年２月４日（火）

　⑵ 　日程の詳細

　　　日程の詳細は次のとおりです。

　　ア 　入札参加資格確認結果通知書の送付及び仕様書

等の配布

　　　 　入札参加資格確認申請書を提出し、書面審査に

よって入札参加資格があると確認できた参加希望

者には、次のとおり「入札参加資格確認結果通知

書（様式２）」を送付し、併せて仕様書等を配布

します。

　　（ア）入札参加資格確認結果通知書について

　　　　ａ　送付日

　　　　　　令和２年１月17日（金）

　　　　ｂ　送付方法

　　　　　　電子メールにより送付します。

　　（イ）仕様書等について

　　　　ａ　配布する資料

　　　　（ａ）入札説明書

　　　　（ｂ）仕様書

　　　　ｂ　配布の場所

　　　　　　３⑴に同じ。

　　　　ｃ　配布日及び時間

　　　　　 　令和２年１月17日（金）から令和２年２月

３日（月）まで

　　　　　 　休庁日を除く毎日９時から12時まで及び13

時から17時まで

　　　　ｄ　注意事項

　　　　　 　仕様書等を受領する際は、必ず入札参加資

格確認結果通知書を持参してください。

　　イ 　仕様等に関する質問

　　（ア）質問の方法

　　　　 　入札説明書及び仕様書等の配布書類の内容に

疑義がある場合は、「質問書（様式３）」に必要

事項を記入の上、３⑴の問合せ先のアドレス宛

てに電子メールで送付してください。

　　　　 　なお、送付の際は、必ず受信確認を要求して

ください。

　　（イ）質問の受付期間

　　　　 　令和２年１月17日（金）９時から令和２年１

月24日（金）17時まで（必着）

　　（ウ）回答

　　　　 　令和２年１月28日（火）17時までに、全参加

者宛てに電子メールで送付します。

　　ウ 　入札及び開札

　　（ア）入札の方法等

　　　　ａ　入札は総価で行います。

　　　　ｂ 　入札書に記載する金額には、法令所定の消

費税額及び地方消費税額を含まないものとし

ます。消費税額及び地方消費税額は、契約の

際に加算します。

　　　　ｃ 　入札は所定の入札書をもって行います。入

札書は入札件名を記載した封筒に入れ、封印

して提出してください。

　　　　ｄ　入札書の提出方法は、持参とします。

　　（イ）入札及び開札の日時等

　　　　ａ　日時
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　　　　　　令和２年２月４日（火）　10時

　　　　ｂ　場所

　　　　　　川崎市川崎区宮本町２－31

　　　　　　ＪＡセレサみなみビル　３階会議室

　　（ウ）入札保証金

　　　　　入札保証金は、免除とします。

　　（エ）入札及び開札に立ち会う者に関する事項

　　　　 　入札及び開札に立ち会う者は、入札参加資格

確認通知書を必ず持参してください。

　　　　 　また、入札及び開札に立ち会う者は、入札者

又はその代理人とします。代理人が入札及び開

札に立ち会う場合は、入札に関する権限及び開

札の立会いに関する権限を委任されたことを示

す委任状を入札前に提出してください。

　　（オ）落札者の決定方法

　　　　 　川崎市契約規則第14条の規定に基づいて作成

した予定価格の範囲内で、最低の価格をもって

有効な入札を行った者を落札者とします。ただ

し、著しく低価格の場合は、調査を行うことが

あります。

　　（カ）再度入札の実施

　　　　 　落札者がいない場合は、直ちに再度入札を行

います。ただし、その入札が川崎市競争入札参

加者心得第７条の規定により無効とされた者及

び開札に立ち会わない者は除きます。

　　（キ）入札の無効

　　　　 　入札に参加する資格のない者が行った入札及

び川崎市競争入札参加者心得で無効と定める入

札は、これを無効とします。

５ 　契約手続等

　⑴ 　契約保証金

　　 　契約保証金は、契約金額の10％とします。ただし、

川崎市契約規則第33条各号のいずれかに該当する場

合は、契約保証金の全部又は一部を免除します。

　⑵ 　契約書作成の要否

　　　契約書の作成を要します。

　⑶ 　入札及び契約に関する条例等の閲覧

　　 　川崎市契約規則及び川崎市競争入札参加者心得等

は、川崎市のホームページの「入札情報」（http://

www.city.kawasaki.jp/233300/）の契約関係規程に

おいて閲覧することができます。

６ 　その他

　⑴ 　言語及び通貨

　　 　本件入札及び契約において使用する言語及び通貨

は、日本語及び日本国通貨に限ります。

　⑵ 　本入札説明書に定めのない事項

　　 　本入札説明書に定めるもののほかは、川崎市契約

条例、川崎市契約規則及び川崎市競争入札参加者心

得の定めるところによります。

　　　───────────────────

川崎市公告（調達）第６号

　一般競争入札について次のとおり公告します。

　　令和２年１月10日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

１ 　一般競争入札に付する事項

　⑴ 　件名

　　　川崎市立中原図書館人的警備業務委託

　⑵ 　履行場所

　　　川崎市立中原図書館

　⑶ 　履行期間

　　　令和２年４月１日から令和３年３月31日まで

　⑷ 　業務概要

　　 　川崎市立中原図書館における立哨警備、巡回警備

及び雑踏警備等の人的警備業務委託。詳細は「仕様

書」によります。

２ 　一般競争入札参加資格

　 　この入札に参加を希望する者は、次の条件を満たし

ていなければなりません。

　⑴ 　川崎市契約規則（昭和39年川崎市規則第28号）第

２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

　⑵ 　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による

指名停止期間中でないこと。

　⑶ 　入札期日において平成31・32年度川崎市業務委託

有資格業者名簿に業種「警備」、種目「人的警備」

で登録されていること。

　⑷ 　平成28年度以降に２件以上、川崎市または他の官

公庁において、類似する人的警備業務の委託契約を

締結し、これらをすべて誠実に履行していること。

３ 　一般競争入札参加資格確認申請書提出及び問い合わ

せ先

　 　この入札に参加する者は、次により競争入札参加の

申込みをしなければなりません。

　⑴ 　配布・提出場所及び問い合わせ先

　　　〒211－0063　川崎市中原区小杉町３－1301

　　　川崎市立中原図書館庶務係　担当　小林

　　　電　話：044－722－4932

　　　ＦＡＸ：044－733－7524

　　　電子メール：88nakato@city.kawasaki.jp

　⑵ 　配布・提出期間

　　 　令和２年１月10日（金）から令和２年１月17日

（金）午後５時まで（土曜日・日曜日・祝日を除

く）。受付時間は午前９時30分から正午まで及び午

後１時から午後５時まで。

　⑶ 　提出物

　　ア 　一般競争入札参加資格確認申請書

　　イ 　契約実績を証する書類
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　⑷ 　提出方法

　　　持参してください。

　⑸ 　入札説明書等の閲覧

　　 　入札説明書及び仕様書等は⑴の場所において⑵の

期間中、縦覧に供します。

４ 　一般競争入札参加資格確認通知書等の交付

　 　一般競争入札参加資格確認申請書を提出し入札参加

資格があると認められた者には、次により一般競争入

札参加資格確認通知書及び仕様書を交付します。

　 　ただし、川崎市業務委託有資格業者名簿へ登載した

際に電子メールのアドレスを登載している場合は、一

般競争入札参加資格確認通知書等は自動的に電子メー

ルで配信されます。

　⑴ 　交付場所及び問い合わせ先

　　　上記３⑴に同じ

　⑵ 　交付日時

　　　令和２年１月22日（水）午前９時30分から正午まで

　　 　川崎市業務委託有資格業者名簿へ登載した際に電

子メールのアドレスを登載している業者につきまし

ては、メール配信をもって交付といたします。

　⑶ 　入札説明書等の交付

　　 　一般競争入札参加資格確認通知書の交付に合わせ

て電子メールにより入札説明書等を交付します。電

子メールアドレスの登録がない者には申し出により

３⑴の場所で直接交付します。また、入札説明書、

仕様書等は上記３⑴の場所において３⑵の期間で縦

覧に供します。

５ 　仕様書及び入札に関する問い合わせ

　⑴ 　問い合わせ先

　　　上記３⑴に同じ。

　⑵ 　問い合わせ期間

　　 　令和２年１月22日（水）から令和２年１月28日

（火）午後５時まで

　⑶ 　問い合わせ方法

　　 　入札説明書に添付の「質問書」の様式に記入し、

３⑴の電子メール又はＦＡＸあて送付してくださ

い。また、電子メールで送付する場合は必ず開封確

認メッセージを要求してください。電子メール又は

ＦＡＸ以外の方法による問い合わせには応じません。

　⑷ 　回答方法

　　 　質問に対する回答は、令和２年１月31日（金）午

後５時までに、全社あてに電子メール又はＦＡＸに

て送付します。

６ 　一般競争入札参加資格の喪失

　 　次の各号のいずれかに該当するときは、一般競争入

札参加資格を喪失します。

　⑴ 　開札前に上記２の各号のいずれかの条件を欠いた

とき。

　⑵ 　一般競争入札参加資格確認申請書、提出書類等に

ついて虚偽の記載をしたとき。

７ 　入札及び開札の手続等

　⑴ 　入札の方法

　　ア 　入札書の提出方法

　　　 　入札は所定の入札書をもって行います。入札書

を入札件名が記載された封筒に封印して持参して

ください。

　　イ 　入札書の提出日時

　　　　令和２年２月12日（水）午前10時

　　ウ 　入札書の提出場所

　　　　川崎市立中原図書館　６階多目的室

　　　　川崎市中原区小杉町３－1301

　⑵ 　入札保証金

　　　免除とします。

　⑶ 　入札金額等

　　ア 　入札は総価で行います。

　　イ 　入札書に記載する金額には、法令所定の消費税

額及び地方消費税額を含まないものとします。消

費税額及び地方消費税額は、契約の際に加算する

ものとします。

　⑷ 　入札及び開札に立ち会う者に関する事項

　　 　入札及び開札に立ち会う者は、一般競争入札参加

資格確認通知書を必ず持参してください。また、入

札及び開札に立ち会う者は、入札者又はその代理人

とします。ただし、代理人が入札及び開札に立ち会

う場合は、入札に関する権限及び開札の立会いに関

する権限の委任したことを示す委任状を入札前に提

出してください。

　⑸ 　落札者の決定方法

　　 　川崎市契約規則第14条の規定に基づいて作成した

予定価格の制限の範囲内で、最低制限価格以上の価

格をもって有効な入札を行った者のうち、最低の価

格をもって入札を行った者を落札者とします。

　⑹ 　再度入札の実施

　　 　落札者がいない場合は、直ちに再度入札を行いま

す。ただし、その入札が川崎市競争入札参加者心得

第７条の規定により無効とされたもの及び開札に立

ち会わないものは除きます。

　⑺ 　入札の無効

　　 　川崎市競争入札参加者心得で無効と定める入札

は、これを無効とします。

８ 　契約の手続き等

　⑴ 　契約保証金

　　 　契約金額の10％とします。ただし、川崎市契約規

則第33条の各号に該当する場合は免除します。

　⑵ 　契約書の作成

　　 　契約書の作成を要します。なお、契約書作成にか
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かる費用は落札者の負担とします。

　⑶ 　契約条項等の閲覧

　　 　川崎市契約条例、川崎市契約規則及び川崎市競

争入札参加者心得等は、川崎市のホームページの

「入札情報かわさき」（http://www.city.kawasaki.

jp/233300/index.html）の契約関係規定において閲

覧することができます。

９ 　その他

　⑴ 　この公告及び入札説明書に定めるもののほかは、

川崎市契約条例、川崎市契約規則及び川崎市競争入

札参加者心得の定めるところによります。　

　⑵ 　この入札の入札説明書は、この入札以外の目的に

使用してはなりません。　

　⑶ 　この契約手続において使用する言語及び通貨は、

日本語及び日本国通貨に限ります。

　⑷ 　公告に関する問い合わせ先は、上記３⑴に同じで

す。

　⑸ 　当該落札決定の効果は、令和２年第１回川崎市議

会定例会における本調達に係る予算の議決を要しま

す。

　⑹ 　本案件の落札者と締結する契約は、川崎市契約条

例第７条第１項第２号に規定する特定業務委託契約

（公契約）に該当します。

　　 　特定業務委託契約は、下請も含め、市の定める基

準を下回らない賃金を労働者に支払っていただくこ

とが契約条項に加わります。

　　 　下請も含めて契約に違反した場合は受注者の責任

となり、場合によっては契約解除となる可能性もあ

りますので、入札に臨まれる際には十分にご注意く

ださい。

　　 　詳しくは、契約課ホームページ「入札情報かわさ

き」の、川崎市契約条例、川崎市契約規則及び「特

定工事請負契約及び特定業務委託契約の手引き」を

御確認ください。

　　　───────────────────

川崎市公告（調達）第７号

　一般競争入札について次のとおり公告します。

　　令和２年１月10日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

１ 　一般競争入札に付する事項

　⑴ 　件名

　　　川崎市立図書館ファクシミリ賃貸借契約

　⑵ 　履行場所

　　　川崎市立図書館７館及び菅閲覧所

　⑶ 　履行期間

　　　令和２年４月１日から令和７年３月31日まで

　⑷ 　業務概要

　　 　川崎市立図書館におけるファクシミリ装置の賃貸

借。詳細は「仕様書」によります。

２ 　一般競争入札参加資格

　 　この入札に参加を希望する者は、次の条件を満たし

ていなければなりません。　

　⑴ 　川崎市契約規則（昭和39年川崎市規則第28号）第

２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

　⑵ 　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による

指名停止期間中でないこと。

　⑶ 　入札期日において平成31・32年度川崎市製造の請

負・物件の供給等有資格業者名簿に業種「リース」、

種目「事務用機器」で登録されていること。

　⑷ 　平成28年度以降に２件以上、川崎市または他の官

公庁において、類似するファクシミリ装置の賃貸借

契約を締結し、これらをすべて誠実に履行している

こと。

３ 　一般競争入札参加資格確認申請書提出及び問い合わ

せ先

　 　この入札に参加する者は、次により競争入札参加の

申込みをしなければなりません。

　⑴ 　配布・提出場所及び問い合わせ先

　　　〒211－0063　川崎市中原区小杉町３－1301

　　　川崎市立中原図書館庶務係　担当　小林

　　　電　話：044－722－4932

　　　ＦＡＸ：044－733－7524

　　　電子メール：88nakato@city.kawasaki.jp

　⑵ 　配布・提出期間

　　 　令和２年１月10日（金）から令和２年１月17日

（金）午後５時まで（土曜日・日曜日・祝日を除

く）。受付時間は午前９時30分から正午まで及び午

後１時から午後５時まで。

　⑶ 　提出物

　　ア 　一般競争入札参加資格確認申請書

　　イ 　２⑷を証する書類

　⑷ 　提出方法

　　　持参してください。

　⑸ 　入札説明書等の閲覧

　　 　入札説明書及び仕様書等は⑴の場所において⑵の

期間中、縦覧に供します。

４ 　一般競争入札参加資格確認通知書等の交付

　 　一般競争入札参加資格確認申請書を提出し入札参加

資格があると認められた者には、次により一般競争入

札参加資格確認通知書及び仕様書を交付します。

　 　ただし、川崎市業務委託有資格業者名簿へ登載した

際に電子メールのアドレスを登載している場合は、一

般競争入札参加資格確認通知書等は自動的に電子メー

ルで配信されます。

　⑴ 　交付場所及び問い合わせ先

　　　上記３⑴に同じ
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　⑵ 　交付日時

　　　令和２年１月22日（水）午前９時30分から正午まで

　　 　川崎市業務委託有資格業者名簿へ登載した際に電

子メールのアドレスを登載している業者につきまし

ては、メール配信をもって交付といたします。

　⑶ 　入札説明書等の交付

　　 　一般競争入札参加資格確認通知書の交付に合わせ

て電子メールにより入札説明書等を交付します。電

子メールアドレスの登録がない者には申し出により

３⑴の場所で直接交付します。また、入札説明書、

仕様書等は上記３⑴の場所において３⑵の期間で縦

覧に供します。

５ 　仕様書及び入札に関する問い合わせ

　⑴ 　問い合わせ先

　　　上記３⑴に同じ。

　⑵ 　問い合わせ期間

　　 　令和２年１月22日（水）から令和２年１月28日

（火）午後５時まで

　⑶ 　問い合わせ方法

　　 　入札説明書に添付の「質問書」の様式に記入し、

３⑴の電子メール又はＦＡＸあて送付してくださ

い。また、電子メールで送付する場合は必ず開封確

認メッセージを要求してください。電子メール又は

ＦＡＸ以外の方法による問い合わせには応じません。

　⑷ 　回答方法

　　 　質問に対する回答は、令和２年１月31日（水）午

後５時までに、全社あてに電子メール又はＦＡＸに

て送付します。

６ 　一般競争入札参加資格の喪失

　 　次の各号のいずれかに該当するときは、一般競争入

札参加資格を喪失します。

　⑴ 　開札前に上記２の各号のいずれかの条件を欠いた

とき。

　⑵ 　一般競争入札参加資格確認申請書、提出書類等に

ついて虚偽の記載をしたとき。

７ 　入札及び開札の手続等

　⑴ 　入札の方法

　　ア 　入札書の提出方法

　　　 　入札は所定の入札書をもって行います。入札書

を入札件名が記載された封筒に封印して持参して

ください。

　　イ 　入札書の提出日時

　　　　令和２年２月12日（水）午前11時

　　ウ 　入札書の提出場所

　　　　川崎市立中原図書館　６階多目的室

　　　　川崎市中原区小杉町３－1301

　⑵ 　入札保証金

　　　免除とします。

　⑶ 　入札金額等

　　ア 　入札は令和２年４月１日から令和７年３月31日

までの契約期間60 ヵ月の総価で行います。

　　イ 　入札書に記載する金額には、法令所定の消費税

額及び地方消費税額を含まないものとします。消

費税額及び地方消費税額は、契約の際に加算する

ものとします。

　⑷ 　入札及び開札に立ち会う者に関する事項

　　 　入札及び開札に立ち会う者は、一般競争入札参加

資格確認通知書を必ず持参してください。また、入

札及び開札に立ち会う者は、入札者又はその代理人

とします。ただし、代理人が入札及び開札に立ち会

う場合は、入札に関する権限及び開札の立会いに関

する権限の委任したことを示す委任状を入札前に提

出してください。

　⑸ 　落札者の決定方法

　　 　川崎市契約規則第14条の規定に基づいて作成した

予定価格の制限の範囲内で、最低の価格をもって有

効な入札を行った者を落札者とします。ただし、そ

の者の入札価格が著しく低価格であるときは、調査

を行うことがあります。

　⑹ 　再度入札の実施

　　 　落札者がいない場合は、直ちに再度入札を行いま

す。ただし、その入札が川崎市競争入札参加者心得

第７条の規定により無効とされたもの及び開札に立

ち会わないものは除きます。

　⑺ 　入札の無効

　　 　川崎市競争入札参加者心得で無効と定める入札

は、これを無効とします。

８ 　契約の手続き等

　⑴ 　契約保証金

　　 　契約金額の10％とします。ただし、川崎市契約規

則第33条の各号に該当する場合は免除します。

　⑵ 　契約書の作成

　　 　契約書の作成を要します。なお、契約書作成にか

かる費用は落札者の負担とします。

　⑶ 　契約条項等の閲覧

　　 　川崎市契約条例、川崎市契約規則及び川崎市競

争入札参加者心得等は、川崎市のホームページの

「入札情報かわさき」（http://www.city.kawasaki.

jp/233300/index.html）の契約関係規定において閲

覧することができます。

９ 　その他

　⑴ 　この公告及び入札説明書に定めるもののほかは、

川崎市契約条例、川崎市契約規則及び川崎市競争入

札参加者心得の定めるところによります。

　⑵ 　この入札の入札説明書は、この入札以外の目的に

使用してはなりません。
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　⑶ 　この契約手続において使用する言語及び通貨は、

日本語及び日本国通貨に限ります。

　⑷ 　公告に関する問い合わせ先は、上記３⑴に同じで

す。

　⑸ 　当該落札決定の効果は、令和２年第１回川崎市議

会定例会における本調達に係る予算の議決を要しま

す。

　⑹ 　本案件の落札者と締結する契約は、川崎市契約条

例第６条の規定に該当する５年間の長期継続契約で

す。本市は翌年度以降における所要の予算の該当金

額について減額又は削除があった場合は、この契約

を変更又は解除することができます。

　　　───────────────────

川崎市公告（調達）第８号

　特定調達契約に関する一般競争入札について次のとお

り公告します。

　　令和２年１月10日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

１ 　一般競争入札に付する事項

　⑴ 　購入物品及び数量

　　　川崎港巡視船建造 １隻　　　　

　⑵ 　購入物品の特質等

　　　仕様書によります。

　⑶ 　納入場所

　　　川崎港内（指定場所）

　⑷ 　納入期限

　　　令和３年３月31日

　⑸ 　本案件は、電子入札案件です。入札参加希望者は

本市の電子入札システムにより競争入札参加申込を

行ってください。ただし、提出期限までに本市の電

子入札システムの利用者登録ができない場合は、紙

入札方式に替えることができます。

２ 　一般競争入札参加資格に関する事項

　 　この入札に参加を希望する者は、次の条件をすべて

満たさなければなりません。

　⑴ 　川崎市契約規則第２条の規定に基づく資格停止期

間中でないこと。

　⑵ 　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による

指名停止期間中でないこと。

　⑶ 　平成31・32年度川崎市製造の請負・物件の供給等

有資格業者名簿の業種「船舶・航空機」種目「船舶」

に登載されており、Ａ又はＢの等級に格付けされて

いること。

　　 　なお、有資格業者名簿に登載のない者（入札参加

業種に登載のない者も含む。）は財政局資産管理部

契約課に所定の様式により、資格審査申請を令和２

年１月30日までに行ってください。

　⑷ 　平成21年４月１日以降に、この購入（製造）物品

についての類似の契約実績があること。なお、契約

実績については、１契約につき1,000,000円以上と

します。

　　 　また、川崎市以外の他官公庁、民間企業等との契

約実績でも構いません。

　⑸ 　検査を行う設備を日本国内に有しており、本市の

求めにより職員の立会いの下に、検査に応じられる

こと。

　⑹ 　この購入物品及び数量について、仕様書の内容を

遵守し確実に納入することができること。

３ 　仕様書等の閲覧

　　次により仕様書等を閲覧することができます。

　⑴ 　窓口での閲覧の場合

　　ア 　閲覧場所　川崎市役所財政局資産管理部契約課

　　　　　　　　　担当　西脇

　　　　　　　　　〒210－8577

　　　　　　　　　川崎市川崎区宮本町１番地

　　　　　　　　　明治安田生命ビル13階

　　　　　　　　　電　話044－200－2092

　　イ 　閲覧期間　令和２年１月10日（公告日）から

　　　　　　　　　令和２年１月30日

　　　　　　　　　 （土曜日、日曜日及び国民の祝日を

除く。）

　　　　　　　　　午前８時30分～正午、

　　　　　　　　　午後１時～午後５時

　⑵ 　インターネットでの閲覧の場合

　　ア 　閲覧場所　 川崎市ホームページ「入札情報かわ

さき」の「入札情報」の物品の欄の

「入札公表」

　　イ 　閲覧期間　 令和２年１月10日から令和２年１月

30日

　　　　　　　　　午前８時～午後８時

４ 　一般競争入札参加申込書等の配布、提出場所及び問

い合わせ先

　 　下記⑶の書類は、電子入札システムにより提出して

ください。

　　提出期間　 令和２年１月10日（公告日）から

　　　　　　　令和２年１月30日

　　　　　　　午前８時～午後８時

　 　ただし、電子入札システムによりがたい者は、上記

３⑴の場所に、上記３⑴の期間に申込書等を提出して

ください。

　 　なお、申込書等の郵送による提出は認めません。

　⑴ 　配布、提出場所及び問い合わせ先

　　　上記３⑴アに同じ。

　　 　なお、上記３⑵のとおり、インターネットから一

般競争入札参加申込書等をダウンロードすることが

できます。
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　⑵ 　配布・提出期間

　　　上記３⑴イに同じ。

　⑶ 　提出書類

　　ア 　一般競争入札参加申込書

　　イ 　納入予定物品仕様書

　　ウ 　納入実績調書（契約内容を確認できる契約書等

の写し含む）

　　　 　また、提出された書類等に関し、説明を求めら

れたときはこれに応じなければなりません。提出

された書類等を審査した結果、この購入（製造）

物品を納入することができると認められた者に限

り、入札に参加することができます。

５ 　入札説明書の交付

　 　上記４により一般競争入札参加申込書を提出した者

に無償で入札説明書を交付します。また、入札説明書

は３のとおり縦覧に供します。

６ 　仕様書作成担当部署及び担当者

　　港湾局川崎港管理センター港湾管理課

　　担当　小久保

　　電話　044－287－6014（直通）

７ 　仕様書に関する質問・回答

　⑴ 　質問

　　 　次により、仕様書の内容に関して質問することが

できます。

　　 　なお、仕様書の内容以外についての質問は受け付

けません。

　　 　質問することができる方は、入札参加申込を済ま

せた方に限ります。また、入札参加者以外へは回答

しませんので御注意ください。

　　ア 　電子入札システムによる質問方法

　　　 　電子入札システムによる質問は、次の期間に入

力及び提出してください。

　　　　入力・提出期間　 令和２年１月10日（公告日）

から令和２年１月30日

　　　　　　　　　　　　午前８時～午後８時

　　　 　質問入力方法の詳細については、川崎市ホーム

ページ（「入札情報かわさき」の「共通ダウンロ

ードコーナー」の「入札参加手続関係」）に掲載

している「電子入札システム質問回答機能操作方

法」を参照してください。

　　イ 　質問書の持参による質問

　　　 　電子入札システムによりがたい者は、次の期間

に上記３⑴の場所に質問書を提出してください。

質問書の配布についても、上記３⑴の場所で行い

ます。

　　　　配布・提出期間　 令和２年１月10日（公告日）

から令和２年１月30日

　　　　　　　　　　　　 （土曜日、日曜日及び国民の

祝日を除く。）

　　　　　　　　　　　　 午前８時30分～正午、午後１

時～午後５時

　　　 　質問書は、川崎市ホームページ（「入札情報か

わさき」の「共通ダウンロードコーナー」の「入

札参加手続関係」）に掲載している「質問書（一

般競争入札用）」からダウンロードできます。

　　　 　また、持参により質問書を提出する場合には、

紙の質問書と併せて、電子媒体（ＣＤ－Ｒ）にＷ

ｏｒｄ形式のまま保存した質問書を提出してくだ

さい。（どちらか一方の場合には、質問を受け付

けません。）

　⑵ 　回答

　　ア 　回答日　令和２年２月17日　午後５時まで

　　イ 　回答方法

　　　 　入札参加者から質問があった場合、すべての質

問及び回答を一覧表にした質問回答書（ＰＤＦフ

ァイル）を、競争入札参加資格があると認められ

た入札参加者に対して、川崎市ホームページ（「入

札情報かわさき」の「業者登録システム」の「仕

様書等ダウンロード」）にて掲載します。なお、

質問がなかった場合には、掲載はいたしません。

　　　 　閲覧又は取得方法の詳細については、川崎市ホ

ームページ（「入札情報かわさき」の「共通ダウ

ンロードコーナー」の「入札参加手続関係」）に

掲載している「見積用設計図書・積算内訳書取得

マニュアル」を参照してください。

　　　 　なお、回答後に再質問は受け付けません。

８ 　一般競争入札参加資格確認通知書の交付

　 　一般競争入札参加申込書を提出した者には、平成

31・32年度川崎市競争入札参加資格審査申請書の、「物

品」の委任先メールアドレスに令和２年２月17日まで

に一般競争入札参加資格確認通知書等を送付します。

　 　また、当該委任先のメールアドレスを登録していな

い者には、令和２年２月17日の午前９時～正午に上記

３⑴の場所において一般競争入札参加資格確認通知書

等を交付します。

９ 　一般競争入札参加資格の喪失

　 　一般競争入札参加資格があると認められた者が、次

のいずれかに該当するときは、この入札に参加するこ

とができません。

　⑴ 　この公告に定める資格条件を満たさなくなったと

き。

　⑵ 　一般競争入札参加申込書及び提出書類について虚

偽の記載をしたとき。

10　入札の手続等

　⑴ 　入札方法、日時及び場所

　　　入札金額は、総価で行います。
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　　 　なお、購入物品の価格のほか、輸送費等納入場所

渡しに要する一切の諸経費等を含めて入札金額を見

積もるものとし、所定の入札書に記載してください。

　　ア 　電子入札システムによる入札の場合

　　　 　入札書の提出期限

　　　　令和２年３月６日　午前10時00分

　　イ 　持参による入札の場合

　　（ア）入札書の提出日時　令和２年３月６日

　　　　　　　　　　　　　　午前11時00分

　　（イ）入札書の提出場所　川崎市役所入札室

　　　　　　　　　　　　　　川崎市川崎区砂子

　　　　　　　　　　　　　　１－７－４

　　　　　　　　　　　　　　砂子平沼ビル７階

　　ウ 　郵送（書留郵便に限る。）による入札の場合

　　（ア）入札書の提出期限　令和２年３月３日　必着

　　（イ）入札書の提出先　　上記３⑴に同じ

　⑵ 　入札・開札の日時及び場所

　　　上記10⑴イに同じ。

　⑶ 　入札保証金

　　 　川崎市契約規則第９条各号に該当する場合は、免

除します。

　　 　ただし、過去３年間に執行した本市の同種の入札

等において、落札したにも係わらず契約を締結しな

かった者、または、本市と契約を締結したにも係わ

らず契約を履行しなかった者は、川崎市契約規則第

９条第１項第２号の「その者が契約を締結しないこ

ととなるおそれがない」と認められません。

　　 　上記の免除規定に該当しない場合は、入札金額の

２パーセント以上を入札書提出前に納付しなければ

なりません。なお、郵便をもって入札する場合は、

入札書と同時に納付することができます。

　⑷ 　落札者の決定方法

　　 　川崎市契約規則第14条の規定に基づいて作成した

予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって有効

な入札を行った者を落札者とします。ただし、著し

く低価格の場合は、調査を行うことがあります。

　⑸ 　入札の無効

　　 　川崎市競争入札参加者心得で無効と定める入札

は、これを無効とします。

11　契約の手続等

　 　次により契約を締結します。ただし、当該落札決定

の効果は、令和２年第１回川崎市議会定例会におけ

る、本調達に係る予算の議決を要します。

　⑴ 　契約保証金

　　 　川崎市契約規則第33条各号に該当する場合は、免

除します。

　　 　ただし、過去３年間に執行した本市の同種の入札

等において、落札したにも係わらず契約を締結しな

かった者、または、本市と契約を締結したにも係わ

らず契約を履行しなかった者は、川崎市契約規則第

33条第１項第５号の「契約者が契約を履行しないこ

ととなるおそれがない」と認められません。

　　 　上記の免除規定に該当しない場合は、契約金額の

10パーセントを納付しなければなりません。

　⑵ 　契約書作成の要否

　　　必要とします。

　⑶ 　契約条項等の閲覧

　　 　川崎市契約条例、川崎市契約規則及び川崎市競争

入札参加者心得等は、上記３⑴の場所において閲覧

できます。

12　その他

　⑴ 　契約手続において使用する言語及び通貨は、日本

語及び日本国通貨に限ります。

　⑵ 　詳細は、入札説明書によります。

　⑶ 　公告に定めるもののほか、川崎市契約条例、川崎

市契約規則及び川崎市入札参加者心得等の定めると

ころによります。

　⑷ 　落札者の決定後、苦情申立てが行われた場合、委

員会申立ての検討期間中、契約締結等の手続を一時

停止することがあります。

13　Summary

　⑴ 　 Nature and quantity of the products to be 

manufactured: 

　　　Building of Kawasaki Port Patrol Ship 1ship

　⑵ 　 Time-limit for tender : 11:00 AM,6 March 

2020

　⑶ 　Contact point for the notice :

　　　KAWASAKI CITY OFFICE 

　　　Contract Section 

　　　Asset Maintenance Department

　　　Finance Bureau 

　　　1,Miyamoto-cho,Kawasaki-ku

　　　Kawasaki,Kanagawa 210-8577,Japan

　　　TEL:044-200-2092

　⑷ 　 Language:Japanese is the only language used 

in all the contact procedures

　　　───────────────────

川崎市公告（調達）第９号

　介護給付業務に係るパーソナルコンピュータ等の賃貸

借及び保守契約に関する一般競争入札について、次のと

おり公告します。

　　令和２年１月10日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

１ 　競争入札に付する事項

　⑴ 　件名

　　　 介護給付業務に係るパーソナルコンピュータ等の
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賃貸借及び保守契約

　⑵ 　履行場所

　　　 川崎市幸区堀川町580番地ソリッドスクエア西館

10階　介護保険課

　⑶ 　履行期間

　　　令和２年３月１日から令和７年２月28日まで

　⑷ 　業務概要

　　ア 　調達物品

　　　　仕様書によります。

　　イ 　数量

　　　　仕様書によります。

２ 　競争入札参加資格者に関する事項

　 　入札に参加を希望する者は、次の条件をすべて満た

さなければなりません。

　⑴ 　川崎市契約規則（昭和39年川崎市規則第28号）第

２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

　⑵ 　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による

指名停止期間中でないこと。

　⑶ 　平成31・32年度川崎市製造の請負・物件の供給等

有資格業者名簿の業種「リース」種目「事務用機器」

に登載されていること。

　⑷ 　この調達内容について、本市又は他官公庁におい

て類似の契約実績（元請に限る）を平成29年４月１

日以降に有すること。

３ 　入札参加申込書の配布及び提出

　 　一般競争入札に参加を希望する者は、次により入札

参加の申込みをしなければなりません。

　⑴ 　配布・提出場所

　　　〒212－0013

　　　川崎市幸区堀川町580番地ソリッドスクエア西館

　　　10階

　　　介護保険課　中村

　　　電　話　044－200－2687（直通）

　　　ＦＡＸ　044－200－3926

　　　E-mail：40kaigo@city.kawasaki.jp

　⑵ 　配布・提出期間

　　　令和２年１月10日（金）～令和２年１月17日（金）

　　　（ただし、土曜日、日曜日及び国民の祝日を除く）

　　 　午前９時～午後５時（ただし、正午～午後１時は

除く）

　　※ 入札参加申込書については、川崎市ホームページ

「入札情報かわさき」よりダウンロードできます。

　⑶ 　提出書類

　　ア 　入札参加申込書

　　イ 　上記２⑷を証明する契約書等の写し

　⑷ 　提出方法

　　　持参とします。

　⑸ 　その他

　　ア 　提出された入札参加申込書等は返却しません。

　　イ 　提出された入札参加申込書等の差替え及び再提

出は認めません。

　　ウ 　入札参加申込書等に関する問い合わせ先は、３

⑴の場所とします。

４ 　競争入札参加資格確認通知書の交付

　 　上記３により、入札参加申込書を提出し、一般競争

入札参加資格があると認めた者には、確認通知書を交

付します。また、川崎市製造の請負・物件の供給等有

資格者名簿へ登録した際に電子メールのアドレスを登

録している場合は、電子メールで配信します。

　 　なお、電子メールのアドレスを登録していない場合

は、直接受取りに来るようお願いします。

　⑴ 　交付日時

　　　令和２年１月21日（火）午前９時～午後５時

　　　（ただし、正午～午後１時は除く）

　⑵ 　場　所

　　　３⑴と同じ

　⑶ 　その他

　　 　入札説明書及び仕様書は３⑴の場所において、３

⑵の期間、縦覧に供します。また、インターネット

からダウンロードできます。（「入札情報かわさき」

の「入札情報」の委託の「入札公表」の中にありま

す。（「入札情報かわさき」→「入札情報」→「物品」

→「入札公表」→「財政局」で検索の中にあります。）

　　 　なお、インターネットから入手できない者には、

申出により無償で入札説明書を交付します。

　　 　川崎市製造の請負・物件の供給等有資格者名簿へ

登録した際に電子メールのアドレスを登録している

場合は、確認書と一括して自動的に電子メールで配

信します。

　⑷ 　入札説明会

　　　実施しません。

５ 　仕様書等に関する質問・回答

　⑴ 　質問

　　 　次により、仕様書等の内容に関し、質問すること

ができます。

　　　また、仕様書等以外の質問は受け付けません。

　　 　なお、入札参加者以外の質問には回答しませんの

で御注意ください。

　　ア 　問合せ先

　　　　３⑴と同じ

　　イ 　質問書の提出期間

　　　 　令和２年１月14日（火）午前９時～令和２年１

月23日（木）午後５時まで

　　ウ 　質問書の様式

　　　 　入札説明書に添付の「質問書」の様式により提

出してください。
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　　エ 　質問受付方法

　　　　電子メールによります。

　　　　電子メール　40kaigo@city.kawasaki.jp

　⑵ 　回答

　　ア 　回答日

　　　　令和２年１月28日（火）

　　イ 　回答方法

　　　 　入札参加者から質問が提出された場合にのみ、

全ての質問及び回答を電子メールにて配信します。

　　　 　なお、回答後の再質問は受付しません。

６ 　競争入札参加資格の喪失

　 　入札参加資格があると認められた者が、次の各号の

いずれかに該当するときは、入札参加資格を喪失します。

　⑴ 　開札前に上記２の各号のいずれかの条件を欠いた

とき。

　⑵ 　入札参加申込書及び提出書類等に虚偽の記載をし

たとき。

７ 　入札手続等

　⑴ 　入札金額・方法等

　　ア 　入札は、賃貸借期間である、令和２年３月１日

から令和７年２月28日までの60 ヶ月における契

約金総額（税抜）を入札金額として行います。入

札金額の見積の際、次の事項を算定基準とし、こ

れらをまとめて換算してください。

　　（ア）ハードウェアの本体価格及び保守料金

　　（イ）ソフトウェアの本体価格及び保守料金

　　（ウ ）ハードウェア及びソフトウェアのセットアッ

プ費用

　　（エ）調達物品の輸送及び設置に係る費用

　　（オ ）その他契約書及び調達仕様書に基づく調達物

品のリースに係る費用

　　イ 　契約金額は、入札書に記載された金額に100分

の10（消費税及び地方消費税）に相当する額を加

算した金額となりますので、入札者は見積った契

約希望金額の110分の100に相当する金額を入札書

に記載してください。

　　ウ 　入札は所定の入札書をもって行います。入札件

名を記載した封筒に入札書及び見積額の内訳書

（任意様式）を封印して提出してください。

　⑵ 　入札・開札の日時及び場所

　　ア 　入札日時　令和２年１月30日（木）　午前11時

　　イ 　入札場所　 川崎市幸区堀川町580番地ソリッド

スクエア西館10階

　　　　　　　　　健康福祉局　会議室10Ｅ

　⑶ 　入札書の提出方法

　　　持参とします。（持参以外は無効となります。）

　⑷ 　入札保証金

　　　免除とします。

　⑸ 　落札者の決定方法

　　 　川崎市契約規則第14条の規定に基づいて作成した

予定価格の範囲内で最低の価格をもって有効な入札

を行った者を落札者とします。

　　 　ただし、著しく低価格の場合は、調査を行うこと

があります。

　⑹ 　入札の無効

　　 　入札に参加する資格のない者が行った入札及び

「川崎市競争入札参加者心得」第７条に該当する入

札は無効とします。

８ 　カタログの提出について

　 　導入予定機種のカタログを令和２年２月４日（火）

午後５時までに３⑴に提出してください。

９ 　契約の手続等

　⑴ 　契約保証金

　　 　契約保証金は、川崎市契約規則（昭和39年川崎市

規則第28号）第33条第１項第５号の規定により、納

付を免除します。

　⑵ 　契約書作成の要否

　　　必要とします。

　⑶ 　契約条項等の閲覧

　　 　川崎市契約規則及び川崎市競争入札参加者心得等

は、川崎市ホームページの「入札情報かわさき」の

「契約関係規定」で閲覧することができます。

10　その他

　⑴ 　契約手続において使用する言語及び通貨は、日本

語及び日本国通貨に限ります。

　⑵ 　関連情報を入手するための照会窓口は、３⑴に同

じです。

　⑶ 　公告に定めるもののほかは、川崎市契約条例、川

崎市契約規則及び川崎市競争入札参加者心得の定め

るところによります。

　⑷ 　当該契約は、翌年度以降における所要の予算の該

当金額について減額又は削除があった場合は、この

契約を変更又は解除できるものとします。

　　 　また、上記解除に伴い損失が生じた場合は、その

損失の補償を川崎市に対して請求することができる

ものとし、補償額は協議して定めるものとします。

　　　───────────────────

川崎市公告（調達）第10号

　特定調達契約に関する一般競争入札について次のとお

り公告します。

　　令和２年１月10日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

１ 　競争入札に付する事項

　⑴ 　件名

　　　マイクロソフトソフトウェアアシュアランス

　⑵ 　履行場所
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　　　川崎市川崎区東田町５－４　川崎市役所第３庁舎

　⑶ 　履行期限

　　　令和２年３月31日

　⑷ 　調達概要

　　　入札説明書によります。

２ 　入札参加資格者に関する事項

　 　この入札に参加を希望するものは、次の条件をすべ

て満たさなければなりません。

　⑴ 　川崎市契約規則（昭和39年川崎市規則第28号）第

２条の規定に該当しないこと。

　⑵ 　平成31・32年度川崎市「製造の請負・物件の供給

等有資格業者名簿」の業種「コンピュータ」種目「ソ

フトウェア・消耗品」に登載されていること。

　　 　なお、有資格業者名簿に登録のない者（入札参加

業種に登載のない者も含む。）は、財政局資産管理

部契約課に所定の様式により、資格審査申請を令和

２年１月22日（水）までに行ってください。

　⑶ 　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による

指名停止期間中でないこと。

　⑷ 　この調達物品について、本市または他官公庁にお

いて類似の契約実績があること。

　⑸ 　この調達物品及び数量を確実かつ速やかに納入す

ることができること。

　⑹ 　この調達物品の納入後アフターサービスを本市の

求めに応じて速やかに提供できること。

３ 　入札参加申込書の配布、提出及び問い合わせ先

　 　この入札に参加を希望するものは、次により入札参

加の申し込みをしなければなりません。

　⑴ 　配布・提出場所及び問い合わせ先

　　　〒210－8577　川崎市川崎区東田町５－４

　　　（第３庁舎９階）

　　　総務企画局情報管理部システム管理課

　　　担当　森田・和田

　　　電　話　044－200－3076

　　　ＦＡＸ　044－200－3752

　　　E-mail　17syskan@city.kawasaki.jp

　⑵ 　配布・提出期間

　　 　令和２年１月10日（金）から令和２年１月22日

（水）までとします。（土曜日・日曜日及び休日を

除く、毎日午前８時30分から正午まで及び午後１時

から午後５時15分まで）

　⑶ 　提出方法  

　　　持参に限る。

４ 　一般競争参加資格確認通知書の交付

　 　一般競争入札参加申込書を提出した者には、次によ

り一般競争参加資格確認通知書を交付します。

　⑴ 　日時

　　　令和２年１月31日（金）

　　　午前８時30分から正午まで及び午後１時から

　　　午後５時15分まで

　⑵ 　場所

　　　３⑴に同じ

　⑶ 　その他

　　 　一般競争入札参加資格があると認められた者に

は、入札説明書を無料交付します。

　　 　また、入札説明書は３⑴の場所において令和２年

１月10日（金）から令和２年１月22日（水）まで縦

覧に供します。（土曜日・日曜日及び休日を除く、

毎日午前８時30分から正午まで及び午後１時から午

後５時15分まで）

５ 　入札参加者に求められる義務

　 　この入札の参加者には、入札説明書を配布しますの

で、次の日時・場所のとおり御来庁ください。

　⑴ 　日時

　　　令和２年１月31日（金）

　　　午前８時30分から正午まで及び午後１時から

　　　午後５時15分まで

　⑵ 　場所

　　　３⑴に同じ

６ 　仕様に関する問い合わせ先

　⑴ 　３⑴に同じ

　⑵ 　仕様に関する質問は、令和２年１月31日（金）か

ら令和２年２月７日（金）まで、入札説明書に添付

の質問書にて受付けます。また、ＦＡＸ・メールで

質問する場合は、質問書を送信した旨を担当まで御

連絡ください。（土曜日・日曜日及び休日を除く、

毎日午前８時30分から正午まで及び午後１時から午

後５時15分まで）

　　 　なお、回答については令和２年２月14日（金）、

全社にＦＡＸもしくはメールにて送付します。

７ 　入札参加資格の喪失

　 　入札参加資格があると認められた者が、開札前に上

記２の各号のいずれかの条件を欠いたときは、入札参

加資格を喪失します。

８ 　入札の手続等

　⑴ 　入札金額・方法等

　　ア 　落札決定にあたっては、入札書に記載された金

額に課される消費税及び地方消費税に相当する額

を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があ

るときは、その端数金額を切り捨てた金額）をも

って落札価格とするので、入札参加者は、見積っ

た契約希望金額から消費税及び地方消費税に相当

する金額を除いた金額を入札書に記載してくださ

い。ただし、別途指示があったものについては、

それに従うものとします。

　　イ 　入札は所定の入札書をもって行い、契約ごとに
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入札件名を記載した封筒に封印して提出してくだ

さい。なお、郵送による入札を行う場合は、さら

に「入札書在中」と明記した封筒に入れて、必ず

書留郵便にて送付してください。この場合は郵送

した日に３⑴の場所に必ず電話をしてください。

　⑵ 　入札・開札の日時及び場所

　　ア 　日時　令和２年２月21日（金）午後２時

　　イ 　場所　川崎市役所　第３庁舎９階　開発室Ⅰ

　⑶ 　　郵送による場合の入札書の受領期限及び宛先

　　ア 　期限　令和２年２月20日（木）必着

　　イ 　宛先　３⑴に同じ

　⑷ 　入札保証金

　　　免除とします。

　⑸ 　落札者の決定方法

　　 　川崎市契約規則第14条の規定に基づいて作成した

予定価格の範囲内で最低の価格をもって有効な入札

を行った者を落札者とします。ただし、著しく低価

格の場合は、調査を行うことがあります。

　⑹ 　入札の無効

　　 　川崎市競争入札参加者心得で無効と定める入札

は、これを無効とします。

９ 　契約の手続き等

　⑴ 　契約保証金は、次のとおりとします。

　　ア 　川崎市契約規則第33条各号に該当する場合は免

除します。

　　イ 　ア以外の場合は、契約金額の10パーセントを納

入しなければなりません。

　⑵ 　契約書作成の要否

　　 　必要とします。落札者は契約書を２通作成し、令

和２年２月26日（水）午後５時15分までに３⑴の場

所に持参してください。

　⑶ 　契約条項等の閲覧

　　 　川崎市契約規則及び川崎市競争入札参加者心得等

は、３⑴の場所において閲覧できます。

10　その他

　⑴ 　契約手続において使用する言語及び通貨は、日本

語及び日本国通貨に限ります。

　⑵ 　詳細は、入札説明書によります。

　⑶ 　関連情報を入手するための窓口

　　　３⑴に同じ

11　Summary

　⑴ 　 Nature and quantity of the products to be 

leased :

　　　Microsoft Software Assurance

　⑵ 　Time-limit for tender :

　　　2:00 P.M.February 21,2020

　⑶ 　Time-limit for tender by mail :

　　　February 20,2020

　⑷ 　Contact point for the notice :

　　　KAWASAKI CITY OFFICE

　　　System Management Section

　　　Information Management Department

　　　General Affairs and Planning Bureau

　　　5-4,Higashida-cho,Kawasaki-ku

　　　Kawasaki,Kanagawa 210-8577,Japan

　　　Tel:044-200-3076

　　　───────────────────

川崎市公告（調達）第11号

　一般競争入札について次の通り公告します。

　　令和２年１月10日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

１ 　競争入札に付する事項

　⑴ 　件　　名　 川崎競輪場東サイドスタンド解体撤去

及びバンク改修工事基本構想策定業務

委託

　⑵ 　履行場所　川崎市川崎区富士見２－１－６

　　　　　　　　川崎競輪場

　⑶ 　履行期間　契約締結日から令和年３月24日まで

　⑷ 　委託概要　 川崎競輪場東サイドスタンド解体撤去

及びバンク改修工事の基本設計を行う

ための基本構想の策定を行う。

２ 　競争参加資格に関する事項

　 　この入札に参加を希望する者は、次の条件を全て満

たさなければなりません。

　⑴ 　川崎市契約規則（昭和39年川崎市規則第28号）第

２条の規定に該当しないこと。

　⑵ 　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による

指名停止期間中でないこと。

　⑶ 　入札期日において、平成31・32年度川崎市「業務

委託有資格業者名簿」の業種「建築設計」に登載さ

れている者であること。

　⑷ 　平成26年度以降で、競輪場に係る設計業務の受託

をした実績があり、かつ競輪場バンクに関する知見

を有すること。

３ 　一般競争入札参加申込書の配布、提出及び問い合わ

せ先

　 　この入札に参加を希望する者は、次により競争参加

の申込をしなければなりません。

　⑴ 　一般競争入札参加申込書配布及び提出

　　　〒210－0011　川崎市川崎区富士見２－１－６

　　　川崎市経済労働局公営事業部総務課

　　　メインスタンド２階　担当　木田、石橋

　　　電　話　044－211－7082

　　　ＦＡＸ　044－233－8262

　⑵ 　配布及び提出期間

　　 　令和２年１月10日（金）から令和２年１月17日
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（金）まで（土・日及び休日を除く毎日午前９時か

ら正午まで及び午後１時から午後４時まで）としま

す。

　⑶ 　提出方法

　　 　持参に限ります。一般競争入札参加申込書及び入

札書は、インターネットからダウンロードすること

ができます。（「入札情報かわさき」の「入札情報」

の委託の欄の「入札公表」の中にあります。）ダウ

ンロードができない場合には、上記３⑵の期間に、

３⑴の場所で配布します。

４ 　入札説明書の交付

　 　３により一般競争入札参加申込書を提出した者に入

札説明書を交付します。また、入札説明書は上記３　

⑵の期間に、３⑴の場所で縦覧に供します。

５ 　競争入札参加資格確認通知書の交付

　 　一般競争入札参加申込書を提出した者には、平成

31・32年度川崎市競争入札参加資格審査申請書の委任

先メールアドレスに令和２年１月20日（月）までに送

付します。

　 　なお、申請者がメールアドレスを登録されていない

場合は、令和２年１月20日（月）の午後１時から午後

５時に、３⑴にて書類を交付します。

６ 　仕様・入札に関する問い合わせ先

　⑴ 　問い合わせ場所　上記３⑴と同じ

　⑵ 　問い合わせ期間

　　 　令和２年１月10日（金）から令和２年１月20日

（月）まで（土・日及び休日を除く午前９時から正

午まで及び午後１時から午後４時まで）とします。

　⑶ 　問い合わせ方法

　　 　入札説明書に添付の「質問書」の様式に必要事項

を記入し、指定するＦＡＸまたは電子メールアドレ

スあて送付してください。

　⑷ 　回答方法

　　 　質問があった場合の回答は、令和２年１月21日

（火）までに、参加全社あてにＦＡＸまたは電子メ

ールアドレスにて送付します。

７ 　競争入札参加資格の喪失

　 　競争入札参加資格があると認められた者が、次のい

ずれかに該当するときは、この入札に参加することは

できません。

　⑴ 　開札前に上記２の各号のいずれかの資格条件を満

たさなくなったとき。

　⑵ 　一般競争入札参加申込書及び提出書類について虚

偽の記載をしたとき。

８ 　入札手続き等

　⑴ 　入札方法等

　　 　入札金額は、税抜きの総額で行います。なお、入

札に際しては、「川崎市競争入札参加者心得」第３

条第２項の規定に関わらず、契約希望金額の110分

の100に相当する金額を入札書に記載してください。

　　ア 　入札書の提出日時

　　　　令和２年１月23日（木）午後２時00分

　　イ 　入札書の提出場所

　　　　上記３⑴と同じ

　　ウ 　郵送による場合の入札書の受領期限

　　　　令和２年１月22日（水）

　　エ 　郵送による場合の入札書の宛先

　　　　上記３⑴と同じ

　⑵ 　入札保証金　免除

　⑶ 　開札の日時　８⑴アに同じ

　⑷ 　開札の場所　８⑴イに同じ

　⑸ 　落札者の決定方法

　　 　川崎市契約規則第14条の規定に基づいて作成した

予定価格の制限の範囲内で最低制限価格以上の価格

をもって有効な入札を行った者のうち、最低の価格

をもって入札を行った者を落札者とします。

　⑹ 　入札の無効

　　 　川崎市競争入札参加者心得で無効と定める入札

は、これを無効とします。

９ 　契約手続等

　⑴ 　契約保証金

　　 　契約金額の10％とします。ただし、川崎市契約規

則第33条各号に該当する場合は、免除します。

　⑵ 　前払金　　　　　否

　⑶ 　契約書作成要否　要

　⑷ 　契約条項等の閲覧

　　 　川崎市契約規則及び川崎市競争入札参加者心得等

は、上記３⑴の場所において閲覧できます。

10　その他

　⑴ 　この契約において使用する言語及び通貨は、日本

語及び日本国通貨に限ります。

　⑵ 　詳細は、入札説明書によります。

　⑶ 　公告に定めるもののほか、川崎市契約条例、川崎

市契約規則及び川崎市入札参加者心得等の定めると

ころによります。

　　　───────────────────

川崎市公告（調達）第12号

　特定調達契約に関する一般競争入札について次のとお

り公告します。

　　令和２年１月10日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

１ 　競争入札に付する事項

　⑴ 　件　　名

　　　川崎市役所第３庁舎の電気需給に関する契約

　⑵ 　履行場所

　　　川崎市川崎区東田町５－４
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　⑶ 　履行期間

　　　令和２年４月１日から令和３年３月31日まで

　⑷ 　業務概要

　　　上記期間内における単価納入契約の締結

　　　調達見込数量　約4,260,100キロワット時

２ 　一般競争入札参加資格

　 　この入札に参加を希望する者は、次の条件をすべて

満たさなければなりません。

　⑴ 　１⑵の場所を含む区域における電気の供給につい

て、小売電気事業者として登録を受けている者であ

ること。

　⑵ 　川崎市契約規則（昭和39年川崎市規則第28号）第

２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

　⑶ 　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による

指名停止期間中でないこと。

　⑷ 　入札期日において平成31・32年度業務委託有資格

業者名簿の業種「その他物品販売」種目「電気供給」

に登載されていること。なお、有資格業者名簿に登

載のない者（入札参加業種に搭載のない者も含む。）

は財政局資産管理部契約課に所定の様式により、資

格審査申請を令和２年１月23日（木）までに行うこ

と。

　⑸ 　調達される電気の品質及び数量について、仕様書

の内容を遵守し、確実に納入することができるとと

もに、アフターサービスを本市の求めに応じて、速

やかに提供できること。

　⑹ 　川崎市環境配慮電力入札実施要綱（平成20年10月

１日制定）第４条第２項に基づき、Ａランク又はＢ

ランクに格付けされている者であること。なお、Ａ

ランク又はＢランクに格付けのない者は環境局地球

環境推進室に所定の様式により、評価の申請を令和

２年１月23日（木）までに行うこと。

３ 　一般競争入札参加資格確認申請書の配布、提出及び

問い合わせ先

　 　この入札に参加を希望する者は、次のとおり、一般

競争入札参加資格確認申請書を提出してください。

　⑴ 　配布・提出場所及び問い合わせ先

　　　〒210－8577

　　　川崎市川崎区東田町５－４

　　　川崎市役所第３庁舎４階

　　　総務企画局総務部庁舎管理課　庁舎設備担当

　　　電　話　044－200－3555（直通）

　　　ＦＡＸ　044－200－3749

　　　E-mail　17tyosya@city.kawasaki.jp

　⑵ 　配布・提出期間

　　 　令和２年１月10日（金）から同月23日（木）まで

の午前９時00分から午後５時00分まで。ただし、土

曜日、日曜日及び祝日並びに平日の正午から午後１

時00分までを除きます。

４ 　入札説明会及び入札説明書

　⑴ 　入札説明会

　　　実施しません。

　⑵ 　入札説明書の交付

　　 　業務の詳細、一般競争入札参加資格確認申請書、

質問書の様式が添付されている入札説明書は、「３

⑴配布・提出場所及び問い合わせ先」の場所におい

て、「３⑵配布・提出期間」の期間で縦覧に供する

とともに、希望者には印刷物を配布します。

５ 　一般競争入札参加資格確認通知書の交付

　 　一般競争入札参加資格確認申請書を提出した者に

は、次により一般競争入札参加資格確認通知書を交付

します。

　⑴ 　日時

　　　令和２年２月４日（火）　午後５時00分まで

　　 　ただし、業務委託有資格業者名簿へ登録した際に

電子メールのアドレスを登録している場合は、同日

の未明に電子メールで配信されます。

　⑵ 　場所

　　　「３⑴配布・提出場所及び問い合わせ先」に同じ。

６ 　仕様に関する問い合わせ

　⑴ 　問い合わせ先

　　　「３⑴配布・提出場所及び問い合わせ先」に同じ。

　⑵ 　質問受付期間

　　 　令和２年１月10日（金）から２月13日（木）まで

の午前９時00分から午後５時00分までとします。た

だし、土曜日、日曜日及び祝日並びに平日の正午か

ら午後１時00分までを除きます。

　⑶ 　質問書の様式

　　 　入札説明書に添付の「質問書」の様式により提出

してください。

　⑷ 　質問受付方法

　　 　持参、電子メール、ＦＡＸ又は郵送によります。

（電子メール又はＦＡＸで送付した場合は、送付し

た旨を「３⑴配布・提出場所及び問い合わせ先」の

問い合わせ先に電話にて御連絡ください。）

　　ア 　電子メール　17tyosya@city.kawasaki.jp

　　イ 　ＦＡＸ　　　044－200－3749

　　ウ 　郵送　　　 　「３⑴配布・提出場所及び問い合

わせ先」に同じ。ただし、「６⑵質

問受付期間」の期間内に必着のこと。

　⑸ 　回答方法

　　 　令和２年２月20日（木）午後５時00分までに、一

般競争入札参加資格確認通知書の交付を受けた者へ

電子メール又はＦＡＸにて回答書を送付します。な

お、この入札の参加資格を満たしていない者からの

質問に関しては回答しません。
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７ 　競争入札参加資格の喪失

　 　次の各号のいずれかに該当するときは、一般競争入

札参加資格を喪失します。

　⑴ 　開札前に上記「２　一般競争入札参加資格」の各

号のいずれかの条件を欠いたとき。

　⑵ 　一般競争入札参加資格確認申請書、提出書類等に

ついて、虚偽の記載をしたとき。

８ 　入札の手続等

　⑴ 　入札方法

　　ア 　入札金額は予定使用電力量に対する総価で行い

ます。入札者は見積った金額の110分の100に相当

する金額を入札書に記載してください。

　　イ 　入札は所定の入札書をもって行います。入札書

を入札件名が記載された封筒に入れ封印して持参

してください。

　　ウ 　契約電力の基本料金単価及び電力量料金単価を

基に総価を算出してください。なお、基にした単

価に消費税及び地方消費税に相当する額を加算し

た金額をもって、契約を締結するものとします。

　⑵ 　入札書の提出方法及び入札・開札の日時・場所

　　ア 　持参による入札の場合

　　（ア）入札日時

　　　　　令和２年２月26日（水）　午前10時00分

　　（イ）入札場所

　　　　　川崎市川崎区東田町５－４

　　　　　川崎市役所第３庁舎４階

　　　　　庁舎管理課会議室

　　イ 　郵送による入札の場合

　　（ア）入札書の提出期限

　　　　　令和２年２月25日（火）　必着

　　（イ）入札書の提出先

　　　　　３⑴と同じ

　⑶ 　入札保証金

　　　免除とします。

　⑷ 　落札者の決定方法

　　 　川崎市契約規則第14条の規定に基づいて作成した

予定価格の制限の範囲内で、最低の価格をもって有

効な入札を行った者を落札者とします。ただし、著

しく低価格の場合は、調査を行うことがあります。

　⑸ 　入札の無効

　　 　入札に参加する資格のない者が行った入札及び

「川崎市競争入札参加者心得」第７条に該当する入

札は無効とします。

９ 　契約の手続き等

　⑴ 　契約保証金は、次のとおりとします。

　　ア 　川崎市契約規則第33条各号に該当する場合は免

除します。

　　イ 　ア以外の場合は、契約金額の10％を納入しなけ

ればなりません。

　⑵ 　契約書作成の要否

　　　必要とします。

　⑶ 　前払金

　　　否

　⑷ 　議決の要否

　　　否

　⑸ 　契約条項等の閲覧

　　 　川崎市契約規則、川崎市競争入札参加者心得等

は、上記３⑴の場所及び川崎市のホームページの

「入札情報かわさき」（http://www.city.kawasaki.

jp/233300/index.html）の「契約関係規定」で閲覧

することができます。

10　その他

　⑴ 　契約手続において使用する言語及び通貨は、日本

語及び日本国通貨に限ります。

　⑵ 　関連情報を入手するための窓口は、「３⑴配布・

提出場所及び問い合わせ先」と同じです。

　⑶ 　当該落札決定の効果は、令和２年第１回川崎市議

会定例会における、本調達に係る予算の議決を要し

ます。

11　Summary

　⑴ 　 Nature and quantity of product to be 

purchased :

　　　 Electricity about 4,260,100kWh to use at 

Kawasaki City Office Building No.3

　⑵ 　Time-limit for tender:

　　　10:00 A.M. February, 26, 2020

　⑶ 　Time-limit for tender by mail:

　　　February, 25, 2020

　⑷ 　Contact point for the notice :

　　　KAWASAKI CITY OFFICE

　　　City Hall Management Section

　　　General Administration Department

　　　General Affairs and Planning Bureau

　　　5-4 Higasida-cho, Kawasaki-ku

　　　Kawasaki City, Kanagawa, 210-8577, JAPAN

　　　Tel 044-200-3555

税 公 告

川崎市税公告第131号

　差押調書（謄本）を別紙記載の者に送達すべきところ、

その者の住所、居所、事務所及び事業所が不明のため送

達することができないので、地方税法（昭和25年法律第

226号）第20条の２及び川崎市市税条例（昭和25年川崎

市条例第26号）第10条の規定により公告します。
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　なお、当該書類は送達を受けるべき者の申出により交

付します。

　　令和元年12月13日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

（別紙省略）

　　　───────────────────

川崎市税公告第132号

　差押調書（謄本）を別紙記載の者に送達すべきところ、

その者の住所、居所、事務所及び事業所が不明のため送

達することができないので、地方税法（昭和25年法律第

226号）第20条の２及び川崎市市税条例（昭和25年川崎

市条例第26号）第10条の規定により公告します。

　なお、当該書類は送達を受けるべき者の申出により交

付します。

　　令和元年12月13日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

（別紙省略）

　　　───────────────────

川崎市税公告第133号

　給与所得等に係る市民税・県民税特別徴収税額の決

定・変更通知書（特別徴収義務者用）を別紙記載の者に

送達すべきところ、その者の住所、居所、事務所及び事

業所が不明のため送達することができないので、地方税

法（昭和25年法律第226号）第20条の２及び川崎市市税

条例（昭和25年川崎市条例第26号）第10条の規定により

公告します。

　なお、当該書類は送達を受けるべき者の申出により交

付します。

　　令和元年12月13日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

（別紙省略）

　　　───────────────────

川崎市税公告第134号

　市民税・県民税税額決定通知書を別紙記載の者に送達

すべきところ、その者の住所、居所、事務所及び事業所

が不明のため送達することができないので、地方税法

（昭和25年法律第226号）第20条の２及び川崎市市税条

例（昭和25年川崎市条例第26号）第10条の規定により公

告します。

　なお、当該書類は送達を受けるべき者の申出により交

付します。

　　令和元年12月13日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

（別紙省略）

　　　───────────────────

川崎市税公告第135号

　差押調書（謄本）を別紙記載の者に送達すべきところ、

その者の住所、居所、事務所及び事業所が不明のため送

達することができないので、地方税法（昭和25年法律第

226号）第20条の２及び川崎市市税条例（昭和25年川崎

市条例第26号）第10条の規定により公告します。

　なお、当該書類は送達を受けるべき者の申出により交

付します。

　　令和元年12月20日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

（別紙省略）

　　　───────────────────

川崎市税公告第136号

　差押調書（謄本）を別紙記載の者に送達すべきところ、

その者の住所、居所、事務所及び事業所が不明のため送

達することができないので、地方税法（昭和25年法律第

226号）第20条の２及び川崎市市税条例（昭和25年川崎

市条例第26号）第10条の規定により公告します。

　なお、当該書類は送達を受けるべき者の申出により交

付します。

　　令和元年12月20日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

（別紙省略）

　　　───────────────────

川崎市税公告第137号

　次の市税に係る納税通知書を別紙記載の者に送達すべ

きところ、その者の住所、居所、事務所及び事業所が不

明のため送達することができないので、地方税法（昭和

25年法律第226号）第20条の２及び川崎市市税条例（昭

和25年川崎市条例第26号）第10条の規定により公告しま

す。

なお、当該書類は送達を受けるべき者の申出により交付

します。

　　令和元年12月20日

 川崎市長　福　田　紀　彦　　

年　度 税　目 期　別
この公告による

変更する納期限
件数・備考

平成31年度
市民税・県民税

（普通徴収）
11月随時分以降

令和２年１月６日

（11月随時分）
計64件

平成31年度

（平成30年度課税分）

市民税・県民税

（普通徴収）
11月随時分

令和２年１月６日

（11月随時分）
計３件

（別紙省略）
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上 下 水 道 局 規 程

川崎市上下水道局規程第15号

　川崎市上下水道局水道技術管理者の職務に関する規程

の一部を改正する規程を次のように定める。

　　令和元年12月25日

 川崎市上下水道事業管理者　金　子　　　督　　

　　　川崎市上下水道局水道技術管理者の職務に

　　　関する規程の一部を改正する規程

　川崎市上下水道局水道技術管理者の職務に関する規程

（昭和46年川崎市水道局規程第33号）の一部を次のよう

に改正する。

　第２条第１項第１号中「こと」の次に「（法第22条の

２第２項に規定する点検を含む。）」を加え、同項第３号

中「規定に基づく」を削り、同項中第８号を第９号とし、

第７号を第８号とし、第６号の次に次の１号を加える。

　⑺ 　法第22条の３第１項の台帳の作成に関すること。

　第２条第２項中「第６号」を「第７号」に、「第７号

又は第８号」を「第８号又は第９号」に改める。

　　　附　則

　　　（令和元年12月25日川崎市上下水道局規程第15号）

　この規程は、公布の日から施行し、改正後の川崎市上

下水道局水道技術管理者の職務に関する規程の規定は、

令和元年10月１日から適用する。

　　　───────────────────

川崎市上下水道局規程第16号

　川崎市上下水道局企業職員の給料等の額及び支給方法

等に関する規程の一部を改正する規程を次のように定め

る。

　　令和元年12月25日

 川崎市上下水道事業管理者　金　子　　　督　　

　　　川崎市上下水道局企業職員の給料等の額及

　　　び支給方法等に関する規程の一部を改正す

　　　る規程

　川崎市上下水道局企業職員の給料等の額及び支給方法

等に関する規程（昭和32年川崎市水道部規程第５号）の

一部を次のように改正する。

　別表第４中

「

担当課長（下水道使用料担当）

 」　　　　　　　　

を

「

担当課長（下水道使用料担当）

担当課長（調査担当）

 」　　　　　　　　

に改める。

　　　附　則

　この規程は、令和２年１月１日から施行する。

上 下 水 道 局 告 示

川崎市上下水道局告示第35号

　　　川崎市排水設備指定工事店の更新について

　川崎市排水設備指定工事店の指定等に関する規程（平

成22年川崎市水道局規程第64号）第９条の規定に基づ

き、川崎市排水設備指定工事店として指定を更新したの

で、同規程第12条第１号の規定により告示します。

　　令和元年12月16日

 川崎市上下水道事業管理者　金　子　　　督　　

１ 　指定有効期間

　　令和２年２月１日から

　　令和７年１月31日まで

２ 　指定工事店

　　指 定 番 号　381

　　商号又は名称　有限会社セイワコーポレーション

　　営業所所在地　川崎市宮前区西野川３丁目27番13号

　　代表者氏名　糸房　和男

　　指 定 番 号　122

　　商号又は名称　有限会社清水設備

　　営業所所在地　川崎市高津区溝口４丁目２番15号

　　代表者氏名　清水　匡位

　　指 定 番 号　594

　　商号又は名称　南設備工業株式会社

　　営業所所在地　横浜市南区庚台72番地１

　　代表者氏名　　浜中　征子

　　指 定 番 号　951

　　商号又は名称　有限会社ショウ設備工業

　　営業所所在地　横浜市保土ケ谷区上菅田町415番地13

　　代表者氏名　將田　光漢

　　指 定 番 号　83

　　商号又は名称　追川建設株式会社

　　営業所所在地　川崎市多摩区枡形４丁目10番５号

　　代表者氏名　追川　恭子

　　指 定 番 号　950

　　商号又は名称　有限会社恩田工業

　　営業所所在地　横浜市戸塚区上矢部町2120番地15

　　代表者氏名　恩田　三志郎

　　指 定 番 号　277
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　　商号又は名称　株式会社フレックスエンジニアリング

　　営業所所在地　川崎市多摩区登戸357番地

　　代表者氏名　大貫　弘

　　指 定 番 号　217

　　商号又は名称　日新工業株式会社

　　営業所所在地　 川崎市麻生区片平５－９－６青葉

201

　　代表者氏名　　川村　一徳

　　指 定 番 号　592

　　商号又は名称　有限会社藤設備工業

　　営業所所在地　川崎市宮前区西野川１丁目26番26号

　　代表者氏名　佐藤　義昭

　　指 定 番 号　220

　　商号又は名称　有限会社中水工業

　　営業所所在地　川崎市幸区小向西町２丁目34番地１

　　代表者氏名　奥川　利雄

　　　───────────────────

川崎市上下水道局告示第36号

　　　川崎市排水設備指定工事店の更新について

　川崎市排水設備指定工事店の指定等に関する規程（平

成22年川崎市水道局規程第64号）第９条の規定に基づ

き、川崎市排水設備指定工事店として指定を更新したの

で、同規程第12条第１号の規定により告示します。

　　令和元年12月16日

 川崎市上下水道事業管理者　金　子　　　督　　

１ 　指定有効期間

　　令和２年２月１日から

　　令和７年１月31日まで

２ 　指定工事店

　　指 定 番 号　115

　　商号又は名称　有限会社菅生工務店

　　営業所所在地　川崎市宮前区菅生２丁目６番３号

　　代表者氏名　新井　次雄

　　指 定 番 号　374

　　商号又は名称　東光建設株式会社

　　営業所所在地　横浜市旭区東希望が丘189番地

　　代表者氏名　黒須　博

　　指 定 番 号　78

　　商号又は名称　有限会社原島工業所

　　営業所所在地　川崎市多摩区西生田２丁目14番21号

　　代表者氏名　原島　幸義

　　指 定 番 号　949

　　商号又は名称　株式会社内野工務店

　　営業所所在地　横浜市旭区金が谷２丁目33番２号

　　代表者氏名　内野　大喜

　　指 定 番 号　952

　　商号又は名称　株式会社小山商会

　　営業所所在地　相模原市中央区上溝347番８

　　代表者氏名　小山　桂一

　　指 定 番 号　379

　　商号又は名称　興栄工業株式会社

　　営業所所在地　横浜市鶴見区獅子ケ谷１丁目56番８号

　　代表者氏名　山本　毅一郎

　　指 定 番 号　126

　　商号又は名称　横山設備工業株式会社

　　営業所所在地　川崎市中原区上平間1700番地269

　　代表者氏名　諸橋　悟

　　指 定 番 号　82

　　商号又は名称　株式会社稲田水道工務店

　　営業所所在地　川崎市多摩区菅稲田堤３丁目１番32号

　　代表者氏名　樋山　晴久

　　指 定 番 号　382

　　商号又は名称　株式会社志岐工事

　　営業所所在地　川崎市幸区小倉２丁目10番４号

　　代表者氏名　志岐　健太

　　指 定 番 号　383

　　商号又は名称　永光建設株式会社

　　営業所所在地　横浜市港北区大豆戸町477番地

　　代表者氏名　吉田　寛之

　　　───────────────────

川崎市上下水道局告示第37号

　　　川崎市上下水道局指定給水装置工事事業者

　　　の指定について

　川崎市上下水道局指定給水装置工事事業者規程（平成

10年川崎市水道局規程第３号）第４条の規定に基づき、

川崎市上下水道局指定給水装置工事事業者として次の者

を指定したので、同規程第９条第１号の規定により告示

します。

　　令和元年12月24日

 川崎市上下水道事業管理者　金　子　　　督　　

１ 　指 定 番 号　第1699号

　　氏名又は名称　有限会社コヤマ住設

　　住　　　　所　横浜市都筑区荏田東４丁目15番３号

　　代表者氏名　小山　正次

　　指定年月日　令和２年１月１日

　　有 効 期 限　令和６年12月31日

２ 　指 定 番 号　第1700号

　　氏名又は名称　株式会社ＮＩＣ

　　住　　　　所　川崎市宮前区神木本町３丁目４番34号

　　代表者氏名　安居　政則
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　　指定年月日　令和２年１月１日

　　有 効 期 限　令和６年12月31日

３ 　指 定 番 号　第1701号

　　氏名又は名称　羽倉設計事務所

　　住　　　　所　横浜市緑区新治町466番地１

　　　　　　　　　サマックスオオサワ206

　　代表者氏名　羽倉　裕美

　　指定年月日　令和２年１月１日

　　有 効 期 限　令和６年12月31日

４ 　指 定 番 号　第1702号

　　氏名又は名称　株式会社将栄興業

　　住　　　　所　さいたま市緑区大字中野田1251番地

　　　　　　　　　２ワークオフィス中野田201号

　　代表者氏名　厚沢　将伸

　　指定年月日　令和２年１月１日

　　有 効 期 限　令和６年12月31日

　　　───────────────────

川崎市上下水道局告示第38号

　　　川崎市上下水道局指定給水装置工事事業者

　　　の指定事項の変更について

　川崎市上下水道局指定給水装置工事事業者規程（平成

10年川崎市水道局規程第３号）第６条の規定に基づく届

け出があり、次の指定給水装置工事事業者の指定事項の

変更を行いましたので告示します。

　　令和元年12月24日

 川崎市上下水道事業管理者　金　子　　　督　　

１ 　指定番号　第75号

　　氏名又は名称　株式会社田中工業

　　住　　　　所　川崎市多摩区堰３丁目５番６号

　　代表者氏名　（新）田中　祐一

　　　　　　　　　（旧）田中　金蔵

　　変更年月日　令和元年５月25日

２ 　指 定 番 号　第136号

　　氏名又は名称　有限会社石川設備工業所

　　住　　　　所　（新） 川崎市宮前区西野川３丁目33

番29号

　　　　　　　　　（旧）川崎市宮前区野川2256番地

　　代表者氏名　石川　剛

　　変更年月日　令和元年10月15日

３ 　指 定 番 号　第1023号

　　氏名又は名称　星野設備工業株式会社

　　住　　　　所　（新） 東京都杉並区方南１丁目23番

５号

　　　　　　　　　（旧） 東京都杉並区方南１丁目23番

24号

　　代表者氏名　（新）星野　栄治

　　　　　　　　　（旧）星野　高志

　　変更年月日　（住所）平成29年４月１日

　　　　　　　　　（代表者）平成29年９月１日

４ 　指 定 番 号　第1439号

　　氏名又は名称　水道お直し隊

　　住　　　　所　（新） 東京都世田谷区等々力８丁目

26番18号ブリックハウス等々

力201

　　　　　　　　　（旧） 東京都世田谷区用賀３丁目10

番７号スコアール用賀Ｂ棟

101

　　代表者氏名　（新）河田　誠二

　　　　　　　　　（旧）上村　誠二

　　変更年月日　（住所）令和元年11月26日

　　　　　　　　　（代表者）令和元年６月26日

　　　───────────────────

川崎市上下水道局告示第39号

　　　川崎市上下水道局指定給水装置工事事業者

　　　の廃止について

　川崎市上下水道局指定給水装置工事事業者規程（平成

10年川崎市水道局規程第３号）第６条の規定に基づく届

け出があり、次の指定給水装置工事事業者の指定の廃止

を行いましたので告示します。

　　令和元年12月24日

 川崎市上下水道事業管理者　金　子　　　督　　

１ 　指 定 番 号　第259号

　　氏名又は名称　株式会社エンドーエンジニアリング

　　住　　　　所　川崎市川崎区南町12番地５

　　代表者氏名　遠藤　和造

　　廃止年月日　令和元年12月11日

　　　───────────────────

川崎市上下水道局告示第40号

　　　公共下水道の供用開始及び下水道の処理の

　　　開始について

　公共下水道の供用及び下水の処理の開始について、下

水道法（昭和33年法律第79号）第９条の規定により、次

のとおり告示します。

　　令和元年12月25日

 川崎市上下水道事業管理者　金　子　　　督　　

１ 　公共下水道の供用及び下水の処理を開始する年月日

　　令和元年12月25日

２ 　終末処理場の位置及び名称

　⑴ 　幸区南加瀬４丁目40番22号

 加瀬水処理センター

　⑵ 　中原区宮内３丁目22番１号

 等々力水処理センター

　⑶ 　麻生区上麻生６丁目15番１号
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 麻生水処理センター

３ 　排除施設の方法

　⑴ 　合流式

　⑵ 　分流式

４ 　下水を排除及び処理する区域

　⑴ 　分流式（等々力水処理センタ－）

　　　高津区久地４丁目の一部

　　　高津区下作延５丁目の一部

　　　高津区上作延の一部

　　　高津区溝口２丁目の一部

　　　宮前区西野川３丁目の一部

　　　宮前区平１丁目の一部

　　　宮前区平２丁目の一部

　　　宮前区平３丁目の一部

　　　宮前区菅生１丁目の一部

　　　宮前区菅生３丁目の一部

　　　宮前区水沢２丁目の一部

　　　宮前区初山１丁目の一部

　　　宮前区神木本町２丁目の一部

　　　多摩区菅２丁目の一部

　　　多摩区菅５丁目の一部

　　　多摩区菅６丁目の一部

　　　多摩区菅野戸呂の一部

　　　多摩区菅稲田堤３丁目の一部

　　　多摩区枡形１丁目の一部

　　　多摩区中野島４丁目の一部

　　　多摩区宿河原６丁目の一部

　　　多摩区堰３丁目の一部

　　　多摩区長尾４丁目の一部

　　　多摩区登戸の一部

　　　麻生区東百合丘４丁目の一部

　⑵ 　分流式（麻生水処理センタ－）

　　　麻生区黒川の一部

　　　麻生区五力田３丁目の一部

　　　麻生区片平４丁目の一部

　　　麻生区片平５丁目の一部

　　　麻生区王禅寺西４丁目の一部

　　　麻生区王禅寺東１丁目の一部

　　　麻生区王禅寺東５丁目の一部

　　　麻生区上麻生５丁目の一部

　　　麻生区上麻生６丁目の一部

５ 　縦覧

　⑴ 　開始日時

　　　令和元年12月25日

　⑵ 　場所

　　　川崎市上下水道局中部下水道事務所

　　　川崎市上下水道局下水道部西部下水道管理事務所

　　　川崎市上下水道局下水道部北部下水道管理事務所

川崎市上下水道局告示第41号

　　　川崎市上下水道局指定給水装置工事事業者

　　　の指定更新について

　川崎市上下水道局指定給水装置工事事業者規程（平成

10年川崎市水道局規程第３号）第５条の規定に基づき、

川崎市上下水道局指定給水装置工事事業者として次の者

を指定更新したので、同規程第９条第２号の規定により

告示します。

　　令和元年12月26日

 川崎市上下水道事業管理者　金　子　　　督　　

１ 　指 定 番 号　第７号

　　氏名又は名称　株式会社三興水道商会

　　住　　　　所　川崎市中原区新丸子町716番地

　　代表者氏名　髙𣘺　洋之

　　指定更新日　令和元年12月26日

　　有 効 期 限　令和７年９月29日

２ 　指 定 番 号　第14号

　　氏名又は名称　株式会社協和日成　神奈川支店

　　住　　　　所　川崎市高津区末長四丁目７番８号

　　代表者氏名　川野　茂

　　指定更新日　令和元年12月26日

　　有 効 期 限　令和７年９月29日

３ 　指 定 番 号　第15号

　　氏名又は名称　株式会社吉浜工業所

　　住　　　　所　川崎市川崎区中島二丁目13番１号

　　代表者氏名　𠮷浜　喜一

　　指定更新日　令和元年12月26日

　　有 効 期 限　令和７年９月29日

４ 　指 定 番 号　第19号

　　氏名又は名称　本田工業株式会社

　　住　　　　所　川崎市幸区小向町３番15号

　　代表者氏名　本田　耕貴

　　指定更新日　令和元年12月26日

　　有 効 期 限　令和７年９月29日

５ 　指 定 番 号　第20号

　　氏名又は名称　株式会社成田水道工務店

　　住　　　　所　川崎市中原区木月住吉町６番24号

　　代表者氏名　成田　紀明

　　指定更新日　令和元年12月26日

　　有 効 期 限　令和７年９月29日

６ 　指 定 番 号　第21号

　　氏名又は名称　株式会社橘設備工業所

　　住　　　　所　横浜市鶴見区向井町三丁目78番地の８

　　代表者氏名　荒井　敬仁

　　指定更新日　令和元年12月26日
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　　有 効 期 限　令和７年９月29日

７ 　指 定 番 号　第24号

　　氏名又は名称　有限会社山口工務店

　　住　　　　所　川崎市川崎区宮前町３番10号

　　代表者氏名　山口　晃

　　指定更新日　令和元年12月26日

　　有 効 期 限　令和７年９月29日

８ 　指 定 番 号　第25号

　　氏名又は名称　有限会社杉下工務店

　　住　　　　所　川崎市川崎区伊勢町20番９号

　　代表者氏名　杉下　昌之

　　指定更新日　令和元年12月26日

　　有 効 期 限　令和７年９月29日

９ 　指 定 番 号　第28号

　　氏名又は名称　株式会社共栄器材

　　住　　　　所　川崎市多摩区生田一丁目８番25号

　　代表者氏名　木原　昇一郎

　　指定更新日　令和元年12月26日

　　有 効 期 限　令和７年９月29日

10　指 定 番 号　第29号

　　氏名又は名称　川本工業株式会社　川崎支店

　　住　　　　所　川崎市川崎区榎町５番13号小林ビル

　　代表者氏名　川本　守彦

　　指定更新日　令和元年12月26日

　　有 効 期 限　令和７年９月29日

11　指 定 番 号　第31号

　　氏名又は名称　有限会社小島建設工業所

　　住　　　　所　川崎市幸区下平間120番地

　　代表者氏名　小島　一元

　　指定更新日　令和元年12月26日

　　有 効 期 限　令和７年９月29日

12　指 定 番 号　第34号

　　氏名又は名称　株式会社碓井設備

　　住　　　　所　川崎市川崎区宮前町８番39号

　　代表者氏名　今井　勇

　　指定更新日　令和元年12月26日

　　有 効 期 限　令和７年９月29日

13　指 定 番 号　第35号

　　氏名又は名称　株式会社折原設備工務店

　　住　　　　所　川崎市川崎区小田三丁目９番５号

　　代表者氏名　鈴木　雅志

　　指定更新日　令和元年12月26日

　　有 効 期 限　令和７年９月29日

14　指 定 番 号　第37号

　　氏名又は名称　有限会社本間工業所

　　住　　　　所　川崎市中原区上平間1132番地

　　代表者氏名　小池　健雄

　　指定更新日　令和元年12月26日

　　有 効 期 限　令和７年９月29日

15　指 定 番 号　第40号

　　氏名又は名称　有限会社小西水道工業所

　　住　　　　所　川崎市中原区下沼部1774番地

　　代表者氏名　小西　隆幸

　　指定更新日　令和元年12月26日

　　有 効 期 限　令和７年９月29日

16　指 定 番 号　第41号

　　氏名又は名称　株式会社小沢工務店

　　住　　　　所　川崎市幸区小倉三丁目16番34号

　　代表者氏名　小澤　武義

　　指定更新日　令和元年12月26日

　　有 効 期 限　令和７年９月29日

17　指 定 番 号　第43号

　　氏名又は名称　有限会社大貫工務店

　　住　　　　所　川崎市多摩区宿河原二丁目14番５号

　　代表者氏名　大貫　章

　　指定更新日　令和元年12月26日

　　有 効 期 限　令和７年９月29日

18　指 定 番 号　第45号

　　氏名又は名称　株式会社千年水道工業所

　　住　　　　所　川崎市高津区久末1288番地

　　代表者氏名　中嶋　栄一

　　指定更新日　令和元年12月26日

　　有 効 期 限　令和７年９月29日

19　指 定 番 号　第51号

　　氏名又は名称　株式会社高村工務店

　　住　　　　所　川崎市幸区北加瀬三丁目11番46号

　　代表者氏名　高村　雅之

　　指定更新日　令和元年12月26日

　　有 効 期 限　令和７年９月29日

20　指 定 番 号　第55号

　　氏名又は名称　日東工業株式会社

　　住　　　　所　川崎市高津区千年979番地１

　　代表者氏名　鈴木　計正

　　指定更新日　令和元年12月26日

　　有 効 期 限　令和７年９月29日

21　指 定 番 号　第59号

　　氏名又は名称　株式会社稲田水道工務店

　　住　　　　所　川崎市多摩区菅稲田堤三丁目１番32号

　　代表者氏名　樋山　晴久

　　指定更新日　令和元年12月26日
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　　有 効 期 限　令和７年９月29日

22　指 定 番 号　第61号

　　氏名又は名称　住吉工務店

　　住　　　　所　川崎市中原区木月三丁目50番18号

　　代表者氏名　髙橋　秀人

　　指定更新日　令和元年12月26日

　　有 効 期 限　令和７年９月29日

23　指 定 番 号　第62号

　　氏名又は名称　有限会社東栄設備工業所

　　住　　　　所　川崎市川崎区浅田三丁目16番11号

　　代表者氏名　加藤　弘行

　　指定更新日　令和元年12月26日

　　有 効 期 限　令和７年９月29日

24　指 定 番 号　第63号

　　氏名又は名称　追川建設株式会社

　　住　　　　所　川崎市多摩区枡形四丁目10番５号

　　代表者氏名　追川　恭子

　　指定更新日　令和元年12月26日

　　有 効 期 限　令和７年９月29日

25　指 定 番 号　第66号

　　氏名又は名称　有限会社原島工業所

　　住　　　　所　川崎市多摩区西生田二丁目14番21号

　　代表者氏名　原島　幸義

　　指定更新日　令和元年12月26日

　　有 効 期 限　令和７年９月29日

26　指 定 番 号　第70号

　　氏名又は名称　有限会社菱沼工業所

　　住　　　　所　川崎市川崎区川中島二丁目８番５号

　　代表者氏名　菱沼　政徳

　　指定更新日　令和元年12月26日

　　有 効 期 限　令和７年９月29日

27　指 定 番 号　第80号

　　氏名又は名称　株式会社一本松工業

　　住　　　　所　川崎市麻生区上麻生五丁目45番16号

　　代表者氏名　寺尾　巧

　　指定更新日　令和元年12月26日

　　有 効 期 限　令和７年９月29日

28　指 定 番 号　第83号

　　氏名又は名称　大同産業株式会社

　　住　　　　所　川崎市幸区下平間280番地

　　　　　　　　　ラ・ガイア３Ｆ

　　代表者氏名　吉村　正

　　指定更新日　令和元年12月26日

　　有 効 期 限　令和７年９月29日

29　指 定 番 号　第86号

　　氏名又は名称　有限会社清水設備

　　住　　　　所　川崎市高津区溝口四丁目２番15号

　　代表者氏名　清水　匡位

　　指定更新日　令和元年12月26日

　　有 効 期 限　令和７年９月29日

30　指 定 番 号　第89号

　　氏名又は名称　有限会社広瀬工業所

　　住　　　　所　川崎市川崎区鋼管通一丁目15番９号

　　代表者氏名　廣瀬　文男

　　指定更新日　令和元年12月26日

　　有 効 期 限　令和７年９月29日

31　指 定 番 号　第91号

　　氏名又は名称　株式会社笠倉工業

　　住　　　　所　川崎市幸区紺屋町９番地

　　代表者氏名　笠倉　嘉平

　　指定更新日　令和元年12月26日

　　有 効 期 限　令和７年９月29日

32　指 定 番 号　第95号

　　氏名又は名称　有限会社菅生工務店

　　住　　　　所　川崎市宮前区菅生二丁目６番３号

　　代表者氏名　新井　次雄

　　指定更新日　令和元年12月26日

　　有 効 期 限　令和７年９月29日

33　指 定 番 号　第97号

　　氏名又は名称　髙岸建設工業株式会社

　　住　　　　所　川崎市川崎区渡田山王町８番10号

　　代表者氏名　髙岸　恒久

　　指定更新日　令和元年12月26日

　　有 効 期 限　令和７年９月29日

34　指 定 番 号　第100号

　　氏名又は名称　有限会社菊田工業所

　　住　　　　所　川崎市川崎区昭和二丁目10番７号

　　代表者氏名　菊田　建一

　　指定更新日　令和元年12月26日

　　有 効 期 限　令和７年９月29日

35　指 定 番 号　第102号

　　氏名又は名称　有限会社堀一設備

　　住　　　　所　川崎市中原区今井南町４番１号

　　代表者氏名　堀一　隆之

　　指定更新日　令和元年12月26日

　　有 効 期 限　令和７年９月29日

36　指 定 番 号　第106号

　　氏名又は名称　有限会社前川設備工業所

　　住　　　　所　川崎市川崎区小田栄一丁目11番４号

　　代表者氏名　樋口　泰宏
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　　指定更新日　令和元年12月26日

　　有 効 期 限　令和７年９月29日

37　指 定 番 号　第110号

　　氏名又は名称　横山設備工業株式会社

　　住　　　　所　川崎市中原区上平間1700番地269

　　代表者氏名　諸橋　悟

　　指定更新日　令和元年12月26日

　　有 効 期 限　令和７年９月29日

38　指 定 番 号　第111号

　　氏名又は名称　有限会社丸菱管設

　　住　　　　所　川崎市幸区南加瀬四丁目21番18号

　　代表者氏名　菱沼　薫

　　指定更新日　令和元年12月26日

　　有 効 期 限　令和７年９月29日

39　指 定 番 号　第113号

　　氏名又は名称　有限会社？？浜設備

　　住　　　　所　川崎市幸区小倉三丁目２番10号

　　代表者氏名　吉濵　正弘

　　指定更新日　令和元年12月26日

　　有 効 期 限　令和７年９月29日

40　指 定 番 号　第119号

　　氏名又は名称　株式会社タイトー

　　住　　　　所　川崎市宮前区西野川三丁目17番24号

　　代表者氏名　宮﨑　元希

　　指定更新日　令和元年12月26日

　　有 効 期 限　令和７年９月29日

41　指 定 番 号　第120号

　　氏名又は名称　有限会社逸見工業

　　住　　　　所　川崎市川崎区観音一丁目15番２号

　　代表者氏名　逸見　務

　　指定更新日　令和元年12月26日

　　有 効 期 限　令和７年９月29日

42　指 定 番 号　第121号

　　氏名又は名称　株式会社高根設備

　　住　　　　所　川崎市麻生区王禅寺西五丁目18番１号

　　代表者氏名　高根　克巳

　　指定更新日　令和元年12月26日

　　有 効 期 限　令和７年９月29日

43　指 定 番 号　第122号

　　氏名又は名称　崎東水道工業株式会社

　　住　　　　所　川崎市多摩区長沢一丁目６番23号

　　代表者氏名　河上　辰男

　　指定更新日　令和元年12月26日

　　有 効 期 限　令和７年９月29日

44　指 定 番 号　第123号

　　氏名又は名称　有限会社生田衛生設備

　　住　　　　所　川崎市麻生区百合丘一丁目５番地５号

　　代表者氏名　関　喜志夫

　　指定更新日　令和元年12月26日

　　有 効 期 限　令和７年９月29日

45　指 定 番 号　第128号

　　氏名又は名称　有限会社五十嵐設備工業所

　　住　　　　所　川崎市高津区蟹ケ谷146番地

　　代表者氏名　五十嵐　勝美

　　指定更新日　令和元年12月26日

　　有 効 期 限　令和７年９月29日

46　指 定 番 号　第131号

　　氏名又は名称　荻原住宅設備機器株式会社

　　住　　　　所　川崎市中原区上小田中六丁目23番33号

　　代表者氏名　荻原　康弘

　　指定更新日　令和元年12月26日

　　有 効 期 限　令和７年９月29日

47　指 定 番 号　第135号

　　氏名又は名称　有限会社荻野設備工業

　　住　　　　所　川崎市宮前区菅生三丁目34番８号

　　代表者氏名　荻野　三郎

　　指定更新日　令和元年12月26日

　　有 効 期 限　令和７年９月29日

48　指 定 番 号　第137号

　　氏名又は名称　株式会社百合ヶ丘設備工業

　　住　　　　所　川崎市麻生区高石一丁目21番９号

　　代表者氏名　笠原　均

　　指定更新日　令和元年12月26日

　　有 効 期 限　令和７年９月29日

49　指 定 番 号　第138号

　　氏名又は名称　有限会社川辺工業

　　住　　　　所　川崎市高津区久地一丁目４番11号

　　代表者氏名　川辺　正則

　　指定更新日　令和元年12月26日

　　有 効 期 限　令和７年９月29日

50　指 定 番 号　第140号

　　氏名又は名称　有限会社宮本住宅設備

　　住　　　　所　川崎市高津区久末1491－９

　　　　　　　　　バースシティ日吉台311号

　　代表者氏名　宮本　繁

　　指定更新日　令和元年12月26日

　　有 効 期 限　令和７年９月29日

51　指 定 番 号　第141号

　　氏名又は名称　株式会社富士設備

　　住　　　　所　川崎市中原区下小田中五丁目14番１号
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　　代表者氏名　大川　裕一郎

　　指定更新日　令和元年12月26日

　　有 効 期 限　令和７年９月29日

52　指 定 番 号　第143号

　　氏名又は名称　有限会社尼野設備工業

　　住　　　　所　川崎市高津区末長一丁目39番17号

　　代表者氏名　尼野　正男

　　指定更新日　令和元年12月26日

　　有 効 期 限　令和７年９月29日

53　指 定 番 号　第147号

　　氏名又は名称　啓友設備株式会社

　　住　　　　所　川崎市宮前区東有馬二丁目12番２号

　　代表者氏名　今門　隆

　　指定更新日　令和元年12月26日

　　有 効 期 限　令和７年９月29日

54　指 定 番 号　第148号

　　氏名又は名称　株式会社松井工務店

　　住　　　　所　川崎市中原区上平間393番地

　　代表者氏名　松井　建一

　　指定更新日　令和元年12月26日

　　有 効 期 限　令和７年９月29日

55　指 定 番 号　第149号

　　氏名又は名称　有限会社三橋設備

　　住　　　　所　川崎市中原区井田中ノ町21番26号

　　代表者氏名　三橋　克夫

　　指定更新日　令和元年12月26日

　　有 効 期 限　令和７年９月29日

56　指 定 番 号　第151号

　　氏名又は名称　株式会社吉忠商会

　　住　　　　所　川崎市宮前区宮崎三丁目11番地１

　　代表者氏名　吉田　浩之

　　指定更新日　令和元年12月26日

　　有 効 期 限　令和７年９月29日

57　指 定 番 号　第154号

　　氏名又は名称　株式会社首都圏施設サービス

　　住　　　　所　川崎市麻生区五力田三丁目６番地３号

　　代表者氏名　川田　操

　　指定更新日　令和元年12月26日

　　有 効 期 限　令和７年９月29日

58　指 定 番 号　第156号

　　氏名又は名称　有限会社横山水道設備

　　住　　　　所　川崎市宮前区野川本町二丁目28番16号

　　代表者氏名　渡　雄一郎

　　指定更新日　令和元年12月26日

　　有 効 期 限　令和７年９月29日

59　指 定 番 号　第159号

　　氏名又は名称　有限会社小林設備工業

　　住　　　　所　川崎市多摩区堰二丁目11番43号

　　代表者氏名　小林　郁久

　　指定更新日　令和元年12月26日

　　有 効 期 限　令和７年９月29日

60　指 定 番 号　第163号

　　氏名又は名称　麻生建設株式会社

　　住　　　　所　川崎市麻生区上麻生六丁目13番13号

　　代表者氏名　鴨志田　茂

　　指定更新日　令和元年12月26日

　　有 効 期 限　令和７年９月29日

61　指 定 番 号　第169号

　　氏名又は名称　川又電機工事株式会社

　　住　　　　所　川崎市川崎区観音二丁目９番３号

　　代表者氏名　川又　竜志郎

　　指定更新日　令和元年12月26日

　　有 効 期 限　令和７年９月29日

62　指 定 番 号　第171号

　　氏名又は名称　三豊エンジニヤリング株式会社

　　住　　　　所　横浜市保土ヶ谷区狩場町169番地125

　　代表者氏名　斎藤　安弘

　　指定更新日　令和元年12月26日

　　有 効 期 限　令和７年９月29日

63　指 定 番 号　第174号

　　氏名又は名称　株式会社藤森工業

　　住　　　　所　川崎市幸区遠藤町32番７

　　代表者氏名　藤森　満樹

　　指定更新日　令和元年12月26日

　　有 効 期 限　令和７年９月29日

64　指 定 番 号　第176号

　　氏名又は名称　協伸工業有限会社

　　住　　　　所　川崎市幸区小向西町四丁目57番地

　　代表者氏名　萩原　実

　　指定更新日　令和元年12月26日

　　有 効 期 限　令和７年９月29日

65　指 定 番 号　第180号

　　氏名又は名称　有限会社大坂設備

　　住　　　　所　川崎市宮前区平六丁目４番48号

　　代表者氏名　大坂　順一

　　指定更新日　令和元年12月26日

　　有 効 期 限　令和７年９月29日

66　指 定 番 号　第181号

　　氏名又は名称　株式会社スガオ施工

　　住　　　　所　川崎市宮前区犬蔵一丁目37番15号
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　　代表者氏名　本田　直樹

　　指定更新日　令和元年12月26日

　　有 効 期 限　令和７年９月29日

67　指 定 番 号　第183号

　　氏名又は名称　有限会社山崎設備工業

　　住　　　　所　川崎市多摩区菅北浦二丁目13番12号

　　代表者氏名　山崎　政紀

　　指定更新日　令和元年12月26日

　　有 効 期 限　令和７年９月29日

68　指 定 番 号　第186号

　　氏名又は名称　株式会社ヒラマ

　　住　　　　所　横浜市保土ケ谷区仏向町1059番地

　　　　　　　　　102

　　代表者氏名　平間　利夫

　　指定更新日　令和元年12月26日

　　有 効 期 限　令和７年９月29日

69　指 定 番 号　第189号

　　氏名又は名称　山羽工業株式会社

　　住　　　　所　藤沢市渡内二丁目２番７号

　　代表者氏名　山根　格

　　指定更新日　令和元年12月26日

　　有 効 期 限　令和７年９月29日

70　指 定 番 号　第193号

　　氏名又は名称　有限会社古谷設備工業

　　住　　　　所　川崎市多摩区中野島三丁目31番15号

　　代表者氏名　古谷　文雄

　　指定更新日　令和元年12月26日

　　有 効 期 限　令和７年９月29日

71　指 定 番 号　第194号

　　氏名又は名称　有限会社タカハシ設備工業

　　住　　　　所　川崎市宮前区野川3257番地の７

　　代表者氏名　高橋　行雄

　　指定更新日　令和元年12月26日

　　有 効 期 限　令和７年９月29日

72　指 定 番 号　第195号

　　氏名又は名称　日新工業株式会社

　　住　　　　所　川崎市麻生区向原三丁目14番19号

　　代表者氏名　川村　一徳

　　指定更新日　令和元年12月26日

　　有 効 期 限　令和７年９月29日

73　指 定 番 号　第196号

　　氏名又は名称　有限会社さかい管工

　　住　　　　所　川崎市高津区蟹ケ谷258番地７

　　代表者氏名　酒井　毅

　　指定更新日　令和元年12月26日

　　有 効 期 限　令和７年９月29日

74　指 定 番 号　第198号

　　氏名又は名称　有限会社中水工業

　　住　　　　所　川崎市幸区小向西町二丁目34番地１

　　代表者氏名　奥川　利雄

　　指定更新日　令和元年12月26日

　　有 効 期 限　令和７年９月29日

75　指 定 番 号　第204号

　　氏名又は名称　株式会社坂本商会

　　住　　　　所　川崎市中原区下小田中六丁目９番33号

　　代表者氏名　坂本　亮

　　指定更新日　令和元年12月26日

　　有 効 期 限　令和７年９月29日

76　指 定 番 号　第207号

　　氏名又は名称　有限会社松本水道工事

　　住　　　　所　川崎市川崎区大島三丁目13番８号

　　代表者氏名　松本　眞平

　　指定更新日　令和元年12月26日

　　有 効 期 限　令和７年９月29日

77　指 定 番 号　第209号

　　氏名又は名称　日化設備工業株式会社　川崎支店

　　住　　　　所　川崎市中原区中丸子461番地

　　代表者氏名　高本　篤

　　指定更新日　令和元年12月26日

　　有 効 期 限　令和７年９月29日

78　指 定 番 号　第211号

　　氏名又は名称　有限会社大進設備

　　住　　　　所　川崎市麻生区東百合丘四丁目11番13号

　　代表者氏名　山田　有紀

　　指定更新日　令和元年12月26日

　　有 効 期 限　令和７年９月29日

79　指 定 番 号　第212号

　　氏名又は名称　靖功設備株式会社

　　住　　　　所　横浜市鶴見区北寺尾七丁目22番１号

　　代表者氏名　小野　博司

　　指定更新日　令和元年12月26日

　　有 効 期 限　令和７年９月29日

80　指 定 番 号　第217号

　　氏名又は名称　有限会社相澤設備工業

　　住　　　　所　川崎市幸区紺屋町21番地

　　代表者氏名　森　明博

　　指定更新日　令和元年12月26日

　　有 効 期 限　令和７年９月29日

81　指 定 番 号　第223号

　　氏名又は名称　有限会社新設備

　　住　　　　所　川崎市幸区南加瀬三丁目８番32号
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　　代表者氏名　鈴木　新次郎

　　指定更新日　令和元年12月26日

　　有 効 期 限　令和７年９月29日

82　指 定 番 号　第224号

　　氏名又は名称　株式会社エーケン

　　住　　　　所　川崎市宮前区神木本町二丁目９番10号

　　代表者氏名　佐藤　昇

　　指定更新日　令和元年12月26日

　　有 効 期 限　令和７年９月29日

83　指 定 番 号　第226号

　　氏名又は名称　前田興業株式会社

　　住　　　　所　川崎市多摩区宿河原三丁目16番66号

　　代表者氏名　前田　穰治

　　指定更新日　令和元年12月26日

　　有 効 期 限　令和７年９月29日

84　指 定 番 号　第228号

　　氏名又は名称　株式会社ミヅサワ住設

　　住　　　　所　川崎市高津区向ケ丘166番地４

　　代表者氏名　笠井　善泰

　　指定更新日　令和元年12月26日

　　有 効 期 限　令和７年９月29日

85　指 定 番 号　第230号

　　氏名又は名称　ホクヨー住宅設備株式会社

　　住　　　　所　横浜市瀬谷区南瀬谷一丁目81番17号

　　代表者氏名　佐々木　正利

　　指定更新日　令和元年12月26日

　　有 効 期 限　令和７年９月29日

86　指 定 番 号　第232号

　　氏名又は名称　株式会社ジェス

　　住　　　　所　横浜市緑区長津田町2966番地

　　代表者氏名　宇都木　勉

　　指定更新日　令和元年12月26日

　　有 効 期 限　令和７年９月29日

87　指 定 番 号　第235号

　　氏名又は名称　有限会社阿部設備

　　住　　　　所　川崎市高津区二子三丁目34番10号

　　代表者氏名　阿部　義則

　　指定更新日　令和元年12月26日

　　有 効 期 限　令和７年９月29日

88　指 定 番 号　第237号

　　氏名又は名称　明和工業株式会社

　　住　　　　所　川崎市幸区紺屋町40番地４

　　代表者氏名　下山　和則

　　指定更新日　令和元年12月26日

　　有 効 期 限　令和７年９月29日

89　指 定 番 号　第238号

　　氏名又は名称　熱研プラント工業株式会社

　　住　　　　所　川崎市宮前区宮前平三丁目２番地13

　　代表者氏名　東軒　秀和

　　指定更新日　令和元年12月26日

　　有 効 期 限　令和７年９月29日

90　指 定 番 号　第239号

　　氏名又は名称　株式会社長谷川設備

　　住　　　　所　横浜市旭区今宿南町2122番地

　　代表者氏名　長谷川　徹

　　指定更新日　令和元年12月26日

　　有 効 期 限　令和７年９月29日

91　指 定 番 号　第246号

　　氏名又は名称　有限会社ハマダ管工

　　住　　　　所　川崎市宮前区野川1183番地６

　　代表者氏名　濵田　満

　　指定更新日　令和元年12月26日

　　有 効 期 限　令和７年９月29日

92　指 定 番 号　第250号

　　氏名又は名称　株式会社丸栄建設

　　住　　　　所　川崎市多摩区長沢四丁目18番６号

　　代表者氏名　西山　和祐

　　指定更新日　令和元年12月26日

　　有 効 期 限　令和７年９月29日

93　指 定 番 号　第251号

　　氏名又は名称　株式会社キャプティ

　　住　　　　所　東京都墨田区堤通一丁目19番９号

　　代表者氏名　菊山　嘉晴

　　指定更新日　令和元年12月26日

　　有 効 期 限　令和７年９月29日

94　指 定 番 号　第255号

　　氏名又は名称　株式会社ミカセ

　　住　　　　所　川崎市中原区中丸子267番地３

　　代表者氏名　松井　保夫

　　指定更新日　令和元年12月26日

　　有 効 期 限　令和７年９月29日

95　指 定 番 号　第257号

　　氏名又は名称　株式会社フレックスエンジニアリング

　　住　　　　所　川崎市多摩区登戸357番地

　　代表者氏名　大貫　弘

　　指定更新日　令和元年12月26日

　　有 効 期 限　令和７年９月29日
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上 下 水 道 局 公 告

川崎市上下水道局公告第69号

　一般競争入札について次のとおり公告します。

　　令和元年12月17日

 川崎市上下水道事業管理者　金　子　　　督　　

川崎市上下水道局公告第70号

　一般競争入札について次のとおり公告します。

　　令和元年12月17日

 川崎市上下水道事業管理者　金　子　　　督　　

（案件１）

競争入札に

付する事項

件　　 名 令和元年度　中原区中大口径管きょ実施設計委託第15号

履行場所 川崎市中原区地内

履行期限 契約の日から令和２年11月30日まで

参 加 資 格

⑴ 　川崎市上下水道局契約規程第２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

⑵ 　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による指名停止期間中でないこと。

⑶ 　平成31・32年度川崎市業務委託有資格業者名簿の業種「建設コンサルタント」、種目「下水道部

門」に登載されていること。

⑷ 　平成26年４月１日以降に契約した、次のすべての委託業務の元請としての履行完了実績を有し、

当該実績をＴＥＣＲＩＳにより確認できること。

　ア 　日本下水道協会が発行した「管きょ更生工法における設計・施工管理ガイドライン（案）」又

は「管きょ更生工法における設計・施工管理ガイドライン‐2017年版‐」に基づく、内径800mm

以上の円形管きょ及び短辺内径800mm以上の矩形管きょについての更生工法（複合管）における

基本設計又は詳細設計

　イ 　下水道管きょに係る詳細設計（改築・詳細）について耐震設計（レベル１及び２）を含むもの

⑸ 　次の要件を満たす者を配置できること。なお、下記ウ及びエは兼務できません。

競争入札に

付する事項

件　　 名 （給水用１類）開設不要型応急給水拠点標示板・案内板

履行場所
川崎市幸区下平間１－11

川崎市上下水道局資材倉庫

履行期限 令和２年３月31日まで

参 加 資 格

⑴ 　川崎市上下水道局契約規程第２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

⑵ 　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による指名停止期間中でないこと。

⑶ 　川崎市内に本社を有すること。

⑷ 　「官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律」第２条第１項第１号による中小企

業者であること。

⑸ 　入札期日において、平成31・32年度川崎市製造の請負・物件の供給等有資格業者名簿の業種「看

板・標識」、種目「看板・表示板」に登載されていること。

⑹ 　仕様書の内容を遵守し、当該物品を確実に納入することができること。

契約条項を

示す場所等

川崎市財政局資産管理部契約課物品契約係

（〒210－8577　川崎市川崎区宮本町１番地　明治安田生命ビル13階）電話　044－200－2091

入札日時等 令和２年１月22日　午前10時30分（砂子平沼ビル７階入札室）

入札保証金 　免

契約書作成 　要

入札の無効
この公告に示した競争入札参加資格のない者が行った入札及び川崎市上下水道局競争入札参加者心

得で無効と定める入札は、これを無効とします。

そ　の　他 詳細は、川崎市ホームページ「入札情報かわさき」を御覧ください。

　　　　　　　　　　────────────────────────────────
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参 加 資 格

　ア 　総合技術監理部門技術士（上下水道－下水道）の資格を有する者

　イ 　酸素欠乏・硫化水素危険作業主任者の資格を有する者

　ウ 　業務責任者として、総合技術監理部門技術士（上下水道－下水道）、上下水道部門技術士（下

水道）又は下水道法に規定された資格のいずれかを有する者

　エ 　照査技術者として、総合技術監理部門技術士（上下水道－下水道）、上下水道部門技術士（下

水道）又はＲＣＣＭ（下水道）のいずれかを有する者

契約条項を

示す場所等

財政局資産管理部契約課委託契約係（〒210－8577　川崎市川崎区宮本町１番地）

電話　044－200－2097

入札日時等 令和２年１月16日　午後２時30分（砂子平沼ビル７階入札室）

入札保証金 　免

契約書作成 　要

入札の無効
この公告に示した競争入札参加資格のない者が行った入札及び川崎市上下水道局競争入札参加者心

得で無効と定める入札は、これを無効とします。

そ　の　他 詳細は、川崎市ホームページ「入札情報かわさき」を御覧ください。

（案件２）

競争入札に

付する事項

件　　 名 令和元年度南部下水管内管きょ清掃委託その３

履行場所 川崎市川崎区、幸区地内

履行期限 契約の日から令和２年３月31日まで

参 加 資 格

⑴ 　川崎市上下水道局契約規程第２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

⑵ 　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による指名停止期間中でないこと。

⑶ 　平成31・32年度川崎市業務委託有資格業者名簿に、地域区分「市内」で登録されている者。

⑷ 　「官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律」第２条第１項第１号による中小企

業者であること。

⑸ 　平成31・32年度川崎市業務委託有資格業者名簿の業種「屋外清掃」、種目「下水道清掃」に登載

されている者。

⑹ 　川崎市産業廃棄物収集運搬業又は神奈川県産業廃棄物収集運搬業の許可証（産業廃棄物の種類

に汚泥が含まれていること。）を受けていること。

⑺ 　バキューム車（揚泥車、強力吸引車、特殊強力吸引車等）を保有または調達することが可能な者。

⑻ 　管きょ清掃の作業にあたって、以下の者を専任で配置できること。

　ア 　産業洗浄技能士（高圧洗浄作業）の技能検定合格者

　イ 　酸素欠乏・硫化水素危険作業主任技能講習修了者

　　なお、上記アとイは兼任できるものとします。

契約条項を

示す場所等

財政局資産管理部契約課委託契約係（〒210－8577　川崎市川崎区宮本町１番地）

電話　044－200－2097

入札日時等 令和２年１月16日　午後２時30分（砂子平沼ビル７階入札室）

入札保証金 　免

契約書作成 　要

入札の無効
この公告に示した競争入札参加資格のない者が行った入札及び川崎市上下水道局競争入札参加者心

得で無効と定める入札は、これを無効とします。

そ　の　他

・本案件の落札者と締結する契約は、川崎市契約条例第７条第１項第２号に規定する特定業務委託

契約（公契約）に該当します。

　特定業務委託契約においては、川崎市契約条例第８条各号に掲げる事項を定めます。

　詳しくは、川崎市契約条例、川崎市上下水道局契約規程及び川崎市ホームページ「入札情報かわ

さき」の「入札・契約関連情報」内の「特定契約（公契約）に関する情報」を御覧ください。

　詳細は、川崎市ホームページ「入札情報かわさき」を御覧下さい。
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（案件３）

競争入札に

付する事項

件　　 名 令和元年度　汚泥圧送管空気弁等点検業務委託

履行場所 川崎市川崎区、幸区地内

履行期限 契約の日から令和２年３月31日まで

参 加 資 格

⑴ 　川崎市上下水道局契約規程第２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

⑵ 　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による指名停止期間中でないこと。

⑶ 　平成31・32年度川崎市業務委託有資格業者名簿に地域区分「市内」又は「準市内」で登録され

ている者。

⑷ 　平成31・32年度川崎市業務委託有資格業者名簿の業種「施設維持管理」、種目「その他の施設維

持管理」に登載されていること。

契約条項を

示す場所等

財政局資産管理部契約課委託契約係（〒210－8577　川崎市川崎区宮本町１番地）

電話　044－200－2097

入札日時等 令和２年１月16日　午後２時30分（砂子平沼ビル７階入札室）

入札保証金 　免

契約書作成 　要

入札の無効
この公告に示した競争入札参加資格のない者が行った入札及び川崎市上下水道局競争入札参加者心

得で無効と定める入札は、これを無効とします。

そ　の　他 詳細は、川崎市ホームページ「入札情報かわさき」を御覧ください。

（案件４）

競争入札に

付する事項

件　　 名 入江崎余熱利用プール改築更新計画策定業務委託

履行場所 川崎市川崎区塩浜３－24－12

履行期限 契約の日から令和２年９月15日まで

参 加 資 格

⑴ 　川崎市上下水道局契約規程第２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

⑵ 　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による指名停止期間中でないこと。

⑶ 　平成31・32年度川崎市業務委託有資格業者名簿の業種「建設コンサルタント」、種目「下水道部

門」に登載されていること。

⑷ 　平成16年４月１日以降に国、地方公共団体又は地方共同法人が発注した委託業務において、常

設された施設で改築更新に向けた調査業務の元請けとしての履行完了実績を有すること。

⑸ 　次の要件を満たす者を配置できること。なお、下記イ及びウの兼務はできません。

　ア 　総合技術監理部門技術士の資格を有する者

　イ 　業務責任者として、総合技術監理部門技術士（上下水道－下水道）、上下水道部門技術士（下

水道）又は下水道法に規定された資格のいずれかを有する者

　ウ 　照査技術者

契約条項を

示す場所等

財政局資産管理部契約課委託契約係（〒210－8577　川崎市川崎区宮本町１番地）

電話　044－200－2097

入札日時等 令和２年１月16日　午後２時30分（砂子平沼ビル７階入札室）

入札保証金 　免

契約書作成 　要

入札の無効
この公告に示した競争入札参加資格のない者が行った入札及び川崎市上下水道局競争入札参加者心

得で無効と定める入札は、これを無効とします。

そ　の　他 詳細は、川崎市ホームページ「入札情報かわさき」を御覧ください。
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（案件５）

競争入札に

付する事項

件　　 名 令和元年度北部下水管内管きょ清掃委託その４

履行場所 川崎市麻生区、多摩区地内

履行期限 契約の日から令和２年３月31日まで

参 加 資 格

⑴ 　川崎市上下水道局契約規程第２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

⑵ 　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による指名停止期間中でないこと。

⑶ 　平成31・32年度川崎市業務委託有資格業者名簿に、地域区分「市内」で登録されている者。

⑷ 　「官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律」第２条第１項第１号による中小企

業者であること。

⑸ 　平成31・32年度川崎市業務委託有資格業者名簿の業種「屋外清掃」、種目「下水道清掃」に登載

されている者。

⑹ 　川崎市産業廃棄物収集運搬業又は神奈川県産業廃棄物収集運搬業の許可証（産業廃棄物の種類

に汚泥が含まれていること。）を受けていること。

⑺ 　バキューム車（揚泥車、強力吸引車、特殊強力吸引車等）を保有または調達することが可能な者。

⑻ 　管きょ清掃の作業にあたって、以下の者を専任で配置できること。

　ア 　産業洗浄技能士（高圧洗浄作業）の技能検定合格者

　イ 　酸素欠乏・硫化水素危険作業主任技能講習修了者

　なお、上記アとイは兼任できるものとします。

契約条項を

示す場所等

財政局資産管理部契約課委託契約係（〒210－8577　川崎市川崎区宮本町１番地）

電話　044－200－2097

入札日時等 令和２年１月21日　午後２時30分（砂子平沼ビル７階入札室）

入札保証金 　免

契約書作成 　要

入札の無効
この公告に示した競争入札参加資格のない者が行った入札及び川崎市上下水道局競争入札参加者心

得で無効と定める入札は、これを無効とします。

そ　の　他

・本案件の落札者と締結する契約は、川崎市契約条例第７条第１項第２号に規定する特定業務委託

契約（公契約）に該当します。

　特定業務委託契約においては、川崎市契約条例第８条各号に掲げる事項を定めます。

　詳しくは、川崎市契約条例、川崎市上下水道局契約規程及び川崎市ホームページ「入札情報かわ

さき」の「入札・契約関連情報」内の「特定契約（公契約）に関する情報」を御覧ください。

　詳細は、川崎市ホームページ「入札情報かわさき」を御覧下さい。

　　　　　　　　　　────────────────────────────────

川崎市上下水道局公告第71号

　一般競争入札について次のとおり公告します。

　　令和元年12月17日

 川崎市上下水道事業管理者　金　子　　　督　　

（案件１）

競争入札に

付する事項

件　　 名 古市場下水幹線その５工事

履行場所 川崎市幸区古市場、古市場１丁目地内

履行期限 契約の日から280日間

参 加 資 格

⑴ 　川崎市上下水道局契約規程第２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

⑵ 　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による指名停止期間中でないこと。

⑶ 　建設業退職金共済制度に加入していること。

⑷ 　平成31・32年度川崎市工事請負有資格業者名簿に地域区分「市内」で登録されていること。
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参 加 資 格

⑸ 　平成31・32年度川崎市工事請負有資格業者名簿に業種「下水管きょ」種目「下水道管更生」ラ

ンク「Ａ」で登録されていること。

⑹ 　平成31・32年度の業者登録情報において、主観評価項目制度実施要綱第２条⑴イ「災害時にお

ける本市との協力体制（災害協定）」又はウ「災害時における本市との協力体制（防災協力事業所）」

に登録があること。

⑺ 　「官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律」第２条第１項第１号による中小企

業者であること。

⑻ 　有効期間内の経営事項審査の総合評定値通知書を有していること。

⑼ 　土木工事業に係る特定建設業の許可を受けていること。ただし、受注後の下請契約の請負代金

の額の合計が4,000万円（建築一式工事の場合は6,000万円）を下回り、「下請契約に関する誓約書」

を提出した場合は、一般建設業の許可でも可とします。また、本案件の請負金額が4,000万円（建

築一式工事の場合は6,000万円）未満となった場合は特定建設業の許可を要しません。

⑽ 　監理技術者資格者証（業種「土木」）の交付を受けた技術者を専任で配置できること。ただし、

受注後の下請契約の請負代金の額の合計が4,000万円（建築一式工事の場合は6,000万円）を下回

り、「下請契約に関する誓約書」を提出した場合は、主任技術者でも可とします。なお、本案件の

請負金額が4,000万円（建築一式工事の場合は6,000万円）未満となった場合は監理技術者を要し

ません。また、本案件の請負金額が3,500万円（建築一式工事の場合は7,000万円）未満となった

場合は専任を要しません。

契約条項を

示す場所等

財政局資産管理部契約課土木契約係（〒210－8577川崎市川崎区宮本町１番地）

電話　044－200－2099

入札日時等 令和２年１月20日　午後１時30分（財政局資産管理部契約課土木契約係（明治安田生命ビル13階））

入札保証金 　免

契約書作成 　要

入札の無効
この公告に示した競争入札参加資格のない者が行った入札又は川崎市上下水道局競争入札参加者心

得で無効と定める入札は、これを無効とします。

そ　の　他 詳細は、川崎市ホームページ「入札情報かわさき」を御覧ください。

（案件２）

競争入札に

付する事項

件　　 名 登戸地区ほか下水幹枝線第６号工事

履行場所 川崎市多摩区登戸、高津区下作延５丁目地内ほか

履行期限 契約の日から220日間

参 加 資 格

⑴ 　川崎市上下水道局契約規程第２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。

⑵ 　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による指名停止期間中でないこと。

⑶ 　建設業退職金共済制度に加入していること。

⑷ 　平成31・32年度川崎市工事請負有資格業者名簿に地域区分「市内」で登録されていること。

⑸ 　平成31・32年度川崎市工事請負有資格業者名簿に業種「下水管きょ」種目「下水道開削」ラン

ク「Ａ」で登録されていること。

⑹ 　「官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律」第２条第１項第１号による中小企

業者であること。

⑺ 　有効期間内の経営事項審査の総合評定値通知書を有していること。

⑻ 　土木工事業に係る特定建設業の許可を受けていること。ただし、受注後の下請契約の請負代金

の額の合計が4,000万円（建築一式工事の場合は6,000万円）を下回り、「下請契約に関する誓約書」

を提出した場合は、一般建設業の許可でも可とします。また、本案件の請負金額が4,000万円（建

築一式工事の場合は6,000万円）未満となった場合は特定建設業の許可を要しません。
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参 加 資 格

⑼ 　監理技術者資格者証（業種「土木」）の交付を受けた技術者を専任で配置できること。ただし、

受注後の下請契約の請負代金の額の合計が4,000万円（建築一式工事の場合は6,000万円）を下回

り、「下請契約に関する誓約書」を提出した場合は、主任技術者でも可とします。なお、本案件の

請負金額が4,000万円（建築一式工事の場合は6,000万円）未満となった場合は監理技術者を要し

ません。また、本案件の請負金額が3,500万円（建築一式工事の場合は7,000万円）未満となった

場合は専任を要しません。

契約条項を

示す場所等

財政局資産管理部契約課土木契約係（〒210－8577川崎市川崎区宮本町１番地）

電話　044－200－2099

入札日時等 令和２年１月20日　午後１時30分（財政局資産管理部契約課土木契約係（明治安田生命ビル13階））

入札保証金 　免

契約書作成 　要

入札の無効
この公告に示した競争入札参加資格のない者が行った入札又は川崎市上下水道局競争入札参加者心

得で無効と定める入札は、これを無効とします。

そ　の　他 詳細は、川崎市ホームページ「入札情報かわさき」を御覧ください。

上 下 水 道 局 公 告（ 調 達 ）

川崎市上下水道局公告（調達）第１号

　特定調達契約に関する一般競争入札について次のとお

り公告します。

　　令和２年１月10日

 川崎市上下水道事業管理者　金　子　　　督　　

１ 　競争入札に付する事項

　⑴ 　購入物品及び数量

　　ア 　長沢浄水場で使用する電気（単価契約）

　　　　予定使用電力量　6,039,898キロワット時

　　イ 　潮見台配水所で使用する電気（単価契約）

　　　　予定使用電力量　2,843,383キロワット時

　　ウ 　生田浄水場で使用する電気（単価契約）

　　　　予定使用電力量　8,906,736キロワット時

　　エ 　平間配水所で使用する電気（単価契約）

　　　　予定使用電力量　2,373,820キロワット時

　　オ 　鷺沼配水所で使用する電気（単価契約）

　　　　予定使用電力量　3,150,096キロワット時

　　カ　 入江崎総合スラッジセンターで使用する電気

（単価契約）

　　　　予定使用電力量　22,068,060キロワット時

　　キ　入江崎水処理センターで使用する電気（単価契約）

　　　　予定使用電力量　23,368,312キロワット時

　　ク　加瀬水処理センターで使用する電気（単価契約）

　　　　予定使用電力量　12,127,348キロワット時

　　ケ　等々力水処理センターで使用する電気（単価契約）

　　　　予定使用電力量　25,388,736キロワット時

　　コ　麻生水処理センターで使用する電気（単価契約）

　　　　予定使用電力量　5,786,369キロワット時

　　サ　戸手ポンプ場ほかで使用する電気（単価契約）

　　　　予定使用電力量　4,594,802キロワット時

　　シ　小向ポンプ場ほかで使用する電気（単価契約）

　　　　予定使用電力量　2,903,409キロワット時

　⑵ 　購入物品の特質等

　　　仕様書によります。

　⑶ 　納入場所

　　　仕様書によります。

　⑷ 　納入期間

　　　令和２年４月１日から令和３年３月31日まで

　⑸ 　本案件は、紙入札方式で行います。

２ 　競争入札参加資格に関する事項

　 　この入札に参加を希望する者は、次の条件を全て満

たさなければなりません。

　⑴ 　電気事業法第２条の２の規定に基づき小売電気事

業者として登録を受けた者であること。

　⑵ 　川崎市上下水道局契約規程第２条の規定に基づく

資格停止期間中でないこと。

　⑶ 　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による

指名停止期間中でないこと。

　⑷ 　入札期日において、平成31・32年度川崎市製造の

請負・物件の供給等有資格業者名簿の業種「その他

の物品販売」のうち種目「電気供給」に登載されて

おり、かつ、川崎市環境配慮電力入札実施要綱第４

条第２項の規定に基づき、「Ａ」又は「Ｂ」の等級

に格付けされていること。

　　 　なお、有資格業者名簿に登載のない者（入札参加

業種・種目に登載のない者を含む。）は、財政局資

産管理部契約課で所定の様式により、資格審査申請

を令和２年１月23日までに行ってください。

３ 　入札説明書等の閲覧及び交付

　　次により入札説明書等を閲覧することができます。
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　　また、希望者には無償で交付します。

　⑴ 　場所　川崎市財政局資産管理部契約課物品契約係

　　　　　　〒210－8577

　　　　　　川崎市川崎区宮本町１番地

　　　　　　明治安田生命ビル13階

　　　　　　電話　044－200－2091

　⑵ 　期間　 令和２年１月10日（公告日）から令和２年

１月23日（土曜日、日曜日及び祝日を除く。）

　　　　　　午前８時30分から正午、午後１時から

　　　　　　午後５時

４ 　競争入札参加申込書等の配布、提出及び問い合わせ先

　 　この入札に参加を希望する者は、次により１⑴の購

入物品ごとにそれぞれ競争入札参加の申込みをしなけ

ればなりません。

　⑴ 　配布

　　 　競争入札参加申込書等は、インターネットからダ

ウンロードすることができます（「入札情報かわさ

き」の「入札情報」物品の欄の「上下水道局入札公

表」の中にあります。）。ダウンロードができない場

合には、３⑵の期間に、３⑴の場所で配布します。

　⑵ 　提出期間及び場所

　　 　競争入札参加申込書及び５の書類は、３⑴の場所

に、３⑵の期間中に提出してください。

　　 　なお、競争入札参加申込書及び５の書類の郵送に

よる提出は認めません。

　⑶ 　問い合わせ先

　　　川崎市財政局資産管理部契約課物品契約係

　　　担当　向井

　　　電話　044－200－2091

５ 　競争入札参加希望者に求められる義務

　 　この入札に参加を希望する者は、仕様書に定められ

た条件を満たす購入物品を確実に納入できることを証

明する書類（小売電気事業の登録の通知の写し）を提

出しなければなりません。

　 　また、提出された書類に関し、説明を求められたと

きはこれに応じなければなりません。提出された書類

を審査した結果、この購入物品を確実に納入すること

ができると認められた者に限り入札に参加することが

できます。

６ 　仕様書作成担当者

　⑴ 　長沢浄水場で使用する電気（単価契約）

　　　川崎市上下水道局長沢浄水場浄水課　担当　八木

　　　電話　044－911－2022

　⑵ 　潮見台配水所で使用する電気（単価契約）

　　　川崎市上下水道局水管理センター水道施設管理課

　　　担当　田之倉

　　　電話　044－900－9710

　⑶ 　生田浄水場で使用する電気（単価契約）

　　　川崎市上下水道局長沢浄水場生田浄水場

　　　担当　小松

　　　電話　044－944－2131

　⑷ 　平間配水所で使用する電気（単価契約）

　　　川崎市上下水道局水管理センター水道施設管理課

　　　担当　田之倉

　　　電話　044－900－9710

　⑸ 　鷺沼配水所で使用する電気（単価契約）

　　　川崎市上下水道局水管理センター水運用センター

　　　担当　吉田

　　　電話　044－866－0335

　⑹ 　入江崎総合スラッジセンターで使用する電気

　　　（単価契約）

　　　川崎市上下水道局下水道部下水道管理課

　　　担当　宮脇

　　　電話　044－200－0351

　⑺ 　入江崎水処理センターで使用する電気（単価契約）

　　　川崎市上下水道局下水道部下水道管理課

　　　担当　宮脇

　　　電話　044－200－0351

　⑻ 　加瀬水処理センターで使用する電気（単価契約）

　　　川崎市上下水道局下水道部下水道管理課

　　　担当　宮脇

　　　電話　044－200－0351

　⑼ 　等々力水処理センターで使用する電気（単価契約）

　　　川崎市上下水道局下水道部下水道管理課

　　　担当　宮脇

　　　電話　044－200－0351

　⑽ 　麻生水処理センターで使用する電気（単価契約）

　　　川崎市上下水道局下水道部下水道管理課

　　　担当　宮脇

　　　電話　044－200－0351

　⑾ 　戸手ポンプ場ほかで使用する電気（単価契約）

　　　川崎市上下水道局下水道部下水道管理課

　　　担当　宮脇

　　　電話　044－200－0351

　⑿ 　小向ポンプ場ほかで使用する電気（単価契約）

　　　川崎市上下水道局下水道部下水道管理課

　　　担当　宮脇

　　　電話　044－200－0351

７ 　仕様書に関する質問、回答

　⑴ 　質問

　　 　次により仕様書の内容に関し、質問することがで

きます。

　　 　なお、仕様書以外の質問は受け付けません。質問

することができる方は、入札参加申込を済ませた方

に限ります。また、入札参加者以外へは回答しませ

んので御注意ください。
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　　ア 　質問書の取得方法

　　　 　質問書は、４⑴と同様の方法により取得できま

す。

　　イ 　提出場所、期間及び方法

　　　 　質問事項を記入した質問書は、紙及び電子媒体

（ＣＤ－Ｒ／ＲＷ）により、３⑴の場所で、３⑵

の期間に提出してください。（どちらか一方の場

合は、質問は受付いたしません。）。

　　　 　また、質問書の郵送による提出は認めません。

　⑵ 　質問に対する回答

　　 　回答については、入札参加者から質問が提出され

た場合にのみ、全ての質問及び回答を一覧表にした

質問回答書（ＰＤＦファイル）を、入札参加資格が

あると認められた入札参加者に対して、８の確認通

知書の交付日に確認通知書と一緒に添付して交付し

ます。

　　 　なお、回答後の再質問は受付をいたしません。

８ 　確認通知書の交付

　 　競争入札参加申込書を提出した者には、平成31・32

年度川崎市競争入札参加資格審査申請書の「物品」の

委任先メールアドレスに、令和２年２月７日までに確

認通知書を送付します。

　 　また、当該メールアドレスを登録していない者に

は、令和２年２月７日の午前９時から正午までの間に

３⑴の場所において確認通知書を交付します。

９ 　競争入札参加資格の喪失

　 　競争入札参加資格があると認められた者が、開札前

に次のいずれかに該当するときは、この入札に参加す

ることができません。

　⑴ 　この公告に定める資格要件を満たさなくなったと

き。

　⑵ 　競争入札参加申込書その他の提出書類に虚偽の記

載をしたとき。

10　入札の手続等

　⑴ 　入札方法

　　 　１⑴の購入物品ごとにそれぞれ入札に付すことと

し、入札金額は予定使用電力量に対する総価で行い

ます。

　　 　なお、契約は、総価の基礎となった明細内訳書の

各単価で締結します。

　　ア 　持参による入札の場合

　　（ア）入札書の提出日時　令和２年２月20日

　　　　　午前10時30分

　　（イ）入札書の提出場所　砂子平沼ビル７階入札室

　　　　　（川崎市川崎区砂子１－７－４）

　　イ 　郵送（書留郵便に限る。）による入札の場合

　　（ア）入札書の提出期限　令和２年２月17日　必着

　　（イ）入札書の提出先　３⑴に同じ。

　⑵ 　開札の日時及び場所

　　ア 　日時　令和２年２月20日　午前10時30分

　　　　　　　 １⑴アからシまでの購入物品の開札を同

時に行います。

　　イ 　場所　砂子平沼ビル７階入札室

　　　　　　　（川崎市川崎区砂子１－７－４）

　⑶ 　入札保証金

　　　免除とします。

　⑷ 　落札者の決定方法

　　 　川崎市上下水道局契約規程第14条の規定に基づい

て作成した予定価格の制限の範囲内で最低の価格を

もって有効な入札を行った者を落札者とします。た

だし、著しく低価格の場合は、調査を行うことがあ

ります。

　⑸ 　入札の無効

　　 　この公告に示した競争入札参加資格のない者が行

った入札及び川崎市上下水道局において定める川崎

市上下水道局競争入札参加者心得で無効と定める入

札は、これを無効とします。

11　契約の手続等

　　次により、契約を締結します。

　⑴ 　契約保証金

　　 　契約金額の10パーセントとします。ただし、川崎

市上下水道局契約規程第33条各号のいずれかに該当

する場合は、免除とします。

　⑵ 　契約書作成の要否

　　　必要とします。

　⑶ 　契約条項等の閲覧

　　 　川崎市契約条例、川崎市上下水道局契約規程、川

崎市上下水道局競争入札参加者心得等は、３⑴の場

所において閲覧できます。

12　契約締結後の提出書類

　 　この契約締結後、一般送配電事業者と「接続供給契

約」、「事故時補給契約」等の電力バックアップ契約を

締結し、契約書の写しを提出してください。ただし、

東京電力エナジーパートナー株式会社がこの契約の相

手方となった場合には、不要とします。

13　その他

　⑴ 　契約手続において使用する言語及び通貨は、日本

語及び日本国通貨に限ります。

　⑵ 　詳細は、入札説明書によります。

　⑶ 　この公告に定めるもののほか、川崎市契約条例、

川崎市上下水道局契約規程、川崎市上下水道局競争

入札参加者心得等の定めるところによります。

　⑷ 　当該落札決定の効果は、令和２年第１回川崎市議

会定例会における本調達に係る予算の可決により生

じます。
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14　Summary

　⑴ 　 Nature and quantity of the products to be 

purchased:

　　ａ　 Electricity 6,039,898kWh to use

　　　　at Nagasawa Purification Plant

　　ｂ　Electricity 2,843,383kWh to use

　　　　at Shiomidai Regulating Reservoir

　　ｃ　 Electricity 8,906,736kWh to use at Ikuta 

Purification Plant

　　ｄ　Electricity 2,373,820kWh to use

　　　　at Hirama Regulating Reservoir

　　ｅ　 Electricity 3,150,096kWh to use

　　　　at Saginuma Regulating Reservoir

　　ｆ　 Electricity 22,068,060kWh to use at 

Iriezaki Sludge Treatment Center

　　ｇ　 Electricity 23,368,312kWh to use at 

Iriezaki Wastewater Treatment Center

　　ｈ　 Electricity 12,127,348kWh to use at Kase 

Wastewater Treatment Center

　　ｉ　 Electricity 25,388,736kWh to use at 

Todoroki Wastewater Treatment Center

　　ｊ　Electricity 5,786,369kWh to use

　　　　at Asao Wastewater Treatment Center

　　ｋ　 Electricity 4,594､802kWh to use at Tode 

Pumping Station and others

　　ｌ　 Electricity 2,903,409kWh to use at Komukai 

Pumping Station and others

　⑵ 　Time limit for tender:

　　ａ　Direct delivery

　　　　10:30A.M. 20 February,2020

　　ｂ　By mail

　　　　17 February,2020

　⑶ 　Contact point for the notice:

　　　KAWASAKI CITY OFFICE

　　　Contract Section

　　　Property Administration Department

　　　Finance Bureau

　　　1 Miyamoto-cho,Kawasaki-ku

　　　Kawasaki,Kanagawa

　　　210-8577,Japan

　　　TEL:044-200-2091

　⑷ 　Language:

　　　 Japanese is the only language used in all 

the contract procedures

交 通 局 規 程

川崎市交通局規程第12号

　川崎市交通局企業職員の初任給、昇格、昇給等に関す

る規程の一部を改正する規程を次のように定める。

　　令和元年12月24日

 川崎市交通事業管理者　　　　

 交通局長　邉　見　洋　之　　

　　　川崎市交通局企業職員の初任給、昇格、昇

　　　給等に関する規程の一部を改正する規程

　川崎市交通局企業職員の初任給、昇格、昇給等に関す

る規程（昭和47年交通局規程第９号）の一部を次のよう

に改正する。

　第６条中「別表第５」を「別表第６」に改める。

　第７条第１項中「別表第６」を「別表第７」に改める。

　第13条第５項中「別表第７」を「別表第８」に改める。

　第17条第１項中「別表第８」を「別表第９」に改める。

　別表第７第１号及び第２号中

「

68 50

69 50

70 50

71 51

72 51

73 51

74 52

75 52

76 52

77 53

 」　　　　　　　　　　　　

を

「

68 49

69 50

70 50

71 50

72 50

73 51

74 51

75 51

76 51

77 52

 」　　　　　　　　　　　　

に改める。
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　別表第７第３号中

「

68 50

69 50

70 50

71 51

72 51

73 51

74 52

75 52

76 52

77 53

 」　　　　　　　　　　　　

を

「

68 49

69 50

70 50

71 50

72 50

73 51

74 51

75 51

76 51

77 52

 」　　　　　　　　　　　　

に改める。

　　　附　則

　（施行期日等）

１ 　この規程は、公布の日から施行し、改正後の川崎市

交通局企業職員の初任給、昇格、昇給等に関する規程

（以下「改正後の規程」という。）の規定は、平成31

年４月１日から適用する。

　（経過措置）

２ 　平成31年４月１日からこの規程の施行の日の前日ま

での間において、新たに給料表の適用を受けることと

なった職員及び昇給、降給又は復職時等における号給

の調整以外の事由によりその受ける号給に異動のあっ

た職員のうち、改正後の規程の規定による号給が改正

前の川崎市交通局企業職員の初任給、昇格、昇給等に

関する規程（以下「改正前の規程」という。）の規定

による号給に達しない職員の、当該適用又は異動の日

における号給については、改正後の規程の規定にかか

わらず、改正前の規程の規定による号給とするものと

する。

３ 　この規程の施行の日から令和２年３月31日までの間

において、新たに給料表の適用を受けることとなった

職員及び降格、昇給、降給又は復職時等における号給

の調整以外の事由によりその受ける号給に異動のあっ

た職員のうち、前項の規定の適用を受ける職員との均

衡上必要があると認められる職員の、当該適用又は異

動の日における号給については、なお従前の例による

ことができる。

交 通 局 公 告

川崎市交通局公告第37号

　一般競争入札について次のとおり公告します。

　　令和元年12月16日

 川崎市交通事業管理者　　　　

 交通局長　邉　見　洋　之　　

１ 　一般競争入札に付する事項

　⑴ 　件名

　　　高齢者交通安全啓発のビデオ制作業務

　⑵ 　履行場所

　　　自動車部安全・サービス課

　⑶ 　履行期間

　　　契約締結日から令和２年３月19日まで

　⑷ 　業務概要

　　　仕様書のとおり

２ 　一般競争入札参加資格

　 　この入札に参加を希望する者は、次の条件を全て満

たしていなければなりません。

　⑴ 　川崎市交通局契約規程（昭和42年交通局規程第４

号）第２条の規定に該当しないこと。

　⑵ 　平成31・32年度川崎市【業務委託】有資格業者名

簿に、業種「その他業務」、種目「映画・ビデオ制作」

で登録されていること。

　⑶ 　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による

指名停止期間中でないこと。

　⑷ 　仕様書による内容を遵守し、当該業務を確実に履

行することが可能であること。

３ 　一般競争入札参加に必要な手続

　 　この入札に参加を希望する者は、次により一般競争

入札参加資格確認申請書を提出しなければなりませ

ん。一般競争入札参加資格確認申請書の様式は、市バ

スホームページ内「入札情報」からダウンロードして

ください。

　⑴ 　提出場所及び問い合わせ先

　　　川崎市川崎区砂子１丁目８番地９

　　　川崎御幸ビル９階

　　　企画管理部経理課　契約担当　原田

　　　電話　044－200－3228
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　⑵ 　提出期間

　　 　令和元年12月16日から令和元年12月23日までの午

前８時30分から正午まで及び午後１時から午後５時

15分まで（土曜日及び日曜日を除く。）

　⑶ 　提出方法

　　　持参

４ 　入札説明書の入手方法

　 　市バスホームページ内「入札情報」からダウンロー

ドしてください。

　※ 　３により所定の書類を提出した者には、３⑵の期

間中、無料で交付します。

５ 　一般競争入札参加資格確認の通知

　 　一般競争入札参加資格確認申請書を提出した者に

は、その結果を令和２年１月９日までに一般競争入札

参加資格確認通知書により通知します。

６ 　仕様に関する問い合わせ先

　　自動車部安全・サービス課　竹内・山田

　　電話　044－200－3237

７ 　一般競争入札参加資格の喪失

　 　一般競争入札参加資格があると認められた者が、次

のいずれかに該当するときは、参加資格を喪失します。

　⑴ 　２に定める入札参加資格を満たさなくなったとき。

　⑵ 　一般競争入札参加資格確認申請書について、虚偽

の記載をしたとき。

８ 　入札の手続等

　⑴ 　入札方法

　　 　総価で行います。この金額には、その他一切の諸

経費を含めて算定してください。入札者は、算定し

た金額から消費税及び地方消費税に相当する金額を

除いた金額を入札書に記載してください。

　⑵ 　入札・開札の日時及び場所

　　ア 　日時　令和２年１月17日　午前11時00分

　　イ 　場所　川崎市交通局会議室　川崎御幸ビル８階

　　　　　　　川崎市川崎区砂子１丁目８番地９

　⑶ 　入札書の提出方法

　　　持参

　⑷ 　入札保証金

　　　免除

　⑸ 　落札者の決定方法

　　 　川崎市交通局契約規程第14条の規定に基づいて作

成した予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもっ

て有効な入札を行った者を落札者とします。ただ

し、著しく低価格の場合は、調査を行うことがあり

ます。

　⑹ 　入札の無効

　　 　川崎市交通局競争入札参加者心得で無効と定める

入札は、これを無効とします。

９ 　契約の手続等

　　次により、契約を締結します。

　⑴ 　契約保証金

　　 　契約金額の10％とします。なお、川崎市交通局契

約規程第33条各号に該当する場合は免除します。

　⑵ 　契約書作成の要否

　　 　必要

10　その他

　⑴ 　この公告に定めるもののほか、川崎市契約条例

（昭和39年川崎市条例第14号）、川崎市交通局契約

規程、川崎市交通局競争入札参加者心得等の定める

ところによります。

　⑵ 　川崎市契約条例、川崎市交通局契約規程、川崎市

交通局競争入札参加者心得等は、３⑴の場所におい

て閲覧できます。

　⑶ 　この公告に関する問い合わせ先は、３⑴に同じで

す。

　　　───────────────────

川崎市交通局公告第38号

　一般競争入札について次のとおり公告します。

　　令和元年12月26日

 川崎市交通事業管理者　　　　

 交通局長　邉　見　洋　之　　

１ 　一般競争入札に付する事項

　⑴ 　件名

　　　 バス車両ラッピング施工及びラッピング剥離等業

務委託

　⑵ 　履行場所

　　　交通局の指定する場所

　⑶ 　履行期間

　　　令和２年２月10日から令和２年３月27日まで

　⑷ 　業務概要

　　　仕様書のとおり

２ 　一般競争入札参加資格

　 　この入札に参加を希望する者は、次の条件を全て満

たしていなければなりません。

　⑴ 　川崎市交通局契約規程（昭和42年交通局規程第４

号）第２条の規定に該当しないこと。

　⑵ 　平成31・32年度川崎市【業務委託】有資格業者名

簿に、業種「その他業務」、種目「印刷物のデザイ

ン又はその他」、地域区分「市内」又は「準市内」

で登録されていること。

　⑶ 　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による

指名停止期間中でないこと。

　⑷ 　平成21年４月１日以降に、大型乗合バス車両ラッ

ピング施工の契約実績があること。

３ 　一般競争入札参加に必要な手続

　 　この入札に参加を希望する者は、次により一般競争

入札参加資格確認申請書を提出しなければなりませ
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ん。一般競争入札参加資格確認申請書の様式は、市バ

スホームページ内「入札情報」からダウンロードして

ください。

　⑴ 　提出書類

　　ア 　一般競争入札参加資格確認申請書

　　イ 　２⑷の実績を証明する書類（契約書及び仕様書

の写し等）

　　　※ 　アの様式は市バスホームページ内「入札情

報」からダウンロードしてください。

　⑵ 　提出場所及び問い合わせ先

　　　川崎市川崎区砂子１丁目８番地９

　　　川崎御幸ビル９階

　　　企画管理部経理課　契約担当　原田

　　　電話　044－200－3228

　⑶ 　提出期間

　　 　令和元年12月26日から令和２年１月９日までの午

前８時30分から正午まで及び午後１時から午後５時

15分まで（土曜日、日曜日、祝日及び12月30日から

１月３日を除く。）

　⑷ 　提出方法

　　　持参

４ 　入札説明書の入手方法

　 　市バスホームページ内「入札情報」からダウンロー

ドしてください。

　※ 　３により所定の書類を提出した者には、３⑵　の

期間中、無料で交付します。

５ 　一般競争入札参加資格確認の通知

　 　一般競争入札参加資格確認申請書を提出した者に

は、その結果を令和２年１月17日までに一般競争入札

参加資格確認通知書により通知します。

６ 　仕様に関する問い合わせ先

　　自動車部管理課　営業企画担当　那須

　　電話　044－200－2491

７ 　一般競争入札参加資格の喪失

　 　一般競争入札参加資格があると認められた者が、次

のいずれかに該当するときは、参加資格を喪失します。

　⑴ 　２に定める入札参加資格を満たさなくなったとき。

　⑵ 　一般競争入札参加資格確認申請書について、虚偽

の記載をしたとき。

８ 　入札の手続等

　⑴ 　入札方法

　　 　総価で行います。この金額には、その他一切の諸

経費を含めて算定してください。入札者は、算定し

た金額から消費税及び地方消費税に相当する金額を

除いた金額を入札書に記載してください。

　⑵ 　入札・開札の日時及び場所

　　ア 　日時　令和２年１月24日　午前11時00分

　　イ 　場所　川崎市交通局会議室　川崎御幸ビル８階

　　　　　　　川崎市川崎区砂子１丁目８番地９

　⑶ 　入札書の提出方法

　　　持参

　⑷ 　入札保証金

　　　免除

　⑸ 　落札者の決定方法

　　 　川崎市交通局契約規程第14条の規定に基づいて作

成した予定価格の制限の範囲内で最低制限価格以上

の価格をもって有効な入札を行った者のうち、最低

の価格をもって入札を行った者を落札者とします。

　⑹ 　入札の無効

　　 　川崎市交通局競争入札参加者心得で無効と定める

入札は、これを無効とします。

９ 　契約の手続等

　　次により、契約を締結します。

　⑴ 　契約保証金

　　 　契約金額の10％とします。なお、川崎市交通局契

約規程第33条各号に該当する場合は免除します。

　⑵ 　契約書作成の要否

　　　必要

10　その他

　⑴ 　この公告に定めるもののほか、川崎市契約条例

（昭和39年川崎市条例第14号）、川崎市交通局契約

規程、川崎市交通局競争入札参加者心得等の定める

ところによります。

　⑵ 　川崎市契約条例、川崎市交通局契約規程、川崎市

交通局競争入札参加者心得等は、３⑴の場所におい

て閲覧できます。

　⑶ 　この公告に関する問い合わせ先は、３⑴に同じで

す。

病 院 局 公 告

川崎市病院局公告第36号

　　　入　　札　　公　　告

　業務委託契約に関する一般競争入札について次のとお

り公告します。

　　令和元年12月25日

 川崎市病院事業管理者　増　田　純　一　　

１　総則

　⑴ 　別紙の案件に係る契約条項を示し、また関連情報

を入手するための照会窓口は、次のとおりです。

　　 　病院局経営企画室契約担当（以下「病院局契約担

当」といいます。）

　　　川崎市川崎区砂子１丁目８番地９

　　　川崎御幸ビル７階　電話044‐200‐3857（直通）

　⑵ 　川崎市病院局契約規程（以下「契約規程」といい
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ます。）及び川崎市病院局競争入札参加者心得（以

下「参加者心得」といいます。）ほかの契約関係規

程並びに調達に関する仕様書は、病院局契約担当の

窓口で縦覧できるほか、インターネットにおいて、

病院局入札情報のページで閲覧することができます。

　　 （http://www.city.kawasaki.jp/830/cmsfiles/

contents/0000037/37849/somu/nyuusatsu/index.

html）

　⑶ 　本書に示された諸手続きで期間が定められている

場合、休庁日は当該期間から除かれます。さらに、

縦覧を含む諸手続きの時間については、当該期間の

日の午前８時30分から正午までと、午後１時から午

後５時15分までに限ります。

　⑷ 　競争参加の申込み及び競争参加資格について

　　ア 　競争参加申込書は、別紙の案件ごとに定められ

た期間に病院局契約担当窓口で受付けます。

　　イ 　本書において「名簿」とは、「平成31・32年度

業務委託有資格業者名簿」をいいます。競争参加

者は、別紙の案件ごとに定められた競争参加資格

のほか、次の全ての条件を満たす必要があります。

　　（ア ）契約規程第２条の規定に該当しないこと。

　　（イ ）川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱に

よる指名停止期間中ではないこと。

　　（ウ ）法令等に従い、本件契約を確実に履行する資

格及び能力を有すること。

　　（エ ）本書に定める各種書面の提出、現場説明会へ

の出席等の競争参加者の義務を誠実に履行する

こと。

　　ウ 　競争参加資格があると認められた者には、別紙

の案件ごとに競争参加資格確認通知書を事前に交

付します。競争参加資格があると認め難い者に

は、別途お知らせします。

　　エ 　競争参加資格があると認められた者が、競争参

加申込書及び本書に定めるその他の提出書類につ

いて虚偽の記載をしたときは、本件競争入札に参

加することはできません。

　⑸ 　仕様等に関する問合せの方法について

　　 　仕様等に関する問合せは、質問書（様式は病院局

入札情報のページで取得できます。）により受付け

ます。また、提出された質問書は１⑴の照会窓口に

回答書と共に掲示を行い、併せて１⑵の病院局入札

情報のページにも掲載を行います。

　⑹ 　入札及び開札について

　　ア 　入札及び開札は、別紙の案件ごとに定める日時

において、次の場所で執行します。

　　　 　病院局会議室（川崎市川崎区砂子１丁目８番地

９　川崎御幸ビル７階）

　　イ 　入札を行い、又は開札に立会う者は、競争参加

資格確認通知を受けた者又はその代理人とします。

　　　 　なお、代理人が立会う場合は、入札に関する権

限及び開札の立会いに関する権限の委任を受けた

旨の書面を事前に提出しなければなりません。

　　ウ 　入札保証金は免除します。

　　エ 　落札者の決定については、別紙の案件ごとに契

約規程第14条の規定に基づいて作成した予定価格

の制限の範囲内で、最低の価格をもって有効な入

札を行った入札者を落札者とします。ただし、著

しく低価格の場合は調査を行うことがあるほか、

最低制限価格が設定されている案件については、

その価格に満たない価格で入札した者の入札は無

効とします。

　　　 　入札書記載金額の最も低い者が予定価格を上回

り、落札者を決定できないときは、直ちに再度入

札を行います。ただし、その前回の入札が参加者

心得の規定により無効とされた者及び開札に立会

わない者は再度入札に参加できません。

　　オ 　参加者心得において無効と定める入札は、これ

を無効とします。

　⑺ 　契約の締結について

　　 　落札者とは別紙の案件ごとに次の条件で契約を締

結します。

　　ア 　契約保証金は契約金額の10パーセントとしま

す。ただし、契約規程第34条各号に該当する場合

は免除します。

　　イ 　契約書の作成を必要とします。

（案件１）

競 争 入 札 に

付 す る 事 項

件　　名 川崎病院アスベスト分析調査等業務委託

履行場所 川崎市立川崎病院　（川崎市川崎区新川通12－１）

履行期限 契約締結日から令和２年３月31日まで

競 争 参 加 資 格

名 簿 の

登　 録
業種「調査・測定」

地域区分 設定しません。

そ の 他 特になし。
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競争参加の申込 令和元年12月25日から令和２年１月８日まで受付けます。

現 場 説 明 会 実施しません。

入 札 及 び 開 札
日 時 令和２年１月17日　午前　10時00分

場 所 川崎市川崎区砂子１丁目８番地９ 　川崎御幸ビル７階　病院局会議室

予 定 価 格 公表しません。

最 低 制 限 価 格 設定しません。

　　　　　　　　　　────────────────────────────────

川崎市病院局公告第37号

　　　入　　札　　公　　告

　業務委託契約に関する一般競争入札について次のとお

り公告します。

　　令和元年12月25日

 川崎市病院事業管理者　増　田　純　一　　

１　総則

　⑴ 　別紙の案件に係る契約条項を示し、また関連情報

を入手するための照会窓口は、次のとおりです。

　　 　病院局経営企画室契約担当（以下「病院局契約担

当」といいます。）

　　　川崎市川崎区砂子１丁目８番地９

　　　川崎御幸ビル７階　電話044‐200‐3857（直通）

　⑵ 　川崎市病院局契約規程（以下「契約規程」といい

ます。）及び川崎市病院局競争入札参加者心得（以

下「参加者心得」といいます。）ほかの契約関係規

程並びに調達に関する仕様書は、病院局契約担当の

窓口で縦覧できるほか、インターネットにおいて、

病院局入札情報のページで閲覧することができます。

　　 （http://www.city.kawasaki.jp/830/cmsfiles/

contents/0000037/37849/somu/nyuusatsu/index.

html）

　⑶ 　本書に示された諸手続きで期間が定められている

場合、休庁日は当該期間から除かれます。さらに、

縦覧を含む諸手続きの時間については、当該期間の

日の午前８時30分から正午までと、午後１時から午

後５時15分までに限ります。

　⑷ 　競争参加の申込み及び競争参加資格について

　　ア 　競争参加申込書は、別紙の案件ごとに定められ

た期間に病院局契約担当窓口で受付けます。

　　イ 　本書において「名簿」とは、「平成31・32年度

業務委託有資格業者名簿」をいいます。競争参加

者は、別紙の案件ごとに定められた競争参加資格

のほか、次の全ての条件を満たす必要があります。

　　（ア）契約規程第２条の規定に該当しないこと。

　　（イ ）川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱に

よる指名停止期間中ではないこと。

　　（ウ ）法令等に従い、本件契約を確実に履行する資

格及び能力を有すること。

　　（エ ）本書に定める各種書面の提出、現場説明会へ

の出席等の競争参加者の義務を誠実に履行する

こと。

　　ウ 　競争参加資格があると認められた者には、別紙

の案件ごとに競争参加資格確認通知書を事前に交

付します。競争参加資格があると認め難い者に

は、別途お知らせします。

　　エ 　競争参加資格があると認められた者が、競争参

加申込書及び本書に定めるその他の提出書類につ

いて虚偽の記載をしたときは、本件競争入札に参

加することはできません。

　⑸ 　仕様等に関する問合せの方法について

　　 　仕様等に関する問合せは、質問書（様式は病院局

入札情報のページで取得できます。）により受付け

ます。また、提出された質問書は１⑴の照会窓口に

回答書と共に掲示を行い、併せて１⑵の病院局入札

情報のページにも掲載を行います。

　⑹ 　入札及び開札について

　　ア 　入札及び開札は、別紙の案件ごとに定める日時

において、次の場所で執行します。

　　　 　病院局会議室（川崎市川崎区砂子１丁目８番地

９　川崎御幸ビル７階）

　　イ 　入札を行い、又は開札に立会う者は、競争参加

資格確認通知を受けた者又はその代理人とします。

　　　 　なお、代理人が立会う場合は、入札に関する権

限及び開札の立会いに関する権限の委任を受けた

旨の書面を事前に提出しなければなりません。

　　ウ 　入札保証金は免除します。

　　エ 　落札者の決定については、別紙の案件ごとに契

約規程第14条の規定に基づいて作成した予定価格

の制限の範囲内で、最低の価格をもって有効な入

札を行った入札者を落札者とします。ただし、著

しく低価格の場合は調査を行うことがあるほか、

最低制限価格が設定されている案件については、

その価格に満たない価格で入札した者の入札は無

効とします。

　　　 　入札書記載金額の最も低い者が予定価格を上回
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り、落札者を決定できないときは、直ちに再度入

札を行います。ただし、その前回の入札が参加者

心得の規定により無効とされた者及び開札に立会

わない者は再度入札に参加できません。

　　オ 　参加者心得において無効と定める入札は、これ

を無効とします。

　⑺ 　契約の締結について

　　 　落札者とは別紙の案件ごとに次の条件で契約を締

結します。

　　ア 　契約保証金は契約金額の10パーセントとしま

す。ただし、契約規程第34条各号に該当する場合

は免除します。

　　イ 　契約書の作成を必要とします。

　　ウ 　　本調達に関する落札決定の効果は、令和２年

川崎市議会定例会における本調達に係る予算の議

決を要します。

病 院 局 公 告（ 調 達 ）

川崎市病院局公告（調達）第１号

　　　落札者等の公示

　川崎市病院局物品等又は特定役務の調達手続の特例を

定める規程（平成17年川崎市病院局規程第40号）第11条

の規定に基づき、次のとおり落札者等について公示しま

す。

　　令和２年１月10日

 川崎市病院事業管理者　増　田　純　一　　

１ 　物品及び役務の名称

　　 「川崎病院で使用する周産期電子カルテシステムの

調達」

　　 「川崎病院周産期電子カルテシステム保守業務委

託」　合併入札

２ 　契約事務担当部局の名称及び所在地

（案件１）

競 争 入 札 に

付 す る 事 項

件　　名 井田病院給食業務等委託

履行場所 川崎市立井田病院　（川崎市中原区井田２－27－１）

履行期限
令和２年４月１日から令和４年３月31日まで

（２年間の長期継続契約）

競 争 参 加 資 格

名 簿 の

登　 録

業種「給食調理業務」

種目「給食サービス」

地域区分 設定しません。

そ の 他

１ 　過去２年間に病床規模300床以上の病院において、元請として類似の受託実績を

２件以上有していること。

２ 　医療関連サービスマークを有していること。

競争参加の申込 令和元年12月25日から令和２年１月８日まで受付けます。

現 場 説 明 会 実施しません。

入 札 及 び 開 札
日 時 令和２年１月17日　午前10時00分

場 所 川崎市川崎区砂子１丁目８番地９　川崎御幸ビル７階　病院局会議室

予 定 価 格 公表しません。

最 低 制 限 価 格 設定しません。

特定業務委託に

関 す る 事 項

　本案件の落札者と締結する契約は、川崎市契約条例第７条第１項第２号に規定する特定業務

委託契約に該当します。

　特定業務委託契約は、下請も含め、市の定める基準（作業報酬下限額）を下回らない賃金を

労働者に支払っていただくことが契約条項に加わります。

　また、本案件は、年度ごとに定める最新の作業報酬下限額を適用することとなります。

　下請も含めて契約に違反した場合には受注者の責任となり、場合によっては契約解除となる

可能性もありますので、入札に臨まれる際には十分に御注意ください。

　詳しくは、川崎市財政局資産管理部契約課ホームページ「入札情報かわさき」の、川崎市契

約条例、川崎市病院局契約規程、「特定工事請負契約及び特定業務委託契約の手引き」を御確認

ください。

（http://keiyaku.city.kawasaki.jp/epc/docs/koukeiyaku.htm）
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　　病院局経営企画室契約担当

　　川崎市川崎区砂子１丁目８番地９　川崎御幸ビル７階

３ 　契約の相手方を決定した日

　　令和元年12月５日

４ 　契約の相手方の氏名及び住所

　　株式会社　ミトラ

　　代表取締役　藤井　篤人

　　香川県高松市林町2217番地15

５ 　契約金額

　　28,886,000円（消費税額及び地方消費税額を含む。）

６ 　契約の相手方を決定した手続

　　一般競争入札契約

７ 　入札の公告（公示）を行った日

　　令和元年11月11日

　　　───────────────────

川崎市病院局公告（調達）第２号

　　　入　　札　　公　　告

　特定調達契約に関する一般競争入札について次のとお

り公告します。

　　令和２年１月10日

 川崎市病院事業管理者　増　田　純　一　　

１ 　総則

　⑴ 　別紙の案件に係る契約において使用する言語及び

通貨は、日本語及び日本国通貨に限ります。

　⑵ 　別紙の案件に係る契約条項を示し、また関連情報

を入手するための照会窓口は、次のとおりです。

　　 　病院局経営企画室契約担当（以下「病院局契約担

当」といいます。）

　　　川崎市川崎区砂子１丁目８番地９

　　　川崎御幸ビル７階　電話044‐200‐3857（直通）

　⑶ 　川崎市病院局契約規程（以下「契約規程」といい

ます。）及び川崎市病院局競争入札参加者心得（以

下「参加者心得」といいます。）ほかの契約関係規

程並びに調達に関する仕様書は、病院局契約担当の

窓口で縦覧できるほか、インターネットにおいて、

病院局入札情報のページで閲覧することができます。

　　 （http://www.city.kawasaki.jp/830/cmsfiles/

contents/0000037/37849/somu/nyuusatsu/index.html）

　⑷ 　案件の入札に関する苦情等については、川崎市政

府調達苦情処理検討委員会へ申し立てることができ

ます。落札者の決定後、苦情申し立てが行われた場

合、川崎市政府調達苦情処理検討委員会の申し立て

検討期間中、契約手続を一時停止することがありま

す。

　⑸ 　本書に示された諸手続で期間が定められている場

合、休庁日は当該期間から除かれます。さらに、縦

覧を含む諸手続の時間については、当該期間の日の

午前８時30分から正午までと、午後１時から午後５

時15分までに限ります。

　⑹ 　本書に定める事項のほか調達の詳細は、仕様書及

び契約規程の定めるところによります。

２ 　競争参加の申込み及び競争参加資格について

　⑴ 　競争参加申込書は、案件ごとに定めた期間に病院

局契約担当窓口で受け付けます。

　⑵ 　競争参加者は、案件ごとに定めた競争参加資格の

ほか、次の全ての条件を満たす必要があります。

　　ア 　契約規程第２条の規定に該当しないこと。

　　イ 　川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱によ

る指名停止期間中ではないこと。

　　ウ 　法令等に従い、本件調達を確実に履行する資格

及び能力を有すること。

　　エ 　本書に定める各種書面の提出、受領等、競争参

加者の義務を誠実に履行すること。

　⑶ 　「平成31・32年度川崎市業務委託有資格業者名簿

（以下「名簿」といいます。）」に登録のない者（別

紙の案件に定められた業種に登録のない者も含みま

す。）は、所定の様式をもって競争参加の申込締切

日までに財政局資産管理部契約課で資格審査の申請

を行ってください。

　⑷ 　競争参加資格があると認められた者には、案件ご

とに競争参加資格確認通知書を事前に交付します。

競争参加資格があると認め難い者には、別途お知ら

せします。

　⑸ 　競争参加資格があると認められた者が、競争参加

申込書及び本書に定めるその他の提出書類について

虚偽の記載をしたときは、本件競争入札に参加する

ことはできません。

３ 　仕様等に関する問合せの方法について

　 　仕様等に関する問合せは、質問書（様式は病院局入

札情報のページで取得できます。）により受付けます。

また、提出された質問書は１⑵の照会窓口に回答書と

共に掲示を行い、併せて１⑶の病院局入札情報のペー

ジにも掲載を行います。

４ 　入札及び開札について

　⑴ 　入札及び開札の日時、場所等については、案件ご

との定めるところによります。

　⑵ 　入札及び開札に立会う者は、競争参加資格確認通

知を受けた者又はその代理人とします。なお、代理

人が立ち会う場合は、入札に関する権限及び開札の

立会いに関する権限の委任を受けた書面を事前に提

出しなければなりません。

　⑶ 　郵便により入札書を提出する場合は、封筒の書式

その他の事項について、必ず事前に病院局契約担当

に御相談ください。提出は、３の回答が掲載された

後に受け付けます。

　⑷ 　落札者の決定については、契約規程第14条の規定
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に基づいて作成した予定価格の制限の範囲内で、最

低の価格をもって有効な入札を行った入札者を落札

者とします。ただし、著しく低価格の場合は、調査

を行うことがあります。入札書記載金額の最も低い

者が予定価格を上回り、落札者を決定できないとき

は、直ちに再度入札を行います。

　　 　なお、その前回の入札が参加者心得の規定により

無効とされた者、並びに開札に立会わない者は再度

入札に参加できません。

　⑸ 　参加者心得において無効と定める入札は、これを

無効とします。

５ 　契約の締結について

　 　落札者とは案件ごとに次の条件で契約を締結しま

す。ただし、令和２年第１回川崎市議会定例会におい

て、別紙の案件に係る予算が議決されることを条件と

します。

　⑴ 　契約保証金は契約金額の10パーセントとします。

ただし、契約規程第34条各号に該当する場合は保証

金の納付を免除します。

　⑵ 　前払金の適用はありません。

　⑶ 　契約書の作成を必要とします。

（案件１）

競 争 入 札 に

付 す る 事 項

件　　名 感染性産業廃棄物及び産業廃棄物収集運搬処理業務委託

履行場所
川崎市立川崎病院　（川崎市川崎区新川通12－１）

川崎市立井田病院　（川崎市中原区井田２－27－１）

履行期間 令和２年４月１日から令和３年３月31日まで

競争参加資格

名 簿 の

登 録

業種　「医療関連業務」

種目　「医療系産業廃棄物処分業」

地域区分 設定しません。

そ の 他

次の条件を全て満たすこと。

１ 　「産業廃棄物収集運搬業」、「産業廃棄物処分業」、「特別産業廃棄物収集運搬業」

並びに「特別産業廃棄物処分業」の許可を自社において有しており、当該業務で必

要とする廃棄物種類が記載されていること

　　（許可証明書の写しを参加申し込み時に提出すること）

２ 　最終処分地が確保されていること

　　※契約書に最終処分地を記載します。

競争参加の申込 令和２年１月10日から令和２年１月27日まで受付けます。

現 場 説 明 会

行いません。（現場視察希望の場合は入札参加申込後、病院局契約担当へ連絡してください。現

場視察は入札参加申込後、直接、下記担当と調整してください。）

　川崎市立川崎病院（代表）　044－233－5521　庶務課　管理係　鈴木

　川崎市立井田病院（代表）　044－766－2188　庶務課　管理係　濱田

入札及び開札
日 時 令和２年２月20日　午前10時00分

場 所 川崎市川崎区砂子１丁目８番地９ 　川崎御幸ビル７階　病院局会議室

郵 便 に よ る

入札書の提出

提出期限 令和２年２月18日　必着

提 出 先 川崎市川崎区宮本町１番地　川崎市病院局経営企画室経理担当課長

予 定 価 格 公表しません。

最低制限価格 設定しません。

Summary

１ 　Nature and quantity of product to be purchased: 

　　 Infectious industrial waste and industrial waste collection transportation 

disposal business

２ 　Time-limit for tender:

　　10:00 A.M., February, 20, 2020

３ 　Time-limit for tender by mail:

　　February, 18, 2020

４ 　Contact point for the notice:
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Summary

　　KAWASAKI CITY OFFICE

　　Contract Section, Management Planning Office,

　　Municipal Hospital Management Bureau

　　Kawasakimiyuki bldg 7F

　　1-8-9, Isago, Kawasaki-ku, Kawasaki-shi, Kanagawa-ken, 210-0006 JAPAN

　　TEL 044-200-3857 (Direct-in)

（案件２）

競 争 入 札 に

付 す る 事 項

件　　名 川崎病院清掃業務委託

履行場所 川崎市立川崎病院　（川崎市川崎区新川通12－１）

履行期間 令和２年４月１日から令和３年３月31日まで

概 要 川崎病院の院内清掃業務を委託するものです。

競争参加資格

名 簿 の

登 録

業種　「建物清掃等」

種目　「建築物清掃」

地域区分 設定しません。

そ の 他

次の条件を全て満たすこと。

１ 　清潔区域の現場責任者については、法令等の規定するところにより、清潔区域

（ＩＣＵ、ＣＣＵ、手術室等）の清掃業務に関し専門的知識及び経験を有すること。

２ 　医療法施行規則第９条の15に規定されている全ての条件を満たしていることを証

明できる次の⑴又は⑵のいずれかの書面を提出すること。

　⑴ 　財団法人医療関連サービス振興会の医療関連サービスマーク制度による認定証

書の写し

　⑵ 　⑴の認定を取得していない場合は、次の全ての書面

　　ア 　病院清掃の現場責任者となる者の経歴書

　　イ 　所有する清掃用具及び消毒用具の機種の数量の一覧表（高性能フィルター付

真空掃除機等の所有一覧表）

　　ウ 　作業方法、清掃用具及び消毒等の使用及び管理方法、感染の予防方法につい

て記載した標準作業書

　　エ 　業務の管理体制を記載した業務案内書

　　オ 　業務上必要な研修実施調書

３ 　川崎市からの求めに応じ、積算の内訳を速やかに提出できること。

競争参加の申込 令和２年１月10日から令和２年１月27日まで受付けます。

現 場 説 明 会 行いません。

入札及び開札
日 時 令和２年２月21日　午前10時00分

場 所 川崎市川崎区砂子１丁目８番地９ 　川崎御幸ビル７階　病院局会議室

郵 便 に よ る

入札書の提出

提出期限 令和２年２月19日　必着

提 出 先 川崎市川崎区宮本町１番地　川崎市病院局経営企画室経理担当課長

予 定 価 格 公表しません。

最低制限価格 設定しません。

特定業務委託に

関 す る 事 項

　本案件の落札者と締結する契約は、川崎市契約条例第７条第１項第２号に規定する特定業務委

託契約に該当します。

　特定業務委託契約は、下請も含め、市の定める基準（作業報酬下限額）を下回らない賃金を労

働者に支払っていただくことが契約条項に加わります。

　また、本案件は、年度ごとに定める最新の作業報酬下限額を適用することとなります。
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特定業務委託に

関 す る 事 項

下請も含めて契約に違反した場合には受注者の責任となり、場合によっては契約解除となる可能

性もありますので、入札に臨まれる際には十分に御注意ください。

　詳しくは、川崎市財政局資産管理部契約課ホームページ「入札情報かわさき」の、川崎市契約

条例、川崎市病院局契約規程、「特定工事請負契約及び特定業務委託契約の手引き」を御確認く

ださい。（http://keiyaku.city.kawasaki.jp/epc/docs/koukeiyaku.htm）

Summary

１ 　Nature and quantity of product to be purchased: 

　　Cleaning of Kawasaki Municipal Kawasaki Hospital

２ 　Time-limit for tender:

　　10:00 A.M. 21 February 2020

３ 　Time-limit for tender by mail:

　　19 February 2020

４ 　Contact point for the notice:

　　KAWASAKI CITY OFFICE

　　Contract Section, Management Planning Office,

　　Municipal Hospital Management Bureau

　　Kawasakimiyuki bldg. 7F

　　1-8-9, Isago, Kawasaki

　　Kawasaki, Kanagawa, 210-0006, JAPAN

　　Tel 044-200-3857(Direct-in)

（案件３）

競 争 入 札 に

付 す る 事 項

件　　名 井田病院清掃業務委託

履行場所 川崎市立井田病院　（川崎市中原区井田２－27－１）

履行期間 令和２年４月１日から令和３年３月31日まで

概 要 井田病院の院内清掃業務を委託するものです。

競争参加資格

名 簿 の

登 録

業種　「建物清掃等」

種目　「建築物清掃」

地域区分 設定しません。

そ の 他

次の条件を全て満たすこと。

１ 　清潔区域の現場責任者については、法令等の規定するところにより、清潔区域

（ＨＣＵ、ＣＣＵ、手術室等）の清掃業務に関し専門的知識及び経験を有すること。

２ 　医療法施行規則第９条の15に規定されている全ての条件を満たしていることを証

明できる次の⑴又は⑵のいずれかの書面を提出すること。

　⑴ 　財団法人医療関連サービス振興会の医療関連サービスマーク制度による認定証

書の写し

　⑵ 　⑴の認定を取得していない場合は、次の全ての書面

　　ア 　病院清掃の現場責任者となる者の経歴書

　　イ 　所有する清掃用具及び消毒用具の機種の数量の一覧表（高性能フィルター付

真空掃除機等の所有一覧表）

　　ウ 　作業方法、清掃用具及び消毒等の使用及び管理方法、感染の予防方法につい

て記載した標準作業書

　　エ 　業務の管理体制を記載した業務案内書

　　オ 　業務上必要な研修実施調書

３ 　入札後、川崎市からの求めに応じ、積算の内訳を速やかに提出できること。

競争参加の申込 令和２年１月10日から令和２年１月27日まで受付けます。

現 場 説 明 会 行いません。
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入札及び開札
日 時 令和２年２月21日　午前10時00分

場 所 川崎市川崎区砂子１丁目８番地９ 　川崎御幸ビル７階　病院局会議室

郵 便 に よ る

入札書の提出

提出期限 令和２年２月19日　必着

提 出 先 川崎市川崎区宮本町１番地　川崎市病院局経営企画室経理担当課長

予 定 価 格 公表しません。

最低制限価格 設定しません。

特定業務委託に

関 す る 事 項

　本案件の落札者と締結する契約は、川崎市契約条例第７条第１項第２号に規定する特定業務委

託契約に該当します。

　特定業務委託契約は、下請も含め、市の定める基準（作業報酬下限額）を下回らない賃金を労

働者に支払っていただくことが契約条項に加わります。

　また、本案件は、年度ごとに定める最新の作業報酬下限額を適用することとなります。

下請も含めて契約に違反した場合には受注者の責任となり、場合によっては契約解除となる可能

性もありますので、入札に臨まれる際には十分に御注意ください。

　詳しくは、川崎市財政局資産管理部契約課ホームページ「入札情報かわさき」の、川崎市契約

条例、川崎市病院局契約規程、「特定工事請負契約及び特定業務委託契約の手引き」を御確認く

ださい。（http://keiyaku.city.kawasaki.jp/epc/docs/koukeiyaku.htm）

Summary

１ 　Nature and quantity of product to be purchased: 

　　Cleaning of Kawasaki Municipal Ida Hospital

２ 　Time-limit for tender:

　　10:00 A.M. 21 February 2020

３ 　Time-limit for tender by mail:

　　19 February 2020

４ 　Contact point for the notice:

　　KAWASAKI CITY OFFICE

　　Contract Section, Management Planning Office,

　　Municipal Hospital Management Bureau

　　Kawasakimiyuki bldg. 7F

　　1-8-9, Isago, Kawasaki

　　Kawasaki, Kanagawa, 210-0006, JAPAN

　　Tel 044-200-3857(Direct-in)

消 防 局 公 告

川崎市消防局公告第13号

　　　サイレンの吹鳴について

　消防法（昭和23年法律第186号）第26条第３項の規定

により消防訓練に伴うサイレンの吹鳴を、次のとおり公

告します。

　　令和元年12月25日

 川崎市消防長　原　　　悟　志　　

訓

練

１

日 時
令和２年１月９日（木）

11時27分～ 11時37分

場 所
多摩区枡形７丁目１番４号

生田緑地中央広場

消防隊数 消防隊等　１隊

訓

練

２

日 時
令和２年１月11日（土）

10時30 ～ 11時30分

場 所
麻生区上麻生６丁目15番１号

あさおふれあいの広場

消防隊数 消防隊等　３隊

訓

練

３

日 時
令和２年１月11日（土）

11時00分～ 11時30分

場 所
宮前区犬蔵１丁目10番２号

川崎市消防訓練センター

消防隊数 消防隊等　１隊
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訓

練

４

日 時
令和２年１月12日（日）

11時28分～ 11時30分

場 所
幸区河原町１

河原町グラウンド

消防隊数 消防隊等　１隊

訓

練

５

日 時
令和２年１月12日（日）

11時15分～ 11月30分

場 所
中原区等々力１番１号

等々力緑地催し物広場

消防隊数 消防隊等　１隊

　　　───────────────────

川崎市消防局公告第14号

　　　指定催しの指定について

　川崎市火災予防条例第57条の３の規定に基づき、下記

の催しを指定催しとして指定したので、次のとおり公告

します。

　　令和元年12月25日

 川崎市消防長　原　　　悟　志　　

指定催しの名称 川崎大師平間寺初詣

開催場所
川崎大師平間寺

（川崎市川崎区大師町４番48号）周辺

開催期間 令和元年12月31日から令和２年２月３日まで

教 育 委 員 会 告 示

川崎市教育委員会告示第17号

　川崎市教育委員会定例会を次のとおり招集します。

　　令和元年12月18日

 川崎市教育委員会　　　　　

 教育長　小田嶋　　　満　　

１ 　日　時　令和元年12月25日（水）14時00分から

２ 　場　所　第３庁舎15階　第１・２・３会議室

３ 　議　事

　　　　議案第52号　 川崎市いじめ問題専門・調査委員

会委員の委嘱について

４ 　その他報告等

監 査 公 表

 川 監 公 第 ９ 号　　

 令和元年12月19日　　

　　　川崎市職員措置請求について（公表）

　令和元年10月21日付けをもって受理した標記の請求に

ついて、地方自治法（昭和22年法律第67号）第242条第

４項の規定に基づき監査を実施しましたが、同条第８項

に定める監査委員の合議については不調となりました。

請求人に対する通知文を別紙のとおり公表します。

 川崎市監査委員　寺　岡　章　二　　

 　　　　　　同　植　村　京　子　　

 　　　　　　同　嶋　崎　嘉　夫　　

 　　　　　　同　沼　沢　和　明　　
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1 

監
査
の
結
果
 

第
１
 
請
求
の
受
付

 

 
１
 
請
求
の
内
容

 

 
 
 
本
件
措
置
請

求
は
、
別
紙
１
～
４
（
事
実
証

明
書
は
添
付
省
略
）
の
と

お
り
、
平
成

3
0
年
度
に

宮

前
平
小
学
校
及

び
富
士
見
台
小
学
校
で
実
施
さ
れ
た
下
記
５
件
の
軽
易
工
事
（
以
下
「
本
件
各
工
事
」

と
い
う
。
）
に
つ
い
て
、
随
意
契
約
に
よ
り
契
約
を
締
結
し
た
こ
と
が
違
法
で
あ
る
と
し
、
競
争
性
の

あ
る
適

正
な

契
約
金

額
と

の
差
額

で
あ

る
損
害

額
を

認
定
し

、
本

件
各
工

事
の

契
約
を

執
行

し
た
関

係
職
員
に
対
し

、
そ
の
損
害
を
補
填
す
る
た
め
に
必
要
な
措
置
を
講
ず
る
よ
う
求
め
て
い
る
。
 

件
名
 

請
負
業
者
 

契
約
金
額
 

宮
前
平
小
学
校
物
置
緊
結
ほ
か
補
修
工
事
 

株
式
会
社
櫻
澤
工
務
店
 

1
,
2
6
5
,7
6
0
円

宮
前
平
小
学
校
給
食
室
床
ほ
か
補
修
工
事
 

1
,
4
6
0
,1
6
0
円

宮
前
平
小
学
校
給
食
室
壁
・
天
井
塗
装
補
修
工
事
 

1
,
3
7
1
,6
0
0
円

富
士
見
台
小
学
校
親
時
計
設
備
補
修
工
事
 

ア
イ
通
信
工
事
株
式
会
社
 

4
5
3
,
6
00

円

富
士
見
台
小
学
校
時
計
設
備
補
修
工
事
 

2
,
0
6
8
,2
0
0
円

 
２
 
請
求
の
受
理

 

 
 
 

本
件
措

置
請

求
に

つ
い
て

は
、
所

定
の

要
件

を
具
備

し
て
い

る
も

の
と

認
め
ら

れ
た
こ

と
か

ら
、

令
和
元
年

1
0
月

2
1
日
付
け
で
こ
れ
を
受
理
し
、
監
査
対
象
局
を
教
育
委
員
会
事
務
局
と
し
た
。
 

第
２
 
監
査
の
実
施

 

 
１
 
請
求
人
の
陳

述
 

 
 
 
監
査
の
実
施

に
当
た
り
、
地
方
自
治
法
（
昭

和
2
2
年
法
律
第

6
7
号
。
以
下
「
法
」
と
い
う
。
）
第

2
4
2
条
第
６
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
令
和
元
年

1
1
月

1
5
日
、
請
求
人
か
ら
陳
述
の
聴
取
を
行
っ
た
。

こ
の
際

、
同

条
第
７

項
の

規
定
に

基
づ

く
教
育

委
員

会
事
務

局
の

関
係
職

員
（

以
下
「

関
係

職
員
」

と
い
う
。
）
の
立
会
い
が
あ
っ
た
。
 

 
 
 
請
求
人
が
本

件
措
置
請
求
の
要
旨
を
補
足
し
た
内
容
は
、
お
お
む
ね
別
紙
５
の
と
お
り
で
あ
る
。
 

 
２
 
関
係
職
員
の

陳
述
 

 
 
 
法
第

2
4
2
条
第
７
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
令
和
元
年

1
1
月

1
5
日
、
関
係
職
員
か
ら
陳
述
の
聴
取

を
行
っ

た
。

関
係
職

員
か

ら
は
、
「
住

民
監
査

請
求

に
対
す

る
市

の
考
え

方
」
（
添
付

省
略

）
の
提
出

が
あ
っ
た
。
こ

の
際
、
同
項
の
規
定
に
基
づ
く
請
求
人
の
立
会
い
が
あ
っ
た
。
 

 
 
 
関
係
職
員
が

説
明
し
た
内
容
は
、
お
お
む
ね
別
紙
６
の
と
お
り
で
あ
る
。
 

 
３
 
監
査
対
象
事

項
 

（
別

紙
）

 

３
１

川
監

第
５

９
９

号
 

令
和

元
年

１
２

月
１

９
日

 

 
坂

巻
 

良
一

 
様

 

川
崎

市
監

査
委

員
 

 
寺

 
岡

 
章
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同
 

 
 

 
 

 
 

 
植

 
村

 
京
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同
 

 
 

 
 

 
 

 
嶋

 
崎

 
嘉

 
夫

 
 

 
 

同
 

 
 

 
 

 
 

 
沼

 
沢

 
和

 
明

 
 

 
 

川
崎

市
職

員
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請

求
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つ
い

て
（

通
知

）
 

令
和

元
年

１
０
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１
日

付
け

を
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っ
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受
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た

標
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の
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求
に

つ
い

て
、

地
方

自
治

法
（

昭

和
２

２
年

法
律

第
６

７
号

）
第

２
４

２
条

第
４

項
の

規
定

に
基

づ
き

監
査

を
実

施
し

ま
し

た
が

、
同

条
第

８
項

に
定

め
る

監
査

委
員

の
合

議
に

つ
い

て
は

不
調

と
な

り
ま

し
た

の
で

、
そ

の
旨

を
次

の
と

お
り

通
知

し
ま

す
。
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3 

め
る
必

要
が

あ
る

が
、

こ
れ
を
ど

の
よ

う
な

方
法

で
行
う
か

に
つ

い
て

は
、

市
の
統
一

的
な

基
準
は

な
い

。
教

育
委

員
会
事
務

局
教

育
環

境
整

備
推
進
室

（
以

下
「

教
育

環
境
整
備

推
進

室
」
と
い
う
。
）
に
お
け
る
一
般
的
な
運
用
と
し
て
は
、
不
特
定
の
業
者
１
者
に
下
見
積
り
を

依
頼
し

、
業

者
が

現
地

を
確
認
し

て
作

成
、

提
出

し
た
下
見

積
り

に
つ

い
て

技
術
職
員

が
仕

様
や
金

額
を

確
認

し
、

軽
易
工
事

と
し

て
執

行
す

る
こ
と
が

適
正

で
あ

る
と

判
断
し
た

場
合

に
、
下
見
積
り
を
行
っ
た
業
者
を
含
め
、
３
者
か
ら
工
事
見
積
書
を
徴
取
し
て
い
る
。
 

 
 
 
 
 
 
徴
取
し
た
工
事
見
積
書
は
、
川
崎
市
予
算
及
び
決
算
規
則
（
平
成
７
年
規
則
第

1
0
号
。
以

下
「
予
決
算
規
則
」
と
い
う
。
）
第

2
3
条
第
１
項
に
規
定
す
る
予
算
執
行
伺
（
以
下
「
予
算

執
行
伺
」
と
い
う
。
）
に
添
付
し
、
工
事
執
行
部
局
の
長
の
工
事
費
等
の
審
査
を
受
け
る
も
の

と
さ
れ

て
い

る
が

、
当

該
工
事
費

等
の

審
査

を
す

る
こ
と
が

で
き

る
技

術
職

員
が
い
る

予
算

執
行
部

局
に

あ
っ

て
は

、
当
該
予

算
執

行
部

局
に

お
い
て
審

査
を

行
う

も
の

と
さ
れ
、

当
該

審
査
は
予
算
執
行
伺
へ
の
合
議
を
も
っ
て
行
う
も
の
と
さ
れ
て
い
る
。
 

 
 
 
（
ウ
）
契
約
の
締
結
等
 

 
 
 

 
 
 

軽
易

工
事

取
扱
規

程
第
５

条
に

お
い

て
、
予

算
執
行

部
局

の
長

は
、
上

記
工
事

費
等

の
審

査
に
基

づ
く

工
事

費
の

範
囲
内
で

最
低

の
価

格
を

も
っ
て
見

積
り

し
た

者
を

随
意
契
約

の
相

手
方
と

し
て

決
定

す
る

も
の
と
さ

れ
、

こ
の

際
、

相
手
方
か

ら
請

書
（

契
約

規
則
第
８

号
様

式
）
を
提
出
さ
せ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
さ
れ
て
い
る
。
 

 
 
 

 
 
 

な
お

、
事

務
処
理

上
は
、

契
約

事
務

の
手
引

き
に
お

い
て

、
市

の
財
務

会
計
シ

ス
テ

ム
及

び
文
書

管
理

シ
ス

テ
ム

に
よ
り
前

記
予

算
執

行
伺

を
起
案
す

る
際

、
業

者
の

選
定
及
び

契
約

の
締
結

に
つ

い
て

も
併

せ
て
伺
う

こ
と

と
さ

れ
て

い
る
。
こ

の
際

の
決

裁
に

つ
い
て
は

、
川

崎
市
事
務
決
裁
規
程
（
昭
和

4
1
年
訓
令
第
８
号
）
別
表
（
第
５
条
関
係
）
に
お
い
て
、
課
長

が
専
決

す
る

こ
と

と
さ

れ
て
い
る

。
た

だ
し

、
課

長
が
不
在

の
場

合
に

は
、

所
管
課
長

補
佐

が
代
決
す
る
旨
が
同
第
９
条
第
５
項
に
定
め
ら
れ
て
い
る
。
 

 
 
 
（
エ
）
監
督
及
び
検
査
 

 
 
 

 
 
 

軽
易

工
事

取
扱
規

程
第
６

条
に

お
い

て
、
予

算
執
行

部
局

の
長

は
、
契

約
の
適

正
な

履
行

を
確
保

す
る

た
め

、
職

員
の
う
ち

か
ら

監
督

員
及

び
検
査
員

を
命

じ
、

工
事

の
監
督
及

び
検

査
を
そ

れ
ら

の
者

に
行

わ
せ
な
け

れ
ば

な
ら

な
い

と
さ
れ
、

当
該

検
査

は
、

請
負
業
者

か
ら

軽
易
工

事
完

成
届

（
同

規
程
別
記

様
式

）
を

提
出

さ
せ
た
後

に
行

わ
な

け
れ

ば
な
ら
な

い
と

さ
れ
て
い
る
。
 

 
 
 

 
 
 

な
お

、
軽

易
工
事

完
成
届

は
、

検
査

書
と
一

体
と
な

っ
た

様
式

で
あ
り

、
検
査

書
に

は
、

工
事
を
検
査
し
履
行
を
確
認
し
た
日
付
（
以
下
「
検
査
日
」
と
い
う
。
）
と
、
検
査
員
及
び
監

督
員
の
職
氏
名
の
記
入
、
押
印
欄
が
設
け
ら
れ
て
い
る
。
 

 
 
 
ウ
 
関
係
法
令
等
 

 
 
 
 
 
軽
易
工
事
（
随
意
契
約
）
に
係
る
法
令
等
に
つ
い
て
は
、
別
紙
７
に
掲
げ
た
と
お
り
で
あ
る
。
 

 
（
２
）
１
件

2
5
0
万

円
を
超
え
る
工
事
に
つ
い
て
 

2 

 
 
 

川
崎
市

職
員

措
置

請
求
書

並
び
に

請
求

人
及

び
関
係

職
員
の

陳
述

内
容

を
勘
案

し
、
本

件
各

工
事

を
軽
易

工
事

と
し
て

随
意

契
約
に

よ
り

執
行
し

た
こ

と
が
、

違
法

又
は
不

当
と

い
え
る

か
を

監
査
対

象
事
項
と

し
た
。
 

第
３
 
監
査
の
結
果
 

 
１
 
事
実
関
係
の
確
認
等
 

 
 
 

請
求
人

の
陳

述
、

関
係
職

員
の
陳

述
及

び
関

係
書
類

の
調
査

等
の

結
果

、
次
の

よ
う
な

事
実

関
係

を
確
認
し

た
。
 

 
（
１
）
軽
易
工
事
に
つ
い
て
 

 
 
 
ア
 
定
義
 

 
 
 
 
 
軽
易
工
事
は
、
地
方
自
治
法
施
行
令
（
昭
和

2
2
年
政
令
第

1
6
号
。
以
下
「
施
行
令
」
と
い

う
。
）
第

1
6
7
条
の
２
第
１
項
第
１
号
に
掲
げ
る

、
い
わ
ゆ
る
少
額
随
意
契
約
に
該
当
す
る
も
の

で
あ

る
。
そ

の
定

義
に

つ
い
て
は

、
本

件
各

工
事

契
約
締
結

当
時

の
川

崎
市

軽
易
工
事

契
約
事

務
取

扱
規
程
（
昭
和

4
9
年
訓
令
第
８
号
。
以
下
「
軽
易
工
事
取
扱
規
程
」
と
い
う
。
）
第
２
条

に
お

い
て
「
予
算
科
目
が
工
事
請
負
費
又
は
需
用
費
に
該
当
し
、
１
件

2
,
5
0
0
,
0
0
0
円
（
需
用

費
中

1
0
0
,
0
0
0
円
以
下
の
も
の
を
除
く
）
以
下
の
建
物
等
の
小
破
修
繕
等
に
類
す
る
も
の
で
別

表
で

定
め
る
原
形
復
旧
工
事
を
い
う
。
」
と
規
定
さ
れ
て
い
る
。
 

 
 
 
イ
 
事
務
手
続
等
 

 
 
 
（
ア
）
予
定
価
格
の
設
定
 

 
 
 
 
 
 
川
崎
市
契
約
規
則
（
昭
和

3
9
年
規
則
第

2
8
号
。
以
下
「
契
約
規
則
」
と
い
う
。
）
第

2
5

条
に
お
い
て
、
随
意
契
約
を
し
よ
う
と
す
る
と

き
は
、
あ
ら
か
じ
め
同
第

1
3
条
第
１
項
及
び

第
1
4
条
の
規
定
に
準
じ
て
予
定
価
格
を
定
め
る
も
の
と
さ
れ
て
い
る
。
 

 
 
 

 
 
 

た
だ

し
、

軽
易
工

事
に
つ

い
て

は
、

財
政
局

資
産
管

理
部

契
約

課
に
よ

る
契
約

事
務

の
手

引
き
（
以
下
「
契
約
事
務
の
手
引
き
」
と
い
う
。
）
に
お
い
て
、
予
定
価
格
は
執
行
予
算
額
で

あ
る
こ

と
が

明
記

さ
れ

て
い
る
。

後
記

の
と

お
り

、
軽
易
工

事
の

場
合

は
、

複
数
の
業

者
か

ら
工
事

見
積

書
を

徴
取

し
た
上
で

予
算

執
行

伺
を

起
案
す
る

こ
と

と
な

る
た

め
、
見
積

り
合

わ
せ
の
最
低
額
が
執
行
予
算
額
及
び
予
定
価
格
と
な
る
。
 

 
 
 
（
イ
）
工
事
見
積
書
の
徴
取
等
 

 
 
 

 
 
 

軽
易

工
事

取
扱
規

程
第
３

条
に

お
い

て
、
予

算
執
行

部
局

の
長

は
、
軽

易
工
事

の
必

要
が

生
じ
た

と
き

は
、

同
第

７
条
に
規

定
す

る
業

者
か

ら
、
な
る

べ
く

２
名

以
上

の
適
格
者

を
選

定
し
て

工
事

見
積

書
を

提
出
さ
せ

る
も

の
と

さ
れ

、
さ
ら
に

、
契

約
規

則
に

係
る
事
務

取
扱

通
知
（
昭
和

5
8
年
３
月

3
1
日
付
け

5
7
川
総
用
第

2
4
0
号
助
役
専
決
。
以
下
「
助
役
専
決
通

知
」
と
い
う
。
）
に
お
い
て
、
原
則
と
し
て
３

者
以
上
の
見
積
り
合
わ
せ
の
方
法
に
よ
る
こ
と

と
さ
れ
て
い
る
。
 

 
 
 

 
 
 

な
お

、
工

事
見
積

書
を
徴

取
す

る
た

め
に
は

、
事
前

に
業

務
内

容
を
検

討
し
、

仕
様

を
定
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は
、
担

当
者

が
技

術
職

員
の
場
合

、
非

常
勤

職
員

が
代
わ
り

に
起

案
し

担
当

者
に
合
議

す
る

と
い
う

運
用

が
な

さ
れ

て
お
り
、

物
置

緊
結

工
事

は
技
術
職

員
Ａ

、
給

食
室

床
工
事
及

び
給

食
室
壁

・
天

井
工

事
は

技
術
職
員

Ｂ
が

担
当

者
と

さ
れ
て
い

る
。

軽
易

工
事

取
扱
規
程

第
３

条
に
基

づ
く

技
術

職
員

へ
の
合
議

に
よ

る
審

査
は

、
物
置
緊

結
工

事
及

び
給

食
室
床
工

事
は

技
術
職

員
Ｃ

、
給

食
室

壁
・
天
井

工
事

は
技

術
職

員
Ａ
に
合

議
さ

れ
て

い
る

。
い
ず
れ

も
決

裁
区
分

は
課

長
専

決
で

あ
る
が
、

所
管

担
当

課
長

の
不
在
に

よ
り

、
課

長
補

佐
に
よ
る

代
決

が
な
さ
れ
て
い
る
。
 

 
 
 

 
 
 

宮
前

平
小

学
校
工

事
の
軽

易
工

事
完

成
届
に

は
、
完

成
期

限
及

び
完
成

年
月
日

が
記

入
さ

れ
、
検

査
日

も
同

日
と

さ
れ
て
い

る
が

、
い

ず
れ

も
事
実
と

は
異

な
る

日
付

で
あ
る
。

教
育

委
員
会

事
務

局
の

説
明

に
よ
れ
ば

、
同

届
の

日
付

に
つ
い
て

は
、

業
者

か
ら

空
欄
で
提

出
さ

せ
職
員

が
記

入
す

る
こ

と
が
慣
例

と
な

っ
て

お
り

、
各
担
当

者
に

よ
り

記
入

さ
れ
て
い

る
。

監
督
員

及
び

検
査

員
に

つ
い
て
は

、
監

督
員

は
各

担
当
者
自

身
、

検
査

員
は

技
術
職
員

Ａ
が

担
当
し

た
工

事
に

は
技

術
職
員
Ｂ

、
技

術
職

員
Ｂ

が
担
当
し

た
工

事
に

は
技

術
職
員
Ａ

の
記

名
押
印

が
そ

れ
ぞ

れ
な

さ
れ
て
い

る
。

同
届

に
は

工
事
写
真

が
添

付
さ

れ
て

い
る
が
、

い
ず

れ
も
当

該
表

紙
に

完
成

年
月
日
等

の
日

付
の

記
入

は
な
く
、

写
真

の
中

に
撮

影
日
が
確

認
で

き
る
も
の
は
な
い
。
 

 
 
 
イ
 
富
士
見
台
小
学
校
関
係
 

 
 
 
（
ア
）
工
事
の
概
要
に
つ
い
て
 

 
 
 
 
 
 
富
士
見
台
小
学
校
親
時
計
設
備
補
修
工
事
（
以
下
「
親
時
計
工

事
」
と
い
う
。
）
及
び
富

士

見
台
小
学
校
時
計
設
備
補
修
工
事
（
以
下
「
子
時
計
工
事
」
と
い
い
、「

親
時
計
工
事
」
と
併

せ
て
「

富
士
見
台
小
学
校

工
事
」
と
い
う
。
）
に
つ

い
て
は
、
職
員
室
に
設
置

さ
れ
て
い
る
親

時
計
の

動
作

が
安

定
せ

ず
、
各
教

室
等

に
設

置
さ

れ
て
い
る

親
時

計
と

連
動

し
た
子
時

計
に

も
同
様

の
不

具
合

が
生

じ
て
い
た

ほ
か

、
さ

ら
に

、
親
時
計

の
機

能
で

あ
る

チ
ャ
イ
ム

が
定

時
に
鳴

ら
な

い
と

い
っ

た
不
具
合

も
生

じ
て

い
た

こ
と
か
ら

、
こ

れ
ら

の
不

具
合
を
解

消
す

べ
く
実
施
さ
れ
た
工
事
で
あ
る
。
 

 
 
 

 
 
 

当
初

は
、

親
時
計

工
事
に

よ
り

親
時

計
を
交

換
す
る

こ
と

で
、

連
動
す

る
子
時

計
の

不
具

合
も
併

せ
て

解
消

さ
れ

る
と
見
込

ん
で

い
た

が
、

親
時
計
交

換
後

も
一

部
子

時
計
の
不

具
合

が
解
消

さ
れ

ず
、

接
続

回
路
の
動

作
不

良
が

確
認

さ
れ
た
こ

と
か

ら
、

子
時

計
工
事
が

実
施

さ
れ
、

子
時

計
の

老
朽

化
や
接
続

回
路

の
負

荷
を

踏
ま
え
、

予
防

保
全

の
観

点
か
ら
回

路
の

増
設
と
併
せ
て
子
時
計
全

6
4
台
が
交
換
さ
れ
て
い
る
。
 

 
 
 
（
イ
）
事
務
手
続
等
に
つ
い
て
 

 
 
 

 
 
 

関
係

職
員

か
ら
陳

述
後
に

提
出

さ
れ

た
回
答

書
に
よ

れ
ば

、
別

紙
８
の

と
お
り

、
親

時
計

工
事
は

、
予

算
執

行
伺

等
の
定
め

ら
れ

た
手

続
を

経
ず
に
実

施
さ

れ
、

子
時

計
工
事
は

、
同

手
続
を

経
た

後
に

実
施

さ
れ
て
い

る
も

の
の

、
後

記
担
当
者

に
よ

る
工

事
の

発
注
は
、

同
手

続
以
前

に
な

さ
れ

た
も

の
で
あ
る

。
い

ず
れ

も
発

注
前
に
は

業
者

か
ら

下
見

積
り
を
徴

取
し

4 

 
 
 

 
 
教

育
委

員
会

事
務
局

は
、
川

崎
市

請
負

工
事
監

督
規
程

（
昭

和
４

３
年
訓

令
第
４

号
）

第
２

条
第

１
号
に
定
め
る
工
事
担
当
部
局
で
な
い
こ
と

か
ら
、
１
件

2
5
0
万
円
を
超
え
る
建
築
工
事

（
本

件
各
工
事
契
約
締
結
当
時
は

2
5
0
万
円
以

下
の
原
形
復
旧
工
事
以
外
の
工
事
を
含
む
）
を

行
う

必
要
が
生
じ
た
場
合
は
、
ま
ち
づ
く
り
局
に

工
事
を
依
頼
す
る
こ
と
と
な
る
。
 

 
 
 

 
 
ま

ち
づ

く
り

局
の
受

託
工
事

に
つ

い
て

は
、
原

則
、
翌

１
年

目
に

設
計
が

実
施
さ

れ
、

翌
２

年
目

以
降
に
工
事
が
実
施
さ
れ
る
こ
と
と
な
る
。

 

 
（
３
）
本
件
各
工
事
に
つ
い
て
 

 
 
 
ア
 
宮
前
平
小
学
校
関
係
 

 
 
 
（
ア
）
工
事
の
概
要
に
つ
い
て
 

 
 
 
 
 
 
宮
前
平
小
学
校
物
置
緊
結
ほ
か
補
修
工
事
（

以
下
「
物
置
緊
結

工
事
」
と
い
う
。
）
に
つ

い

て
は
、
東
日
本
大
震
災
の
集
中
復
興
期
間
（
平

成
2
7
年
度
ま
で
）
に
避
難
所
で
あ
る
市
立
小

中
学
校

全
校

へ
の

独
立

型
防
災
備

蓄
倉

庫
の

設
置

を
行
っ
た

際
、

物
置

等
の

建
築
物
の

一
部

が
既
存

不
適

格
と

見
な

さ
れ
た
こ

と
に

端
を

発
す

る
是
正
工

事
で

あ
る

。
そ

の
内
容
は

、
ル

ー
テ
ィ

ア
ン

カ
ー

等
の

部
材
に
よ

り
既

存
物

置
を

基
礎
に
固

定
す

る
も

の
で

あ
る
が
、

工
事

見
積
書

に
よ

れ
ば

、
併

せ
て
、
物

置
新

設
工

事
と

し
て
複
数

の
物

置
本

体
及

び
同
組
立

て
費

等
が
計

上
さ

れ
て

お
り

、
当
該
新

設
工

事
に

つ
い

て
は
、
物

置
緊

結
工

事
以

前
に
、
経

年
劣

化
に
よ
り
処
分
し
た
物
置
を
復
旧
し
た
も
の
と

さ
れ
て
い
る
。
 

 
 
 
 
 
 
宮
前
平
小
学
校
給
食
室
床
ほ
か
補
修
工
事
（

以
下
「
給
食
室
床

工
事
」
と
い
う
。
）
及
び

宮

前
平
小
学
校
給
食
室
壁
・
天
井
塗
装
補
修
工
事
（
以
下
「
給
食
室
壁
・
天
井
工
事
」
と
い
い
、

「
物
置
緊
結
工
事
」
及
び
「
給
食
室
床
工
事
」
と
併
せ
て
「
宮
前
平
小
学
校
工
事
」
と
い
う
。
）

に
つ
い

て
は

、
い

ず
れ

も
給
食
室

各
部

位
の

経
年

劣
化
に
対

応
す

る
た

め
の

工
事
で
あ

り
、

前
者
は

床
及

び
腰

壁
、

後
者
は
壁

（
腰

壁
よ

り
上

）
及
び
天

井
の

塗
装

の
は

く
離
等
が

対
象

と
さ
れ

て
い

る
が

、
実

際
は
１
件

の
工

事
と

し
て

実
施
さ
れ

て
お

り
、

工
事

の
実
施
後

に
、

２
件
の
工
事
と
し
て
実
施
す
る
と
し
た
内
容
で

後
記
事
務
手
続
が
執
ら
れ
て
い
る
。
 

 
 
 
（
イ
）
事
務
手
続
等
に
つ
い
て
 

 
 
 

 
 
 

宮
前

平
小

学
校
工

事
は
、

別
紙

８
の

と
お
り

、
い
ず

れ
も

予
算

執
行
伺

等
の
定

め
ら

れ
た

手
続
を

経
ず

に
実

施
さ

れ
て
い
る

。
各

工
事

は
後

記
担
当
者

に
よ

り
発

注
さ

れ
、
発
注

前
に

は
業
者

か
ら

下
見

積
り

を
徴
取
し

て
い

る
と

の
こ

と
で
あ
る

が
、

当
該

見
積

書
や
業
者

と
の

や
り
取

り
の

記
録

は
残

さ
れ
て
い

な
い

。
な

お
、

給
食
室
床

工
事

及
び

給
食

室
壁
・
天

井
工

事
に
つ
い
て
は
、
平
成

3
0
年
４
月
６
日
に
２

件
の
工
事
と
し
て
下
見
積
り
を
徴
取
し
た
こ
と

が
教
育

委
員

会
事

務
局

に
よ
る
調

査
に

お
い

て
確

認
さ
れ
て

い
る

。
各

工
事

の
請
負
業

者
と

下
見
積

り
を

行
っ

た
業

者
は
同
一

で
あ

る
。

請
負

業
者
以
外

の
業

者
か

ら
の

工
事
見
積

書
に

つ
い
て

は
、

工
事

の
実

施
後
に
徴

取
さ

れ
て

い
る

（
一
部
見

積
り

依
頼

日
が

不
明
な
も

の
も

あ
る
。
）
。
 

 
 
 

 
 
 

宮
前

平
小

学
校
工

事
の
予

算
執

行
伺

は
、
工

事
の
実

施
後

に
起

案
さ
れ

て
い
る

が
、

書
類

上
の
工

期
は

起
案

日
か

ら
概
ね
１

～
３

か
月

後
と

さ
れ
て
い

る
。

教
育

環
境

整
備
推
進

室
で
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あ
る

2
5
0
万
円
を
超
え
る
こ
と
か
ら
、
意
図
的
に
書
類
上
２
件
の
工
事
と
し
て
分
割
し
、
１
件

あ
た
り
の
金
額
を

2
5
0
万
円
以
下
に
抑
え
た
も
の
で
あ
る
。
 

 
 
 

 
 
し

た
が

っ
て

、
い
ず

れ
も
軽

易
工

事
に

該
当
し

な
い
こ

と
は

論
を

ま
た
な

い
が
、

同
じ

学
校

で
同
時

期
に

実
施

さ
れ

た
同
じ
業

種
（

建
築

）
の

工
事
で
あ

る
こ

と
を

踏
ま

え
れ
ば
、

宮
前
平

小
学
校

工
事

全
体

を
１

件
に
ま
と

め
、

競
争

入
札

に
よ
り
契

約
を

締
結

す
る

必
要
性
が

あ
っ
た

と
認
め
ざ
る
を
得
な
い
。
 

 
 
 
 
 
こ
の
点
、
市
は
、
物
置
緊
結
工
事
と
給
食
室
の
２
件
の
工
事
で
は
工
事
内
容
が
異
な
る
こ
と
、

ま
た
、

競
争

入
札

と
し

た
場
合
、

設
計

や
工

事
監

理
費
の
発

生
等

に
よ

り
必

ず
し
も
随

意
契
約

と
し
た

場
合

よ
り

安
く

な
る
と
は

限
ら

な
い

こ
と

、
予
算
要

求
や

設
計

等
に

時
間
を
要

し
学
校

か
ら
の
修
繕
依
頼
に
迅
速
に
対
応
で
き
な
く
な
る
旨
主
張
す
る
。
 

 
 
 

 
 
し

か
し

な
が

ら
、
工

事
内
容

に
応

じ
た

業
者
の

適
性
や

市
内

中
小

企
業
の

受
注
機

会
の

確
保

と
い
っ

た
観

点
を

踏
ま

え
、
同
一

業
種

の
工

事
を

分
離
・
分

割
し

て
発

注
す

る
こ
と
は

あ
り
う

る
と
し

て
も

、
見

積
り

合
わ
せ
も

行
わ

ず
同

じ
請

負
業
者
に

工
事

を
発

注
す

る
と
い
っ

た
前
記

事
実
関

係
を

踏
ま

え
れ

ば
、
宮
前

平
小

学
校

工
事

に
お
い
て

上
記

事
情

が
あ

っ
た
と
は

認
め
ら

れ
ず
、

競
争

入
札

等
の

手
続
を
回

避
す

る
た

め
、

意
図
的
に

３
つ

の
工

事
に

分
割
し
、

１
件
あ

た
り

2
5
0
万
円
以
下
の
軽
易
工
事
と
し
て
同
じ
業
者
に
工
事
を
請
け
負
わ
せ
る
一
方
、
見
積
書

や
実
際

の
工

事
日

を
ず

ら
し
た
書

面
を

作
成

し
、

あ
た
か
も

軽
易

工
事

の
手

続
を
履
践

し
た
よ

う
な
外
観
を
作
出
し
た
も
の
で
あ
っ
て
、
上
記
手
続
自
体
が
違
法
と
い
わ
ざ
る
を
得
な
い
。
 

 
 
 

 
 
さ

ら
に

、
普

通
地
方

公
共
団

体
の

行
う

契
約
事

務
の
執

行
は

、
公

正
を
持

っ
て
第

一
義

と
し

て
、
機

会
均

等
の

理
念

に
最
も
適

合
し

、
か

つ
経

済
性
を
確

保
し

う
る

と
い

う
観
点
か

ら
、
一

般
競
争

入
札

を
原

則
と

し
て
い
る

の
で

あ
る

か
ら

、
単
に
手

続
の

簡
便

さ
や

経
済
性
の

み
を
理

由
に
競
争
入
札
を
回
避
す
る
こ
と
は
許
さ
れ
な
い
と
い
う
べ
き
で
あ
る
。
迅
速
性
に
つ
い
て
も
、

学
校
か

ら
の

修
繕

依
頼

に
早
期
に

対
応

す
る

必
要

性
が
あ
る

と
し

て
も

、
物

置
の
基
礎

緊
結
の

必
要
性
は
遅
く
と
も
平
成

2
7
年
度
に
は
認
識
さ
れ
て
お
り
、
給
食
室
各
部
位
の
劣
化
も
突
如
と

し
て
生

じ
た

と
は

想
定

し
が
た
く

、
市

の
上

記
主

張
に
合
理

的
な

理
由

は
認

め
ら
れ
な

い
（
な

お
、
仮
に
、
真
に
緊
急
を
要
す
る
も
の
で
あ
れ
ば
、
施
行
令
第

1
6
7
条
の
２
第
１
項
第
５
号
に

基
づ
く
随
意
契
約
に
よ
る
べ
き
で
あ
る
。
）
。
 

 
 
 

 
 
以

上
の

と
お

り
、
宮

前
平
小

学
校

工
事

に
つ
い

て
は
、

軽
易

工
事

に
該
当

せ
ず
、

か
つ

、
本

来
１
件

の
工

事
と

し
て
競

争
入
札

に
よ

り
契

約
を
締

結
す
る

必
要

が
あ

っ
た
に

も
か
か

わ
ら

ず
、

こ
れ
を
分
割
し
て
随
意
契
約
に
よ
り
執
行
し
た
違
法
性
が
あ
る
と
認
め
ら
れ
る
。
 

 
 
 
イ
 
宮
前
平
小
学
校
工
事
及
び
富
士
見
台
小
学
校
工
事
の
規
則
等
に
反
し
た
事
務
手
続
 

 
 
 

 
 
本

件
各

工
事

は
、
い

ず
れ
も

業
者

か
ら

下
見
積

り
を
徴

取
し

た
段

階
で
、

各
担
当

者
に

よ
り

工
事
が
発
注
さ
れ
て
お
り
、
当
該
手
続
に
重
大
な
瑕
疵
が
あ
る
。
 

す
な
わ
ち
、
本
件
各
工
事

の
う
ち
子
時
計
工
事
を
除

い
て
は
、
い
ず
れ
も
工
事

の
実
施
後
に

予
算
執
行
伺
が
起
案
、
決

裁
さ
れ
て
お
り
、
こ
の
こ

と
は
、
歳
出
予
算
を
執
行

す
る
場
合
、
あ

6 

て
い
る

と
の

こ
と

で
あ

る
が
、
当

該
見

積
書

や
業

者
と
の
や

り
取

り
の

記
録

は
残
さ
れ

て
い

な
い
。

各
工

事
の

請
負

業
者
と
下

見
積

り
を

行
っ

た
業
者
は

同
一

で
あ

る
。

請
負
業
者

以
外

の
業
者

か
ら

の
工

事
見

積
書
に
つ

い
て

は
、

親
時

計
工
事
は

工
事

の
実

施
後

に
徴
取
さ

れ
て

い
る
。

子
時

計
工

事
は

工
事
の
実

施
前

に
徴

取
さ

れ
て
い
る

が
、

そ
れ

以
前

に
工
事
の

発
注

が
な
さ
れ
て
い
る
。
 

 
 
 

 
 
 

親
時

計
工

事
の
予

算
執
行

伺
は

、
請

負
業
者

に
よ
る

工
事

の
実

施
後
に

起
案
さ

れ
て

い
る

が
、
書

類
上

の
工

期
は

起
案
日
か

ら
概

ね
１

か
月

後
と
さ
れ

て
い

る
。

子
時

計
工
事
の

予
算

執
行
伺

は
、

工
事

の
実

施
前
に
起

案
さ

れ
て

い
る

が
、
親
時

計
工

事
が

実
施

さ
れ
て
か
ら

1

ヶ
月
以
上
経
過
し
た
後
、
下
見
積
書
を
提
出
し

た
上
記
業
者
の
受
注
後
に
作
成
さ
れ
て
い
る
。

い
ず
れ

も
担

当
者

は
技

術
職
員
Ｂ

と
さ

れ
、

軽
易

工
事
取
扱

規
程

第
３

条
に

基
づ
く
技

術
職

員
へ
の

合
議

に
よ

る
審

査
は
技
術

職
員

Ｃ
に

合
議

さ
れ
て
い

る
。

決
裁

区
分

は
課
長
専

決
で

あ
る
が
、
所
管
担
当
課
長
の
不
在
に
よ
り
、
課

長
補
佐
に
よ
る
代
決
が
な
さ
れ
て
い
る
。
 

 
 
 

 
 
 

富
士

見
台

小
学
校

工
事
の

軽
易

工
事

完
成
届

に
は
、

担
当

者
に

よ
り
事

実
と
異

な
る

完
成

年
月
日

及
び

検
査

日
（

同
日
）
が

記
入

さ
れ

て
い

る
が
、
こ

の
う

ち
子

時
計

工
事
に
つ

い
て

は
、
実
際
の
工
事
完
成
日
よ
り
も
前
の
日
付
が

記
入
さ
れ
て
い
る
。
監
督
員
は
担
当
者
自
身
、

検
査
員

は
技

術
職

員
Ａ

の
記
名
押

印
が

な
さ

れ
て

い
る
。
同

届
に

添
付

さ
れ

た
工
事
写

真
の

表
紙
に

完
成

年
月

日
等

の
日
付
の

記
入

は
な

く
、

写
真
の
中

に
撮

影
日

が
確

認
で
き
る

も
の

は
な
い
。
 

 
２
 
監
査
委
員
の
判
断
 

 
 
 
住
民
監
査
請
求
に
基
づ
く
監
査
及
び
勧
告
に
つ
い
て
の
決
定
は
、
法
第

2
4
2
条
第
８
項
に
お
い
て
、

監
査
委
員

の
合
議
に
よ
る
も
の
と
規
定
さ
れ
て
い
る
。

 

 
 
 

監
査
委

員
は

、
本

件
措
置

請
求
を

受
理

し
た

後
、
慎

重
に
審

議
を

重
ね

、
本
件

各
工
事

の
執

行
に

係
る
違

法
性

・
不
当

性
に

つ
い
て

は
後

記
（
１

）
の

と
お
り

概
ね

意
見
が

一
致

し
た
が

、
富

士
見
台

小
学
校

工
事

の
執
行

方
法

の
適
否

、
ま

た
、
本

件
各

工
事
の

契
約

締
結
に

よ
る

損
害
の

発
生

の
有
無

に
つ
い

て
は

意
見
が

一
致

せ
ず
、

最
終

的
に
合

議
不

調
と
な

り
、

監
査
及

び
勧

告
に
つ

い
て

の
決
定

に
は
至

ら
な

か
っ
た

。
な

お
、
意

見
が

一
致
し

な
か

っ
た
事

項
に

つ
い
て

は
、

参
考
ま

で
に

、
後
記

（
２
）
に

各
監
査
委
員
の
意
見
を
列
記
す
る
。
 

 
（
１
）
本
件
各
工
事
の
執
行
に
係
る
違
法
性
・
不
当
性
に
つ
い
て
 

 
 
 
ア
 
宮
前
平
小
学
校
工
事
の
執
行
方
法
に
つ
い
て
の
適
否
 

 
 
 

 
 
物

置
緊

結
工

事
に
つ

い
て
は

、
物

置
の

新
設
と

い
う
明

ら
か

に
原

形
復
旧

に
該
当

し
な

い
工

事
内

容
が
含

ま
れ

て
お

り
、
過
去

に
処

分
さ

れ
た

物
置
に
つ

き
、

改
め

て
学

校
運
営
上

必
要
と

さ
れ

た
と
し

て
も

、
こ

の
よ
う
な

事
情

が
原

形
復

旧
の
範
囲

を
拡

大
す

る
理

由
と
は
な

り
得
な

い
。

給
食
室

床
工

事
及

び
給
食
室

壁
・

天
井

工
事

に
つ
い
て

は
、

実
際

は
１

件
の
工
事

と
し
て

実
施

さ
れ
た

に
も

か
か

わ
ら
ず
、

そ
の

総
額

が
軽

易
工
事
と

し
て

の
執

行
が

可
能
な
上

限
額
で
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き
上
司

が
当

該
事

実
を

把
握
し
て

い
た

か
否

か
は

現
時
点
に

お
い

て
明

ら
か

と
な
っ
て

い
な

い
が
、

仮
に

把
握

し
て

い
な
か
っ

た
と

し
て

も
、

少
な
く
と

も
、

給
食

室
床

工
事
及
び

給
食

室
壁
・

天
井

工
事

に
つ

い
て
は
、

夏
休

み
等

の
長

期
休
業
期

間
に

実
施

し
な

け
れ
ば
学

校
運

営
上
支

障
が

あ
る

こ
と

は
明
白
で

あ
る

か
ら

、
当

該
予
算
執

行
伺

等
を

承
認

し
た
こ
と

に
つ

き
、
決
裁
者
と
し
て
必
要
な
注
意
義
務
を
怠
っ
て
い
た
と
い
わ
ざ
る
を
得
な
い
。
 

 
 
 
 
 
 
教
育
委
員
会
事
務
局
で
は
、
１
件

2
5
0
万
円
以
上
の
工
事
を
執
行
す
る
こ
と
が
で
き
ず
、

ま
ち
づ

く
り

局
に

依
頼

す
れ
ば
相

当
の

期
間

を
要

す
る
と
い

っ
た

制
約

の
下

、
学
校
か

ら
の

膨
大
、

か
つ

多
様

な
工

事
依
頼
へ

の
迅

速
な

対
応

が
求
め
ら

れ
る

中
で

、
本

件
各
工
事

の
よ

う
な
事

務
処

理
が

生
じ

た
も
の
と

考
え

う
る

。
し

か
し
、
こ

の
よ

う
な

事
情

は
、
不
適

正
な

事
務
処

理
を

正
当

化
さ

せ
る
理
由

と
は

成
り

得
な

い
と
い
う

べ
き

で
あ

り
、

事
務
の
適

正
性

を
確
保

し
つ

つ
、

学
校

か
ら
の
依

頼
に

応
え

得
る

適
切
な
方

法
を

検
討

、
実

施
し
て
こ

な
か

っ
た
こ

と
に

つ
き

、
組

織
の
マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

と
し

て
問
題
が

あ
っ

た
と

評
価

せ
ざ
る
を

得
な

い
。

た
だ

し
、

教
育

環
境
整

備
推
進

室
に

お
け

る
平

成
3
0
年

度
の
軽

易
工

事
執

行
件
数

は

1
,
4
0
0

件
を

超
え

て
お

り
、

組
織
内

部
の

マ
ネ

ジ
メ
ン

ト
の
み

で
対

応
す

る
に
は

限
界
も

あ

り
、
制

度
の

問
題

と
も

関
連
す
る

が
、

工
事

担
当

部
局
の
あ

り
方

も
含

め
、

対
策
を
講

じ
る

必
要
が
あ
る
。
 

 
 
 
（
ウ
）
制
度
の
課
題
に
つ
い
て
 

 
 
 

 
 
 

本
件

各
工

事
の
請

負
業
者

以
外

の
業

者
に
よ

る
工
事

見
積

書
は

、
最
短

で
依
頼

日
当

日
、

最
長
で

も
５

日
後

（
土

日
を
含
む

）
に

提
出

さ
れ

て
お
り
、

当
該

業
者

ら
は

現
地
の
状

況
を

確
認
せ

ず
に

工
事

見
積

書
を
作
成

し
て

い
る

こ
と

が
推
認
さ

れ
、

そ
の

精
度

や
金
額
の

妥
当

性
、
果

て
は

受
注

意
欲

に
さ
え
疑

問
が

残
る

と
こ

ろ
で
あ
る

。
こ

う
し

た
態

様
が
他
の

軽
易

工
事
に

も
共

通
し

て
い

る
の
で
あ

れ
ば

、
下

見
積

り
を
行
っ

た
業

者
が

そ
の

ま
ま
請
負

業
者

に
決
定

さ
れ

る
こ

と
が

常
態
化
し

て
い

る
こ

と
も

考
え
う
る

。
仮

に
そ

う
で

あ
れ
ば
、

軽
易

工
事
の

予
定

価
格

は
見

積
合
わ
せ

の
最

低
価

格
と

さ
れ
て
い

る
と

こ
ろ

、
実

態
は
下
見

積
り

価
格
と

い
う

こ
と

に
な

り
、
実
質

的
に

１
者

の
言

い
値
で
契

約
が

締
結

さ
れ

る
こ
と
と

な
る

た
め
、

こ
う

し
た

事
情

の
下
で
は

、
見

積
り

合
わ

せ
や
予
算

執
行

伺
が

正
規

の
手
順
に

基
づ

き
行
わ

れ
た

と
し

て
も

、
既
成
事

実
を

追
認

す
る

だ
け
の
形

式
的

な
手

続
に

し
か
な
ら

ず
、

随
意
契

約
に

係
る

競
争

性
を
担
保

す
る

措
置

と
は

な
り
得
な

い
。

さ
ら

に
、

下
見
積
り

を
依

頼
す
る

担
当

者
の

裁
量

が
極
め
て

大
き

い
こ

と
か

ら
、
不
祥

事
防

止
の

観
点

か
ら
も
問

題
が

あ
る
と
い
わ
ざ
る
を
得
な
い
。
 

 
 
 

 
 
 

ま
た

、
本

件
各
工

事
の
検

査
は

、
軽

易
工
事

完
成
届

に
添

付
さ

れ
た
写

真
の
確

認
を

も
っ

て
な
さ

れ
て

い
る

が
、

前
記
事
実

関
係

の
と

お
り

、
施
工
日

等
の

日
付

が
確

認
で
き
る

写
真

は
存
し

な
い

。
こ

の
点

に
つ
い
て

、
市

は
、

履
行

期
限
内
の

施
工

が
前

提
で

あ
り
、
軽

易
工

事
に
つ

い
て

は
日

付
の

確
認
が
必

須
と

さ
れ

て
い

な
い
旨
を

主
張

す
る

。
確

か
に
、
軽

易
工

事
取
扱

規
程

第
６

条
に

お
い
て
、

日
付

の
確

認
に

関
す
る
定

め
は

な
い

が
、

本
件
各
工

事
の

8 

ら
か
じ
め
予
算
執
行
伺
を

作
成
し
、
決
裁
を
受
け

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
旨
を
定

め
た
予
決
算
規

則
（

第
2
3
条
第
１
項
）
や
、
予
算
執
行
伺
に
工
事
見
積
書
を
添
付
の
上
、
技
術
職
員
へ
の
合
議

に
よ
り
工
事
費
等
の
審
査

を
受
け
る
旨
を
定
め
た

軽
易
工
事
取
扱
規
程
（
第
３

条
第
２
項
及
び

第
３
項
）
に
反
す
る
極
め
て
不
適
正
な
行
為
で
あ
る
。
 

ま
た
、
子
時
計
工
事
に
つ

い
て
は
、
工
事
の
実

施
前

に
予
算
執
行
伺
が
起
案
、

決
裁
さ
れ
て

い
る
が
、
そ
れ
以
前
に
発

注
が
な
さ
れ
て
い
る
こ

と
を
踏
ま
え
れ
ば
、
当
該
予

算
執
行
伺
は
単

に
形
式
的
な
も
の
で
あ
り
、
適
正
な
事
務
手
続
が
執
ら
れ
て
い
た
と
は
到
底
認
め
ら
れ
な
い
。
 

 
 
 

 
 
ま

た
、

本
件

各
工
事

に
お
い

て
、

既
に

工
事
が

実
施
（

子
時

計
工

事
に
つ

い
て
は

発
注

）
さ

れ
た

後
に
、

請
負

業
者

以
外
の
業

者
か

ら
の

工
事

見
積
書
が

徴
取

さ
れ

た
こ

と
に
つ
い

て
は
、

予
算

執
行
伺

の
起

案
前

に
な
る
べ

く
２

名
以

上
の

業
者
か
ら

見
積

書
を

徴
取

し
な
け
れ

ば
な
ら

な
い

旨
を
定

め
た

軽
易

工
事
取
扱

規
程

（
第

３
条

第
１
項
）

や
、

競
争

性
及

び
透
明
性

を
確
保

し
適

正
な
価

格
で

契
約

を
行
う
た

め
原

則
と

し
て

３
者
以
上

の
見

積
り

合
わ

せ
を
行
う

旨
を
定

め
た

助
役
専

決
通

知
の

趣
旨
を
没

却
す

る
も

の
で

あ
り
、
極

め
て

不
適

切
な

行
為
で
あ

る
と
い

わ
ざ

る
を
得
な
い
。
 

 
 
 

 
 
以

上
の

と
お

り
、
本

件
各
工

事
に

係
る

事
務
手

続
に
つ

い
て

は
、

規
則
等

で
定
め

た
手

続
に

も
反

し
て
お
り
、
い
ず
れ
も
違
法
又
は
不
当
で
あ

る
と
認
め
ざ
る
を
得
な
い
。
 

 
 
 
ウ
 
意
見
 

 
 
 

 
 
今

回
の

監
査

で
は
、

後
記
（

２
）

に
記

載
の
事

項
に
つ

い
て

、
全

監
査
委

員
の
意

見
が

一
致

せ
ず

、
最
終

的
に

合
議

不
調
と
な

っ
た

が
、

教
育

委
員
会
事

務
局

に
お

け
る

前
記
の
よ

う
な
態

様
は

、
職
員

の
コ

ン
プ

ラ
イ
ア
ン

ス
意

識
に

つ
い

て
は
い
う

ま
で

も
な

く
、

組
織
の
構

造
的
な

問
題

や
制
度

自
体

の
持

つ
課
題
に

も
起

因
し

て
い

る
と
考
え

ら
れ

る
こ

と
か

ら
、
事
案

の
重
要

性
に

鑑
み
、
全
監
査
委
員
の
意
見
と
し
て
述
べ
る

。
 

 
 
 
（
ア
）
職
員
の
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
意
識
に
つ
い
て
 

 
 
 
 
 
 
一
括
し
て
発
注
す
べ
き
工
事
を

2
5
0
万
円
以
下
の
工
事
に
分
割
し
、
軽
易
工
事
と
し
て
執

行
す
る

よ
う

な
不

適
正

な
事
例
に

つ
い

て
は

、
こ

れ
ま
で
の

監
査

で
も

度
々

指
摘
し
て

き
た

と
こ
ろ

で
あ

る
が

、
依

然
と
し
て

改
善

が
な

さ
れ

な
い
状
況

に
あ

る
。

そ
の

要
因
は
一

概
に

は
い
え

ず
、

組
織

や
制

度
の
問
題

に
よ

る
と

こ
ろ

も
大
き
い

と
察

す
る

が
、

た
と
え
組

織
や

制
度
が

適
切

に
整

え
ら

れ
て
い
た

と
し

て
も

、
最

終
的
に
は

、
職

員
の

意
識

が
重
要
な

鍵
と

な
る
こ

と
は

強
く

認
め

ら
れ
る
と

こ
ろ

で
あ

る
。

本
件
各
工

事
の

執
行

に
お

い
て
、
各

担
当

者
の
コ

ン
プ

ラ
イ

ア
ン

ス
意
識
が

大
き

く
欠

如
し

て
い
た
こ

と
は

明
ら

か
で

あ
り
、
こ

れ
ま

で
以
上
に
、
職
員
の
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
意
識

の
醸
成
、
徹
底
に
努
め
る
必
要
が
あ
る
。
 

 
 
 
（
イ
）
組
織
の
構
造
的
な
問
題
に
つ
い
て
 

 
 
 

 
 
 

本
件

各
工

事
が
必

要
な
手

続
を

経
ず

に
実
施

又
は
発

注
さ

れ
た

こ
と
に

つ
い
て

、
担

当
者

と
し
て

こ
れ

に
関

わ
っ

た
技
術
職

員
が

複
数

い
た

こ
と
を
踏

ま
え

れ
ば

、
組

織
的
に
不

適
正

な
事
務

処
理

が
常

態
化

し
て
い
た

と
い

う
疑

念
が

払
拭
で
き

な
い

。
職

員
を

指
揮
監
督

す
べ
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こ
の

点
、

本
件
各

工
事
の

見
積

り
合

わ
せ
は

、
工
事

の
実

施
又

は
発
注

後
に
行

わ
れ

た
不

適
正
な

も
の

で
あ

り
、

そ
の
実
効

性
に

つ
い

て
も

疑
問
が
残

る
点

は
あ

る
も

の
の
、
当

該
事

情
が
請

負
業

者
以

外
の

業
者
に
も

伝
え

ら
れ

て
い

た
事
実
ま

で
は

確
認

さ
れ

て
い
な
い

こ
と

を
踏
ま

え
れ

ば
、

見
積

り
合
わ
せ

に
お

い
て

最
も

安
価
で
あ

っ
た

各
請

負
業

者
と
の
契

約
価

格
は
、

不
当
に
高
額
で
あ
る
と
断
定
す
る
こ
と
ま
で
は
で
き
な
い
。
 

 
 
 
 
 
 
ま
た

、
宮
前
平
小
学
校
工
事
に
お
け
る
物
置
緊
結
工
事
、
給
食
室
床
工
事
及
び
給
食
室
壁
・

天
井
工

事
に

つ
い

て
は

、
１
件
の

工
事

と
し

て
競

争
入
札
に

よ
り

契
約

を
締

結
す
べ
き

と
こ

ろ
、
こ

れ
を

分
割

し
て

随
意
契
約

に
よ

り
契

約
を

締
結
し
た

も
の

で
あ

る
か

ら
、
こ
の

よ
う

な
場
合

の
損

害
に

つ
い

て
は
、
上

記
３

件
の

工
事

の
契
約
価

格
が

、
仮

に
同

工
事
を
競

争
入

札
に
付

し
て

い
た

場
合

に
形
成
さ

れ
た

で
あ

ろ
う

落
札
価
格

（
以

下
「

想
定

落
札
価
格

」
と

い
う
。
）

を
上
回
る
場
合
に
損
害
の
発
生
が
認
め
ら
れ
る
と
い
う
べ
き
で
あ
る
。
 

 
 
 

 
 
 

し
か

し
、

上
記
３

件
の
工

事
は

、
軽

易
工
事

と
し
て

実
施

さ
れ

た
こ
と

か
ら
工

事
担

当
部

局
に
よ

る
積

算
を

経
て

お
ら
ず
、

工
事

見
積

書
等

の
証
拠
書

類
か

ら
は

具
体

的
か
つ
詳

細
な

仕
様
の

把
握

は
困

難
で

あ
り
、
既

に
工

事
も

完
成

し
て
い
る

こ
と

か
ら

、
競

争
入
札
に

付
す

べ
く
本

来
の

予
定

価
格

を
特
定
す

る
た

め
の

合
理

的
基
礎
が

得
ら

れ
な

い
状

態
と
な
っ

て
い

る
。
 

 
 
 
 
 
 
な
お

、
請
求
人
は
、
財
政
局
資
産
管
理
部
契
約
課
が
契
約
手
続
を
行
っ
た
一
般
競
争
入
札
、

指
名
競

争
入

札
及

び
特

命
随
意
契

約
の

平
均

落
札

率
を
用
い

て
想

定
落

札
価

格
を
算
出

し
、

そ
の
差

額
を

市
の

損
害

額
と
し
て

認
定

す
る

よ
う

求
め
て
い

る
が

、
落

札
率

と
は
予
定

価
格

に
対
す

る
落

札
価

格
の

割
合
で
あ

る
と

こ
ろ

、
工

事
担
当
部

局
の

積
算

に
基

づ
く
設
計

価
格

を
基
礎

と
し

た
請

負
工

事
の
予
定

価
格

と
、

業
者

の
見
積
り

を
基

礎
と

し
た

軽
易
工
事

の
予

定
価
格

と
で

は
そ

の
性

質
を
異
に

す
る

も
の

で
あ

る
か
ら
、

軽
易

工
事

と
し

て
少
額
随

意
契

約
に
よ

り
執

行
し

た
上

記
３
件
の

工
事

の
想

定
落

札
価
格
に

つ
き

、
上

記
平

均
落
札
率

を
適

用
し
て

算
出
す
る
こ
と
は
相
当
で
な
い
と
い
わ
ざ
る
を
得
な
い
。
 

 
 
 

 
 
 

以
上

の
と

お
り
、

市
の
事

務
手

続
は

違
法
・

不
当
で

は
あ

る
が

、
他
に

本
件
各

工
事

の
契

約
締
結

に
よ

り
市

に
損

害
が
生
じ

た
こ

と
及

び
そ

の
損
害
額

を
認

め
る

に
足

り
る
証
拠

は
な

い
。
し

た
が
っ
て
、
市
に
具
体
的
な
損
害
が
発
生
し
た
と
は
認
め
ら
れ
な
い
。
 

 
 
 
イ
 
植
村
京

子
監
査
委
員
、
嶋
崎
嘉
夫
監
査
委
員
及
び
沼
沢
和
明
監
査
委
員
の
意
見
 

 
 
 
（
ア
）
富
士

見
台
小
学
校
工
事
の
執
行
方
法
に
つ
い
て
の
適
否
 

 
 
 

 
 
 

前
記

事
実

関
係
に

よ
れ
ば

、
実

際
に

親
時
計

工
事
が

実
施

さ
れ

た
後
、

同
じ
業

者
に

子
時

計
工
事

の
発

注
が

な
さ

れ
た
も
の

で
あ

る
。

一
般

的
に
、
親

子
時

計
と

は
、

親
時
計
が

す
べ

て
の
子

時
計

を
一

括
制

御
す
る
こ

と
で

施
設

内
の

時
刻
を
統

一
す

る
設

備
で

あ
り
、
親

時
計

の
修
繕

に
あ

た
っ

て
は

、
子
時
計

の
稼

働
も

同
時

に
確
認
す

る
必

要
が

あ
る

と
い
え
、

こ
れ

を
あ
え

て
２
つ
の
工
事
に
分
け
る
理
由
は
な
い
と
い
う
べ
き
で
あ
る
。
 

実
際

に
も

、
親

時
計

工
事

後
も

子
時

計
が

作
動

し
な

い
と

い
う

状
況

で
あ

っ
た

に
も

か
か

10
 

よ
う
な

事
案

が
判

明
し

た
以
上
は

、
今

後
、

同
様

の
事
案
を

防
止

す
る

た
め

に
も
、
検

査
の

実
効
性
を
担
保
す
る
措
置
を
講
ず
る
必
要
が
あ

る
。
 

 
 
 
（
エ
）
総
括
 

 
 
 

 
 
 

以
上

述
べ

て
き
た

こ
と
に

つ
い

て
は

、
教
育

委
員
会

事
務

局
に

と
ど
ま

ら
ず
、

全
庁

的
な

課
題
と

し
て

重
く

受
け

止
め
、
組

織
や

制
度

等
の

抜
本
的
な

見
直

し
に

向
け

て
、
速
や

か
に

取
組
を
推
進
さ
れ
る
よ
う
強
く
望
む
も
の
で
あ

る
。
 

 
 
 

 
 
 

ま
た

、
本

件
各
工

事
に
係

る
違

法
・

不
当
な

事
務
手

続
等

に
つ

い
て
は

、
教
育

委
員

会
事

務
局
に

よ
る

内
部

調
査

を
機
に
明

ら
か

と
な

っ
た

も
の
で
あ

る
が

、
依

然
と

し
て
判
明

し
て

い
な
い

事
実

も
多

く
あ

り
、
監
査

結
果

に
も

少
な

か
ら
ず
影

響
を

与
え

て
い

る
こ
と
は

極
め

て
遺
憾

で
あ

る
。

本
件

各
工
事
に

係
る

事
実

関
係

は
、
上
記

抜
本

的
な

見
直

し
に
向
け

た
取

組
に
も

影
響

を
与

え
得

る
も
の
で

あ
る

か
ら

、
教

育
委
員
会

事
務

局
に

お
い

て
は
、
調

査
に

全
力
を
挙
げ
、
早
期
に
全
容
を
解
明
さ
れ
た
い

。
 

 
（
２
）
各
監
査
委
員
の
意
見
 

 
 
 
ア
 
寺
岡
章
二
監
査
委
員
の
意
見
 

 
 
 
（
ア
）
富
士
見
台
小
学
校
工
事
の
執
行
方
法
に
つ
い
て
の
適
否
 

 
 
 

 
 
 

前
記

事
実

関
係
に

よ
れ
ば

、
実

際
に

親
時
計

工
事
が

実
施

さ
れ

た
後
、

子
時
計

工
事

の
発

注
が
な

さ
れ

た
こ

と
が

認
め
ら
れ

る
。

ま
た

、
親

子
時
計
と

は
、

親
時

計
が

す
べ
て
の

子
時

計
を
一

括
制

御
す

る
こ

と
で
施
設

内
の

時
刻

を
統

一
す
る
設

備
で

あ
り

、
他

校
に
お
い

て
、

親
時
計

の
交

換
の

み
で

親
子
双
方

の
不

具
合

が
解

消
さ
れ
た

事
例

も
あ

る
こ

と
を
踏
ま

え
れ

ば
、
本
来
１
件
と
す
べ
き
工
事
を
分
割
し
た
と

ま
で
断
定
す
る
こ
と
は
で
き
な
い
。
 

 
 
 
 
 
 
ま
た
、
請
求
人
は
、
子
時
計
工
事
に
お
い
て
子
時
計

6
4
台
す
べ
て
を
交
換
し
た
こ
と
に
疑

問
を
呈

し
て

い
る

が
、

市
は
、
子

時
計

の
経

年
劣

化
や
回
路

の
負

荷
を

踏
ま

え
、
予
防

保
全

の
観
点

か
ら

、
回

路
の

増
設
と
併

せ
て

子
時

計
を

交
換
し
た

旨
を

主
張

し
て

お
り
、
市

の
判

断
が
著
し
く
妥
当
性
を
欠
く
も
の
と
ま
で
は
い

え
な
い
。
 

 
 
 

 
 
 

以
上

の
と

お
り
、

富
士
見

台
小

学
校

工
事
に

つ
い
て

は
、

軽
易

工
事
と

し
て
随

意
契

約
に

よ
り
執

行
し

た
こ

と
、

ま
た
、
工

事
の

必
要

性
に

つ
い
て
、

明
ら

か
に

不
合

理
で
あ
る

と
認

め
る
に
足
り
る
事
情
は
な
く
、
違
法
性
・
不
当

性
は
認
め
ら
れ
な
い
。
 

 
 
 

 
 
 

た
だ

し
、

予
算
執

行
伺
等

の
必

要
な

事
務
手

続
を
経

ず
に

工
事

を
発
注

し
た
こ

と
及

び
軽

易
工
事

完
成

届
を

架
空

の
日
付
で

作
成

し
た

こ
と

等
に
つ
い

て
、

違
法

性
・

不
当
性
が

認
め

ら
れ
る
こ
と
は
、
前
記
の
と
お
り
で
あ
る
。
 

 
 
 
（
イ
）
宮
前
平
小
学
校
工
事
及
び
富
士
見
台
小
学
校
工
事
に
お
け
る
損
害
の
発
生
に
つ
い
て
 

 
 
 

 
 
 

本
件

各
工

事
は
、

い
ず
れ

も
適

正
な

見
積
り

合
わ
せ

等
を

経
て

お
ら
ず

、
価
格

の
競

争
性

が
失
わ

れ
て

い
た

こ
と

は
明
白
で

あ
る

が
、

そ
の

こ
と
に
よ

り
市

に
損

害
が

生
じ
て
い

る
と

い
う
た

め
に

は
、

高
い

蓋
然
性
が

認
め

ら
れ

る
と

い
う
だ
け

で
は

十
分

で
な

く
、
具
体

的
な

損
害
額
が
客
観
的
な
証
拠
に
基
づ
い
て
認
め
ら

れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
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を
実

施
さ
せ

、
そ

の
後

他
２
社
か

ら
見

積
書

を
徴

し
て
い
る

た
め

、
実

施
し

た
工
事
金
額

の
適

正
性
の
根
拠
が
な
い
こ
と
、
③
こ
れ
ら
の
３
つ
の
工
事
の
予
算
執
行
手
続
に
お
い
て
、

事
実

と
異
な

る
日

付
で

見
積
書
や

軽
易

工
事

完
成

届
の
書
面

等
を

作
成

し
、

軽
易
工
事
の

手
続

を
適
法

に
履

践
し

て
い
る
か

の
よ

う
な

外
観

を
作
出
し

た
う

え
で

、
決

裁
者
の
承
認

を
得

て
い
る

こ
と

、
④

各
予
算
執

行
伺

の
担

当
者

（
回
議
書

の
起

案
者

で
は

な
い
）
と
同

じ
技

術
職
員

が
検

査
書

の
検
査
員

若
し

く
は

監
督

員
と
し
て

署
名

押
印

し
て

い
る
た
め
、

牽
制

機
能
も
チ
ェ
ッ
ク
機
能
も
働
い
て
い
な
い
こ
と
等
で
あ
る
。
 

 
 
 

 
 
 

 
そ

し
て

、
宮
前

平
小
学

校
工

事
に

お
け
る

他
２
社

の
見

積
金

額
は
、

い
ず
れ

も
下

見
積

書
の
金

額
よ

り
も

高
額

で
あ
っ
た

た
め

、
下

見
積

書
を
提
出

し
た

業
者

（
実

際
の
工
事
業

者
）
が

一
番

安
く

見
積

も
っ
た
よ

う
な

体
裁

と
な

っ
て
い
る

が
、

実
際

に
行

わ
れ
た
工
事

後
に
他

２
社

の
見

積
書

を
取
得
し

て
い

る
た

め
、

事
前
に
下

見
積

書
の

金
額

よ
り
高
く
な

る
よ
う

に
見

積
り

を
依

頼
し
て
い

た
疑

い
す

ら
残

る
（
そ
う

で
な

け
れ

ば
、

外
見
上
も
上

記
予
算
執
行
手
続
が
成
立
し
な
い
。
）
。
 

 
 
 

 
 
 

 
し

た
が

っ
て
、

宮
前
平

小
学

校
工

事
に
お

け
る
執

行
手

続
は

、
前
記

法
の
趣

旨
を

逸
脱

し
、
各

規
制

が
求

め
る

手
続
の
公

正
性

や
透

明
性

を
欠
い
て

お
り

、
事

前
事

後
の
牽
制
機

能
や

チ
ェ
ッ
ク
機
能
す
ら
失
わ
れ
て
い
る
も
の
で
、
そ
の
瑕
疵
は
重
大
か
つ
明
白
で
あ
る
。

こ
の

よ
う
な

重
大

か
つ

明
白
な
瑕

疵
の

あ
る

手
続

に
基
づ
く

決
裁

は
無

効
と

い
う
べ
き
で

あ
り

、
こ
れ
に
係
る
経
費
の
支
出
は
違
法
で
あ
る
。
 

 
 
 
 
 
ｃ
 
富
士
見
台
小
学
校
工
事
に
つ
い
て
 

 
 
 
 
 
 
 
上
記
工
事
は
、
親
時
計
工
事
（
4
5
万

3
6
0
0
円
）
及
び
子
時
計
工
事
（
2
0
6
万

8
2
0
0
円
）

に
つ
い
て
、
親
時
計
と
子
時
計
の
補
修
工
事
を
分
割
し
、
１
件
あ
た
り

2
5
0
万
円
以
下
の

軽
易
工

事
と

し
た

う
え

で
、
ま
ず

親
時

計
工

事
に

つ
い
て
、

下
見

積
書

を
提

出
し
た
業
者

に
工
事

を
実

施
さ

せ
た

後
、
他
２

社
か

ら
同

工
事

の
見
積
書

を
徴

求
す

る
等

し
て
各
書
類

の
日
付

を
ず

ら
し

、
予

算
執
行
手

続
が

適
法

に
履

践
さ
れ
て

い
る

よ
う

な
外

観
を
作
出
す

る
一
方

、
子

時
計

工
事

に
つ
い
て

は
、

下
見

積
書

を
提
出
し

た
親

時
計

工
事

と
同
じ
業
者

に
発
注

し
た

後
、

他
２

社
か
ら
見

積
書

を
徴

し
、

実
際
の
工

事
日

と
は

異
な

る
日
付
の
軽

易
工
事

完
成

届
を

作
成

し
、
予
算

執
行

手
続

が
適

法
に
履
践

さ
れ

て
い

る
よ

う
な
外
観
を

作
出
し
た
も
の
で
あ
る
。
 

 
 
 

 
 
 

 
そ

の
違

法
性
は

、
①
分

割
が

相
当

で
は
な

い
１
つ

の
工

事
を

あ
え
て

２
つ
に

分
割

執
行

し
た
こ

と
、

②
１

つ
の

業
者
か
ら

下
見

積
書

を
取

得
し
た
だ

け
で

親
時

計
と

子
時
計
の
各

補
修
工

事
を

発
注

し
、

そ
の
後
他

２
社

か
ら

見
積

書
を
徴
求

し
て

い
る

た
め

、
実
施
し
た

工
事
金

額
の

適
正

性
の

根
拠
が
な

い
こ

と
、

③
親

時
計
工
事

の
予

算
執

行
手

続
に
お
い
て

は
、
事

実
と

異
な

る
日

付
で
見
積

書
や

予
算

執
行

伺
、
軽
易

工
事

完
成

届
等

を
作
成
し
、

子
時
計

工
事

の
予

算
執

行
手
続
に

お
い

て
は

、
実

際
の
工
事

完
成

日
と

は
異

な
る
軽
易
工

事
完
成

届
を

作
成

し
、

い
ず
れ
も

軽
易

工
事

の
手

続
を
適
正

に
履

践
し

た
よ

う
な
外
観
を
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わ
ら

ず
、

子
時

計
工

事
に

は
着

手
し

な
い

ま
ま

、
親

時
計

工
事

に
関

す
る

見
積

も
り

を
他

２

社
に

依
頼

し
、

軽
易

工
事

の
執

行
伺

い
手

続
の

外
観

を
作

出
す

る
一

方
、

親
時

計
工

事
を

実

施
し
て
１
ヶ
月
以
上
経
過
し
た
後
に
、
同
じ
業

者
に
子
時
計
工
事
を
発
注
し
、
そ
の
後
、
他
２

社
に
見
積
書
を
徴
す
る
等
し
て
軽
易
工
事
の
執
行
伺
い
手
続
の
外
観
を
作
出
し
て
い
る
。
 

こ
れ

ら
の

経
緯

か
ら

す
る

と
、

親
時

計
工

事
も

子
時

計
工

事
も

下
見

積
書

を
提

出
し

た
業

者
に
発

注
す

る
こ

と
が

当
初
か
ら

予
定

さ
れ

て
い

た
疑
い
が

強
く

、
親

時
計

と
子
時
計

の
補

修
工
事

を
分

割
す

べ
き

具
体
的
な

理
由

も
ま

っ
た

く
な
い
こ

と
か

ら
、

本
来

１
件
の
工

事
と

し
て
ま
と
め
て
下
見
積
書
を
取
得
し
た
う
え
で

（
そ
の
価
格
が

2
5
0
万
円
以
下
で
あ
れ
ば
軽

易
工
事
と
し
て
、
2
5
0
万
円
を
超
え
る
も
の
で
あ
れ
ば
競
争
入
札
に
よ
り
）
、
契
約
を
締
結
す

べ
き
で
あ
っ
た
と
い
わ
ざ
る
を
得
な
い
。
 

 
 
 
 
 
 
な
お
、
子
時
計

6
4
台
す
べ
て
を
交
換
す
る

必
要
性
が
あ
っ
た
か
否
か
に
つ
い
て
は
、
子
時

計
の
経

年
劣

化
や

回
路

の
負
荷
を

踏
ま

え
、

予
防

保
全
の
観

点
か

ら
、

回
路

の
増
設
と

併
せ

て
子
時

計
を

交
換

す
る

必
要
性
は

否
定

で
き

ず
、

上
記
子
時

計
の

交
換

工
事

の
内
容
が

著
し

く
妥
当
性
を
欠
く
も
の
と
ま
で
は
い
え
な
い
。

 

 
 
 
 
 
 
以
上
の
と
お
り
、
富
士
見
台
小
学
校
工
事
に
つ
い
て
、
こ
れ
を

2
つ
に
分
割
執
行
し
た
こ

と
と
規

則
等

で
定

め
た

事
務
手
続

で
違

反
し

て
い

る
こ
と
に

は
相

互
に

関
連

性
が
あ
り

、
そ

の
手
続
全
体
が
違
法
又
は
不
当
で
あ
る
と
認
め

る
も
の
で
あ
る
。
 

 
 
 
（
イ
）
宮
前
平
小
学
校
工
事
及
び
富
士
見
台
小
学
校
工
事
に
お
け
る
損
害
の
発
生
に
つ
い
て
 

 
 
 
 
 
ａ
 
公
共
工
事
に
お
け
る
法
や
規
制
の
趣
旨
は
、
機
会
均
等
の
保
証
、
競
争
性
の
低
下
防
止
、

透
明
性

及
び

公
正

性
の

確
保
等
で

あ
り

、
公

共
工

事
を
め
ぐ

る
談

合
や

行
政

と
の
癒
着
の

是
正
、

入
札

及
び

契
約

の
適
正
の

促
進

は
、

ま
さ

に
時
勢
の

求
め

る
と

こ
ろ

で
あ
る
。
そ

こ
で
、

上
記

３
名

の
監

査
委
員
は

、
本

件
各

工
事

に
お
け
る

執
行

手
続

に
は

重
大
か
つ
明

白
な
瑕

疵
が

あ
り

、
こ

れ
に
係
る

支
出

は
違

法
で

あ
り
、
市

に
損

害
が

発
生

し
て
い
る
と

の
意
見
で
あ
る
が
、
以
下
、
そ
の
理
由
に
つ

い
て
述
べ
る
。
 

 
 
 
 
 
ｂ
 
宮
前
平
小
学
校
工
事
に
つ
い
て
 

 
 
 
 
 
 
 
上
記
工
事
は
、
給
食
室
床
工
事
（
1
4
6
万

1
6
0
円
）
及
び
給
食
室
壁
・
天
井
工
事
（
1
3
7

万
1
6
0
0
円
）
、
さ
ら
に
、
同
じ
小
学
校
内
の
物
置
緊
結
工
事
（
1
2
6
万

5
7
6
0
円
）
に
つ
い

て
、
本

来
１

件
の

工
事

と
し
て
ま

と
め

る
べ

き
工

事
を
３
件

の
工

事
に

分
割

し
て
１
件
あ

た
り

2
5
0
万
円
以
下
の
軽
易
工
事
と
し
た
う

え
で
、
下
見
積
書
を
提
出
し
た
業
者
に
各
工

事
を
実

施
さ

せ
た

後
、

他
２
社
か

ら
各

工
事

の
見

積
書
を
徴

求
す

る
等

し
て

各
書
類
の
日

付
を
ず

ら
し

、
予

算
執

行
手
続
が

適
法

に
履

践
し

て
い
る
よ

う
な

外
観

を
作

出
す
る
こ
と

に
よ
っ
て
、
各
工
事
に
係
る
経
費
を
支
出
さ

せ
た
も
の
で
あ
る
。
 

 
 
 

 
 
 

 
そ

の
違

法
性
は

、
①
分

割
が

相
当

で
は
な

い
１
つ

の
工

事
（

実
際
に

も
分
割

し
て

い
な

い
２
件

の
工

事
を

含
む

）
を
３
つ

の
工

事
に

分
割

し
、
本
来

の
軽

易
工

事
の

範
囲
を
超
え

て
随
意

契
約

と
し

た
こ

と
、
②
１

つ
の

業
者

か
ら

下
見
積
書

を
取

得
し

た
だ

け
で
各
工
事
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15
 

と
思

量
す
る
。
 

 
 
 

 
 
 

 
ま

た
、

教
育
長

及
び
市

長
は

、
当

該
職
員

ら
を
指

揮
監

督
す

べ
き
立

場
に
あ

り
、

軽
易

工
事
に

お
い

て
潜

脱
的

な
行
為
が

行
わ

れ
な

い
よ

う
に
、
当

該
事

務
手

続
の

運
用
を
見
直

し
、
適

正
な

執
行

手
続

の
体
制
を

構
築

す
べ

き
義

務
が
あ
っ

た
と

い
え

る
が

、
本
件
各
工

事
に
お

け
る

不
正

な
行

為
に
つ
い

て
、

各
人

に
故

意
も
し
く

は
重

過
失

が
あ

る
か
否
か
に

関
す
る
証
拠
が
な
い
た
め
、
同
人
ら
の
賠
償
責
任
は
不
明
と
い
う
ほ
か
な
い
。
 

14
 

作
出
し
た
う
え
で
、
決
裁
者
の
承
認
を
得
て
い
る
こ
と
、
④
各
予
算
執
行
伺
の
担
当
者
（
回

議
書
の

起
案

者
で

は
な

い
）
と
同

じ
技

術
職

員
が

検
査
書
の

検
査

員
若

し
く

は
監
督
員
と

し
て
署

名
押

印
し

て
い

た
め
、
牽

制
機

能
も

チ
ェ

ッ
ク
機
能

も
働

い
て

い
な

い
こ
と
等
で

あ
る
。
 

 
 
 

 
 
 

 
そ

し
て

、
富
士

見
台
小

学
校

工
事

に
お
け

る
他
２

社
の

見
積

金
額
に

つ
い
て

も
、

下
見

積
書
の

金
額

よ
り

も
高

額
で
あ
っ

た
た

め
、

下
見

積
書
を
提

出
し

た
業

者
（

実
際
の
工
事

業
者
）

が
一

番
安

く
見

積
も
っ
た

よ
う

な
体

裁
と

な
っ
て
い

る
が

、
実

際
に

行
わ
れ
た
工

事
後
に

他
２

社
の

見
積

書
を
取
得

し
て

い
る

た
め

、
事
前
に

下
見

積
書

の
金

額
よ
り
高
く

な
る
よ

う
に

見
積

り
を

依
頼
し
て

い
た

疑
い

す
ら

残
る
（
そ

う
で

な
け

れ
ば

、
外
見
上
も

上
記
予
算
執
行
手
続
が
成
立
し
な
い
。
）
。
 

 
 
 

 
 
 

 
し

た
が

っ
て
、

富
士
見

台
小

学
校

工
事
に

お
け
る

執
行

手
続

は
、
前

記
法
の

趣
旨

を
逸

脱
し
、

各
規

制
が

求
め

る
手
続
の

公
正

性
や

透
明

性
を
欠
い

て
お

り
、

事
前

事
後
の
牽
制

機
能
や

チ
ェ

ッ
ク

機
能

す
ら
失
わ

れ
て

い
る

も
の

で
、
そ
の

瑕
疵

は
重

大
か

つ
明
白
で
あ

る
。
こ

の
よ

う
な

重
大

か
つ
明
白

な
瑕

疵
の

あ
る

手
続
に
基

づ
く

決
裁

は
無

効
と
い
う
べ

き
で
あ
り
、
こ
れ
に
係
る
経
費
の
支
出
は
違

法
で
あ
る
。
 

 
 
 
 
 
ｄ
 
小
括
 

 
 
 

 
 
 

 
以

上
の

と
お
り

、
宮
前

平
小

学
校

工
事
及

び
富
士

見
台

小
学

校
工
事

に
お
け

る
執

行
手

続
は
、

い
ず

れ
も

公
共

工
事
に
つ

い
て

の
機

会
均

等
の
保
障

、
競

争
性

の
低

下
防
止
、
透

明
性
及

び
公

正
性

の
確

保
等
の
要

請
に

著
し

く
反

し
、
公
共

工
事

を
め

ぐ
る

談
合
に
発
展

す
る
危

険
す

ら
あ

る
も

の
で
、
予

算
執

行
の

適
正

確
保
の
観

点
か

ら
し

て
も

、
看
過
す
る

こ
と
が
で
き
な
い
。
 

 
 
 

 
 
 

 
こ

の
よ

う
な
重

大
か
つ

明
白

な
瑕

疵
の
あ

る
執
行

手
続

に
基

づ
く
決

裁
は
無

効
で

あ
り

、

こ
れ
に

係
る

支
出

は
違

法
で
あ
る

か
ら

、
そ

の
損

害
は
各
支

出
の

総
額

と
い

え
る
が
、
他

方
、
市

は
上

記
各

工
事

の
履
行
部

分
の

利
益

を
得

て
い
る
た

め
、

本
来

で
あ

れ
ば
、
利
益

を
控
除
し
た
額
を
損
害
と
し
て
算
出
す
る
の

が
相
当
と
い
え
る
。
 

 
 
 

 
 
 

 
し

か
し

な
が
ら

、
本
件

各
工

事
の

履
行
部

分
の
利

益
に

つ
い

て
、
市

側
か
ら

何
ら

の
証

拠
も
提

出
さ

れ
て

お
ら

ず
、
時
的

限
界

の
あ

る
住

民
監
査
請

求
手

続
に

お
い

て
、
こ
れ
以

上
の
証

拠
を

確
保

で
き

る
見
込
み

も
な

く
、

市
の

取
得
し
た

利
益

の
算

出
が

不
明
で
あ
る

た
め
、

現
時

点
の

結
論

と
し
て
は

、
本

件
各

工
事

に
よ
る
支

出
全

額
が

損
害

で
あ
る
と
い

わ
ざ
る
を
得
な
い
。
 

 
 
 
 
 
 
 
し
た
が
っ
て
、
宮
前
平
小
学
校
工
事
に
よ
っ
て
市
に
与
え
た
損
害
（
4
0
9
万

7
5
2
0
円
）

及
び
富
士
見
台
小
学
校
工
事
に
よ
っ
て
市
に

与
え
た
損
害
（
2
5
2
万

1
8
0
0
円
）
に
つ
い
て
、

地
方
自
治
法

2
4
3
条
の
２
の
２
第
１
項
の
対

象
者
と
な
る
契
約
執
行
に
関
わ
っ
た
担
当
者

（
川
崎
市
賠
償
責
任
職
員
の
指
定
等
に
関
す

る
規
則
（
昭
和

3
9
年
規
則
第

3
6
号
）
で
指

定
し
た

者
）

に
故

意
も

し
く
は
重

大
な

過
失

が
あ

れ
ば
、
当

該
損

害
の

賠
償

責
任
が
あ
る



川 崎 市 公 報 （第1,786号）令和２年(2020年)１月10日

－159－

─────────────────────────────────────────────────────

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
契
約
件
名
 
宮
前
平
小
学
校
給
食
室
壁
・
天
井
塗
装
補
修
工
事
 

【
甲
第
２
号
証
－
１
】
・
・
・
契
約
番
号
 
4
30
1
0
01
8
3
2 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
契
約
件
名
 
富
士
見
台
親
時
計
設
備
補
修
工
事
 

【
甲
第
２
号
証
－
２
】
・
・
・
契
約
番
号
 
4
30
1
0
02
3
1
8 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
契
約
件
名
 
富
士
見
台
時
計
設
備
補
修
工
事
 

【
甲
第
３
号
証
】
・
・
・
・
・
本
件
２
組
５
件
の
工
事
契
約
一
覧
 



（第1,786号）令和２年(2020年)１月10日 川 崎 市 公 報

－160－

─────────────────────────────────────────────────────

執
行
し
た
関
係
職
員
に
対
し
、
川
崎
市
の
被
っ
た
損
害
を
補
填
す
る
た
め
に
必
要
な
措
置
を
講
ず
る
よ
う
地
方
自
治
法
第

2
4
2
条
第
１
項
の
規
定
に
よ
り
請
求
い
た
し
ま
す
。
 

 
川
崎
市
が
被
っ
た
損
害
の
補
填
に
つ
い
て
は
、
上
記
下
線
文
書
の

10
月

2
1
日
付
け
川
崎
市
職
員
措
置
請
求
書
の
と
お

り
で
あ
り
ま
す
が
、
な
お
、
川
崎
市
が
被
っ
た
損
害
金
額
に
つ
い
て
は
、
一
般
競
争
入
札
も
し
く
は
指
名
競
争
入
札
に
よ

り
形
成
さ
れ
た
適
正
な
金
額
と
の
差
（
落
札
率
に
基
づ
く
差
額
）
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
財
政
局
契
約
課
（
過
去
の
住
民
監

査
請
求
に
お
い
て
監
査
委
員
は
契
約
課
の
意
見
を
求
め
て
い
る
状
況
が
あ
り
、
契
約
課
に
お
い
て
は
極
め
て
短
時
間
で
必

要
な
落
札
率
の
資
料
は
作
成
可
能
で
あ
る
）
に
お
い
て
作
成
さ
れ
た
適
正
な
落
札
率
の
資
料
に
基
づ
き
算
出
す
べ
き
で
あ

り
ま
す
。
 

 
こ
れ
に
つ
い
て
は
、
民
事
訴
訟
法
第

24
8
条
の
規
定
を
類
推
適
用
し
、
監
査
委
員
が
適
正
な
損
害
額
を
認
定
す
べ
き
も

の
と
思
料
い
た
し
ま
す
。
 

３
 
主
位
的
請
求
及
び
予
備
的
請
求
 

 
主
位
的
請
求
と
し
て
は
、
宮
前
平
小
学
校
関
係
の
３
件
の
工
事
及
び
富
士
見
台
小
学
校
関
係
の
２
件
の
工
事
は
、
そ
れ

ぞ
れ

１
件

ご
と

の
工

事
と

し
て

一
般

競
争

入
札

も
し

く
は

指
名

競
争

入
札

と
い

う
競

争
性

の
あ

る
契

約
方

法
に

お
い

て

発
注
・
契
約
す
べ
き
工
事
で
あ
っ
た
こ
と
か
ら
、
そ
れ
ぞ
れ
地
方
自
治
法
等
の
法
令
等
に
違
反
し
た
分
割
発
注
工
事
で
あ

っ
た
こ
と
を
ま
ず
認
定
し
、
今
後
、
分
割
発
注
を
行
わ
な
い
と
す
る
必
要
な
措
置
を
講
ず
る
こ
と
。
 

 
ま
た
、
予
備
的
請
求
と
し
て
、
次
に
、
分
割
発
注
工
事
に
伴
う
損
害
額
を
認
定
し
、
損
害
の
補
填
に
つ
い
て
、
必
要
な

措
置
を
講
ず
る
こ
と
。
 

添
付
図
書
 

（
甲
第
２
号
証
の
記
載
に
「
小
学
校
」
の
文
字
の
記
載
が
漏
れ
て
い
ま
し
た
の
で
次
の
と
お
り
訂
正
い
た
し
ま
す
。）

 

 
ま
た
、
損
害
額
の
認
定
に
つ
い
て
は
、
甲
第
４
号
証
乃
至
甲
第
７
号
証
を
追
加
提
出
い
た
し
ま
す
。
 

 
な
お
、
甲
第
１
号
証
及
び
第
２
号
証
に
つ
い
て
は
、
令
和
元
年

1
0
月

3
1
日
が
開
示
期
限
で
あ
る
も
の
の
、
教
育
委
員

会
教
育
環
境
整
備
推
進
室
の
開
示
遅
延
に
よ
り
、
請
求
者
に
開
示
さ
れ
て
い
な
い
も
の
で
あ
り
、
開
示
さ
れ
次
第
提
出
す

る
も
の
で
あ
り
ま
す
。
 

 
た
だ
し
、
住
民
監
査
請
求
に
お
け
る
請
求
の
対
象
の
特
定
に
つ
い
て
は
、
甲
第
８
号
証
及
び
９
号
証
に
示
す
最
高
裁
判

所
の
判
例
に
従
え
ば
、
既
に
提
出
済
み
の
甲
第
３
号
証
の
２
組
５
件
の
契
約
に
つ
い
て
、
契
約
件
名
、
契
約
し
た
業
者
名
、

契
約
金
額
、
契
約
方
法
及
び
契
約
し
た
日
の
概
要
か
ら
、
１
件
工
事
を
複
数
の
少
額
随
意
契
約
に
分
割
発
注
し
た
状
況
が

分
か
る
こ
と
か
ら
、
住
民
監
査
請
求
の
請
求
の
対
象
の
特
定
に
お
い
て
は
、
違
法
性
の
判
断
の
証
明
は
な
さ
れ
て
い
る
も

の
で
あ
り
ま
す
。
 

【
甲
第
１
号
証
－
１
】
・
・
・
契
約
番
号
 
4
30
1
0
01
8
3
1 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
契
約
件
名
 
宮
前
平
小
学
校
給
食
室
床
ほ
か
補
修
工
事
 

【
甲
第
１
号
証
－
２
】
・
・
・
契
約
番
号
 
4
30
1
0
01
8
9
2 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
契
約
件
名
 
宮
前
平
小
学
校
物
置
緊
結
ほ
か
補
修
工
事
 

【
甲
第
１
号
証
－
３
】
・
・
・
契
約
番
号
 
4
30
1
0
02
5
7
3 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
契
約
件
名
 
宮
前
平
小
学
校
給
食
室
壁
・
天
井
塗
装
補
修
工
事
 

【
甲
第
２
号
証
－
１
】
・
・
・
契
約
番
号
 
4
30
1
0
01
8
3
2 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
契
約
件
名
 
富
士
見
台
小
学
校
親
時
計
設
備
補
修
工
事
 

【
甲
第
２
号
証
－
２
】
・
・
・
契
約
番
号
 
4
30
1
0
02
3
1
8 
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契
約
件
名
 
富
士
見
台
小
学
校
時
計
設
備
補
修
工
事
 

【
甲
第
３
号
証
】
・
・
・
・
・
本
件
２
組
５
件
の
工
事
契
約
一
覧
 

【
甲
第
４
号
証
】
・
・
・
・
・
訴
訟
代
理
人
が
押
さ
え
て
お
き
た
い
最
新
民
訴
判
例
（
民
事
訴
訟
法

2
4
8
条
）
 

【
甲
第
５
号
証
】
・
・
・
・
・
平
成

19
（
行
コ
）
2
8
7 

東
京
高
等
裁
判
所
 
平
成

2
1
年
５
月

2
1
日
判
決
（
民
事
訴
訟

法
2
4
8
条
）
 

【
甲
第
６
号
証
】
・
・
・
・
・
平
成

18
（
受
）
26
5
 
最
高
裁
判
所
第
三
小
法
廷
 
平
成

2
0
年
６
月

1
0
日
判
決
（
民
事

訴
訟
法

2
4
8
条
）
 

【
甲
第
７
号
証
】
・
・
・
・
・
平
成

2
9
年
（
受
）
第

1
4
9
6 

最
高
裁
判
所
第
一
小
法
廷
 
平
成

3
0
年

1
0
月

11
日
判
決

（
民
事
訴
訟
法

24
8
条
）
 

【
甲
第
８
号
証
】
・
・
・
・
・
平
成

12
（
行
ヒ
）
2
9
2 

最
高
裁
判
所
第
一
小
法
廷
 
平
成

1
6
年

1
1
月

25
日
判
決
（
住

民
監
査
請
求
の
請
求
の
対
象
の
特
定
）
 

【
甲
第
９
号
証
】
・
・
・
・
・
平
成

1
6
年
（
行
ヒ
）
3
1
2 

最
高
裁
判
所
第
三
小
法
廷
 
平
成

18
年
４
月

2
5
日
判
決
（
住

民
監
査
請
求
の
請
求
の
対
象
の
特
定
）
 

【
甲
第

1
0
号
証
－
１
、
－
２
】
・
甲
第
１
号
証
及
び
２
号
証
に
係
る
公
文
書
開
示
請
求
書
（
1
0
月

3
1
日
が
開
示
期
限
を

示
す
）
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２
 
富
士
見
台
小
学
校
工
事
に
お
け
る
違
法
性
に
つ
い
て
 

 
ま
ず
、
甲
第
２
号
証
－
１
及
び
甲
第
２
号
証
－
２
は
、
富
士
見
台
小
学
校
と
い
う
同
一
工
事
場
所
に
お
け
る
工
事
で
あ

り
、
工
事
期
間
は
、
そ
れ
ぞ
れ
平
成

30
年

1
0
月

2
3
日
か
ら
同
年

11
月

3
0
日
ま
で
及
び
同
年

1
2
月
６
日
か
ら
同
年

12

月
3
1
日
ま
で
と
な
っ
て
お
り
、
甲
第
２
号
証
－
１
の
工
事
が
完
了
し
た
後
、
直
ち
に
甲
第
２
号
証
－
２
の
工
事
が
始
め

ら
れ
て
い
ま
す
。
 

 
工
事
内
容
と
し
て
は
、
見
積
依
頼
書
に
よ
れ
ば
、
甲
第
２
号
証
－
１
は
、
親
時
計
の
工
事
、
そ
し
て
、
甲
第
２
号
証
－

２
は
子
時
計
の
工
事
と
な
っ
て
い
ま
す
。
そ
の
親
時
計
と
子
時
計
は
、
ま
っ
た
く
関
連
の
無
い
時
計
か
と
い
う
と
、
甲
第

1
3
号
証
に
示
す
と
お
り
、
親
と
子
の
時
計
を
回
線
で
結
び
、
親
時
計
が

G
PS

衛
星
電
波
を
受
信
し
、
そ
れ
を
子
時
計
に
表

示
す
る
と
い
う
親
と
子
の
時
計
が
セ
ッ
ト
で
初
め
て
機
能
を
果
た
す
時
計
シ
ス
テ
ム
で
あ
り
ま
す
。
 

 
親
時
計
の
工
事
期
間
が
、
平
成

30
年

1
0
月

2
3
日
か
ら
同
年

11
月

3
0
日
そ
し
て
子
時
計
の
工
事
期
間
が
同
年

12
月

６
日
か
ら
同
年

12
月

3
1
日
と
な
っ
て
お
り
ま
す
。
 

 
こ
の
こ
と
は
、
親
時
計
の
工
事
を
発
注
し
た
後
、
子
時
計
の
工
事
の
必
要
性
が
発
覚
し
、
急
遽
、
子
時
計
の
工
事
を
追

加
し
た
こ
と
に
な
り
ま
す
が
、
そ
う
で
な
け
れ
ば
、
当
初
か
ら
、
親
時
計
と
子
時
計
の
工
事
を
１
件
工
事
と
し
て
発
注
し

た
は
ず
で
あ
り
ま
す
。
 

 
そ
こ
で
、
親
時
計
の
発
注
か
ら
子
時
計
の
発
注
に
至
る
時
系
列
で
の
富
士
見
台
小
学
校
と
教
育
委
員
会
と
の
や
り
と
り

に
つ
い
て
、
監
査
委
員
さ
ん
に
確
認
し
て
い
た
だ
き
た
い
と
思
い
ま
す
。
 

 
つ
ま
り
、
親
時
計
工
事
の
発
注
後
、
富
士
見
台
小
学
校
の
校
長
先
生
を
始
め
と
す
る
教
職
員
の
誰
が
、
い
つ
、
子
時
計

の
追
加
工
事
が
必
要
と
認
め
、
教
育
委
員
会
に
子
時
計
の
追
加
発
注
を
申
し
入
れ
た
の
か
、
富
士
見
台
小
学
校
の
井
部
良

一
校
長
先
生
の
証
言
を
求
め
る
こ
と
を
監
査
委
員
さ
ん
に
お
願
い
い
た
し
ま
す
。
学
校
全
体
の
先
生
及
び
児
童
の
学
校
生

活
に
関
わ
る
時
計
に
関
す
る
工
事
で
あ
り
ま
す
の
で
、
校
長
先
生
が
知
ら
な
い
は
ず
は
あ
り
ま
せ
ん
。
 

 
仮
に
、
学
校
か
ら
の
証
言
が
当
初
か
ら
、
親
時
計
及
び
子
時
計
の
工
事
を
希
望
し
て
い
た
と
す
る
な
ら
ば
、
明
ら
か
に
、

分
割
発
注
で
あ
り
ま
す
。
 

 
し
た
が
っ
て
、
富
士
見
台
小
学
校
の
井
部
良
一
校
長
先
生
の
証
言
を
求
め
る
こ
と
は
必
須
で
あ
り
ま
す
の
で
、
確
認
を

お
願
い
い
た
し
ま
す
が
、
富
士
見
台
小
学
校
の
井
部
良
一
校
長
先
生
の
証
言
に
よ
っ
て
、
甲
第
２
号
証
－
１
及
び
甲
第
２

号
証
－
２
の

工
事
に
つ

い
て
、

２
件
の
工

事
に
分
割

発
注
し

な
け
れ
ば

な
ら
な
い

合
理
的

理
由
が
存

在
し
な
い

場
合
は

、

甲
第
２
号
証
－
１
及
び
甲
第
２
号
証
－
２
甲
の
２
件
の
工
事
は
、
１
件
工
事
を
２
件
の
少
額
随
意
契
約
に
分
割
発
注
し
た

違
法
性
が
あ
り
ま
す
。
 

 
な
お
、
親
時
計
が
故
障
し
た
と
な
れ
ば
、
親
時
計
の
補
修
の
必
要
は
あ
り
ま
す
が
、
は
た
し
て
、
子
時
計
の

6
4
台
の
取

り
換
え
も
必
要
だ
っ
た
の
で
し
ょ
う
か
。
親
時
計
が
故
障
し
た
こ
と
で
セ
ッ
ト
に
な
っ
て
い
る
子
時
計
の
交
換
も
必
要
と

す
る
の
で
あ
れ
ば
、
当
該
時
計
メ
ー
カ
ー
で
あ
り
ま
す
シ
チ
ズ
ン
に
確
認
す
る
必
要
が
あ
る
と
思
い
ま
す
。
一
般
的
に
は
、

子
時
計
も
全
取
替
す
る
必
要
は
な
い
と
思
い
ま
す
が
、
是
非
、
監
査
委
員
さ
ん
が
確
認
さ
れ
ま
す
よ
う
お
願
い
い
た
し
ま

す
。
 

３
 
川
崎
市
が
被
っ
た
損
害
の
補
填
 

 
上
記
の
と
お
り
、
３
件
の
宮
前
平
小
学
校
工
事
及
び
２
件
の
富
士
見
台
小
学
校
工
事
は
、
本
来
、
地
方
自
治
法
等
に
定

め
る
一
般
競
争
入
札
も
し
く
は
指
名
競
争
入
札
方
式
に
よ
る
契
約
方
法
で
契
約
を
締
結
し
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。
し
か

し
な
が
ら
、
３
件
の
宮
前
平
小
学
校
工
事
及
び
２
件
の
富
士
見
台
小
学
校
工
事
は
、
競
争
性
の
低
い
随
意
契
約
（
見
積
り

合
わ
せ
）
と

い
う
契
約

方
法
に

よ
り
契
約

を
締
結
し

た
も
の

で
あ
り
、

違
法
な
契

約
に
基

づ
く
も
の

で
あ
る
こ

と
か
ら

、

そ
の
違
法
契
約
金
額
と
競
争
性
の
あ
る
適
正
価
格
で
の
契
約
金
額
と
の
差
額
、
つ
ま
り
、
不
適
切
な
契
約
方
法
に
基
づ
き

川
崎
市
が
被
っ
た
損
害
に
つ
い
て
は
、
本
件
契
約
を
執
行
し
た
関
係
職
員
に
対
し
、
川
崎
市
の
被
っ
た
損
害
を
補
填
す
る

り
ま
す
。
 

 
本
件
給
食
室
の
工
事
の
相
談
を
受
け
た
業
者
さ
ん
は
、
一
般
的
な
常
識
が
あ
れ
ば
、
優
先
順
位
と
し
て
、
ま
ず
、
塗
装

工
事
に
邪
魔
に
な
る
什
器
類
を
移
動
、
次
に
必
要
な
養
生
、
次
に
天
井
の
工
事
、
次
に
壁
の
上
部
分
の
工
事
、
次
の
壁
の

下
部
分
の
工
事
、
次
に
床
の
工
事
、
次
に
養
生
の
撤
去
、
最
後
に
移
動
し
た
什
器
類
を
元
に
戻
す
、
と
い
う
順
位
で
工
事

を
行
う
こ
と
を
ア
ド
バ
イ
ス
す
る
は
ず
で
あ
り
ま
す
。
 

 
ま
た
、
宮
前
平
小
学
校
の
校
長
さ
ん
か
ら
教
育
委
員
会
に
児
童
の
給
食
に
お
い
て
、
工
事
の
影
響
を
極
力
低
く
す
る
要

望
が
無
か
っ
た
の
か
。
有
れ
ば
、
当
然
、
上
か
ら
下
へ
と
工
事
を
行
い
、
２
度
行
わ
れ
た
と
思
わ
れ
る
什
器
類
の
移
動
や

養
生
を
１
回
に
し
、
児
童
の
給
食
に
対
す
る
工
事
の
影
響
を
極
力
逓
減
さ
せ
た
は
ず
で
あ
り
ま
す
。
 

 
さ
ら
に
、
本
件
の
工
事
決
裁
を
行
っ
た
教
育
委
員
会
の
管
理
職
を
含
む
６
名
の
職
員
全
員
が
、
上
か
ら
下
に
行
う
原
則

や
可
能
な
限
り
児
童
の
給
食
へ
の
影
響
を
低
く
す
る
た
め
の
工
事
期
間
の
短
縮
に
気
が
及
ば
な
か
っ
た
の
か
、
不
思
議
で

あ
り
ま
す
。
 

 
業

者
の

常
識

及
び

児
童

へ
の

影
響

へ
の

思
い

を
は

せ
る

教
育

者
と

し
て

の
常

識
が

欠
落

し
た

甲
第

１
号

証
－

１
及

び

甲
第
１
号
証
－
３
の
工
事
は
、
何
か
特
別
な
意
図
が
あ
っ
た
結
果
、
常
識
で
は
考
え
ら
れ
な
い
２
件
に
分
割
し
た
工
事
が

発
注
さ
れ
た
と
し
か
思
え
ま
せ
ん
。
 

 
ま
た
、
工
事
完
成
写
真
を
見
て
み
る
と
、
明
確
で
は
あ
り
ま
せ
ん
が
、
壁
・
天
井
の
塗
装
工
事
が
先
行
し
て
い
る
と
見

え
る
写
真
も
あ
り
ま
す
が
、
工
事
の
進
行
状
況
に
つ
い
て
、
写
真
を
解
析
す
る
必
要
が
あ
る
と
思
い
ま
す
。
 

 
そ
れ
と
い
う
の
も
、
給
食
室
で
あ
り
ま
す
の
で
、
甲
第
１
号
証
－
１
の
床
・
腰
壁
工
事
及
び
甲
第
１
号
証
－
３
の
壁
・

天
井
工
事
と
も
に
、
工
事
前
に
既
存
の
棚
や
ロ
ッ
カ
ー
な
ど
の
什
器
類
を
移
動
さ
せ
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。
甲
第
１
号
証

－
１
及
び
甲
第
１
号
証
－
３
の
工
事
期
間
の
と
お
り
で
あ
り
ま
す
と
、
そ
れ
ぞ
れ
の
工
事
前
に
２
回
什
器
の
移
動
作
業
が

行
わ
れ
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。
前
記
の
不
思
議
と
も
関
係
し
ま
す
が
、
こ
れ
は
、
極
め
て
不
合
理
な
工
事
で
あ
り
、
実
際

に
は
、
壁
・
天
井
工
事
を
先
行
さ
せ
、
そ
の
あ
と
に
床
・
腰
壁
工
事
を
行
い
、
什
器
類
の
移
動
は
、
１
回
で
済
ま
せ
た
可

能
性
も
あ
り
ま
す
。
 

 
次
に
、
甲
第
１
号
証
－
２
の
「
宮
前
平
小
学
校
物
置
緊
結
ほ
か
補
修
工
事
」
の
「
見
積
依
頼
書
」
に
お
け
る
「
摘
要
欄
」

に
工
事
内
容
の
「
緊
結
内
容
」
が
示
さ
れ
て
い
ま
す
が
、
そ
こ
に
は
「
ス
テ
ン
レ
ス
ル
ー
テ
ィ
ア
ン
カ
ー
設
置
」
と
記
載

さ
れ
、
ス
テ
ン
レ
ス
ル
ー
テ
ィ
ア
ン
カ
ー
の
新
設
工
事
で
あ
る
こ
と
は
明
ら
か
で
あ
り
、
川
崎
市
軽
易
工
事
契
約
事
務
取

扱
規
程
に
規
定
さ
れ
て
い
る
「
建
物
等
の
小
破
修
繕
等
に
類
す
る
も
の
」
及
び
「
原
形
復
旧
工
事
」
に
該
当
し
な
い
こ
と

は
明
ら
か
で
あ
り
ま
す
。
こ
れ
は
、
工
事
完
成
写
真
で
も
確
認
で
き
ま
す
。
 

 
ま
た
、「

見
積
依
頼
書
」
に
お
け
る
「
摘
要
欄
」
に
は
「
物
置
新
設
工
事
」
も
含
ま
れ
て
お
り
、
こ
れ
も
同
様
に
「
建
物

等
の
小
破
修
繕
等
に
類
す
る
も
の
」
及
び
「
原
形
復
旧
工
事
」
に
該
当
し
な
い
こ
と
は
明
ら
か
で
あ
り
、
見
積
り
合
わ
せ

随
意

契
約

が
可

能
な

川
崎

市
軽

易
工

事
契

約
事

務
取

扱
規

程
に

該
当

し
な

い
工

事
を

見
積

り
合

わ
せ

随
意

契
約

と
し

た

違
法
性
が
あ
り
ま
す
。
 

 
し
た
が
っ
て
、
宮
前
平
小
学
校
に
係
る
甲
第
１
号
証
－
１
及
び
甲
第
１
号
証
－
３
は
、
天
井
と
壁
の
上
の
部
分
、
壁
の

下
の

部
分

と
床

の
部

分
と

い
う

一
般

個
人

の
家

庭
や

民
間

会
社

で
は

絶
対

に
考

え
ら

れ
な

い
分

割
方

法
の

工
事

と
な

っ

て
お
り
、
本
来
１
件
工
事
で
発
注
・
契
約
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
工
事
を
違
法
に
２
件
の
少
額
随
意
契
約
に
分
割
発
注
し

た
も
の
で
あ
り
ま
す
。
 

 
分
割
発
注
し
た
と
い
う
こ
と
は
、「

天
井
と
壁
の
上
の
部
分
」
及
び
「
壁
の
下
の
部
分
と
床
の
部
分
」
の
工
事
が
、
別
々

の
業
者
が
受
注
す
る
可
能
性
が
あ
っ
た
も
の
で
、
そ
の
場
合
、
現
場
の
工
事
管
理
上
、
校
長
先
生
ほ
か
の
教
職
員
の
方
々

の
負
担
が
増
大
す
る
こ
と
を
発
注
し
た
教
育
委
員
会
は
ど
こ
ま
で
学
校
当
局
に
伝
え
て
い
た
の
か
、
児
童
優
先
、
教
育
優

先
で
あ
れ
ば
、
到
底
考
え
ら
れ
な
い
分
割
発
注
で
あ
り
ま
す
。
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添
付
図
書
 

【
甲
第

1
1
号
証
】・

・
・
建
材
ダ
イ
ジ
ェ
ス
ト
 

【
甲
第

1
2
号
証
】・

・
・
ホ
コ
リ
掃
除
の
強
い
味
方
!
ほ
う
き
や
は
た
き
の
正
し
い
使
い
方
と
は
 

【
甲
第

1
3
号
証
】・

・
・
タ
イ
ム
サ
ー
バ
ー
親
時
計
（
シ
チ
ズ
ン
の
カ
タ
ロ
グ
）
 

【
甲
第

1
4
号
証
】・

・
・
財
政
局
に
落
札
率
の
情
報
提
供
を
求
め
た
請
求
人
か
ら
の
メ
ー
ル
 

た
め
に
必
要
な
措
置
を
講
ず
る
よ
う
地
方
自
治
法
第

2
4
2
条
第
１
項
の
規
定
に
よ
り
請
求
い
た
し
ま
す
。
 

 
川
崎
市
が
被
っ
た
損
害
の
補
填
に
つ
い
て
は
、
一
般
競
争
入
札
も
し
く
は
指
名
競
争
入
札
に
よ
り
形
成
さ
れ
た
適
正
な

金
額
と
の
差
（
落
札
率
に
基
づ
く
差
額
）
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
財
政
局
契
約
課
に
お
い
て
落
札
率
の
資
料
作
成
を
甲
第

1
4

号
証
で
示
す
と
お
り
依
頼
済
み
で
あ
り
ま
す
の
で
、
そ
れ
ら
の
資
料
に
基
づ
き
民
事
訴
訟
法
第

2
4
8
条
の
規
定
を
類
推
適

用
し
、
監
査
委
員
が
適
正
な
損
害
額
を
認
定
す
べ
き
も
の
と
思
料
い
た
し
ま
す
。
 

４
 
甲
第
１
号
証
－
１
及
び
－
３
並
び
に
甲
第
２
号
証
－
１
及
び
－
２
が
開
示
さ
れ
た
こ
と
に
よ
り
確
認
で
き
た
損
害
 

 
額
 

 
ま
ず
、
甲

第
１
号
証

－
１
及

び
－
３
に

お
け
る
見

積
依
頼

書
に
、
そ

れ
ぞ
れ
「

養
生
費

」
が
計
上

さ
れ
て
い

ま
す
が

、

２
回
分
の
養
生
費
は
不
必
要
で
あ
っ
た
可
能
性
が
あ
り
ま
す
。
 

 
し
た
が
っ
て
、
落
札
率
に
よ
る
損
害
額
と
と
も
に
２
回
計
上
さ
れ
て
い
る
「
養
生
費
」
の
１
回
分
は
不
要
で
あ
る
こ
と

か
ら
、
当
該
養
生
費
も
損
害
額
と
す
べ
き
で
あ
り
ま
す
。
 

 
次
に
、
甲
第
２
号
証
－
１
及
び
甲
第
２
号
証
－
２
に
お
け
る
見
積
依
頼
書
に
、
そ
れ
ぞ
れ
「
試
験
調
整
費
」
が
計
上
さ

れ
て
い
ま
す
。
 

 
そ
れ
ら
は
、
当
該
２
件
の
工
事
が
１
件
工
事
と
さ
れ
て
い
れ
ば
、
１
回
分
の
「
試
験
調
整
費
」
で
十
分
で
あ
り
、
当
然
、

親
時
計
及
び
子
時
計
の
両
方
の
工
事
が
完
了
し
て
初
め
て
行
わ
れ
る
も
の
で
あ
り
、
ま
た
、
親
子
の
セ
ッ
ト
時
計
と
し
て

は
、
子
時
計
の
工
事
が
完
了
し
な
け
れ
ば
試
験
調
整
は
行
う
必
要
が
無
い
も
の
で
あ
る
と
思
わ
れ
ま
す
。
 

 
し
た
が
っ
て
、
落
札
率
に
よ
る
損
害
額
と
と
も
に
親
時
計
に
係
る
「
試
験
調
整
費
」
は
、
そ
の
全
額
が
損
害
額
と
す
べ

き
で
あ
り
ま
す
。
 

 
仮
に
、
親
時
計
及
び
子
時
計
そ
れ
ぞ
れ
の
工
事
に
お
い
て
、
そ
れ
ぞ
れ
「
試
験
調
整
」
が
必
要
で
あ
る
と
す
る
の
で
あ

れ
ば
、
当
該
時
計
メ
ー
カ
ー
で
あ
る
「
シ
チ
ズ
ン
」
か
ら
、
そ
の
必
要
性
に
か
か
る
証
明
文
書
の
提
出
を
受
け
る
べ
き
で

あ
り
ま
す
。
 

 
さ
ら
に
、
子
時
計
を

6
4
台
取
り
換
え
て
い
ま
す
が
、
な
ぜ
子
時
計
を

6
4
台
取
り
換
え
た
の
か
。
 

 
子
時
計
も
全
て
一
斉
に
故
障
し
た
の
で
し
ょ
う
か
。
 

 
も
し
く
は
、
親
時
計
を
取
り
換
え
た
揚
合
は
、
子
時
計
も
全
て
取
り
換
え
る
メ
ー
カ
ー
仕
様
と
な
っ
て
い
る
の
で
し
ょ

う
か
。
 

 
上
記
疑
問
に
つ
い
て
は
、
当
該
時
計
メ
ー
カ
ー
で
あ
る
「
シ
チ
ズ
ン
」
か
ら
そ
の
回
答
を
書
面
に
て
得
る
べ
き
で
あ
り

ま
す
。
 

 
ま
だ
使
用
可
能
な
子
時
計
の

6
4
台
に
つ
い
て
、
取
替
の
必
要
は
無
い
と
の
回
答
が
当
該
時
計
メ
ー
カ
ー
で
あ
る
「
シ

チ
ズ
ン
」
か
ら
き
た
場
合
は
、
子
時
計

6
4
台
分
に
つ
い
て
の
費
用
も
、
損
害
額
に
算
定
す
べ
き
で
あ
り
ま
す
。
ま
た
、
試

験
調
整
の
２
回
分
の
必
要
性
及
び
子
時
計

6
4
台
の
取
替
の
必
要
性
に
つ
い
て
、
時
計
メ
ー
カ
ー
に
問
合
せ
を
行
わ
な
い

と
し
た
揚
合
は
、
監
査
委
員
さ
ん
は
、
そ
の
理
由
を
明
ら
か
に
す
べ
き
で
あ
り
ま
す
。
 

５
 
主
位
的
請
求
及
び
予
備
的
請
求
 

 
令
和
元
年

10
月

31
日
付
け
川
崎
市
職
員
措
置
請
求
書
（
補
充
書
）
に
お
い
て
、
「
３
 
主
位
的
請
求
及
び
予
備
的
請

求
」
に
つ
い
て
記
載
い
た
し
ま
し
た
が
、
甲
第
１
号
証
－
１
、
甲
第
１
号
証
－
２
、
甲
第
１
号
証
－
３
、
甲
第
２
号
証
－

１
及
び
甲
第
２
号
証
－
２
の
公
文
書
が
令
和
元
年

1
1
月
５
日
に
開
示
さ
れ
た
こ
と
に
伴
い
、
違
法
性
が
よ
り
明
ら
か
に

な
り
、
損
害
額
に
認
定
す
べ
き
内
容
も
明
ら
か
に
な
っ
た
こ
と
か
ら
、
主
位
的
請
求
及
び
予
備
的
請
求
を
取
り
消
し
、
令

和
元
年

1
0
月

2
1
日
付
け
川
崎
市
職
員
措
置
請
求
書
の
請
求
の
要
旨
の
と
お
り
、
川
崎
市
の
被
っ
た
損
害
を
補
填
す
る
た

め
に
必
要
な
措
置
を
講
ず
る
よ
う
地
方
自
治
法
第

24
2
条
第
１
項
に
よ
り
請
求
い
た
し
ま
す
。
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請
求

人
の

陳
述

録
 

 
当

初
お

出
し

し
ま

し
た

の
は

、
2
1

日
付

で
お

出
し

し
ま

し
た

の
は

甲
１

号
証

－
１

、
２

、
３

及
び

甲

２
号

証
－

１
、

２
が

、
ま

だ
公

文
書

と
し

て
開

示
さ

れ
て

い
ま

せ
ん

で
し

た
の

で
、

そ
こ

に
は

、
詳

細
に

つ
い

て
は

言
及

を
し

て
い

な
か

っ
た

ん
で

す
け

れ
ど

も
、

そ
れ

が
開

示
さ

れ
ま

し
た

の
で

、
先

日
、

1
3

日
付

で
提

出
を

さ
せ

て
い

た
だ

き
ま

し
た

措
置

請
求

書
の

補
充

書
そ

の
２

、
こ

こ
の

中
に

甲
第

１
号

証
－

１
、

２
、

３
及

び
２

号
証

－
１

、
２

、
こ

れ
に

つ
い

て
の

違
法

性
、

不
当

性
、

そ
れ

か
ら

損
害

額
の

認
定

に
つ

い
て

の
意

見
を

述
べ

さ
せ

て
い

た
だ

い
て

お
り

ま
す

。
 

 
こ

の
中

で
、

じ
ゃ

、
こ

ち
ら

の
ほ

う
は

後
と

い
う

こ
と

で
す

か
ら

、
こ

れ
が

ま
だ

な
い

と
い

う
前

提
で

し
ゃ

べ
り

を
さ

せ
て

い
た

だ
き

ま
す

。
 

 
宮

前
平

小
学

校
の

給
食

室
の

工
事

は
、

床
と

壁
の

下
半

分
と

、
こ

れ
が

第
１

号
証

－
１

が
床

の
部

分
と

壁
の

半
分

下
で

す
ね

。
半

分
下

と
い

う
か

、
腰

壁
と

言
わ

れ
て

い
る

部
分

、
こ

こ
だ

け
の

工
事

な
ん

で

す
。

甲
第

１
号

証
－

３
が

天
井

と
壁

の
上

の
部

分
と

い
う

２
つ

に
分

か
れ

て
お

り
ま

す
。

こ
れ

を
見

た
と

き
は

び
っ

く
り

し
ま

し
た

ね
。

な
ぜ

こ
ん

な
発

注
の

仕
方

を
す

る
の

か
。

監
査

委
員

の
皆

さ
ん

も
そ

う
だ

と
思

い
ま

す
け

れ
ど

も
、

御
自

宅
で

壁
の

ク
ロ

ス
を

取
り

か
え

る
と

き
に

、
床

の
畳

を
か

え
て

、
そ

れ
か

ら
壁

の
ク

ロ
ス

を
取

り
か

え
る

と
き

に
、

上
半

分
、

下
半

分
で

別
々

に
発

注
す

る
こ

と
は

ま
ず

な
い

と
思

う
ん

で
す

ね
。

そ
れ

と
天

井
と

。
 

 
ま

た
、

工
事

現
場

で
は

、
通

常
、

こ
の

請
求

書
に

も
書

か
せ

て
い

た
だ

き
ま

し
た

け
れ

ど
も

、
上

か
ら

工
事

を
や

る
と

。
こ

の
請

求
書

に
は

家
庭

で
の

関
係

を
書

き
ま

し
た

け
れ

ど
も

、
掃

除
す

る
と

き
は

、
私

た
ち

の
年

代
だ

と
、

ほ
う

き
が

け
な

ん
か

や
り

ま
し

た
の

で
、

ほ
う

き
が

け
は

上
か

ら
と

。
下

の
掃

除
を

し
て

、
そ

の
後

、
下

の
掃

除
が

終
わ

っ
た

後
、

上
の

は
た

き
が

け
を

や
る

と
い

う
こ

と
は

、
ち

ょ
っ

と
私

た
ち

の
世

代
で

は
あ

り
得

な
い

。
今

、
証

拠
と

し
て

出
し

ま
し

た
よ

う
に

、
ネ

ッ
ト

で
も

そ
う

い
う

ほ
こ

り
の

掃
除

は
上

か
ら

下
と

書
か

れ
て

お
り

ま
し

た
の

で
、

今
現

在
で

も
基

本
的

に
そ

れ
は

変
わ

り
は

な
い

だ
ろ

う
と

い
う

ふ
う

に
思

っ
て

お
り

ま
す

。
 

 
し

た
が

い
ま

し
て

、
下

の
工

事
か

ら
始

め
て

、
次

に
上

の
工

事
を

や
る

と
い

う
発

注
方

法
は

普
通

は
考

え
ら

れ
ま

せ
ん

し
、

壁
の

上
半

分
と

下
半

分
を

別
々

に
発

注
を

す
る

と
い

う
こ

と
は

考
え

ら
れ

な
い

と
思

い
ま

す
。

 

 
そ

こ
で

、
改

め
て

言
い

ま
す

け
れ

ど
も

、
こ

れ
は

な
い

と
い

う
前

提
で

お
話

を
し

ま
す

。
そ

こ
で

、
監

査
委

員
さ

ん
に

お
願

い
し

た
い

の
は

、
私

た
ち

が
小

学
校

の
と

き
は

、
給

食
の

お
ば

さ
ん

と
い

う
ふ

う
な

こ
と

で
呼

ん
で

お
り

ま
し

た
。

給
食

を
つ

く
っ

て
い

る
方

々
で

す
ね

。
そ

の
方

々
に

直
接

聞
い

て
い

た
だ

い
て

、
実

際
工

事
が

ど
う

だ
っ

た
の

か
と

い
う

点
で

す
ね

。
現

場
が

ど
う

い
う

形
で

工
事

が
な

さ
れ

て
い

た
の

か
。

 

 
こ

れ
は

な
ぜ

か
と

い
い

ま
す

と
、

上
半

分
、

下
半

分
の

問
題

も
あ

り
ま

す
し

、
結

局
、

こ
こ

に
も

あ
あ

い
う

ロ
ッ

カ
ー

と
か

そ
う

い
う

の
が

あ
り

ま
す

ね
。

こ
の

工
事

を
や

る
と

き
は

、
あ

あ
い

う
ロ

ッ
カ

ー
を

外
に

出
し

て
工

事
を

や
ら

な
い

と
で

き
な

い
わ

け
で

す
よ

ね
。

給
食

室
で

す
の

で
、

い
ろ

ん
な

什
器

類
が

別
紙

５
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ま
す

。
 

 
そ

れ
で

は
、

引
き

続
き

富
士

見
台

小
学

校
の

親
子

時
計

の
関

係
で

す
ね

。
こ

の
親

子
時

計
に

つ
い

て

も
、

シ
チ

ズ
ン

の
ほ

う
の

ホ
ー

ム
ペ

ー
ジ

か
ら

、
親

子
時

計
セ

ッ
ト

で
あ

る
と

い
う

カ
タ

ロ
グ

を
証

拠
と

し
て

提
出

い
た

し
ま

し
た

け
れ

ど
も

、
も

と
も

と
親

時
計

と
い

う
ふ

う
に

書
い

て
あ

り
ま

す
と

お
り

、
子

時
計

が
な

け
れ

ば
、

親
時

計
の

存
在

が
な

い
わ

け
で

す
よ

ね
。

親
と

子
で

ワ
ン

セ
ッ

ト
で

あ
り

ま
す

の

で
、

そ
れ

が
１

台
な

の
か

、
1
0

台
な

の
か

、
6
0

台
な

の
か

は
別

と
し

て
も

、
親

と
子

の
関

係
が

な
け

れ

ば
、

こ
の

親
時

計
を

設
置

す
る

意
味

は
な

い
と

い
う

こ
と

で
あ

り
ま

す
。

 

 
そ

れ
で

ま
ず

、
親

時
計

の
ほ

う
の

工
事

を
し

て
、

そ
れ

に
引

き
続

い
て

子
時

計
の

ほ
う

の
工

事
を

す
る

と
い

う
こ

と
は

、
一

体
時

系
列

に
よ

っ
て

ど
の

段
階

で
子

時
計

の
補

修
の

必
要

性
を

感
じ

た
の

か
。

ぜ
ひ

と
も

こ
れ

は
校

長
先

生
か

ら
直

接
証

言
を

得
て

い
た

だ
き

た
い

と
思

い
ま

す
。

教
育

環
境

整
備

推
進

室
を

通
し

ま
す

と
、

ど
こ

で
曲

が
っ

て
し

ま
う

か
わ

か
り

ま
せ

ん
の

で
、

ぜ
ひ

監
査

委
員

さ
ん

、
直

接
校

長
先

生
に

確
認

を
し

て
い

た
だ

い
て

、
本

当
の

と
こ

ろ
は

ど
う

だ
っ

た
の

か
。

ど
の

段
階

で
子

時
計

の
工

事
の

必
要

性
を

感
じ

た
の

か
。

 

 
そ

れ
と

、
子

時
計

の
ほ

う
の

仕
様

書
の

中
に

、
6
1

台
プ

ラ
ス

１
台

プ
ラ

ス
１

台
プ

ラ
ス

１
台

と
、

最

終
的

に
6
4

台
の

子
時

計
を

取
り

か
え

て
い

る
わ

け
で

す
ね

。
こ

れ
、

設
置

し
た

と
き

と
今

回
と

で
、

親

時
計

を
取

り
か

え
る

こ
と

に
よ

っ
て

、
こ

こ
に

あ
る

よ
う

な
子

時
計

で
す

け
れ

ど
も

、
富

士
見

台
小

学

校
、

全
部

で
6
4

台
で

す
か

ら
、

全
部

だ
と

思
う

ん
で

す
よ

ね
。

確
認

は
し

て
い

ま
せ

ん
け

れ
ど

も
、

6
4

個
と

い
う

こ
と

は
、

学
校

の
中

に
あ

る
子

時
計

を
全

部
取

り
か

え
た

と
思

う
ん

で
す

ね
。

な
ぜ

全
部

を
取

り
か

え
な

き
ゃ

い
け

な
か

っ
た

の
か

。
全

部
故

障
し

て
い

た
の

で
す

か
と

。
そ

れ
と

、
親

時
計

を
取

り
か

え
た

こ
と

に
よ

っ
て

、
シ

ス
テ

ム
上

、
全

部
取

り
か

え
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
必

要
性

が
あ

っ
た

の
か

。
 

 
そ

れ
は

請
求

書
に

も
書

き
ま

し
た

け
れ

ど
も

、
ぜ

ひ
メ

ー
カ

ー
の

シ
チ

ズ
ン

に
確

認
を

し
て

い
た

だ
き

た
い

。
教

育
環

境
整

備
推

進
室

の
回

答
で

は
な

く
て

、
メ

ー
カ

ー
に

直
接

確
認

を
し

て
い

た
だ

い
て

、
親

時
計

が
壊

れ
た

場
合

は
、

全
部

取
り

か
え

る
ん

で
す

よ
と

い
う

シ
チ

ズ
ン

と
い

う
メ

ー
カ

ー
か

ら
の

回
答

を
ぜ

ひ
と

っ
て

い
た

だ
き

た
い

。
そ

う
で

な
け

れ
ば

、
6
4

台
全

部
取

り
か

え
る

必
要

な
ん

か
な

い
わ

け

で
す

よ
ね

。
一

斉
に

親
時

計
と

子
時

計
と

セ
ッ

ト
で

壊
れ

る
と

い
う

こ
と

は
通

常
考

え
ら

れ
な

い
。

 

 
こ

れ
が

コ
ン

ピ
ュ

ー
タ

ー
で

い
っ

て
も

、
親

の
コ

ン
ピ

ュ
ー

タ
ー

、
そ

れ
か

ら
市

役
所

で
も

そ
う

で
す

け
れ

ど
も

、
親

の
サ

ー
バ

ー
が

あ
り

ま
す

け
れ

ど
も

、
電

子
計

算
機

の
親

の
も

の
が

あ
り

ま
す

け
れ

ど

も
、

そ
れ

と
つ

な
が

っ
て

い
る

各
個

人
の

ノ
ー

ト
パ

ソ
コ

ン
、

こ
れ

を
親

の
サ

ー
バ

ー
関

係
が

壊
れ

た
と

き
に

、
全

職
員

、
１

万
人

を
超

え
る

職
員

の
ノ

ー
ト

パ
ソ

コ
ン

、
こ

れ
を

全
部

取
り

か
え

る
ん

で
す

か
と

い
う

、
こ

れ
は

極
端

な
話

に
な

る
か

も
わ

か
り

ま
せ

ん
け

れ
ど

も
、

ケ
ー

ス
と

し
て

は
同

様
な

ケ
ー

ス
に

な
る

と
思

う
ん

で
す

ね
。

な
ぜ

全
部

、
6
4

台
も

取
り

か
え

た
の

か
。

そ
の

必
要

性
は

ど
こ

か
ら

き
て

い

る
の

か
と

い
う

と
こ

ろ
で

す
ね

。
 

 
し

た
が

っ
て

、
富

士
見

台
小

学
校

の
時

計
に

関
し

て
も

、
落

札
率

、
甲

第
２

号
証

－
１

と
２

、
こ

れ
を

あ
わ

せ
れ

ば
2
5
0
万

円
超

え
ま

す
の

で
、

2
5
0
万

円
を

超
え

た
場

合
に

は
、

当
然

な
が

ら
契

約
課

の
ほ

う

に
依

頼
を

し
て

競
争

入
札

に
か

け
る

わ
け

で
す

け
れ

ど
も

、
競

争
入

札
に

よ
っ

て
形

成
さ

れ
た

適
正

な
入

あ
る

わ
け

で
す

よ
ね

。
お

盆
だ

と
か

器
だ

と
か

、
そ

う
い

う
の

を
置

く
。

そ
う

い
う

も
の

を
当

然
一

旦
外

に
出

し
て

、
ほ

か
の

と
こ

ろ
に

移
動

し
て

、
そ

れ
か

ら
工

事
を

始
め

る
と

い
う

こ
と

で
す

ね
。

 

 
仮

に
下

か
ら

や
っ

た
の

が
そ

の
と

お
り

だ
と

い
う

前
提

で
あ

っ
た

と
し

て
も

、
一

旦
は

ま
ず

、
下

で
す

か
ら

、
こ

う
い

う
も

の
が

置
い

て
あ

り
ま

す
の

で
、

床
の

工
事

を
や

る
に

は
邪

魔
で

す
の

で
、

一
遍

ど
け

ま
す

。
そ

れ
で

、
ま

た
戻

し
ま

す
。

そ
し

て
、

今
度

は
天

井
と

壁
の

半
分

を
や

る
と

き
も

、
ま

た
こ

の
什

器
類

、
棚

関
係

、
こ

れ
が

邪
魔

に
な

る
わ

け
で

す
よ

ね
。

そ
う

す
る

と
、

ま
た

も
う

１
回

出
し

て
や

ら
な

き
ゃ

い
け

な
い

と
い

う
こ

と
が

あ
り

ま
す

。
 

 
通

常
や

る
場

合
は

、
学

校
関

係
者

も
何

で
こ

ん
な

こ
と

を
や

る
ん

だ
と

い
う

ふ
う

に
思

う
と

思
う

ん
で

す
ね

。
教

育
環

境
整

備
推

進
室

は
別

だ
と

思
い

ま
す

け
れ

ど
も

、
現

場
の

給
食

室
を

管
理

す
る

学
校

の
先

生
方

、
校

長
先

生
以

下
教

職
員

の
方

々
は

、
何

で
そ

ん
な

２
回

も
什

器
類

を
出

し
入

れ
し

た
り

す
る

の
か

と
。

 

 
そ

れ
に

伴
っ

て
、

そ
の

２
に

も
書

か
せ

て
い

た
だ

き
ま

し
た

け
れ

ど
も

、
養

生
費

で
す

。
こ

れ
は

養
生

費
が

２
回

か
か

っ
て

い
る

ん
で

す
よ

ね
。

養
生

費
、

こ
れ

、
一

括
で

工
事

を
す

れ
ば

、
当

然
１

回
で

済
む

費
用

で
あ

り
ま

す
、

養
生

費
は

で
す

ね
。

で
す

の
で

、
こ

れ
も

無
駄

な
費

用
に

な
っ

て
い

る
と

い
う

の
が

あ
り

ま
す

の
で

、
非

常
に

実
際

の
工

事
を

や
っ

た
と

、
こ

れ
を

ま
ず

除
い

た
と

し
て

も
、

甲
第

１
号

証
－

１
と

甲
第

１
号

証
－

３
の

決
裁

文
書

に
よ

る
工

事
、

こ
れ

は
誰

が
考

え
て

も
お

か
し

な
工

事
で

あ
る

。
通

常
で

は
考

え
ら

れ
ま

せ
ん

。
 

 
ま

し
て

そ
こ

に
も

書
か

せ
て

い
た

だ
き

ま
し

た
け

れ
ど

も
、

一
般

の
お

家
も

し
く

は
民

間
会

社
、

そ
う

い
う

と
こ

ろ
で

は
絶

対
に

あ
り

得
な

い
発

注
方

法
で

あ
る

と
い

う
こ

と
で

、
結

局
、

本
来

こ
れ

は
、

２
つ

の
工

事
を

あ
わ

せ
れ

ば
、

2
5
0

万
を

超
え

る
工

事
で

あ
り

ま
す

の
で

、
本

来
、

契
約

課
の

ほ
う

に
契

約
依

頼
を

し
て

、
１

件
工

事
と

し
て

発
注

を
し

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

工
事

で
あ

る
と

。
 

 
そ

れ
で

、
本

来
、

競
争

入
札

で
あ

れ
ば

形
成

さ
れ

た
で

あ
ろ

う
適

正
な

落
札

率
に

伴
う

契
約

金
額

、
そ

れ
と

今
回

、
２

件
に

分
け

て
随

意
契

約
を

や
っ

た
金

額
と

の
差

額
、

そ
れ

で
落

札
率

に
つ

き
ま

し
て

は
、

例
文

を
証

拠
と

し
て

も
提

出
い

た
し

ま
し

た
け

れ
ど

も
、

契
約

課
の

ほ
う

に
依

頼
し

て
お

り
ま

す
の

で
、

そ
の

う
ち

監
査

事
務

局
の

ほ
う

に
も

契
約

課
か

ら
そ

の
書

類
が

届
く

と
思

い
ま

す
の

で
、

そ
の

落
札

率
を

勘
案

し
て

い
た

だ
い

て
、

ま
ず

落
札

率
に

伴
う

損
害

額
を

認
定

し
て

い
た

だ
い

て
、

ま
た

、
２

回
か

か
っ

た
養

生
費

な
ど

の
、

本
来

１
回

の
工

事
契

約
で

あ
れ

ば
、

支
払

う
必

要
の

な
か

っ
た

養
生

費
、

こ
れ

も
損

害
額

と
し

て
認

定
を

し
て

い
た

だ
く

と
い

う
こ

と
が

、
大

体
概

略
と

し
て

は
川

崎
市

職
員

措
置

請
求

書
に

書
か

せ
て

い
た

だ
い

た
内

容
で

ご
ざ

い
ま

す
。

 

 
こ

れ
に

関
連

し
て

、
こ

こ
に

書
い

て
い

な
い

状
況

と
い

い
ま

す
の

は
、

先
ほ

ど
ち

ょ
っ

と
申

し
上

げ
ま

し
た

実
際

の
現

場
で

給
食

を
担

当
し

て
い

る
方

々
に

工
事

の
状

況
を

、
実

際
の

状
況

が
ど

う
だ

っ
た

の
か

を
確

認
し

て
い

た
だ

き
た

い
と

い
う

こ
と

で
す

ね
。

そ
の

中
で

、
下

か
ら

や
る

工
事

が
現

場
サ

イ
ド

か
ら

お
か

し
い

ん
じ

ゃ
な

い
の

と
い

う
意

見
が

実
際

出
な

か
っ

た
の

か
。

宮
前

平
小

学
校

の
校

長
先

生
以

下
の

教
職

員
の

方
々

か
ら

、
こ

ん
な

工
事

の
発

注
の

仕
方

は
お

か
し

い
ん

じ
ゃ

な
い

の
と

い
う

声
が

出
な

か
っ

た
の

か
ど

う
か

。
そ

の
辺

を
ぜ

ひ
と

も
確

認
し

て
い

た
だ

き
た

い
と

い
う

の
が

私
の

陳
述

意
見

で
ご

ざ
い
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関
係

職
員

の
陳

述
録

 

そ
れ

で
は

、
こ

ち
ら

の
ほ

う
か

ら
提

出
さ

せ
て

い
た

だ
き

ま
し

た
住

民
監

査
請

求
に

対
す

る
市

の
考

え

方
、

こ
ち

ら
の

ほ
う

を
読

ま
さ

せ
て

い
た

だ
き

ま
し

て
陳

述
さ

せ
て

い
た

だ
き

ま
す

。
 

 
表

紙
を

お
め

く
り

い
た

だ
き

ま
し

て
、

２
ペ

ー
ジ

で
ご

ざ
い

ま
す

。
 

 
令

和
元

年
1
0
月

2
1
日

付
け

川
崎

市
職

員
措

置
要

求
書

に
よ

る
措

置
請

求
（

以
下

「
本

件
請

求
」

と
い

う
。
）

及
び

令
和

元
年

1
0
月

3
1
日

付
け

川
崎

市
職

員
措

置
請

求
書

（
補

充
書

）
に

よ
る

措
置

請
求

（
以

下
「

本
件

補
充

書
」

と
い

う
。
）

に
対

す
る

本
市

の
見

解
に

つ
き

ま
し

て
、

次
の

と
お

り
で

す
。

 

 
１

 
本

件
請

求
に

関
す

る
事

実
経

過
 

 
(
1
)
宮

前
平

小
学

校
の

補
修

工
事

３
件

に
つ

い
て

 

 
①

宮
前

平
小

学
校

給
食

室
床

ほ
か

補
修

工
事

（
以

下
「

床
工

事
」

と
い

う
。
）
：

甲
第

１
号

証
－

１
 

 
学

校
か

ら
給

食
室

の
修

繕
に

つ
い

て
相

談
が

あ
り

、
教

育
環

境
整

備
推

進
室

の
営

修
繕

担
当

者
が

現
場

確
認

を
行

い
、

床
の

劣
化

や
腰

壁
の

塗
装

の
 

離
に

つ
い

て
対

応
が

必
要

な
こ

と
を

確
認

し
行

っ
た

工
事

で
す

。
 

 
②

宮
前

平
小

学
校

物
置

緊
結

ほ
か

補
修

工
事

（
以

下
「

緊
結

工
事

」
と

い
う

。
）
：

甲
第

１
号

証
－

２
 

 
総

務
企

画
局

危
機

管
理

室
と

連
携

し
て

、
平

成
2
3

年
３

月
に

発
生

し
た

東
日

本
大

震
災

後
に

位
置

付

け
ら

れ
た

集
中

復
興

期
間

で
あ

る
平

成
2
7

年
度

ま
で

に
、

避
難

所
で

あ
る

市
立

小
中

学
校

の
全

校
に

独

立
型

防
災

備
蓄

倉
庫

の
設

置
を

行
い

ま
し

た
。

そ
れ

に
伴

い
、

既
存

の
建

築
物

の
一

部
が

既
存

不
適

格
と

見
な

さ
れ

、
是

正
対

応
が

必
要

と
な

っ
た

た
め

倉
庫

の
基

礎
緊

結
等

を
行

っ
た

工
事

で
す

。
 

 
③

宮
前

平
小

学
校

給
食

室
壁

・
天

井
塗

装
補

修
工

事
（

以
下

「
壁

・
天

井
工

事
」

と
い

う
。
）
：

甲
第

１

号
証

－
３

 

 
学

校
か

ら
相

談
が

あ
っ

た
た

め
、

教
育

環
境

整
備

推
進

室
の

営
修

繕
担

当
者

が
現

場
確

認
を

行
い

、
天

井
や

腰
壁

よ
り

上
の

壁
の

塗
装

の
 

離
等

に
つ

い
て

対
応

が
必

要
な

こ
と

を
確

認
し

行
っ

た
工

事
で

す
。

 
(
2
)
富

士
見

台
小

学
校

の
補

修
工

事
２

件
に

つ
い

て
 

 
①

富
士

見
台

小
学

校
親

時
計

設
備

補
修

工
事

（
以

下
「

親
時

計
工

事
」

と
い

う
。
）
：

甲
第

２
号

証
－

１
 

 
学

校
の

時
計

は
授

業
の

開
始

等
を

案
内

す
る

チ
ャ

イ
ム

と
連

動
し

て
お

り
、

職
員

室
に

は
本

体
と

な
る

時
計

（
以

下
「

親
時

計
」
）

が
設

置
さ

れ
、

各
教

室
に

は
親

時
計

と
連

動
し

た
時

計
（

以
下

「
子

時
計

」

と
い

う
。
）

が
設

置
さ

れ
て

い
ま

す
。

平
成

3
0
年

の
夏

頃
、

親
時

計
に

つ
い

て
「

一
時

停
止

し
、

暫
く

す

る
と

動
き

出
す

」
と

い
う

不
具

合
が

頻
発

し
、

チ
ャ

イ
ム

が
正

確
に

鳴
ら

な
く

な
っ

た
た

め
、

学
校

か
ら

修
繕

の
申

請
が

あ
り

行
っ

た
工

事
で

す
。

 

 
②

富
士

見
台

小
学

校
時

計
設

備
補

修
工

事
（

以
下

「
子

時
計

工
事

」
と

い
う

。
）
：

甲
第

２
号

証
－

２
 

 
上

記
①

の
親

時
計

の
修

繕
に

よ
り

不
具

合
は

解
消

す
る

と
見

込
ん

で
い

ま
し

た
が

、
親

時
計

の
修

繕
後

も
子

時
計

の
不

具
合

が
解

消
さ

れ
な

か
っ

た
た

め
、

子
時

計
の

修
繕

を
行

っ
た

工
事

で
す

。
 

 
２

 
軽

易
工

事
（

随
意

契
約

）
に

よ
り

執
行

し
た

根
拠

 

 
地

方
自

治
法

第
2
3
4

条
第

１
項

で
は

、
「

売
買

、
賃

借
、

請
負

そ
の

他
の

契
約

は
、

一
般

競
争

入
札

、

別
紙

６
札

価
格

、
そ

れ
と

随
意

契
約

に
基

づ
く

金
額

と
の

差
額

、
こ

れ
が

落
札

率
に

よ
る

損
害

額
で

す
ね

。
そ

れ

と
、

子
時

計
6
4
台

、
こ

れ
が

本
当

に
か

え
な

け
れ

ば
な

ら
な

か
っ

た
の

か
ど

う
か

。
 

 
そ

こ
も

き
ち

っ
と

確
認

を
し

て
い

た
だ

い
て

、
仮

に
親

時
計

と
セ

ッ
ト

で
、

メ
ー

カ
ー

の
証

言
に

よ
っ

て
、

い
や

、
そ

ん
な

取
り

か
え

る
必

要
は

な
い

で
す

よ
と

。
た

だ
、

回
線

で
結

ん
で

あ
る

だ
け

で
す

の

で
、

信
号

を
線

で
子

時
計

の
ほ

う
に

送
っ

て
い

る
だ

け
で

す
か

ら
、

子
時

計
も

、
い

や
、

一
斉

に
取

り
か

え
る

必
要

は
あ

り
ま

せ
ん

と
い

う
シ

チ
ズ

ン
か

ら
の

証
言

が
得

ら
れ

れ
ば

、
6
4

台
分

、
こ

れ
も

取
り

か

え
た

費
用

全
額

が
損

害
額

に
な

り
ま

す
の

で
、

こ
れ

も
損

害
額

と
し

て
認

定
を

し
て

い
た

だ
き

た
い

と
い

う
こ

と
、

概
略

と
す

る
と

、
大

体
そ

う
い

う
と

こ
ろ

で
す

ね
。

 

 
倉

庫
も

、
私

、
写

真
を

見
る

ま
で

わ
か

ら
な

か
っ

た
ん

で
す

ね
。

1
1

月
５

日
に

開
示

さ
れ

ま
し

た
甲

第
１

号
証

－
２

の
倉

庫
で

す
ね

。
こ

れ
、

写
真

を
見

て
、

補
修

工
事

で
は

な
い

じ
ゃ

な
い

か
と

。
確

か
に

倉
庫

そ
の

も
の

も
、

よ
り

安
定

さ
せ

る
た

め
に

は
、

し
っ

か
り

基
礎

に
結

び
つ

け
な

け
れ

ば
い

け
ま

せ
ん

け
れ

ど
も

、
こ

れ
、

倉
庫

の
補

修
工

事
と

い
う

ふ
う

に
な

っ
て

い
る

わ
け

で
す

よ
ね

。
倉

庫
は

一
切

い
じ

っ
て

い
な

い
ん

で
す

ね
、

今
回

ね
。

そ
こ

に
倒

れ
た

り
し

な
い

よ
う

に
、

倒
れ

ど
め

を
設

置
し

て
い

る
わ

け
で

す
よ

ね
。

金
具

を
倉

庫
と

、
そ

れ
か

ら
地

盤
の

ほ
う

に
コ

ン
ク

リ
ー

ト
の

基
礎

を
打

っ
て

、
そ

こ
を

ビ
ス

か
な

ん
か

で
と

め
て

い
る

と
い

う
こ

と
で

す
ね

。
こ

れ
は

も
う

あ
く

ま
で

も
補

修
工

事
で

は
な

い

と
。

軽
易

工
事

の
規

定
に

よ
る

原
形

復
旧

で
は

な
い

と
。

ど
こ

が
一

体
原

形
復

旧
な

ん
だ

と
い

う
こ

と
で

す
ね

。
 

 
そ

れ
と

、
明

ら
か

に
１

号
証

－
２

の
仕

様
書

の
中

に
、

倉
庫

を
新

設
し

た
と

、
倉

庫
の

新
設

も
仕

様
書

に
入

っ
て

い
る

わ
け

で
す

よ
ね

。
こ

れ
は

明
ら

か
に

も
う

ア
ウ

ト
で

す
よ

ね
。

新
設

工
事

と
い

う
の

が
明

確
に

仕
様

書
に

書
い

て
あ

り
ま

す
の

で
、

教
育

環
境

整
備

推
進

室
の

ほ
う

で
発

注
し

た
内

容
に

倉
庫

の
新

設
工

事
と

い
う

の
が

あ
り

ま
す

。
甲

１
号

証
－

２
の

見
積

も
り

依
頼

の
仕

様
書

の
と

こ
ろ

で
す

ね
。

こ
れ

は
も

う
明

ら
か

に
競

争
入

札
に

付
さ

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

。
新

設
で

す
の

で
、

仮
に

こ
の

金
額

が
１

円
で

も
1
0
円

で
も

1
0
0
円

で
も

、
こ

れ
は

競
争

入
札

に
か

け
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
工

事
案

件
で

あ
り

ま
す

の

で
、

こ
れ

も
軽

易
工

事
規

定
の

違
反

に
当

た
る

と
い

う
こ

と
で

す
。

 

 
以

上
で

あ
り

ま
す

。
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ウ

 
工

事
の

施
行

前
に

、
２

者
以

上
の

見
積

書
を

聴
取

し
た

こ
と

を
証

す
る

書
類

は
な

い
こ

と
 

 
(
2
)
宮

前
平

小
学

校
 
床

工
事

及
び

壁
・

天
井

に
つ

い
て

 

 
ア

 
上

記
の

２
件

の
工

事
は

、
文

書
上

は
、

そ
れ

ぞ
れ

平
成

3
0
年

1
0
月

2
3
日

契
約

、
平

成
3
1
年

１

月
1
0
日

契
約

と
な

っ
て

い
る

が
、

実
際

の
工

事
は

平
成

3
0
年

度
の

夏
休

み
に

１
件

の
工

事
と

し
て

実
施

さ
れ

て
お

り
、

契
約

手
続

き
前

に
工

事
を

依
頼

し
、

実
施

し
て

い
る

こ
と

 

 
イ

 
１

件
の

工
事

と
し

て
実

施
し

た
工

事
に

つ
い

て
、

工
事

実
施

後
に

、
２

件
の

工
事

で
実

施
し

た
と

す
る

内
容

で
、

必
要

な
文

書
を

作
成

し
た

こ
と

 

 
ウ

 
工

事
の

施
行

前
に

、
２

者
以

上
の

見
積

書
を

徴
取

し
た

こ
と

を
証

す
る

書
類

は
な

い
こ

と
 

 
以

上
の

点
に

つ
い

て
は

、
今

後
詳

細
な

調
査

を
行

い
、

そ
の

結
果

に
つ

い
て

必
要

な
対

応
を

取
っ

て
ま

い
り

ま
す

。
 

 
１

枚
め

く
り

ま
し

て
、

３
 

川
崎

市
職

員
措

置
請

求
書

記
載

事
項

に
対

す
る

本
市

の
見

解
 

 
(
1
)
「

１
(
2
)
違

法
性

」
に

つ
い

て
は

、
４

段
落

目
ま

で
は

認
め

、
５

段
落

目
は

一
部

認
め

ま
す

。
上

記

２
で

述
べ

て
い

る
と

お
り

、
５

件
の

工
事

の
う

ち
緊

結
工

事
、

親
時

計
工

事
、

時
計

工
事

の
３

件
に

お
い

て
は

、
施

行
令

第
1
6
7

条
の

２
第

１
項

第
１

号
及

び
契

約
規

則
第

2
4

条
の

２
第

１
項

第
１

号
に

お
い

て
、

予
定

価
格

が
2
5
0
万

円
以

下
で

あ
る

工
事

契
約

は
随

意
契

約
に

よ
る

こ
と

が
で

き
る

と
規

定
さ

れ
て

お
り

、
軽

易
工

事
で

執
行

し
て

い
る

こ
と

に
違

法
性

は
あ

り
ま

せ
ん

。
 

 
(
2
)
「

１
(
4
)
川

崎
市

が
被

っ
た

損
害

の
補

 
」

に
つ

い
て

は
否

認
し

ま
す

。
２

及
び

(
1
)
で

述
べ

て
い

る
と

お
り

、
３

件
の

工
事

は
軽

易
工

事
に

該
当

す
る

案
件

で
あ

り
、

そ
の

契
約

を
随

意
契

約
（

見
積

合
わ

せ
）

に
よ

り
執

行
す

る
こ

と
に

違
法

性
は

な
い

こ
と

か
ら

、
補

 
す

べ
き

損
害

は
な

い
と

考
え

ま
す

。
ま

た
、

床
工

事
、

壁
・

天
井

工
事

の
２

件
の

工
事

に
係

る
市

の
損

害
に

つ
い

て
は

了
知

し
て

い
ま

せ
ん

。
 

 
４

 
川

崎
市

職
員

措
置

請
求

書
（

補
充

書
）

記
載

事
項

に
対

す
る

本
市

の
見

解
 

 
(
1
)
「

１
違

法
性

に
つ

い
て

」
の

５
段

落
目

ま
で

は
上

記
３

(
1
)
で

述
べ

て
い

る
と

お
り

で
、

６
段

目

は
、

済
み

ま
せ

ん
、

こ
れ

も
誤

字
脱

字
で

す
。

６
段

落
目

は
一

部
否

認
し

ま
す

。
上

記
２

及
び

３
(
1
)
で

述
べ

て
い

る
と

お
り

、
緊

結
工

事
、

親
時

計
工

事
、

子
時

計
工

事
に

つ
い

て
は

、
そ

れ
ぞ

れ
別

の
工

事
で

あ
り

、
１

件
当

た
り

の
工

事
費

が
2
5
0
万

円
以

下
で

あ
っ

た
こ

と
か

ら
、

軽
易

工
事

で
執

行
し

た
こ

と
に

問
題

な
い

と
考

え
ま

す
。

 

 
(
2
)
「

２
川

崎
市

が
被

っ
た

被
害

の
補

 
」

は
、

上
記

３
(
2
)
で

述
べ

て
い

る
と

お
り

否
認

も
し

く
は

、

了
知

し
て

い
ま

せ
ん

。
 

 
５

 
結

論
 

 
以

上
か

ら
、

床
工

事
、

壁
・

天
井

工
事

の
２

件
の

工
事

を
除

き
、

違
法

ま
た

は
不

当
と

の
評

価
を

受
け

る
も

の
で

は
な

い
と

考
え

ま
す

。
 

 
な

お
、

床
工

事
、

壁
・

天
井

工
事

に
つ

い
て

は
、

今
後

２
に

述
べ

た
詳

細
な

調
査

に
よ

り
原

因
究

明
、

適
切

な
執

行
方

法
や

再
発

防
止

策
に

つ
い

て
あ

ら
ゆ

る
視

点
か

ら
検

討
を

行
い

、
そ

の
事

務
執

行
に

つ
い

て
は

、
関

係
職

員
に

周
知

徹
底

し
て

ま
い

り
ま

す
。

 

 
以

上
で

ご
ざ

い
ま

す
。

 

指
名

競
争

入
札

、
随

意
契

約
又

は
せ

り
売

り
の

方
法

に
よ

り
締

結
す

る
も

の
と

す
る

。
」

と
規

定
さ

れ
、

ま
た

、
同

条
第

２
項

で
は

「
前

項
の

指
名

競
争

入
札

、
随

意
契

約
又

は
せ

り
売

り
は

、
政

令
で

定
め

る
場

合
に

該
当

す
る

と
き

に
限

り
、

こ
れ

に
よ

る
こ

と
が

で
き

る
。
」

と
規

定
さ

れ
て

い
ま

す
。
「

普
通

地
方

公

共
団

体
の

行
う

契
約

事
務

の
執

行
は

、
公

正
を

持
っ

て
第

一
義

と
し

て
、

機
会

均
等

の
理

念
に

最
も

適
合

し
、

か
つ

経
済

性
を

確
保

し
う

る
と

い
う

観
点

か
ら

、
一

般
競

争
入

札
の

方
式

を
も

っ
て

、
普

通
地

方
公

共
団

体
が

締
結

す
る

契
約

方
法

の
原

則
と

す
べ

き
こ

と
は

当
然

」
で

す
が

、
一

方
で

「
一

般
競

争
入

札
に

よ
る

契
約

方
式

は
、

指
名

競
争

入
札

や
随

意
契

約
に

よ
る

場
合

に
比

較
し

て
手

続
き

が
煩

瑣
」

で
あ

り
、

ま
た

、
「

広
く

だ
れ

で
も

入
札

に
参

加
し

う
る

と
い

う
と

こ
ろ

か
ら

、
資

力
、

信
用

等
の

あ
る

者
が

果
た

し
て

落
札

者
と

な
る

か
ど

う
か

、
ま

た
そ

の
者

が
確

実
に

契
約

を
履

行
す

る
こ

と
が

果
た

し
て

期
待

で
き

る
か

ど
う

を
的

確
に

把
握

す
る

こ
と

が
で

き
な

い
た

め
に

、
か

え
っ

て
普

通
地

方
公

共
団

体
が

損
失

を
招

く
恐

れ
が

あ
る

場
合

が
あ

る
」

こ
と

か
ら

、
例

外
的

に
「

手
続

き
が

簡
略

」
で

あ
り

、
「

資
力

、
信

用
、

技
術

、
経

験
等

相
手

方
の

能
力

を
熟

知
の

う
え

選
定

で
き

る
」

契
約

方
法

に
つ

い
て

も
認

め
て

い
る

も
の

で
す

。
 

 
こ

れ
を

受
け

、
地

方
自

治
法

施
行

令
（

以
下

「
施

行
令

」
と

い
う

。
）

第
1
6
7

条
の

２
第

１
項

第
１

号

及
び

川
崎

市
契

約
規

則
（

以
下

「
契

約
規

則
」

と
い

う
。
）

第
2
4
条

の
２

第
１

項
第

１
号

で
は

、
予

定
価

格
が

2
5
0
万

円
以

下
の

工
事

請
負

契
約

に
つ

い
て

は
、

随
意

契
約

に
よ

る
こ

と
が

で
き

る
と

規
定

し
て

い

ま
す

。
「

金
額

の
少

額
な

契
約

に
つ

い
て

ま
で

競
争

入
札

で
行

う
こ

と
は

、
事

務
量

が
い

た
ず

ら
に

増
大

し
、

能
率

的
な

行
政

運
営

を
阻

害
す

る
こ

と
か

ら
、

契
約

の
種

類
に

応
じ

た
一

定
金

額
以

下
の

も
の

に
つ

い
て

は
、

一
律

随
意

契
約

（
以

下
「

少
額

随
契

」
と

い
う

。
）

に
よ

る
こ

と
が

で
き

る
こ

と
と

さ
れ

て
い

る
」

も
の

で
す

。
 

 
以

上
を

踏
ま

え
る

と
、

富
士

見
台

小
学

校
の

親
時

計
工

事
と

子
時

計
工

事
に

つ
い

て
は

、
当

初
は

、
親

時
計

の
み

工
事

を
行

え
ば

子
時

計
が

作
動

す
る

と
見

込
ん

で
い

ま
し

た
が

、
結

果
と

し
て

子
時

計
に

も
不

具
合

が
あ

る
こ

と
が

判
明

し
た

こ
と

を
踏

ま
え

て
実

施
し

た
工

事
で

あ
り

、
執

行
額

が
そ

れ
ぞ

れ
2
5
0
万

円
以

下
で

あ
る

こ
と

か
ら

、
そ

れ
ぞ

れ
を

１
件

の
軽

易
工

事
と

し
て

随
意

契
約

に
よ

り
執

行
す

る
こ

と
は

問
題

な
い

と
考

え
ま

す
。

 

 
ま

た
、

宮
前

平
小

学
校

の
床

工
事

に
つ

い
て

は
、

緊
結

工
事

と
ほ

ぼ
同

時
期

に
契

約
し

て
い

ま
す

が
、

１
(
1
)
①

②
に

記
載

し
た

と
お

り
、

同
一

敷
地

内
で

同
業

種
（

建
築

）
の

工
事

で
は

あ
る

も
の

の
工

事
内

容
は

異
な

っ
て

い
る

こ
と

か
ら

、
そ

れ
ぞ

れ
を

別
の

軽
易

工
事

と
し

て
、

随
意

契
約

に
よ

り
執

行
す

る
こ

と
は

問
題

な
い

と
考

え
ま

す
。

 

 
な

お
、

宮
前

平
小

学
校

の
緊

結
工

事
、

床
工

事
及

び
壁

・
天

井
工

事
に

つ
い

て
は

、
調

査
の

結
果

、
次

の
事

項
が

確
認

さ
れ

ま
し

た
の

で
、

併
せ

て
述

べ
さ

せ
て

い
た

だ
き

ま
す

。
 

 
(
1
)
宮

前
平

小
学

校
 
緊

結
工

事
に

つ
い

て
 

 
ア

 
文

書
上

は
、

平
成

3
0
年

1
0
月

2
2
日

契
約

と
な

っ
て

い
る

が
、

実
際

の
工

事
は

平
成

3
0
年

度
の

夏
休

み
に

実
施

さ
れ

て
お

り
、

契
約

手
続

き
前

に
工

事
を

依
頼

し
、

実
施

し
て

い
る

こ
と

 

 
イ

 
工

事
実

施
後

に
、

必
要

な
文

書
を

作
成

し
た

こ
と
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第
2
3
条
 
局
長
が
歳
出
予
算
を
執
行
す
る
と
き
は
、
あ
ら
か
じ
め
予
算
執
行
伺
（
以
下
「
執
行
伺
」
と
い
う
。
）
を
作

成
し
、
市
長
の
決
裁
を
受
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
た
だ
し
、
次
に
掲
げ
る
も
の
に
つ
い
て
は
、
執
行
伺
の
作
成
を

省
略
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
 

５
 
川
崎
市
軽
易
工
事
契
約
事
務
取
扱
規
程

（
昭
和

4
9
年
訓
令
第
８
号
）
 
※
本
件
各
工
事
契
約
締
結
当
時
の
も
の

（
趣
旨
）
 

第
１
条
 
こ
の
規
程
は
、
法
令
そ
の
他
別
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
軽
易
工
事
に
つ
い
て
契
約
事
務
を
分
掌
す
る
こ
と

に
よ
っ
て
、
契
約
事
務
を
迅
速
か
つ
適
確
に
執
行
す
る
た
め
、
そ
の
取
扱
手
続
を
定
め
る
も
の
と
す
る
。
 

（
定
義
）
 

第
２
条
 
こ
の
規
程
に
お
い
て
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
用
語
の
意
義
は
、
当
該
各
号
に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
。
 

(
１
)
 
予
算
執
行
部
局
の
長
 
川
崎
市
予
算
及
び
決
算
規
則
（
平
成
７
年
川
崎
市
規
則
第

10
号
）
第
２
条
第
２
号
に

定
め
る
局
の
長
を
い
う
。
 

(
２
)
 
工
事
執
行
部
局
の
長
 
川
崎
市
請
負
工
事
監
督
規
程
（
昭
和

4
3
年
訓
令
第
４
号
）
第
２
条
第
２
号
に
定
め
る

工
事
担
当
部
局
長
を
い
う
。
 

(
３
)
 
軽
易
工
事
 
予
算
科
目
が
工
事
請
負
費
又
は
需
用
費
に
該
当
し
、
１
件

2
,
5
0
0,
00
0
円
（
需
用
費
中

1
00
,
0
00

円
以
下
の
も
の
を
除
く
。
）
以
下
の
建
物
等
の
小
破
修
繕
等
に
類
す
る
も
の
で
別
表
で
定
め
る
原
形
復
旧
工
事
を
い

う
。
 

（
工
事
見
積
書
の
徴
取
等
）
 

第
３
条
 
予
算
執
行
部
局
の
長
は
、
軽
易
工
事
の
必
要
が
生
じ
た
と
き
は
、
第
７
条
に
規
定
す
る
業
者
か
ら
適
格
者
を

選
定
し
て
工
事
見
積
書
を
提
出
さ
せ
る
も
の
と
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
な
る
べ
く
２
名
以
上
の
業
者
を
選
定

し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

２
 
予
算
執
行
部
局
の
長
は
、
川
崎
市
予
算
及
び
決
算
規
則
第

2
3
条
第
１
項
に
規
定
す
る
予
算
執
行
伺
（
以
下
「
予

算
執
行
伺
」
と
い
う
。
）
に
前
項
の
工
事
見
積
書
を
添
付
の
上
、
工
事
執
行
部
局
の
長
の
工
事
費
等
の
審
査
を
受
け

る
も
の
と
す
る
。
た
だ
し
、
当
該
工
事
費
等
の
審
査
を
す
る
こ
と
が
で
き
る
技
術
職
員
が
い
る
予
算
執
行
部
局
に
あ

っ
て
は
、
当
該
予
算
執
行
部
局
に
お
い
て
審
査
を
行
う
も
の
と
す
る
。
 

３
 
前
項
本
文
の
規
定
に
よ
る
審
査
は
、
予
算
執
行
伺
へ
の
合
議
を
も
っ
て
行
う
も
の
と
す
る
。
 

（
工
事
執
行
部
局
の
長
の
承
認
）
 

第
４
条
 
工
事
執
行
部
局
の
長
は
、
工
事
費
等
の
審
査
を
行
う
も
の
と
し
、
当
該
工
事
費
等
に
異
議
の
な
い
と
き
は
、

合
議
を
受
け
た
予
算
執
行
伺
の
承
認
を
行
う
も
の
と
す
る
。
 

（
随
意
契
約
の
締
結
等
）
 

第
５
条
 
予
算
執
行
部
局
の
長
は
、
前
条
に
規
定
す
る
承
認
を
受
け
た
工
事
費
又
は
第
３
条
第
２
項
た
だ
し
書
の
規
定

に
よ

る
工

事
費

等
の

審
査

に
基

づ
く

工
事
費

の
範

囲
内

で
最

低
の

価
格
を

も
っ

て
見

積
り

し
た

者
を
随

意
契

約
の

相
手
方
と
し
て
決
定
す
る
も
の
と
す
る
。
 

２
 
前
項
の
規
定
に
よ
り
随
意
契
約
の
相
手
方
を
決
定
し
た
と
き
は
、
請
書
（
川
崎
市
契
約
規
則
（
昭
和

39
年
川
崎

市
規
則
第

28
号
）
第
８
号
様
式
）
を
提
出
さ
せ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

（
監
督
及
び
検
査
）
 

第
６
条
 
予
算
執
行
部
局
の
長
は
、
契
約
の
適
正
な
履
行
を
確
保
す
る
た
め
、
職
員
の
う
ち
か
ら
監
督
員
及
び
検
査
員

を
命
じ
、
工
事
の
監
督
及
び
検
査
を
そ
れ
ら
の
者
に
行
わ
せ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

２
 
前
項
の
検
査
は
、
請
負
業
者
か
ら
軽
易
工
事
完
成
届
（
別
記
様
式
）
を
提
出
さ
せ
た
後
に
行
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
。
 

軽
易

工
事

（
随

意
契

約
）

に
係

る
法

令
等

（
本

件
措
置

請
求
に

関
連

す
る

部
分

の
み

）
 

１
 

地
方

自
治

法
（

昭
和

22
年

法
律
第

67
号
）
 

（
契

約
の

締
結

）
 

第
2
3
4
条

 
売

買
、
貸

借
、
請

負
そ
の

他
の

契
約

は
、
一
般

競
争
入

札
、
指

名
競

争
入
札

、
随

意
契

約
又

は
せ

り
売
り

の
方

法
に

よ
り

締
結

す
る

も
の

と
す
る

。
 

２
 

前
項

の
指

名
競

争
入

札
、
随
意

契
約

又
は

せ
り

売
り
は

、
政

令
で

定
め

る
場

合
に
該

当
す
る

と
き

に
限

り
、
こ
れ

に
よ

る
こ

と
が

で
き

る
。
 

２
 

地
方

自
治

法
施

行
令

（
昭

和
22

年
政

令
第

1
6
号

）
 

（
随

意
契

約
）
 

第
1
6
7
条
の

２
 

地
方

自
治
法

第
2
3
4
条

第
２

項
の

規
定
に

よ
り
随

意
契

約
に

よ
る

こ
と

が
で

き
る
場

合
は

、
次

に

掲
げ

る
場

合
と

す
る

。
 

 
１

 
売

買
、
貸

借
、
請
負
そ

の
他
の

契
約

で
そ

の
予

定
価

格
（

貸
借

の
契

約
に

あ
つ
て

は
、
予

定
賃
貸

借
料

の
年
額

又
は

総
額
）
が
別

表
第

五
上

欄
に

掲
げ
る

契
約

の
種

類
に

応
じ

同
表
下

欄
に

定
め

る
額

の
範

囲
内
に

お
い

て
普
通

地
方

公
共

団
体

の
規

則
で

定
め

る
額
を

超
え

な
い

も
の

を
す

る
と
き

。
 

別
表

第
５

（
第

16
7
条
の

２
関

係
）
 

１
 

工
事

又
は

製
造

の
請

負
 

都
道
府

県
及

び
指

定
都

市
 

2
5
0
万

円
 

３
 

川
崎

市
契

約
規

則
（

昭
和

3
9
年

規
則

第
2
8
号
）
 

（
予

定
価

格
の

作
成

等
）

 

第
1
3
条

 
市

長
は

、
競
争

入
札

に
付
す

る
事

項
の

価
格

に
つ

い
て
は

、
当

該
事

項
に

関
す

る
仕
様

書
、
設
計

書
等
に
よ

っ
て

予
定

価
格

を
決

定
し

、
そ

の
予
定

価
格

を
記

載
し

た
書

面
を
封

書
し

、
開

札
の

際
こ

れ
を

開
札
場

所
に

置
か

な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

 

（
予

定
価

格
の

決
定

方
法

）
 

第
1
4
条

 
予

定
価

格
は

、
競
争

入
札
に

付
す

る
事

項
の

価
格

の
総
額

に
つ

い
て

定
め

な
け

れ
ば
な

ら
な

い
。
た
だ
し
、

一
定

期
間

継
続

し
て

す
る

製
造

、
修
理

、
加
工

、
売
買

、
供

給
、
使

用
等
の

契
約

の
場
合

に
お
い

て
は

、
単
価

に
つ

い
て

そ
の

予
定

価
格

を
定

め
る

こ
と
が

で
き

る
。
 

２
 

予
定

価
格

は
、
契

約
の

目
的

と
な
る

物
件

又
は

役
務

に
つ

い
て
取

引
の

実
例

価
格
、
需
給

の
状
況
、
履
行

の
難

易
、

数
量

の
多

寡
、

履
行

期
間

の
長

短
等
を

考
慮

し
て

適
正

に
定

め
る
も

の
と

す
る

。
 

（
随

意
契

約
に

よ
る

こ
と

が
で

き
る
場

合
の

限
度

額
）
 

第
2
4
条

の
２

 
令
第

1
67

条
の

２
第
１

項
第

１
号

の
規

定
に

よ
り
随

意
契

約
に

よ
る

こ
と

が
で
き

る
場

合
の

額
は
、

次
の

各
号

に
掲

げ
る

契
約

の
種

類
に
応

じ
、

当
該

各
号

に
定

め
る
額

の
範

囲
内

と
す

る
。

 

 
(
１

) 
工
事

又
は

製
造

の
請

負
 
2
,
5
00
,
0
00

円
 

（
予

定
価

格
の

決
定

）
 

第
25

条
 

市
長

は
、

随
意

契
約

を
し
よ
う
と
す
る
と
き

は
、

あ
ら
か

じ
め
第

13
条
第

１
項

及
び
第

1
4
条

の
規

定
に

準
じ

て
予

定
価

格
を

定
め

る
も

の
と
す

る
。
 

４
 

川
崎

市
予

算
及

び
決

算
規

則
（
平

成
７

年
規

則
第

10
号

）
 

（
予

算
執

行
伺

）
 

別
紙

７
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起案日 決裁日 施行日 工期 完成年月日 検査日
他２者への
見積依頼日

左記の
見積徴取日

宮前平小学校
物置緊結ほか
補修工事

H30.10.16 H30.10.22 H30.10.22 H30.10.22 H31.1.31 H30.12.27 H30.12.27
不明

(Ａ社)

Ｂ社：
不明

Ｃ社：
H30.9.19

Ｂ社：
H30.8.8

Ｃ社：
H30.9.19

又は20

H30.7.27
（Ａ社）

H30.8.6
～

H30.8.20

宮前平小学校
給食室床ほか
補修工事

H30.10.11 H30.10.19 H30.10.23 H30.10.23 H30.11.30 H30.11.9 H30.11.9
H30.4.6
(Ａ社)

Ｂ社：
不明

Ｄ社：
H30.10.11

Ｂ社：
H30.10.15

Ｄ社：
H30.10.12

宮前平小学校
給食室壁天井塗装
補修工事

H30.12.27 H31.1.9 H31.1.10 H31.1.10 H31.3.31 H31.1.30 H31.1.30
H30.4.6
(Ａ社)

Ｂ社：
不明

Ｄ社：
H30.12.27

Ｂ社：
H30.12.27

Ｄ社：
H30.12.28

富士見台小学校
親時計設備
補修工事

H30.10.10 H30.10.19 H30.10.23 H30.10.23 H30.11.30 H30.11.9 H30.11.9
不明

(Ｅ社)

Ｆ社：
H30.10.10

Ｇ社：
H30.10.10

Ｆ社：
H30.10.11

Ｇ社：
H30.10.15

H30.9.5
（Ｅ社）

H30.9.13

富士見台小学校
子時計設備
補修工事

H30.11.16 H30.11.22 H30.12. 6 H30.12. 6 H30.12.31 H30.12.31 H30.12.31
不明

(Ｅ社)

Ｆ社：
H30.11.16

Ｈ社：
H30.11.16

Ｆ社：
H30.11.19

Ｈ社：
H30.11.19

H30.10.25
（Ｅ社）

H30.12.12
～

H30.12.26
/

H31.1.18

(※1)「実際の日付」は、教育委員会事務局が調査（業者からの聞き取り等）を行い明らかにしたものである。
(※2)「工事受注日」について、本文中は「発注日」としている。

工事期間

H30.6.7
（Ａ社）

H30.7.26
～

H30.8.22

本件各工事に係る事務手続等

書類上の日付 実際の日付 (※1)

３者への
見積依頼日

予算執行伺 軽易工事完成届
下見積り
徴取日

見積り合わせ
工事受注日

(※2)

別
紙
８

（
業
者
の
選
定
）
 

第
７
条
 
予
算
執
行
部
局
の
長
が
第
３
条
に
お
い
て
選
定
す
べ
き
業
者
は
、
次
の
要
件
に
該
当
す
る
も
の
で
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
。
た
だ
し
、
工
事
の
性
質
上
こ
れ
に
よ
り
が
た
い
場
合
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。
 

(
１
)
 
本
市
の
工
事
請
負
に
係
る
有
資
格
業
者
名
簿
に
登
録
さ
れ
て
い
る
こ
と
。
 

(
２
)
 
工
事
の
履
行
場
所
の
近
く
に
事
務
所
を
有
す
る
こ
と
。
 

(
３
)
 
本
市
工
事
の
経
験
が
あ
り
、
か
つ
、
誠
意
が
あ
る
も
の
 

（
執
行
状
況
の
報
告
等
）
 

第
８
条
 
予
算
執
行
部
局
の
長
は
、
軽
易
工
事
の
執
行
結
果
を
四
半
期
ご
と
に
取
り
ま
と
め
、
財
政
局
長
に
報
告
し
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

２
 
財
政
局
長
は
、
前
項
に
よ
り
報
告
を
受
け
た
執
行
の
状
況
が
業
者
選
定
等
に
つ
い
て
適
当
で
な
い
と
認
め
た
と
き

は
、
予
算
執
行
部
局
の
長
に
対
し
そ
の
改
善
を
要
求
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
 

別
表

工
事
の
種
類

内
容

建
築

扉
(と

び
ら

)、
雨
樋

(ど
い

)、
日
除

(よ
け

)、
壁
張
り
、
塗
装
、
畳
、
案
内
板
、
目
か
く
し
、
カ

ー
テ
ン
、
建
具
、
ブ
ラ
イ
ン
ド
、
シ
ャ
ッ
タ
ー
、
す
の
こ
、
庇

(ひ
さ
し

)、
看
板
、
塀

(へ
い

)、
流
し
、
棚

(た
な

)、
屋
根
葺

(ふ
き

)替
え
、
手
摺

(す
り

)、
網
戸
、
間
仕
切
、
タ
イ
ル
、
ス
レ
ー

ト
、
モ
ル
タ
ル
、
窓
枠
、
飾
り
石
、
下
屋
、
床
、
天
井
、
壁
等
に
関
す
る
工
事

設
備

電
灯
、
ボ
イ
ラ
ー
、
ポ
ン
プ
、
配
水
、
水
飲
み
場
、
便
器
、
フ
ラ
ッ
シ
ュ
バ
ル
ブ
、
換
気
扇
、

浴
槽

(そ
う

)、
高
架
水
槽

(そ
う

)、
電
気
器
具
取
替
え
、
水
道
き
裂
破
損
、
放
送
機
器
、
受
配

電
器
具
、
排
水
つ
ま
り
、
築
炉
、
浄
化
槽

(そ
う

)等
に
関
す
る
工
事

土
木

防
護
柵

( さ
く

) 、
反
射
鏡
、
側
溝
、
道
路
照
明
、
道
路
標
示
、
路
面
の
部
分
的
補
修
等
に
関
す

る
工
事

造
園

植
栽
等
に
関
す
る
工
事

下
水

人
孔
補
修
、
人
孔
嵩

( か
さ

) 上
、
下
水
管
の
部
分
的
補
修
、
下
水
管
の
ご
み
上
げ
、
防
護
柵

( さ
く

) 等
に
関
す
る
工
事
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人 事 委 員 会 規 則

　川崎市会計年度任用職員の給料の支給等に関する規則

をここに公布する。

　　令和元年12月26日

 川崎市人事委員会　　　　　

 委員長　魚　津　利　興　　

川崎市人事委員会規則第７号

　　　川崎市会計年度任用職員の給料の支給等に

　　　関する規則

　（目的）

第 １条　この規則は、別に定めるものを除くほか、川崎

市会計年度任用職員の給与等に関する条例（令和元年

川崎市条例第１号。以下「条例」という。）に基づき、

会計年度任用職員の給料の支給等に関し必要な事項を

定めることを目的とする。

　（給料及び基本報酬の支給方法）

第 ２条　条例第４条第２項本文に規定するパートタイム

会計年度任用職員（日額又は時間額で給料又は基本報

酬を定める者に限る。）の給料及び基本報酬の支給日

は、川崎市職員の給与に関する条例（昭和32年川崎市

条例第29号。以下「給与条例」という。）の適用を受

ける職員の例による。

２ 　条例第４条第２項ただし書に規定するパートタイム

会計年度任用職員（日額又は時間額で給料又は基本報

酬を定める者に限る。）の給料及び基本報酬の支給方

法は、勤務日ごとに計算した額を当該勤務日に支給す

る方法その他任命権者が別に定める支給方法とするこ

とができる。

　（初任給調整手当及びこれに相当する報酬）

第 ３条　条例第５条第１項に規定する職は、任命権者が

定める。

２ 　条例第５条第１項に規定する額は、フルタイム会計

年度任用職員にあっては月額で、パートタイム会計年

度任用職員にあっては月額、日額又は時間額で任命権

者が定める。

３ 　初任給調整手当（パートタイム会計年度任用職員

（技能業務職員を除く。）にあっては、これに相当す

る報酬をいう。以下同じ。）を支給される会計年度任

用職員の範囲は、任命権者が定める。

４ 　初任給調整手当の支給期間は、給与条例の適用を受

ける職員の例による。

５ 　初任給調整手当の支給方法その他初任給調整手当の

支給に関し必要な事項は、任命権者が定める。

　（通勤手当及びこれに相当する報酬）

第 ４条　条例第７条第１項に規定する人事委員会規則で

定めるパートタイム会計年度任用職員は、平均１箇月

当たりの通勤所要回数が10回に満たない者とし、同項

に規定する人事委員会規則で定める通勤手当の額は、

給与条例第７条の２の規定による額（同条第２項第２

号に定める額にあっては、その額に100分の50を乗じ

て得た額を減じた額とする。）とする。

２ 　条例第７条第３項に規定する人事委員会規則で定め

るパートタイム会計年度任用職員は、次の各号に掲げ

る者とし、同項に規定する人事委員会規則で定める通

勤手当の額は、支給単位期間を１日とし、支給単位期

間につき、次の各号に掲げる会計年度任用職員の区分

に応じ、当該各号に定める額とする。

　⑴ 　給与条例第７条の２第１項第１号に掲げる職員に

相当する会計年度任用職員　運賃、時間、距離等の

事情に照らし最も経済的かつ合理的と認められる通

常の通勤の経路及び方法により算出した通勤１回分

の運賃等の額であって、最も低廉となるもの（2,500

円を超えるときは、2,500円）

　⑵ 　給与条例第７条の２第１項第２号に掲げる職員に

相当する会計年度任用職員　次に掲げる会計年度任

用職員の区分に応じ、次に定める額

　　ア 　自動車等の使用距離（以下この号において「使

用距離」という。）が片道５キロメートル未満で

ある会計年度任用職員　90円

　　イ 　使用距離が片道５キロメートル以上10キロメー

トル未満である会計年度任用職員　190円

　　ウ 　使用距離が片道10キロメートル以上15キロメー

トル未満である会計年度任用職員　322円

　　エ 　使用距離が片道15キロメートル以上20キロメー

トル未満である会計年度任用職員　454円

　　オ 　使用距離が片道20キロメートル以上25キロメー

トル未満である会計年度任用職員　586円

　　カ 　使用距離が片道25キロメートル以上30キロメー

トル未満である会計年度任用職員　718円

　　キ 　使用距離が片道30キロメートル以上35キロメー

トル未満である会計年度任用職員　850円

　　ク 　使用距離が片道35キロメートル以上40キロメー

トル未満である会計年度任用職員　981円

　　ケ 　使用距離が片道40キロメートル以上45キロメー

トル未満である会計年度任用職員　1,109円

　　コ 　使用距離が片道45キロメートル以上50キロメー

トル未満である会計年度任用職員　1,190円

　　サ 　使用距離が片道50キロメートル以上55キロメー

トル未満である会計年度任用職員　1,272円

　　シ 　使用距離が片道55キロメートル以上60キロメー

トル未満である会計年度任用職員　1,354円

　　ス 　使用距離が片道60キロメートル以上である会計

年度任用職員　1,436円
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　⑶ 　給与条例第７条の２第１項第３号に掲げる職員に

相当する会計年度任用職員　次に掲げる会計年度任

用職員の区分に応じ、次に定める額

　　ア 　給与条例第７条の２第１項第３号に掲げる職員

に相当する会計年度任用職員（交通機関等を利用

しなければ通勤することが著しく困難である会計

年度任用職員以外の会計年度任用職員であって、

その利用する交通機関等が通常徒歩によることを

例とする距離内においてのみ利用しているもので

あるものを除く。）のうち、自動車等の使用距離

が片道１キロメートル以上である会計年度任用職

員及び自動車等の使用距離が片道１キロメートル

未満であるが自動車等を使用しなければ通勤する

ことが著しく困難である会計年度任用職員　前２

号に定める額（2,500円を超えるときは、2,500円）

　　イ 　給与条例第７条の２第１項第３号に掲げる職員

に相当する会計年度任用職員のうち、通勤１回分

の運賃等の額（２以上の交通機関等を利用するも

のとして通勤手当を支給される場合にあっては、

その合計額。ウにおいて同じ。）が前号に定める

額以上である会計年度任用職員（アに掲げる会計

年度任用職員を除く。）　第１号に定める額

　　ウ 　給与条例第７条の２第１項第３号に掲げる職員

に相当する会計年度任用職員のうち、通勤１回分

の運賃等の額が前号に定める額未満である会計年

度任用職員（アに掲げる会計年度任用職員を除

く。）　前号に定める額

３ 　前項の規定にかかわらず、給与条例第７条の２第３

項に規定する職員に相当する会計年度任用職員の通勤

手当の額は、次の各号に掲げる会計年度任用職員の区

分に応じ、当該各号に定める額とする。

　⑴ 　給与条例第７条の２第１項第２号に掲げる職員に

相当する会計年度任用職員　前項第２号に定める額

に113円を加算した額

　⑵ 　給与条例第７条の２第１項第３号に掲げる職員に

相当する会計年度任用職員　前項第３号の規定中

「前２号に定める額」とあるのは「第１号に定める

額及び前号に定める額に113円を加算した額」と、

「前号に定める額」とあるのは「前号に定める額に

113円を加算した額」と読み替えて同号の規定を適

用して得た額

４ 　条例第７条第３項に規定するパートタイム会計年度

任用職員（日額又は時間額で給料又は基本報酬を定め

る者に限る。）の通勤手当は、当該パートタイム会計

年度任用職員の給料又は基本報酬の支給方法に準じて

支給する。

　（給与等の減額）

第 ５条　条例第８条に規定する「その勤務しないことに

つき任命権者の承認のあった場合」とは、年次休暇、

病気休暇及び特別休暇による場合のほか、任命権者が

勤務しないことにつき特に承認を与えた場合をいい、

この間給与は減額しない。

２ 　前項の病気休暇のうち、川崎市会計年度任用職員の

勤務時間、休暇等に関する規則（令和元年川崎市人事

委員会規則第８号。以下「会計年度任用職員勤務時間

規則」という。）別表第４に掲げる日数を超えるもの

にあっては、同項の規定にかかわらず、給与を減額し

て支給する。

３ 　第１項の特別休暇のうち、会計年度任用職員勤務時

間規則別表第５の事由欄に掲げる７から９まで、13及

び14の事由によるものにあっては、同項の規定にかか

わらず、給与を減額して支給する。

４ 　条例第８条の規定により減額すべき給与額は、給与

条例の適用を受ける職員の例により差し引くものとす

る。ただし、任命権者が特に必要と認める場合は、別

に定めるところにより差し引くものとする。

５ 　条例第８条の規定により減額すべき給与額の基礎と

なる勤務しない時間数の集計に１時間未満の端数があ

るときは30分以上は１時間とし、30分未満は切り捨て

る。

　（休日勤務手当及びこれに相当する報酬）

第 ６条　条例第10条に規定する人事委員会規則で定める

日は、任命権者が指定する休日の代休日（休日に割り

振られた勤務時間の全部について特に勤務することを

任命権者が命じた場合に、当該休日前に、当該休日に

代わる日として指定する当該休日後の勤務時間が割り

振られた日をいう。）とする。

　（勤務１時間当たりの給与額等の基礎）

第 ７条　条例第12条第１項に規定するフルタイム会計年

度任用職員の勤務１時間当たりの給与額の基礎となる

１週間の勤務時間は、給与条例の適用を受ける職員の

例による。

２ 　条例第12条第２項第１号に規定するパートタイム会

計年度任用職員（技能業務職員に限る。）の勤務１時

間当たりの給与額の基礎となる１週間の勤務時間は、

前項に規定する勤務時間に、当該パートタイム会計年

度任用職員の１週間当たりの通常の勤務時間を給与条

例の適用を受ける職員で常時勤務を要するものの１週

間当たりの通常の勤務時間で除して得た数を乗じて得

た時間とする。

３ 　条例第12条第２項第１号の規定にかかわらず、パー

トタイム会計年度任用職員（技能業務職員に限る。）

のうち１週間当たりの勤務時間が割り振られた通常の

日数が４日以下の者の勤務１時間当たりの給与額の基

礎となる特殊勤務手当の額は、従事した日１日につき

支給される給与条例第12条に規定する人事委員会規則



（第1,786号）令和２年(2020年)１月10日 川 崎 市 公 報

－172－

で定める特殊勤務手当の額に１箇月当たりの勤務時間

が割り振られた日数（23に、当該パートタイム会計年

度任用職員の１箇月当たりの勤務時間が割り振られた

通常の日数を給与条例の適用を受ける職員で常時勤務

を要するものの１箇月当たりの勤務時間が割り振られ

た通常の日数で除して得た数を乗じて得た数をいう。）

を乗じて得た額とする。

４ 　条例第12条第２項第２号に規定する特殊勤務手当の

額は、従事した日１日につき支給される給与条例第12

条に規定する人事委員会規則で定める特殊勤務手当の

額に相当する額とし、同項第３号に規定する特殊勤務

手当の額は、従事した日１日につき支給される給与条

例第12条に規定する人事委員会規則で定める特殊勤務

手当の額に相当する額を給与条例の適用を受ける職員

で常時勤務を要するものの１日当たりの通常の勤務時

間で除して得た額とする。

５ 　条例第12条第３項第１号に規定するパートタイム会

計年度任用職員（技能業務職員を除く。）の勤務１時

間当たりの給与額の基礎となる１週間の勤務時間は、

第１項に規定する勤務時間に、当該パートタイム会計

年度任用職員の１週間当たりの通常の勤務時間を給与

条例の適用を受ける職員で常時勤務を要するものの１

週間当たりの通常の勤務時間で除して得た数を乗じて

得た時間とする。

６ 　条例第12条第３項第１号に規定する特殊勤務手当に

相当する報酬の額は、従事した日１日につき支給され

る特殊勤務手当に相当する報酬の額（従事した日１日

につき支給される給与条例第12条に規定する人事委員

会規則で定める特殊勤務手当の額に相当する報酬の額

をいう。次項において同じ。）に23（パートタイム会

計年度任用職員（技能業務職員を除く。）のうち１週

間当たりの勤務時間が割り振られた通常の日数が４日

以下の者にあっては、23に、当該パートタイム会計年

度任用職員の１箇月当たりの勤務時間が割り振られた

通常の日数を給与条例の適用を受ける職員で常時勤務

を要するものの１箇月当たりの勤務時間が割り振られ

た通常の日数で除して得た数を乗じて得た数）を乗じ

て得た額とする。

７ 　条例第12条第３項第２号に規定する特殊勤務手当に

相当する報酬の額は、従事した日１日につき支給され

る給与条例第12条に規定する人事委員会規則で定める

特殊勤務手当の額に相当する報酬の額とし、同項第３

号に規定する特殊勤務手当に相当する報酬の額は、従

事した日１日につき支給される給与条例第12条に規定

する人事委員会規則で定める特殊勤務手当の額に相当

する報酬の額を給与条例の適用を受ける職員で常時勤

務を要するものの１日当たりの通常の勤務時間で除し

て得た額とする。

８ 　条例第12条に規定する給料及び基本報酬の月額は、

条例その他の規定により給与を減ぜられた場合であっ

ても、その本来受けるべき給料及び基本報酬の月額と

する。

　（定時制教育手当）

第 ８条　条例第16条に規定する人事委員会規則で定める

フルタイム会計年度任用職員は、給与条例第16条の２

第１項に規定する定時制教育手当が支給される職員に

相当する者とする。

　（義務教育等教員特別手当）

第 ９条　条例第18条第１項に規定する人事委員会規則で

定めるフルタイム会計年度任用職員は、給与条例第16

条の４第１項に規定する義務教育等教員特別手当が支

給される職員に相当する者とする。

２ 　義務教育等教員特別手当の額については、給与条例

の適用を受ける職員の例により任命権者は必要な調整

を行うことができる。

　（その他必要事項）

第 10条　この規則の実施に関し必要な事項は、人事委員

会が別に定める。

　　　附　則

　この規則は、令和２年４月１日から施行する。

　　　───────────────────

　川崎市会計年度任用職員の勤務時間、休暇等に関する

規則をここに公布する。

　　令和元年12月26日

 川崎市人事委員会

 委員長　魚　津　利　興　　

川崎市人事委員会規則第８号

　　　川崎市会計年度任用職員の勤務時間、休暇」

　　　等に関する規則

　（目的）

第 １条　この規則は、川崎市職員の勤務時間、休日、休

暇等に関する条例（昭和34年川崎市条例第30号。以下

「条例」という。）第13条の規定に基づき、会計年度

任用職員の勤務時間、休暇等に関し必要な事項を定め

ることを目的とする。

　（勤務時間、休暇等）

第 ２条　会計年度任用職員の勤務時間、休暇等は、この

規則に定めるものを除き、条例第２条の適用を受ける

職員の例による。

　（１週間の勤務時間及び割振り）

第 ３条　会計年度任用職員の１週間の勤務時間は、休憩

時間を除き38時間45分を超えない範囲内において任命

権者が定める時間とし、１日につき７時間45分を超え

ない範囲内で割り振るものとする。

　（週休日）

第 ４条　日曜日及び土曜日は週休日（勤務時間を割り振
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らない日をいう。以下同じ。）とする。

２ 　任命権者は、前項の規定にかかわらず、特別の勤務

に従事する会計年度任用職員については、52週間を超

えない範囲内で定める期間ごとに週休日及び勤務時間

の割振りについて別に定めることができる。

　（週休日の振替等）

第 ５条　任命権者は、会計年度任用職員に前条の規定に

より週休日とされた日において特に勤務することを命

ずる必要がある場合には、前２条の規定により勤務時

間が割り振られた日（以下「勤務日」という。）のう

ち期間（勤務することを命ずる必要がある日を起算日

とする４週間前の日から当該勤務することを命ずる必

要がある日を起算日とする８週間後の日までの期間を

いう。）内にある勤務日を週休日に変更して当該勤務

日に割り振られた勤務時間を当該勤務することを命ず

る必要がある日に割り振り、又は当該期間内にある勤

務日の勤務時間のうち半日勤務時間（通常の勤務日の

勤務時間の２分の１に相当する勤務時間（３時間30分

を下回らず４時間15分を超えない時間に限る。）であ

って、勤務の始業の時刻から連続し、又は終業の時刻

まで連続するものをいう。）を当該勤務日に割り振る

ことをやめて当該半日勤務時間の勤務時間を当該勤務

することを命ずる必要がある日に割り振ることができ

る。

　（休暇の種類）

第 ６条　会計年度任用職員の休暇の種類は、次に掲げる

とおりとする。

　⑴ 　年次休暇

　⑵ 　病気休暇

　⑶ 　特別休暇

　⑷ 　介護休暇

　⑸ 　介護時間

　（年次休暇）

第 ７条　会計年度任用職員は、一の休暇年度（４月１日

から翌年の３月31日までの間をいう。以下同じ。）に

つき、１週間の勤務日数（第４条第２項の規定に基づ

き任命権者が52週間を超えない範囲内で定める期間ご

とに週休日及び勤務時間の割振りについて別に定める

場合にあっては、当該期間に勤務時間が割り振られて

いる日数を当該期間の週の数で除して得た日数（その

日数が５日以上となるときは１日未満の端数を切り捨

て、５日未満となるときは１日未満の端数を四捨五入

して得た日数をいう。）。以下同じ。）及び任用期間の

月数（任用期間の初日の属する月から任用期間の末日

の属する月までの月数をいう。以下同じ。）に応じ、

別表第１に掲げる日数の年次休暇を受けることができ

る。ただし、１週間の勤務時間が30時間以上である会

計年度任用職員にあっては、その者の１週間の勤務日

数を５日とみなした場合における１週間の勤務日数及

び任用期間の月数に応じた別表第１に掲げる日数の年

次休暇を受けることができる。

２ 　前項の規定にかかわらず、一の休暇年度において次

の各号に掲げる職員（以下「各号職員」という。）で

あった者（任用期間の初日が当該休暇年度に属する者

に限る。）が引き続き会計年度任用職員に任用される

場合（人事委員会の定める場合を含む。）の年次休暇

の日数は、１週間の勤務日数及び各号職員の任用期間

（この項の規定により任用期間とみなしたものを含

む。）の初日の属する月から会計年度任用職員の任用

期間の末日の属する月までを任用期間とみなした場合

におけるその者の任用期間の月数に応じた別表第１に

掲げる日数から、各号職員の任用期間に付与された年

次休暇の日数を減じて得た日数（０日を下回るとき

は、０日）に、各号職員の任用期間の年次休暇の残日

数を加えて得た日数とする。

　⑴ 　会計年度任用職員

　⑵ 　条例第２条の適用を受ける職員

　⑶ 　川崎市公営企業職員の給与の種類及び基準に関す

る条例（昭和32年川崎市条例第32号）第２条第１項

の適用を受ける職員

　⑷ 　地方公務員法（昭和25年法律第261号）第３条第

３項第３号に掲げる職員

３ 　前２項の規定にかかわらず、前休暇年度に各号職員

であった者（任用期間が継続する者に限る。）が引き

続き会計年度任用職員に任用される場合（人事委員会

の定める場合を含む。）の年次休暇の日数は、１週間

の勤務日数及び通算する任用期間の年数（継続する各

号職員の任用期間の属する最初の休暇年度から当該休

暇年度までの年数をいう。）に応じた別表第２に掲げ

る日数から、直前の各号職員の任用期間（当該休暇年

度のものに限る。）に付与された年次休暇の日数（前

休暇年度の年次休暇の残日数に相当するものを除く。）

を減じて得た日数（０日を下回るときは、０日）に、

直前の各号職員の任用期間に付与された年次休暇の日

数の残日数（前々休暇年度の４月２日以降に付与され

た年次休暇の残日数に相当するものに限る。）を加え

て得た日数とする。

４ 　前３項の規定を適用して得た年次休暇の日数が労働

基準法（昭和22年法律第49号）第39条の規定より付与

すべきものとされている日数を下回る場合には、同条

の規定により付与すべきものとされている日数とする。

５ 　年次休暇は、１日又は１時間を単位として受けるこ

とができる。ただし、任命権者が別に定める場合にあ

っては、半日を単位として受けることができる。１時

間単位の年次休暇は、１日の勤務時間（１時間未満の

端数がある場合は、これを１時間に切り上げた時間と
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する。）をもって１日の年次休暇とする。

６ 　一の休暇年度において、受けることができる１時間

単位の年次休暇は、５日を超えない範囲内とする。

７ 　年次休暇は、有給とする。

　（年次休暇の請求等）

第 ８条　年次休暇は、会計年度任用職員の請求に基づき

与えるものとする。ただし、任命権者は、業務に支障

があると認めるときは、他の時期に与えることができ

る。

２ 　年次休暇を請求しようとする者は、あらかじめ任命

権者に届け出なければならない。

３ 　会計年度任用職員は、病気、災害その他やむを得な

い事情により、前項の規定によることができなかった

場合には、その勤務しなかった日から週休日、休日、

代休日及び代休時間（以下「週休日等」という。）を

除いて３日以内に、その事由を付して任命権者に届け

出なければならない。ただし、任命権者は、この期間

内に届け出ることができない事由があったと認めると

きは、その期間の経過した後において提出された届出

を受理することができる。

　（年次休暇の時期の定め）

第 ９条　前条の規定にかかわらず、任命権者は、一の休

暇年度における年次休暇（第７条の規定による年次休

暇の日数が10日以上である会計年度任用職員に係るも

のに限る。以下この条において同じ。）の日数のうち

５日については、当該休暇年度に、会計年度任用職員

ごとにその時期を１日又は半日単位で定めることによ

り与えなければならない。

２ 　前項の規定にかかわらず、任命権者は、休暇年度の

中途に年次休暇を受けることができることとなった会

計年度任用職員であって翌休暇年度に第７条第３項の

規定による年次休暇を受けることとなるものにあって

は、年次休暇を受けることができることとなった日の

属する月を始期として、翌休暇年度の３月を終期とす

る期間の月数を12で除した数に５を乗じた年次休暇の

日数について、当該期間中にその時期を１日又は半日

単位で定めることにより与えることができる。

３ 　前２項の規定にかかわらず、前条の規定により１日

又は半日単位で与えられた年次休暇の日数分について

は、任命権者は、時期を定めることにより与えること

を要しない。

４ 　任命権者は、前３項の規定により会計年度任用職員

に年次休暇を時期を定めることにより与えるに当たっ

ては、あらかじめ、その旨を当該会計年度任用職員に

明らかにした上で、その時期について当該会計年度任

用職員の意見を聴き、当該意見を尊重しなければなら

ない。

　

（病気休暇）

第 10条　会計年度任用職員は、別表第３に定めるとおり

病気休暇を受けることができる。

２ 　病気休暇（別表第４に掲げる日数の範囲内で受ける

ものに限る。）は、有給とする。

３ 　病気休暇（前項に規定するものを除く。）について

は、川崎市会計年度任用職員の給料の支給等に関する

規則（令和元年川崎市人事委員会規則第７号）第５条

第１項の規定にかかわらず、その勤務しない１時間に

つき、川崎市会計年度任用職員の給与等に関する条例

（令和元年川崎市条例第１号）第８条後段の規定によ

り読み替えられた同条例第12条の規定により算出され

た勤務１時間当たりの給与額を減額するものとする。

　（特別休暇）

第 11条　会計年度任用職員は、別表第５に定めるとおり

特別休暇を受けることができる。

２ 　特別休暇（次項に規定するものを除く。）は、有給

とする。

３ 　前条第３項の規定は、別表第５の事由欄に掲げる７

から９まで、13及び14の事由による特別休暇について

準用する。

　（介護休暇）

第 12条　会計年度任用職員（次の各号のいずれにも該当

するものに限る。）は、要介護者の介護をするため、

会計年度任用職員の申出に基づき、要介護者の各々が

当該介護を必要とする一の継続する状態ごとに、３回

を超えず、かつ、通算して93日を超えない範囲内で指

定する期間（以下「指定期間」という。）内において

勤務しないことが相当であると認められる場合には、

介護休暇を受けることができる。

　⑴ 　同一の任命権者に引き続き任用されている期間が

１年以上である者

　⑵ 　指定期間内において介護休暇を受ける日の初日か

ら起算して93日を経過する日までに、その任用期間

（同一の任命権者に引き続き任用されている場合に

あっては、引き続く任用期間）が満了することが明

らかでない者

　⑶ 　１週間の勤務日数が３日以上又は１年間の勤務日

数が121日以上である者

２ 　第10条第３項の規定は、介護休暇について準用する。

３ 　介護休暇の基準は、前２項に定めるもののほか、条

例第２条の適用を受ける職員の例による。

　（介護時間）

第 13条　会計年度任用職員（次の各号のいずれにも該当

するものに限る。）は、要介護者の介護をするため、

要介護者の各々が当該介護を必要とする一の継続する

状態ごとに、連続する３年の期間（当該要介護者に係

る指定期間と重複する期間を除く。）内において１日
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の勤務時間の一部につき勤務しないことが相当である

と認められる場合には、介護時間を受けることができ

る。

　⑴ 　同一の任命権者に引き続き任用されている期間が

１年以上である者

　⑵ 　１週間の勤務日数が３日以上又は１年間の勤務日

数が121日以上である者

　⑶ 　１日の勤務時間が６時間15分以上の日がある者

２ 　第10条第３項の規定は、介護時間について準用する。

３ 　介護時間の基準は、前２項に定めるもののほか、条

例第２条の適用を受ける職員の例による。

　（委任）

第 14条　この規則の実施に関し必要な事項は、人事委員

会が別に定める。

　　　附　則

　この規則は、令和２年４月１日から施行する。

別表第１（第７条関係）

年次休暇日数表⑴ 

１週間の

勤務日数

任用期間の月数

１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月以上

５日以上 １日 ２日 ２日 ３日 ４日 ５日 10日

４日 １日 １日 ２日 ２日 ３日 ３日 ７日

３日 ０日 １日 １日 ２日 ２日 ３日 ５日

２日 ０日 ０日 １日 １日 １日 ２日 ３日

１日 ０日 ０日 ０日 ０日 ０日 １日 １日

別表第２（第７条関係）

年次休暇日数表⑵

１週間の

勤務日数

通算する任用期間の年数

２年 ３年 ４年 ５年 ６年 ７年以上

５日以上 11日 12日 14日 16日 18日 20日

４日 ８日 ９日 10日 12日 13日 15日

３日 ６日 ６日 ８日 ９日 10日 11日

２日 ４日 ４日 ５日 ６日 ６日 ７日

１日 ２日 ２日 ２日 ３日 ３日 ３日

別表第３（第10条関係）

病気休暇の基準

事　　由 期　　間

１ 　負傷又は疾病（予防接種

による著しい発熱等の場合

を含む。）のため療養する

必要があり、その勤務しな

いことがやむを得ないと認

められる場合

１の年において次表に定める

範囲内の期間で、医師の証明

等に基づき最小限度必要と認

める日又は医師の証明等に基

づき最小限度必要と認める日

又は時間

２ 　次表に定める期間を超え

て、女子の会計年度任用職

員が母子保健法の規定によ

る保健指導又は健康診査に

基づく指導事項を守るため

勤務しないことがやむを得

ないと認められる場合

医師の証明等に基づき最小限

度必要と認める日又は時間

３ 　次表に定める期間を超え

て、公務上の負傷又は疾病

のため療養する必要があ

り、その勤務しないことが

やむを得ないと認められる

場合

医師の証明等に基づき最小限

度必要と認める日又は時間

備考

「１の年」とは、休暇年度をいうものとする。

別表第４（第10条関係）

病気休暇日数表

１週間の

勤務日数

任用期間の月数

１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月以上

５日以上 １日 ２日 ２日 ３日 ４日 ５日 10日

４日 １日 １日 ２日 ２日 ３日 ３日 ７日

３日 ０日 １日 １日 ２日 ２日 ３日 ５日

２日 ０日 ０日 １日 １日 １日 ２日 ３日

１日 ０日 ０日 ０日 ０日 ０日 １日 １日

備考

１ 　別表第３中１の事由による病気休暇は、１の年（休

暇年度をいう。次項において同じ。）において、会計

年度任用職員の１週間の勤務日数及び任用期間の月数

に応じこの表に掲げる日数とする。

２ 　会計年度任用職員が１の年において引き続き会計年

度任用職員に任用される場合（人事委員会の定める場

合を含む。）の日数は、１週間の勤務日数及び最初の

任用期間（この項の規定により任用期間とみなしたも

のを含む。）の初日の属する月から引き続く任用期間

の末日の属する月までを任用期間とみなした場合にお

けるその者の任用期間の月数に応じたこの表に掲げる

日数から、引き続く任用期間の初日の前日までに受け

た別表第３中１の事由による病気休暇の日数を減じて

得た日数（０日を下回るときは、０日）とする。
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別表第５（第11条関係）

特別休暇の基準

事　　由 期　　間

１ 　地震、水害、火災その他

の災害又は交通機関の事故

等により出勤することが著

しく困難である場合

その都度必要と認める時間

２ 　地震、水害、火災その他

の災害による会計年度任用

職員の現住居の滅失又は損

壊

１週間を超えない範囲内でそ

の都度必要と認める期間

３ 　地震、水害、火災その他

の災害時において、退勤途

上における事故発生防止の

ための措置

その都度必要と認める時間

４ 　裁判員、証人、鑑定人、

参考人等として国会、裁判

所、地方公共団体の議会そ

の他の官公署への出頭

同上

５ 　選挙権その他公民として

の権利の行使

同上

６ 　会計年度任用職員の結婚 結婚の日の５日前の日から当

該結婚の日後１月を経過する

日までの期間内に連続する５

日の範囲内の期間

７ 　会計年度任用職員の出産 分べん予定日前８週間（多胎

妊娠の場合にあっては、14週

間）目に当たる日から産後８

週間目に当たる日までの期間

内においてあらかじめ必要と

認める期間

８ 　女性会計年度任用職員の

生理

女性会計年度任用職員が請求

した期間

９ 　会計年度任用職員の育児 会計年度任用職員が生後満１

年６月に達しない子を育てる

場合において１日２回それぞ

れ１回45分以内の時間（１回

の勤務に割り振られた勤務時

間が４時間以内の日にあって

は、１日１回45分以内の時間）

10　忌引 付表第１に定める日数の範囲

内において必要と認める期間

11　骨髄又は末梢（しょう）

　血幹細胞の提供

その都度必要と認める期間

12　夏季における健康保持 １の年の７月１日から９月30

日までの間において付表第２

に定める範囲内の期間

13　子の看護 ９歳に達する日以後の最初の

３月31日までの間にある子

（配偶者の子を含む。以下こ

の項において同じ。）を養育

する会計年度任用職員が、そ

の子を看護する場合、１の年

において付表第３に定める範

囲内の期間

14　短期の介護 配偶者、父母、子、配偶者の

父母、祖父母、孫若しくは兄

弟姉妹又は会計年度任用職員

と同居している父母の配偶

者、配偶者の父母の配偶者、

子の配偶者若しくは配偶者の

子で、日常生活を営むのに支

障があるもの（以下「短期の

介護に係る要介護者」とい

う。）の介護その他の世話を

行う会計年度任用職員が、当

該世話を行う場合、付表第４

に定める範囲内の期間

備考

１ 　「１の年」とは、休暇年度をいうものとする。

２ 　この表に定める期間には、週休日等を含むものとす

る。

３ 　特別休暇の基準は、この表に定めるもののほか条例

第２条の適用を受ける職員の例による。

別表第５の付表第１

忌引日数表

死亡した者 忌引日数

配偶者 10日

血族

１親等の直系尊属（父母） ８日

同　　　　　卑属（子） ８日

２親等の直系尊属（祖父母） ３日

同　　　　　卑属（孫） １日

２親等の傍系者（兄弟姉妹） ３日

３親等の傍系尊属（伯叔父母） １日

姻族

１親等の直系尊属 ３日

同　　　　　卑属 ３日

２親等の直系尊属 １日

２親等の傍系者 １日

３親等の傍系尊属 １日

別表第５の付表第２

夏季休暇日数表

１週間の

勤務日数

７月１日から９月30日までにおける任用期間の月数

３月 ２月 １月

５日以上 ５日 ３日 1.5日

４日 ４日 ３日 1.5日

３日 ３日 ２日 １日

２日以下 ０日 ０日 ０日

備考

１ 　会計年度任用職員の１週間の勤務日数及び７月１日

から９月30日までにおける任用期間の月数に応じこの
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表に掲げる日数とする。

２ 　会計年度任用職員が１の年において引き続き会計年

度任用職員に任用される場合（人事委員会の定める場

合を含む。）の日数は、１週間の勤務日数及び最初の

任用期間（この項の規定により任用期間とみなしたも

のを含む。）の初日の属する月から引き続く任用期間

の末日の属する月までを任用期間とみなした場合にお

けるその者の７月１日から９月30日までにおける任用

期間の月数に応じたこの表に掲げる日数から、引き続

く任用期間の初日の前日までに使用した日数を減じて

得た日数（０日を下回るときは、０日）とする。

別表第５の付表第３

子の看護休暇日数表

　 養育する９歳に達する日以後の最初の３月31日までの

間にある子（配偶者の子を含む。）が１人の場合

１週間の

勤務日数

任用期間の月数

１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月以上

５日以上 １日 １日 １日 ２日 ３日 ５日 ７日

４日 １日 １日 １日 １日 ２日 ５日 ５日

３日 ０日 １日 １日 １日 １日 ５日 ５日

２日 ０日 ０日 １日 １日 １日 １日 ２日

１日 ０日 ０日 ０日 ０日 ０日 １日 １日

　 養育する９歳に達する日以後の最初の３月31日までの

間にある子（配偶者の子を含む。）が２人以上の場合

１週間の

勤務日数

任用期間の月数

１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月以上

５日以上 １日 ２日 ２日 ３日 ４日 10日 10日

４日 １日 １日 ２日 ２日 ３日 10日 10日

３日 ０日 １日 １日 ２日 ２日 10日 10日

２日 ０日 ０日 １日 １日 １日 ２日 ３日

１日 ０日 ０日 ０日 ０日 ０日 １日 １日

備考

１ 　会計年度任用職員が養育する９歳に達する日以後の

最初の３月31日までの間にある子（配偶者の子を含

む。）の人数（以下「子の人数」という。）、１週間の

勤務日数及び任用期間の月数に応じこの表に掲げる日

数とする。

２ 　会計年度任用職員が１の年において引き続き会計年

度任用職員に任用される場合（人事委員会の定める場

合を含む。）の日数は、子の人数、１週間の勤務日数

及び最初の任用期間（この項の規定により任用期間と

みなしたものを含む。）の初日の属する月から引き続

く任用期間の末日の属する月までを任用期間とみなし

た場合におけるその者の任用期間の月数に応じたこの

表に掲げる日数から、引き続く任用期間の初日の前日

までに使用した日数を減じて得た日数（０日を下回る

ときは、０日）とする。

別表第５の付表第４

短期の介護休暇日数表

　短期の介護に係る要介護者が１人の場合

１週間の

勤務日数

任用期間の月数

１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月以上

５日以上

１日
１日 １日 １日 ２日 ２日 ５日 ５日

４日 １日 １日 １日 １日 ２日 ５日 ５日

３日 ０日 １日 １日 １日 １日 ５日 ５日

２日 ０日 ０日 １日 １日 １日 １日 ２日

１日 ０日 ０日 ０日 ０日 ０日 １日 １日

　短期の介護に係る要介護者が２人以上の場合

１週間の

勤務日数

任用期間の月数

１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月以上

５日以上 １日 ２日 ２日 ３日 ４日 10日 10日

４日 １日 １日 ２日 ２日 ３日 10日 10日

３日 ０日 １日 １日 ２日 ２日 10日 10日

２日 ０日 ０日 １日 １日 １日 ２日 ３日

１日 ０日 ０日 ０日 ０日 ０日 １日 １日

備考

１ 　会計年度任用職員が介護その他の世話を行う短期の

介護に係る要介護者の人数（以下「要介護者の人数」

という。）、１週間の勤務日数及び任用期間の月数に応

じこの表に掲げる日数とする。

２ 　会計年度任用職員が１の年において引き続き会計年

度任用職員に任用される場合（人事委員会の定める場

合を含む。）の日数は、要介護者の人数、１週間の勤

務日数及び最初の任用期間（この項の規定により任用

期間とみなしたものを含む。）の初日の属する月から

引き続く任用期間の末日の属する月までを任用期間と

みなした場合におけるその者の任用期間の月数に応じ

たこの表に掲げる日数から、引き続く任用期間の初日

の前日までに使用した日数を減じて得た日数（０日を

下回るときは、０日）とする。
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職 員 共 済 組 合 規 程

川崎市共済規程第２号

　川崎市職員共済組合貸付規則施行規程の一部を改正す

る規程をここに公告する。

　　令和元年12月26日

 川崎市職員共済組合

 理事長　伊　藤　　　弘　　

　　　川崎市職員共済組合貸付規則施行規程の一

　　　部を改正する規程

　川崎市職員共済組合貸付規則施行規程（昭和43年川崎

市共済規程第２号）の一部を次のように改正する。

　様式第１号から様式第２号を次のように改める。

　　　附　則（令和元年12月26日共済規程第２号）

　この規程は、令和２年１月１日から施行する。
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様式第１号 

  

  押 印 欄 
貸付決定番号   

 

  

貸付限度額 万円 

  

貸付決定金額       0 0 0 0 円

貸 付 日 年  月  日 差額貸 付額               円

 

  貸 付 金 申 込 書(普 通・特 別) 

年  月  日 

 (宛先) 

   川崎市職員共済組合理事長 

 

 下記のとおり川崎市職員共済組合貸付規則に基づいて借り受けたいので次のとおり申込みます。 

申 込 金 額       万円 
償還回数 回 一回の償還額※ 円

 ＊ 「償還回数」又は「一回の償還額」のどちらかを選択してください。

申
込
理
由 

普通貸付 11 出 産(本人・被扶養者)  12 自動車(本人) 団体信用生命保険 

１ 加入する 
 

２ 加入しない 
特別貸付 

51 医 療  52 入 学  53 結 婚 

54 葬 祭  71 修 学 

対象者氏名   年齢   続柄   

申

込

者 

支払コード 職 員 コ ー ド 職 名 氏

名

フリガナ 

             
                    印

生年月日      年   月   日 

所
属 

      局      部           課(係)

所属

電話
(内線        )

現
住
所

〒   －                           電話番号 

－    －    

採用年月日 

 

年  月  日 

組合員期間 

 

年  月

給料月額 

 

   表   級   号          円

貸付金

振込先 

金融機 関名 支 店 名 普通預金口座番号 口 座 名 義 人 (カタカナ) 

銀行 支店
  

 

 (注) 太枠線内を記入してください。 

    ※ 貸付申込時の適用利率で計算しているため、今後適用利率が変われば償還額も変わります。 
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様式第２号 

(表) 

  

 押 印 欄 
貸付決定番号   

 

  

貸付限度額 万円 

 

貸付決定金額    0 0 0 0 0 円

貸 付 日 年  月  日 差額貸 付額            円

 

  貸 付 金 申 込 書(住 宅・介 護・災 害) 

年  月  日 

 (宛先) 

   川崎市職員共済組合理事長 

 

 下記のとおり川崎市職員共済組合貸付規則に基づいて借り受けたいので次のとおり申込みます。 

申

込

内

容

申 込 金 額        万円

償還回数 一回の償還額※ 

 

どちらかを選択して記入してくださ

い 

内
訳 

定 期 償 還 分        万円 回 円 

期末手当等償還分        万円 回 円 

申
込
理
由

 1 新 築  2 増 築  3 改 築  4 住宅購入 

 

 5 土地購入 6 敷地購入 7 介 護 

団体信用生命保険 

 

 

1 加入する  2 加入しない 

申

込

者 

支払コード 職 員 コ ー ド 職 名 氏

名 

フリガナ 

             
                   実印

生年月日      年   月   日 

所
属

      局      部           課(係)

所属

電話
(内線        )

現
住
所

〒   －                           電話番号 

―    ―    

採用年月日 

 

年  月  日 

組合員期間 

 

年  月

給料月額 

 

   表   級   号          円

貸付金

振込先 

金融機 関名 支 店 名 普通預金口座番号 口 座 名 義 人 (カタカナ) 

銀行 支店
  

 
 
 (注) 太枠線内を記入してください。裏面にも記載事項がありますので続けてご記入下さい。 
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(裏) 

新居に同居予定の

家 族 構 成 

本人・配偶者・子・父 

母・兄弟姉妹・(  ) 

計  人

現 在 の 住

宅 の 状 況

1 持家  2 賃貸住宅(民間)  3 給与住宅 

4 公営住宅  5 親所有の家に同居 

6 その他(               ) 

貸

付

対

象

物

件

の

状

況 

登 記 表 示   

住 居 表 示   

建物の構造 

主 柱 屋 根 階 数 構 成 間 取 り 

1 鉄筋コンクリート 

2 鉄骨鉄筋コンクリート 

3 軽量鉄骨 

4 木造 

5 その他 

1 瓦 葺 

2 スレート葺 

3 陸屋根 

4 カラーベスト

5 その他 

1 平 屋 

2 地上  階 

3 地上  階 

  地下  階 

マンションの場合 

階  号室

L・D・K・S

建物 

延床       m2

マンション 

専有面積     m2

敷 地 

1 所 有 地 

2 借 地      地積      m2     地目        

3 購入予定地 

物件の種類 
1 専用住宅(戸建)     2 二世帯住宅     3 共同住宅(マンション) 

4 店舗・事務所併用住宅(同居の親族が使用するもの) 

 

資

金

計

画 

共済借入金 

本 人      
 

円

 

＊共済組合記入欄 

共有者      
 

円

差

額

貸

付 

貸 付 額       
円

       
 

円
返 済 元 金       

円

住宅金融公庫 

本 人      
 

円
利 息       

円

共有者      
 

円
返済元利金       

円

その他借入金 

本 人      
 

円
差額貸付額       

円

共有者      
 

円
既
貸
付 

貸付決定番号   

自 己 資 金      
 

円
貸 付 日   

       
 

円
貸 付 額   

       
 

円
  

合 計      
 

円
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川 崎 区 公 告

川崎市川崎区公告第84号

　督促状を別紙記載の者に送達すべきところ、その者の

住所、居所、事務所及び事業所が不明のため送達するこ

とができないので、介護保険法（平成９年12月17日法律

第123号）第143条で準用する地方税法（昭和25年法律第

226号）第20条の２の規定により公告します。

　なお、当該書類は送達を受けるべき者の申出により交

付します。

　　令和元年12月20日

 川崎市川崎区長　水　谷　吉　孝　　

年　度 科　目 期　別

この公告により

滞納処分に

着手し得る日

件数・備考

平成

31年度
介護保険料 第４期

令和元年12月31日

（第４期分）
計１件

平成

31年度
介護保険料 第５期

令和元年12月31日

（第５期分）
計１件

平成

31年度
介護保険料 第６期

令和元年12月31日

（第６期分）
計１件

平成

31年度
介護保険料 第７期

令和元年12月31日

（第７期分）
計２件

平成

31年度
介護保険料 第８期

令和元年12月31日

（第８期分）
計32件

（別紙省略）

　　　───────────────────

川崎市川崎区公告第85号

　捜索調書（謄本）を別紙記載の者に送達すべきところ、

その者の住所、居所、事務所及び事業所が不明のため送

達することができないので、国民健康保険法（昭和33年

法律第192号）第78条で準用する地方税法（昭和25年法

律第226号）第20条の２の規定により公告します。

　なお、当該書類は送達を受けるべき者の申出により交

付します。

　　令和元年12月20日

 川崎市川崎区長　水　谷　吉　孝　　

（別紙省略）

　　　───────────────────

川崎市川崎区公告第86号

　次の国民健康保険料に係る督促状を別紙記載の者に送

達すべきところ、その者の住所、居所、事務所及び事業

所が不明のため送達することができないので、国民健康

保険法（昭和33年法律第192号）第78条で準用する地方

税法（昭和25年法律第226号）第20条の２の規定により

公告します。

　なお、当該書類は送達を受けるべき者の申出により交

付します。

　　令和元年12月20日

 川崎市川崎区長　水　谷　吉　孝　　

年　度 科　目 期　別

この公告により

滞納処分に

着手し得る日

件数・備考

平成

31年度

国民健康

保険料
２期

令和元年12月31日

（２期）
計１件

平成

31年度

国民健康

保険料
３期

令和元年12月31日

（３期）
計３件

平成

31年度

国民健康

保険料
４期

令和元年12月31日

（４期）
計10件

平成

31年度

国民健康

保険料
５期

令和元年12月31日

（５期）
計24件

（別紙省略）

　　　───────────────────

川崎市川崎区公告第87号

　次の国民健康保険料に係る督促状を別紙記載の者に送

達すべきところ、その者の住所、居所、事務所及び事業

所が不明のため送達することができないので、国民健康

保険法（昭和33年法律第192号）第78条で準用する地方

税法（昭和25年法律第226号）第20条の２の規定により

公告します。

　なお、当該書類は送達を受けるべき者の申出により交

付します。

　　令和元年12月20日

 川崎市川崎区長　水　谷　吉　孝　　

年　度 科　目 期　別

この公示により

滞納処分に

着手し得る日

件数・備考

平成

31年度

国民健康

保険料
１期

令和元年12月31日

（第１期）
計４件

平成

31年度

国民健康

保険料
２期

令和元年12月31日

（第２期）
計５件

平成

31年度

国民健康

保険料
３期

令和元年12月31日

（第３期）
計12件

平成

31年度

国民健康

保険料
４期

令和元年12月31日

（第４期）
計15件

平成

31年度

国民健康

保険料
５期

令和元年12月31日

（第５期）
計２件

平成

30年度

国民健康

保険料
６期

令和元年12月31日

（第６期）
計１件

平成

30年度

国民健康

保険料
７期

令和元年12月31日

（第７期）
計１件

平成

30年度

国民健康

保険料
８期

令和元年12月31日

（第８期）
計１件

平成

30年度

国民健康

保険料
９期

令和元年12月31日

（第９期）
計１件

平成

30年度

国民健康

保険料
10期）

令和元年12月31日

（第10期
計１件
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（別紙省略）

　　　───────────────────

川崎市川崎区公告第88号

　次の後期高齢者医療保険料に係る督促状を別紙記載の

者に送達すべきところ、その者の住所、居所、事務所及

び事業所が不明のため送達することができないので、高

齢者の医療の確保に関する法律（昭和57年法律第80号）

第112条で準用する地方税法（昭和25年法律第226号）第

20条の２の規定により公告します。

　なお、当該書類は送達を受けるべき者の申出により交

付します。

　　令和元年12月20日

 川崎市川崎区長　水　谷　吉　孝　　

年　度 科　目 期　別

この公告により

滞納処分に

着手し得る日

件数・備考

平成

31年度

後期高齢者

医療保険料
第５期

令和元年12月31日

（第５期分）
計４件

（別紙省略）

　　　───────────────────

川崎市川崎区公告第89号

　次の国民健康保険料に係る督促状を別紙記載の者に送

達すべきところ、その者の住所、居所、事務所及び事業

所が不明のため送達することができないので、国民健康

保険法（昭和33年法律第192号）第78条で準用する地方

税法（昭和25年法律第226号）第20条の２の規定により

公告します。

　なお、当該書類は送達を受けるべき者の申出により交

付します。

　　令和元年12月20日

 川崎市川崎区長　水　谷　吉　孝　　

年　度 科　目 期　別

この公告により

滞納処分に

着手し得る日

件数・備考

平成

31年度

国民健康

保険料
過随９月 令和元年12月31日 計１件

平成

31年度

国民健康

保険料
第２期 令和元年12月31日 計１件

平成

31年度

国民健康

保険料
第３期 令和元年12月31日 計２件

平成

31年度

国民健康

保険料
第４期 令和元年12月31日 計７件

平成

31年度

国民健康

保険料
第５期 令和元年12月31日 計10件

平成

31年度

国民健康

保険料
第６期 令和元年12月31日 計70件

（別紙省略）

　　　───────────────────

川崎市川崎区公告第90号

　国民健康保険料に係る差押調書（謄本）、配当計算書

（謄本）を別紙記載の者に送達すべきところ、その者の

住所、居所、事務所及び事業所が不明のため送達するこ

とができないので、国民健康保険法（昭和33年法律第

192号）第78条で準用する地方税法（昭和25年法律第226

号）第20条の２の規定により公告します。

　なお、当該書類は送達を受けるべき者の申出により交

付します。

　　令和元年12月25日

 川崎市川崎区長　水　谷　吉　孝　　

（別紙省略）

幸 区 公 告

川崎市幸区公告第31号

　次の介護保険料に係る納入通知書を別紙記載の者に送

達すべきところ、その者の住所、居所、事務所及び事業

所が不明のため送達することができないので、介護保険

法（平成９年12月17日法律123号）第143条で準用する地

方税法（昭和25年法律第226号）第20条の２の規定によ

り公告します。

　なお、当該書類は送達を受けるべき者の申出により交

付します。

　　令和元年12月16日

 川崎市幸区長　関　　　敏　秀　　

年　度 科　目 期　別
この公告により

変更する納期限
件数・備考

平成

31年度

介護

保険料
第１期以降

令和２年１月６日

（第１期～　

　第８期分）

計４件

平成

31年度

介護

保険料
第５期以降

令和２年１月６日

（第５期～　

　第８期分）

計３件

平成

31年度

介護

保険料

特別徴収

第１期以降
計３件

平成

31年度

介護

保険料

特別徴収

第４期以降
計６件

（別紙省略）

　　　───────────────────

川崎市幸区公告第32号

　次の国民健康保険料に係る督促状を別紙記載の者に送

達すべきところ、その者の住所、居所、事務所及び事業

所が不明のため送達することができないので、国民健康

保険法（昭和33年12月27日法律第192号）第78条で準用

する地方税法（昭和25年法律第226号）第20条の２の規

定により公告します。

　なお、当該書類は送達を受けるべき者の申出により交
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付します。

　　令和元年12月20日

 川崎市幸区長　関　　　敏　秀　　

年　度 科　目 期　別

この公告により

滞納処分に

着手し得る日

件数・備考

平成

30年度

国民健康

保険料
第10期

令和元年12月31日

（第10期分）
計１件

平成

31年度

国民健康

保険料
第１期

令和元年12月31日

（第１期分）
計８件

平成

31年度

国民健康

保険料
第２期

令和元年12月31日

（第２期分）
計11件

平成

31年度

国民健康

保険料
第３期

令和元年12月31日

（第３期分）
計13件

平成

31年度

国民健康

保険料
第４期

令和元年12月31日

（第４期分）
計14件

平成

31年度

国民健康

保険料
第５期

令和元年12月31日

（第５期分）
計15件

平成

31年度

国民健康

保険料
第６期

令和元年12月31日

（第６期分）
計40件

（別紙省略）

　　　───────────────────

川崎市幸区公告第33号

　次の介護保険料に係る督促状を別紙記載の者に送達す

べきところ、その者の住所、居所、事務所及び事業所が

不明のため送達することができないので、介護保険法

（平成９年12月17日法律123号）第143条で準用する地方

税法（昭和25年法律第226号）第20条の２の規定により

公告します。

　なお、当該書類は送達を受けるべき者の申出により交

付します。

　　令和元年12月20日

 川崎市幸区長　関　　　敏　秀　　

年　度 科　目 期　別

この公告により

滞納処分に

着手し得る日

件数・備考

平成

31年度
介護保険料 第８期

令和元年12月31日

（第８期分）
計４件

（別紙省略）

　　　───────────────────

川崎市幸区公告第34号

　次の後期高齢者医療保険料に係る督促状を別紙記載の

者に送達すべきところ、その者の住所、居所、事務所及

び事業所が不明のため送達することができないので、高

齢者の医療の確保に関する法律（昭和57年法律第80号）

第112条で準用する地方税法（昭和25年法律第226号）第

20条の２の規定により公告します。

　なお、当該書類は送達を受けるべき者の申出により交

付します。

　　令和元年12月20日

 川崎市幸区長　関　　　敏　秀　　

年　度 科　目 期　別

この公告により

滞納処分に

着手し得る日

件数・備考

平成

31年度

後期高齢者

医療保険料
第５期

令和元年12月31日

（第５期分）
計２件

（別紙省略）

　　　───────────────────

川崎市幸区公告第35号

　次の国民健康保険料に係る過誤納金還付（充当）通知

書を別紙記載の者に送達すべきところ、その者の住所、

居所、事務所及び事業所が不明のため送達することがで

きないので、国民健康保険法（昭和33年12月27日法律第

192号）第78条で準用する地方税法（昭和25年７月31日

法律第226号）第20条の２の規定により公告します。

　なお、当該書類は送達を受けるべき者の申出により交

付します。

　　令和元年12月26日

 川崎市幸区長　関　　　敏　秀　　

年　度 科　目 期　別
この公告により

変更する納期限
件数・備考

平成

31年度

国民健康

保険料
第３期 計１件

平成

31年度

国民健康

保険料
第４期 計１件

（別紙省略）

中 原 区 公 告

川崎市中原区公告第33号

　　　公売公告兼見積価額公告

　国税徴収法（昭和34年法律第147号）第95条及び同法

第99条の規定により、次のとおり差押財産の公売及び見

積価額を公告します。

　　令和元年12月20日

 川崎市中原区長　永　山　実　幸　　

（別紙省略）

　　　───────────────────

川崎市中原区公告第34号

　　　公売公告兼見積価額公告

　国税徴収法（昭和34年法律第147号）第95条及び同法

第99条の規定により、次のとおり差押財産の公売及び見

積価額を公告します。

　　令和元年12月20日

 川崎市中原区長　永　山　実　幸　　

（別紙省略）
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川崎市中原区公告第35号

　次の国民健康保険料に係る督促状を別紙記載の者に送

達すべきところ、その者の住所、居所、事務所及び事業

所が不明のため送達することができないので、国民健康

保険法（昭和33年12月27日法律第192号）第78条で準用

する地方税法（昭和25年法律第226号）第20条の２の規

定により公告します。

　なお、当該書類は送達を受けるべき者の申出により交

付します。

　　令和元年12月20日

 川崎市中原区長　永　山　実　幸　　

年　度 科　目 期　別

この公告により

滞納処分に

着手し得る日

件数・備考

平成

31年度

国民健康

保険料
第２期 令和元年12月31日 計１件

平成

31年度

国民健康

保険料
第３期 令和元年12月31日 計２件

平成

31年度

国民健康

保険料
第４期 令和元年12月31日 計４件

平成

31年度

国民健康

保険料
第５期 令和元年12月31日 計６件

平成

31年度

国民健康

保険料
第６期 令和元年12月31日 計35件

（別紙省略）

　　　───────────────────

川崎市中原区公告第36号

　次の国民健康保険料に係る滞納処分書類を別紙記載の

者に送達すべきところ、その者の住所、居所、事務所及

び事業所が不明のため送達することができないので、国

民健康保険法（昭和33年12月27日法律第192号）第78条

で準用する地方税法（昭和25年法律第226号）第20条の

２の規定により公告します。

　なお、当該書類は送達を受けるべき者の申出により交

付します。

　　令和元年12月20日

 川崎市中原区長　永　山　実　幸　　

　国民健康保険料に係る滞納処分書類

　差押調書（謄本）　　４件

（別紙省略）

　　　───────────────────

川崎市中原区公告第37号

　次の介護保険料に係る督促状を別紙記載の者に送達す

べきところ、その者の住所、居所、事務所及び事業所が

不明のため送達することができないので、介護保険法

（平成９年12月17日法律123号）第143条で準用する地方

税法（昭和25年法律第226号）第20条の２の規定により

公告します。

　なお、当該書類は送達を受けるべき者の申出により交

付します。

　　令和元年12月20日

 川崎市中原区長　永　山　実　幸　　

年　度 科　目 期　別

この公告により

滞納処分に

着手し得る日

件数・備考

平成

31年度
介護保険料 第６期 令和元年12月31日 計１件

平成

31年度
介護保険料 第７期 令和元年12月31日 計３件

（別紙省略）

高 津 区 公 告

川崎市高津区公告第44号

　住民基本台帳法（昭和42年法律第81号）第８条及び住

民基本台帳法施行令（昭和42年政令第292号）第12条第

１項の規定により、別紙に記載の者について住民票を職

権消除しましたので、同条第４項の規定により、その者

に通知しなければならないところ住所及び居所が不明の

為、通知の送達ができないので公示します。

　　令和　元年12月17日

 川崎市高津区長　髙　梨　憲　爾　　

　この処分について不服がある場合は、この処分があっ

たことを知った日の翌日から起算して３月以内に、川崎

市長に対して審査請求をすることができます。この処分

の取消しを求める訴えは、この処分があったことを知っ

た日（前記の審査請求をした場合には、当該審査請求に

ついての決裁があったことを知った日）の翌日から起算

して６月以内に川崎市を被告として（川崎市長が被告の

代表者となります。）提起することができます。

（別紙省略）

　　　───────────────────

川崎市高津区公告第45号

　川崎市印鑑条例（昭和51年川崎市条例第８号）第12条

第１項第６号の規定により、別紙に記載の者について、

印鑑の登録を抹消しましたので、同条第２項の規定によ

り、その者に通知しなければならないところ住所及び居

所が不明の為、通知の送達ができないので公示します。

　　令和　元年12月17日

 川崎市高津区長　髙　梨　憲　爾　　

　この処分について不服がある場合は、この処分があっ

たことを知った日の翌日から起算して３月以内に、川崎

市長に対して審査請求をすることができます。この処分

の取消しを求める訴えは、この処分があったことを知っ

た日（前記の審査請求をした場合には、当該審査請求に
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ついての裁決があったことを知った日）の翌日から起算

して６月以内に、川崎市を被告として（川崎市長が被告

の代表者となります。）提起することができます。

（別紙省略）

　　　───────────────────

川崎市高津区公告第46号

　国税徴収法（昭和34年法律第147号）第95条及び同法

第99条の規定により、次のとおり差押財産の公売及び見

積価額を公告します。

　　令和元年12月20日

 川崎市高津区長　髙　梨　憲　爾　　

（別紙省略）

　　　───────────────────

川崎市高津区公告第47号

　次の国民健康保険料に係る督促状を別紙記載の者に送

達すべきところ、その者の住所、居所、事務所及び事業

所が不明のため送達することができないので、国民健康

保険法（昭和33年12月27日法律第192号）第78条で準用

する地方税法（昭和25年法律第226号）第20条の２の規

定により公告します。

　なお、当該書類は送達を受けるべき者の申出により交

付します。

　　令和元年12月20日

 川崎市高津区長　髙　梨　憲　爾　　

年　度 科　目 期　別

この公告により

滞納処分に

着手し得る日

件数・備考

平成

31年度

国民健康

保険料
第１期分

令和元年12月31日

（第１期分）
計２件

平成

31年度

国民健康

保険料
第２期分

令和元年12月31日

（第２期分）
計４件

平成

31年度

国民健康

保険料
第３期分

令和元年12月31日

（第３期分）
計６件

平成

31年度

国民健康

保険料
第４期分

令和元年12月31日

（第４期分）
計７件

平成

31年度

国民健康

保険料
第５期分

令和元年12月31日

（第５期分）
計６件

平成

31年度

国民健康

保険料
第６期分

令和元年12月31日

（第６期分）
計44件

平成

31年度

国民健康

保険料

過随

９月分

令和元年12月31日

（過随９月分）
計１件

（別紙省略）

　　　───────────────────

川崎市高津区公告第48号

　次の介護保険料に係る督促状を別紙記載の者に送達す

べきところ、その者の住所、居所、事務所及び事業所が

不明のため送達することができないので、介護保険法

（平成９年12月17日法律第123号）第143条で準用する地

方税法（昭和25年法律第226号）第20条の２の規定によ

り公告します。

　なお、当該書類は送達を受けるべき者の申出により交

付します。

　　令和元年12月20日

 川崎市高津区長　髙　梨　憲　爾　　

年　度 科　目 期　別
滞納処分に

着手し得る日
件数・備考

平成

31年度

介護

保険料
第１期分

令和元年12月31日

（第１期分）
計１件

平成

31年度

介護

保険料
第７期分

令和元年12月31日

（第７期分）
計１件

平成

31年度

介護

保険料
第８期分

令和元年12月31日

（第８期分）
計19件

（別紙省略）

　　　───────────────────

川崎市高津区公告第49号

　後期高齢者医療保険料に係る督促状を別紙記載の者に

送達すべきところ、その者の住所、居所、事務所及び事

業所が不明のため送達することができないので、高齢者

の医療の確保に関する法律（昭和57年法律第80号）第

112条で準用する地方税法（昭和25年法律第226号）第20

条の２の規定により公告します。

　なお、当該書類は送達を受けるべき者の申出により交

付します。

　　令和元年12月20日

 川崎市高津区長　髙　梨　憲　爾　　

年　度 科　目 期　別

この公告により

滞納処分に

着手しうる日

件数・備考

平成

31年度

後期高齢者

医療保険料

第５期

分

令和元年12月31日

（第５期分）
計２件

（別紙省略）

　　　───────────────────

川崎市高津区公告第50号

　次の国民健康保険料に係る督促状を別紙記載の者に送

達すべきところ、その者の住所、居所、事務所及び事業

所が不明のため送達することができないので、国民健康

保険法（昭和33年12月27日法律第192号）第78条で準用

する地方税法（昭和25年法律第226号）第20条の２の規

定により公告します。

　なお、当該書類は送達を受けるべき者の申出により交

付します。

　　令和元年12月20日

 川崎市高津区長　髙　梨　憲　爾　　
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年　度 科　目 期　別

この公告により

滞納処分に

着手し得る日

件数・備考

平成

31年度

国民健康

保険料
第１期分

令和元年12月31日

（第１期分）
計２件

平成

31年度

国民健康

保険料
第２期分

令和元年12月31日

（第２期分）
計４件

平成

31年度

国民健康

保険料
第３期分

令和元年12月31日

（第３期分）
計６件

平成

31年度

国民健康

保険料
第４期分

令和元年12月31日

（第４期分）
計７件

平成

31年度

国民健康

保険料
第５期分

令和元年12月31日

（第５期分）
計６件

平成

31年度

国民健康

保険料
第６期分

令和元年12月31日

（第６期分）
計44件

平成

31年度

国民健康

保険料

過随９月

分

令和元年12月31日

（過随９月分）
計１件

（別紙省略）

宮 前 区 公 告

川崎市宮前区公告第42号

　次の後期高齢者医療保険料に係る督促状を別紙記載の

者に送達すべきところ、その者の住所、居所、事務所及

び事業所が不明のため送達することができないので、高

齢者の医療の確保に関する法律（昭和57年法律第80号）

第112条で準用する地方税法（昭和25年法律第226号）第

20条の２の規定により公告します。

　なお、当該書類は送達を受けるべき者の申出により交

付します。

　　令和元年12月20日

 川崎市宮前区長　髙　橋　哲　也　　

年　度 科　目 期　別

この公告により

滞納処分に

着手し得る日

件数・備考

平成

31年度

後期高齢者

医療保険料
第４期

令和元年12月３日

（第４期分）
計１件

平成

31年度

後期高齢者

医療保険料
第５期

令和元年12月31日

（第５期分）
計２件

（別紙省略）

　　　───────────────────

川崎市宮前区公告第43号

　次の介護保険料に係る督促状を別紙記載の者に送達す

べきところ、その者の住所、居所、事務所及び事業所が

不明のため送達することができないので、介護保険法

（平成９年12月17日法律123号）第143条で準用する地方

税法（昭和25年法律第226号）第20条の２の規定により

公告します。

　なお、当該書類は送達を受けるべき者の申出により交

付します。

　　令和元年12月20日

 川崎市宮前区長　髙　橋　哲　也　　

年　度 科　目 期　別

この公告により

滞納処分に

着手し得る日

件数・備考

平成

31年度
介護保険料 第７期

令和元年12月31日

（第７期分）
計２件

平成

31年度
介護保険料 第８期

令和元年12月31日

（第８期分）
計15件

（別紙省略）

　　　───────────────────

川崎市宮前区公告第44号

　国民健康保険料に係る差押調書（謄本）を別紙記載の

者に送達すべきところ、その者の住所、居所、事務所及

び事業所が不明のため送達することができないので、国

民健康保険法（昭和33年法律第192号）第78条で準用す

る地方税法（昭和25年法律第226号）第20条の２の規定

により公告します。

　なお、当該書類は送達を受けるべき者の申出により交

付します。

　　令和元年12月20日

 川崎市宮前区長　髙　橋　哲　也　　

（別紙省略）

　　　───────────────────

川崎市宮前区公告第45号

　国税徴収法（昭和34年法律第147号）第95条及び同法

第99条の規定により、次のとおり差押財産の公売及び見

積価額を公告します。

　　令和元年12月20日

 川崎市宮前区長　髙　橋　哲　也　　

（別紙省略）

　　　───────────────────

川崎市宮前区公告第46号

　次の督促状を別紙記載の者に送達すべきところ、その

者の住所、居所、事務所及び事業所が不明のため送達す

ることができないので、国民健康保険法（昭和33年法律

第192号）第78条で準用する地方税法（昭和25年法律第

226号）第20条の２の規定により公告します。

　なお、当該書類は送達を受けるべき者の申出により交

付します。

　　令和元年12月20日

 川崎市宮前区長　髙　橋　哲　也　　



（第1,786号）令和２年(2020年)１月10日 川 崎 市 公 報

－188－

年　度 科　目 期　別

この公告により

滞納処分に

着手し得る日

件数・備考

平成

31年度

国民健康

保険料
10月随時 令和元年12月31日 計１件

平成

31年度

国民健康

保険料
第４期 令和元年12月31日 計３件

平成

31年度

国民健康

保険料
第５期 令和元年12月31日 計16件

平成

31年度

国民健康

保険料
第６期 令和元年12月31日 計15件

（別紙省略）

多 摩 区 公 告

川崎市多摩区公告第56号

　国税徴収法（昭和34年法律第147号）第95条及び同法

第99条の規定により、次のとおり差押財産の公売及び見

積価額を公告します。

　　令和元年12月20日

 川崎市多摩区長　荻　原　圭　一　　

（別紙省略）

　　　───────────────────

川崎市多摩区公告第57号

　次の介護保険料に係る督促状を別紙記載の者に送達す

べきところ、その者の住所、居所、事務所及び事業所が

不明のため送達することができないので、介護保険法

（平成９年12月17日法律123号）第143条で準用する地方

税法（昭和25年法律第226号）第20条の２の規定により

公告します。

　なお、当該書類は送達を受けるべき者の申出により交

付します。

　　令和元年12月20日

 川崎市多摩区長　荻　原　圭　一　　

年　度 科　目 期　別
滞納処分に

着手し得る日
件数・備考

平成

31年度
介護保険料 第７期 令和元年12月31日 ９件

（別紙省略）

　　　───────────────────

川崎市多摩区公告第58号

　次の国民健康保険料に係る督促状を別紙記載の者に送

達すべきところ、その者の住所、居所、事務所及び事業

所が不明のため送達することができないので、国民健康

保険法（昭和33年12月27日法律192号）第78条で準用す

る地方税法（昭和25年法律第226号）第20条の２の規定

により公告します。

　なお、当該書類は送達を受けるべき者の申出により交

付します。

　　令和元年12月20日

 川崎市多摩区長　荻　原　圭　一　　

年　度 科　目 期　別

この公告により

滞納処分に

着手し得る日

件数・備考

平成

31年度

国民健康

保険料
第１期

令和元年12月31日

（第１期分）
計２件

平成

31年度

国民健康

保険料
第２期

令和元年12月31日

（第２期分）
計２件

平成

31年度

国民健康

保険料
第３期

令和元年12月31日

（第３期分）
計３件

平成

31年度

国民健康

保険料
第４期

令和元年12月31日

（第４期分）
計５件

平成

31年度

国民健康

保険料
第５期

令和元年12月31日

（第５期分）
計７件

平成

31年度

国民健康

保険料
第６期

令和元年12月31日

（第６期分）
計54件

（別紙省略）

麻 生 区 公 告

川崎市麻生区公告第58号

　次の督促状を別紙記載の者に送達すべきところ、その

者の住所、居所、事務所及び事業所が不明のため送達す

ることができないので、国民健康保険法（昭和33年12月

27日法律第192号）第78条で準用する地方税法（昭和25

年法律第226号）第20条の２の規定により公告します。

　なお、当該書類は送達を受けるべき者の申出により交

付します。

　　令和元年12月20日

 川崎市麻生区長　多　田　貴　栄　　

年　度 科　目 期　別

この公告により

滞納処分に

着手し得る日

件数・備考

平成

31年度

国民健康

保険料
第３期

令和元年12月31日

（第３期分）
計１件

平成

31年度

国民健康

保険料
第４期

令和元年12月31日

（第４期分）
計１件

平成

31年度

国民健康

保険料
第５期

令和元年12月31日

（第５期分）
計５件

平成

31年度

国民健康

保険料
第６期

令和元年12月31日

（第６期分）
計63件

（別紙省略）

　　　───────────────────
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川崎市麻生区公告第59号

　次の配当計算書（謄本）を別紙記載の者に送達すべき

ところ、その者の住所、居所、事務所及び事業所が不明

のため送達することができないので、国民健康保険法

（昭和33年12月27日法律第192号）第78条で準用する地

方税法（昭和25年法律第226号）第20条の２の規定によ

り公告します。

　なお、当該書類は送達を受けるべき者の申出により交

付します。

　　令和元年12月20日

 川崎市麻生区長　多　田　貴　栄　　

（別紙省略）

　　　───────────────────

川崎市麻生区公告第60号

　次の介護保険料に係る督促状を別紙記載の者に送達す

べきところ、その者の住所、居所、事務所及び事業所が

不明のため送達することができないので、介護保険法

（平成９年12月17日法律第123号）第143条で準用する地

方税法（昭和25年法律第226号）第20条の２の規定によ

り公告します。

　なお、当該書類は送達を受けるべき者の申出により交

付します。

　　令和元年12月20日

 川崎市麻生区長　多　田　貴　栄　　

年　度 科　目 期　別

この公告により

滞納処分に

着手し得る日

件数・備考

平成

31年度
介護保険料 第５期

令和元年12月31日

（第５期分）
計７件

平成

31年度
介護保険料 第６期

令和元年12月31日

（第６期分）
計７件

平成

31年度
介護保険料 第７期

令和元年12月31日

（第７期分）
計10件

（別紙省略）



（第1,786号）令和２年(2020年)１月10日 川 崎 市 公 報

－190－


